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平成１８年度杉並区財団等経営評価結果について 
 
１．経営評価の概要 
 
杉並区は、「スマートすぎなみ計画」に基づき、財団等がより効率的･効果的に事業

を執行し、区民サービスの向上や区民への説明責任を果たせるよう、平成13年度に公

社等８団体に対し経営評価制度を導入しました。平成14年度に、さんあい公社が社会

福祉協議会に事業の一部を移し解散したため、平成16年度からは７団体に対して実施

しています。 

経営評価では、財団等が自ら行う一次評価、区の所管部局が行う二次評価、行財政

改革推進本部が行う三次評価という三段階での評価を行っています。 

なお、経営評価の基礎資料として作成されたすべての評価表及び改善計画について

インターネット等で公表します。 
 
２．団体別事業目的・事業内容及び総合経営評価（三次評価） 
 
（１） 財団法人 杉並区勤労者福祉協会 

事

業

目

的 

区内中小企業勤労者の福祉の

向上を図るため、総合的な勤労者

福祉事業を行い、もって中小企業

の振興、地域社会の発展に寄与す

ることを目的とする。 

  総合的な勤労者福祉事業とし

て、区内在住または在勤の勤労者

全体のための一般事業と、協会会

員（事業所数 1,884 所、会員数

4,626 人）を対象とした会員事業を

実施している。 

事

業

内

容

①一般事業 

・各種講座、セミナー等の開催。 

・中小企業勤労者が臨時に必要とする教育費、

医療費等の融資あっせん。 

②会員事業 

・バスツアーの主催、各種チケットあっせん。 

・祝い金、弔慰金、見舞金の支給。 

・人間ドック、健康施設等の利用補助。 

・住宅ローン等のあっ旋、退職金共済への加入

促進。 

三

次

評

価 

・ 基本財産（有価証券）売却による積極的な運用や会員ニーズに沿った事業執行等を行

ったことにより、経常収支もプラスに転じ、財政運営は好転している。しかし、事業収入

や事業支出が減少する一方で補助金収入や管理費が増加しており、このまま推移した

場合の財政の硬直化が懸念される。 

・ 会員数が減少するとともにハイウェイカードあっせん等のサービスがなくなる中、インタ

ーネット申込や新たなサービスを展開することによって、サービス利用人数を前年度よ

りも増加させた実績は評価できる。 

・ 中小企業や商店の置かれる厳しい状況が続くことが予想される中、今後、財団の会員

数・事業所数ともに減少することが想定される。平成18年 3月に出された「勤労者福祉

協会実施事業の見直しについて」の報告に基づき、既存事業の再構築や会員ニーズ

に即した事業の創設を図り、平成 19 年度以降、会員数の増加や財政の自立化につな

がるような展開が期待される。 
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（２） 財団法人 杉並区障害者雇用支援事業団 

事

業

目

的 

就労が困難な障害者の雇用の促

進と職業生活の自立を図るため、

職業準備訓練から就職・職場定着

に至るまで一貫した就労支援・相談

援助を障害者・事業主等に行うこと

により、障害者の自立と社会参加を

進め、ノーマライゼーションの理念

の実現に寄与する。 

事

業

内

容

①就労機会の開拓、提供 

②職業準備訓練の実施 

③職業リハビリテーションに係る情報の提供、相

談、援助 

④事業主に対する雇用管理に関する事項につ

いての助言、援助 

⑤障害者雇用支援者に係る情報の収集、提供 

⑥障害者雇用支援者に対する研修の実施 

⑦杉並区から受託する施設の管理運営 

三

次

評

価 

・ 平成 17 年度は、障害者自立支援法の制定・施行や区の保健福祉計画が改定されるな

ど障害者雇用を取り巻く状況が大きく変化する中で、障害者雇用支援事業団が「事業改

革推進プラン」を策定し、時代の変化に対応する事業実施方針を示したことは評価でき

る。 

・ 障害者が就職した職場での定着率は 90％を超える実績をあげている一方で、障害者

の就職者数は若干減少している。障害者自立支援法の制定で、福祉的就労の主体で

ある作業所などの転換期となったこともあり、就職者数に影響が出たものと思われるが、

平成18年度は事業団の人的体制が拡充されているので、今後の就職者数などの事業

成果に結びつくよう期待する。 

・ 事業団の設立目的や企業就労支援を重点化した事業団の事業実施方針から、財務運

営は補助金収入と人件費支出が主体となってしまう面は否めないが、さらなる事業執行

の効率化が望まれる。 

 

（３） 財団法人 杉並区スポーツ振興財団 

事

業

目

的 

スポーツ振興に関する事業を行

うことによって、区民のスポーツ活

動を活性化させ、健康で潤いのあ

る豊かな暮らしの実現と活力ある地

域社会の形成するため、区民向け

各種スポーツ教室やイベントを実

施する。 

事

業

内

容

①各種スポーツ教室の実施 

②野外スポーツ活動の普及 

③ニュースポーツの普及 

④スポーツ関係団体の育成・支援及び各種スポ

ーツ指導者養成 

⑤区民体育祭やスポーツレクリエーション大会

などスポーツ普及事業の実施 

⑥健康・体力づくりの実施及び相談 

⑦スポーツ情報の収集及び提供 

⑧区の体育施設の管理運営その他事業目的を

達成するために必要な事業 

三

次

評

価 

・ 温水プールの受付業務を外部委託に変更し人件費比率を下げるなど、事業の執行方

法の見直しを行い、経営改善につなげたことは評価できる。 

・ 財団のホームページ開設による広報の充実、施設予約システムの「さざんかねっと」へ

の統合による利用者の利便性向上及びニーズの高い中高年者を対象にした健康づく

り・体力づくり等の教室を拡充した結果、利用者数の増加を図ることができたことは評価

できる。今後は、財団が自己評価するように、個人利用の比率を高めるための方策を講

じ、収益力を高めることによる経営改善が望まれる。 

・ 平成 18 年度から指定管理者制度が区立体育施設に導入されたことに伴い、財団が管

理運営する施設が9施設（うち指定管理施設は7施設）に縮小された。財団では、今年

度「マイスポーツすぎなみプラン」を改定し、利用者増を図るための取組みや事業規模

（施設運営）の縮小等に伴う事業の再構築を図ることとしており、今後、新たな経営計画

の下で成果が示されることに期待する。 
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（４） 社会福祉法人 杉並区社会福祉協議会 

事

業

目

的 

杉並区における社会福祉事業と

その他社会福祉を目的とする事業

の健全な発達及び社会福祉に関

する活動の活性化により、地域福

祉の推進を図る。 

事

業

内

容

①法人運営事業 

②地域福祉事業 

③NPO・ボランティア活動推進事業 

④杉並福祉サービス利用援助事業 

⑤受託事業 

⑥介護保険事業 

⑦助成事業 

⑧貸付事業 

⑨歳末たすけあい運動事業 

三

次

評

価 

・ 経営分析（定性評価）は、社会福祉協議会が自ら厳しくかつ適正に評価したことにより、

昨年度の評価に比べ大きく後退する結果となっているが、今後、改善計画の「今年度の

取組み・目標」に掲げた具体的な改革案が実行されることで、経営改善につながること

を期待する。 

・ 事業分析（評価指標）に介護保険サービスの指標を設定しているが、社会福祉協議会

は平成18年度以降、ほとんどの事業から撤退するため、新たな指標の設定が必要であ

る。また、設定している成果指標については、活動指標と思われる指標があるため、来

年度の評価に向けて見直しが必要である。 

・ 二次評価にもあるように、収益事業の根幹を成していた介護保険事業からの撤退を方

針化したことに伴い、社会福祉協議会の今後の財務経営は、厳しくなることが予想され

る。自主財源の減少による経営の安定性や健全性を維持するため、経営改革検討委員

会において人件費の抑制を中心とした抜本的な事業改革を検討し、その検討を踏まえ

た中長期計画の下でさらなる効率化などの取組みを実行することが望まれる。 

 

 

（５） 社団法人 杉並区シルバー人材センター 

事

業

目

的 

一般雇用にはなじまないが、働

く意欲を持っている健康な高齢者

のために、地域社会と連携を保ち

ながら、その知識、経験及び希望

に沿った就業機会を確保し、生活

感の充実及び福祉の増進を図る。

また、高齢者の能力活用の場とな

る新たなニーズ、市場の開拓と、新

たなニーズに対応するための会員

のスキルアップに取組んでいく。 

事

業

内

容

高齢者を対象とする以下の事業 

①就業機会の開拓･提供 

②研修･講習 

③調査研究 

④情報の収集･提供 

⑤相談 

⑥地域高齢者社会参加促進事業 

三

次

評

価 

・ 財務面では、受託事業の受注件数が伸び悩んだことで事業に係る収支が前年度に比べ

若干減少しているものの、不急事業の見直しや管理費の支出抑制などに取り組んだ結

果、一定の健全性は維持できていることは評価できる。 

・ 顧客満足度調査結果を活かした会員の研修内容の見直しや「一般労働者派遣事業」「指

定管理者制度」の導入準備を行うなど、今後も増加するであろう会員の受け皿（シルバー

人材センター業務の拡大）に向け、中長期の経営戦略をもった取組みは評価できる。 

・ 区からの受託事業が減少する一方で、企業・個人発注からの件数が伸びており、区に依

存しない望ましい方向に進んできているが、市場における適正な単価の設定に留意する

必要がある。 
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（６） 特定非営利活動法人 すぎなみ環境ネットワーク 

事

業

目

的 

市民の主体的な活動を中心に行

政や事業者と協働して、環境保全

分野においてリサイクルの推進を

はじめとする諸事業を行うことによ

り、市民の生活環境の向上を図り、

もって地球環境の保全に寄与す

る。 

事

業

内

容

①家具、衣料品のリサイクルショップ運営 

②フリーマーケットの実施 

③集団回収事業の運営 

④不用品情報コーナーの運営 

⑤講座、講習会等による普及啓発 

⑥ディッシュ・リユースシステムの運営 

⑦リサイクルひろばの運営 

⑧あんさんぶる荻窪施設の貸出管理等 

三

次

評

価 

・ 昨年度の外部評価の指摘を受け、平成18年3月に「すぎなみ環境ネットワーク中期計画」

を策定し、平成18年度から5カ年の事業実施方針等を計画化したことは評価できる。 

・ 事業収入が増加する中で補助金収入が減少するなど、経営状況は改善してきている。一

方、二次評価にもあるように、事業費に占める区からの受託事業費の割合が高いので、今

後、自立性を高めるために、中期計画に定める取り組みのほか新規事業の開拓を検討す

るなど、具体的な取り組みに期待する。 

 

 

 

（７） 杉並区文化・交流協会 

事

業

目

的 

杉並区における文化・芸術活動

及び国内・国際交流の振興を図るこ

とにより、活力のある開かれた地域

社会の発展と心豊かな区民生活の

形成に寄与することを目的とする。

全区民を対象とした文化・芸術に関

する事業と区内在住外国人向けの

国際交流事業や国内交流事業を実

施している。 

事

業

内

容

①文化・芸術に関する鑑賞事業 

②文化・芸術活動の育成・振興事業 

③友好都市等との交流事業 

④外国・市民との芸術・文化等交流事業 

⑤地域における国内・国際交流の推進、相談に

関する事業 

⑥交流団体との連携及び育成振興連絡事業 

⑦協会の広報、情報提供に関する事業 

三

次

評

価 

・ 事業収入が増加する中で補助金収入が減少しており、区に依存しない財務経営ができた

ことは評価できる。 

・ 平成 18 年度から、スマートすぎなみ計画に基づく「文化・交流協会のあり方」の見直し及

び平成18年1月の「文化芸術振興に向けた新たな支援策について」の報告に基づき、文

化交流協会は、文化事業と交流事業の専門性を高め、効果的に事業を進めていくため、

杉並区文化協会と杉並区交流協会に分離された。2 つの協会には、分離後もそれぞれの

専門性を活かした会員（区民）サービスの提供と健全な財政運営が実行されるよう期待す

る。 
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３．対前年度比較 
 
（１） 職員数 
職員数は、総数で２１名減少しています。うち１５名は「杉並区スポーツ振

興財団」の職員で、温水プールの受付業務を委託するとともに、事務局体制を

見直したことによるものです。 
 また、「杉並区社会福祉協議会」で１４名が減少しています。これは、社会福

祉協議会が打ち出した介護保険事業の廃止の方針に基づき、訪問介護事業を縮

小したことによるものです。 
 一方、職員数が増えたのは、「すぎなみ環境ネットワーク」の５名で、あんさ

んぶる荻窪の受付業務の拡大によるものです。そのほか「杉並区勤労者福祉協

会」で１名、「杉並区シルバー人材センター」で２名が増となっており、その他

の団体では変動はありませんでした。（１０頁資料「１職員数」参照） 
 
（２） 補助金収入割合 
各団体の当期収入に占める補助金収入割合の平均は、２９．０％となってい

ます。対前年度比で１．７ポイント（平成１６年度：２７．３％）の増となっ

ていますが、補助金額としては、３百万円弱の減となっています。 
団体別では、「杉並区障害者雇用支援事業団」が９．６ポイント、「杉並区社

会福祉協議会」が３．６ポイント、「杉並区勤労者福祉協会」が２．３ポイント

の増加となる一方、「杉並区文化・交流協会」で２．６ポイントの減少となって

います。 
なお、「杉並区文化・交流協会」「杉並区障害者雇用支援事業団」は６４．７％

と依然として補助金収入割合が高くなっています。（１１頁資料「２財政」参照） 
 

総収入に占める補助金収入割合
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（３） 管理費割合 
当期支出に占める管理費割合の平均は１４．１％で、対前年度比で７．１ポ

イント（平成１６年度：２１．２％）減少しています。団体別に見ると「杉並

区社会福祉協議会」が前年度に比べ２３．０ポイント減少していますが、これ

は社会福祉協議会が経費の算出方法を精査した結果、管理費と事業費の捉え方

を変更したことによるものです。 
管理費割合が低いのは、「杉並区スポーツ振興財団」の９.５％を筆頭に、「杉
並区シルバー人材センター」と「杉並区障害者雇用支援事業団」が続いていま

す。（１１頁資料「２財政」参照） 
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（４） 人件費割合 
当期支出に占める人件費割合の平均は３６．０％で、前年度に対し１．９ポ

イント（平成１６年度：３４．１％）増加しています。 
団体別では、「杉並区勤労福祉協会」及び「杉並区障害者雇用支援事業団」が

それぞれの団体の事業改革のために常務理事を置くなど、管理担当職員の配置

替えを行ったことにより、「杉並区勤労福祉協会」が６．７ポイント、「杉並区

障害者雇用支援事業団」で１１．２ポイントと大幅な増となっています。 
 一方、「杉並区スポーツ振興財団」は１．３ポイントの減少で、団体の中で唯

一の減となっています。（１１頁資料「２財政」参照） 
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（５） 経常収支 
経常収支は、昨年度、唯一マイナスとなっていた「杉並区勤労者福祉協会」

が、実施事業の見直し等を行い支出の抑制を図る一方、基本財産有価証券の売

買を行うなどに取り組んだ結果プラスに転じ、赤字団体は解消されています。 
なお、全体では、経常収支額は半減（１０，９８５千円→５，７０９千円）

となっています。（１１頁資料「２財政」参照） 
 
 
 
（６） 定性指標 
   定性指標は、団体経営の「計画性」「健全性」「効率性」などについて、財団

等が自ら採点しています。得点率は、平均で８１．２点となっており、昨年度

より３．２ポイントの減少となっています。 
高い点数となっているのは、「杉並区勤労者福祉協会」と「すぎなみ環境ネッ

トワーク」で、５００点満点中ともに４５０点を超えています。その一方で、

「杉並区社会福祉協議会」は２５８点となっていますが、これは社会福祉協議

会が厳しくかつ適正に評価したことにより、前年度に比べ大幅に低い点数となって

います。（１２頁資料「３定性指標」参照） 
 
※「定性指標」 
定性指標とは、数値で表現されることが困難な指標を指します。客観性の確保や比較

可能性では定量指標に劣りますが、個別の事情を勘案する必要がある場合などに役立ち

ます。例えば「中長期計画の策定の有無」「顧客満足度の調査・分析の実施の有無」など

が該当します。 
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（７） 定量指標 
具体的な比率等を掲げて評価する定量指標の平均値は、「増加が望ましい」「減

少が望ましい」などの１７項目中９項目で条件を満たしています。条件を満た

すことができていないのは、経常収入の伸長率、補助金収入依存度、経常支出

人件費比率などの８項目です。 
団体別では、「杉並区スポーツ振興財団」「杉並区シルバー人材センター」が

９項目の条件を満たす一方で、「杉並区障害者雇用支援事業団」「杉並区文化・

交流協会」は５項目にとどまっています。（１３頁資料「４定量指標」参照） 
 
※「定量指標」 
定量指標とは、具体的な数値で測定される指標を指します。金額、人数、回数、割合、

時間などで表現されます。例えば「収益事業比率」「職員一人あたり事業収入」などが該

当し、財団等の決算書類や事業報告等から把握することができます。 
 
 
４．経営評価のまとめと課題 
 
経営評価は、杉並区が財政支出や人的支援などの援助を行っている団体で、区の

事業の一定部分を代行するなど密接な関係にあると認められる７団体を対象に実施

しました。 

経営評価の目的は、財団等の団体及び区主管課のコスト意識の向上と経営内容を

公表することにより、説明責任を果たすことです。さらに、効率的・効果的な事業

を展開することによって、区民サービスの向上を図ることに視点を置き取り組んで

います。 

 

（１）経営評価は、平成１３年度から実施し、各団体の財務体質が明らかとなり、経

営改善計画の中にも活かされつつあります。今後も、事業ごとの分析を進める

など、事業の見直しを図るとともに、効率的な団体運営を進めていく必要があ

ります。 

 

（２）経営改善計画や中長期計画に基づいた着実な事業推進を行いながらも、社会情

勢の変化に柔軟に対応する姿勢が必要です。また、区民ニーズを的確に捉え、
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定期的に計画を見直していくことが求められます。 

 

（３）各団体の事業実施にあたっては、企業等と同様に採算ベースでの事業運営が求

められています。しかしながら各団体は、区からの財政支出や人的支援を受け

事業を実施していることを踏まえつつ、民間市場ベースにおいて適正な競争が

図られるよう留意し、事業に取り組む必要があります。 

 

（４）こうした状況を踏まえ、区は各団体の運営等の見直しを要請したところです。 

 

 ○「杉並区勤労者福祉協会」 

    財団の会員数・事業所数の拡大と財政の自立化に向け、既存事業の再構築や

会員ニーズに即した事業の創設を図り、会員サービスの充実を図ること。 

 

 ○「杉並区障害者雇用支援事業団」 

    さらなる事業執行の効率化に向けて、補助金収入に依存する体質の改善と人

件費支出の抑制に努めること。 

  

○「杉並区スポーツ振興財団」 

    財団の計画に基づく事業の再構築を図り、個人利用の比率を高める取組みや

財団が管理運営する区立体育施設の縮小に対応する健全経営基盤を確立するこ

と。 

  

○「杉並区社会福祉協議会」 

    収益事業の減少に対応した経営の安定性や健全性を維持するため、抜本的な

事業改革を検討し、さらなる効率化に取り組むこと。 

 

○「杉並区シルバー人材センター」 

    受託事業の企業・個人発注件数の伸びは望ましい方向に進んでいるが、市場

における適正な単価の設定に留意すること。 

 

○「すぎなみ環境ネットワーク」 

    受託事業に依存しない体質を高めるために、中期計画に定める取り組みのほ

か、新規事業の開拓を検討するなど具体的に取り組むこと。 

  

○「杉並区文化・交流協会」 

    ２つの協会に分離後も、それぞれの専門性を活かした区民サービスの提供と

健全な財政運営を実行すること。 
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%
1
8
,2
2
0
1
7
.6
%

0
0

1
7
9
7
,9
2
1
2
8
,0
6
7
2
8
.7
%
0
0
.0
%
6
,4
8
9
6
.6
%
6
3
,3
6
5
6
4
.7
%
9
7
,9
2
1
6
7
,5
2
4
6
9
.0
%
3
0
,3
9
7
3
1
.0
%
2
2
,9
2
5
2
3
.4
%

0
0

1
6
5
7
7
,6
3
1
1
9
1
,3
3
0
3
3
.1
%
2
,5
7
4
0
.4
%
2
2
5
,8
4
9
3
9
.1
%
1
5
7
,8
7
8
2
7
.3
%
5
6
6
,6
4
6
4
4
4
,2
7
1
7
8
.4
%
1
2
0
,0
2
3
2
1
.2
%
1
9
3
,0
7
9
3
4
.1
%
1
0
,9
8
5
1
8
6
,1
4
3

1
7
5
3
4
,6
0
1
1
8
9
,1
2
9
3
5
.4
%
3
,4
7
4
0
.6
%
1
8
7
,0
2
3
3
5
.0
%
1
5
4
,9
7
4
2
9
.0
%
5
2
8
,8
9
2
4
5
2
,0
9
5
8
5
.5
%
7
4
,7
3
0
1
4
.1
%
1
9
0
,3
1
2
3
6
.0
%
5
,7
0
9
1
8
6
,1
4
3

※
　
自
主
財
源
（
そ
の
他
）
は
、
「
総
収
入
－
補
助
金
－
受
益
者
負
担
－
基
本
財
産
収
入
」

※
　
構
成
比
は
、
総
収
入
、
総
支
出
に
占
め
る
割
合

※
　
金
額
は
、
千
円
未
満
端
数
切
捨
て

平
均

年
度

杉
並
区
文
化
・
交
流

協
会

（
N
P
O
）
す
ぎ
な
み

環
境
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

(社
団
)杉
並
区
シ
ル

バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー

(社
福
)杉
並
区
社
会

福
祉
協
議
会

(財
)杉
並
区
ス
ポ
ー

ツ
振
興
財
団

(財
)杉
並
区
障
害
者

雇
用
支
援
事
業
団

(財
)杉
並
区
勤
労
者

福
祉
協
会

単
位
：
千
円

※
　
金
額
は
、
「
平
成
１
８
年
度
杉
並
区
財
団
等
運
営
評
価
ー
事
業
分
析
Ⅲ
（
事
業
の
推
移
）
」
に
よ
る

受
益
者
負
担

団
体
名

基
本
財
産
運
用
収
入

そ
の
他

補
助
金

当
期
収
入

基
本
財
産

経
常
収
支

総
収
入
（
経
常

収
入
）

自
主
財
源

事
業
費

管
理
費

総
支
出
（
経
常

支
出
）

人
件
費

当
期
支
出

fujisaku-takahi
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３
　
定
性
指
標

計
画
性
（
1
0
0
）
目
的
適
合
性

（
1
0
0
）

健
全
性
（
1
0
0
）
効
率
性
（
1
0
0
）
経
済
性
（
1
0
0
）

得
点

得
点

得
点

得
点

得
点

得
点

平
均
得
点

1
6

8
8

8
8

8
0

9
0

1
0
0

4
4
6

8
9
.2

1
7

1
0
0

8
8

1
0
0

1
0
0

1
0
0

4
8
8

9
7
.6

1
6

8
8

7
5

7
0

6
0

8
0

3
7
3

7
4
.6

1
7

8
8

8
8

8
0

7
0

8
0

4
0
6

8
1
.2

1
6

8
8

8
8

8
0

8
0

9
0

4
2
6

8
5
.2

1
7

8
8

8
8

9
0

9
0

9
0

4
4
6

8
9
.2

1
6

1
0
0

8
8

9
0

9
0

1
0
0

4
6
8

9
3
.6

1
7

3
8

5
0

6
0

6
0

5
0

2
5
8

5
1
.6

1
6

8
8

8
8

8
0

8
0

8
0

4
1
6

8
3
.2

1
7

8
8

8
8

8
0

8
0

8
0

4
1
6

8
3
.2

1
6

7
5

1
0
0

9
0

1
0
0

1
0
0

4
6
5

9
3
.0

1
7

7
5

1
0
0

9
0

1
0
0

1
0
0

4
6
5

9
3
.0

1
6

7
5

6
3

8
0

7
0

8
0

3
6
8

7
3
.6

1
7

6
3

7
5

8
0

7
0

8
0

3
6
8

7
3
.6

1
6

8
6

8
4

8
1

8
1

9
0

4
2
2

8
4
.4

1
7

7
7

8
2

8
3

8
1

8
3

4
0
6

8
1
.2

(財
)杉
並
区
障
害
者
雇
用
支
援

事
業
団

(財
)杉
並
区
ス
ポ
ー
ツ
振
興
財
団

合
計
（
5
0
0
）

年
度

団
体
名

平
均

(社
福
)杉
並
区
社
会
福
祉
協
議
会

(社
団
)杉
並
区
シ
ル
バ
ー
人
材

セ
ン
タ
ー

（
N
P
O
)す
ぎ
な
み
環
境

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

杉
並
区
文
化
・
交
流
協
会

(財
)杉
並
区
勤
労
者
福
祉
協
会

fujisaku-takahi
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指
標

算
定
式

単
位
年
度

(財
)杉
並

区
勤
労
者

福
祉
協
会

(財
)杉
並

区
障
害
者

雇
用
支
援

事
業
団

(財
)杉
並
区

ス
ポ
ー
ツ
振

興
財
団

(社
福
)杉
並

区
社
会
福
祉

協
議
会

(社
団
)杉
並

区
シ
ル
バ
ー

人
材
セ
ン

タ
ー

(N
P
O
)す
ぎ

な
み
環
境

ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク

杉
並
区
文

化
・
交
流
協

会
平
均
参
考

1
6
9
1
.8
9
9
.2

9
1
.2

9
7
.8

1
0
5
.1
8
7
.4
9
4
.2
9
5
.2

1
7
8
9
.0
8
9
.0

9
2
.3

8
8
.7

9
8
.1
9
4
.9
9
2
.1
9
2
.0

1
6
-
5
,2
6
0
2
,0
9
2
3
9
,1
9
5
1
9
,8
9
5
1
6
,7
8
7
4
,1
8
3

0
1
0
,9
8
5

1
7
1
2
,7
7
3
1
,1
7
9
9
,3
4
1
3
,5
8
1
1
1
,9
3
3
1
,1
5
3

0
5
,7
0
9

1
6
9
7
.8
1
0
1
.0

1
0
3
.9

1
0
1
.6

1
0
1
.6
1
0
6
.0
1
0
0
.0
1
0
1
.7

1
7
1
0
5
.5
1
0
0
.6

1
0
1
.0

1
0
0
.3

1
0
1
.1
1
0
1
.5
1
0
0
.0
1
0
1
.4

1
6
1
1
7
.1
1
2
6
.9

1
0
3
.0

1
0
3
.3

1
0
7
.2
4
3
9
.8
9
9
.1
1
5
6
.6

1
7
9
6
.9
6
6
.5

9
6
.1

8
7
.0

9
9
.1
9
9
.8
1
0
3
.6
9
2
.7

1
6
1
0
6
.4
1
1
1
.7

9
7
.3

9
7
.1

1
0
5
.6
7
8
.9
1
0
6
.4
1
0
0
.5

1
7
1
0
5
.5
8
7
.7

9
6
.5

8
4
.0

1
0
0
.4
1
0
3
.4
9
4
.3
9
6
.0

1
6
7
7
.0
8
7
.1

9
0
.4

5
9
.2

8
9
.0
7
3
.0
7
4
.7
7
8
.6

1
7
7
5
.9
8
6
.7

9
0
.5

8
2
.2

8
8
.5
7
3
.0
6
9
.0
8
0
.8

1
6
1
7
.3
1
2
.9

9
.6

4
0
.8

1
1
.0
2
7
.0
2
5
.3
2
0
.6

1
7
2
3
.4
1
3
.3

9
.5

1
7
.8

1
0
.3
2
7
.0
3
1
.0
1
8
.9

1
6
3
7
.0
5
6
.1

3
6
.6

2
0
.1

1
6
.7

7
.5
6
7
.3
3
4
.5

1
7
3
9
.3
6
6
.5

3
6
.8

2
3
.7

1
6
.9

7
.0
6
4
.7
3
6
.4

1
6
-

-
6
6
.6
-

-
3
5
.4
8
3
.8
6
1
.9

1
7
-

-
6
7
.0
-

-
3
1
.6
7
6
.9
5
8
.5

1
6
-

6
.7

4
2
.8

1
1
.5

5
0
.3
8
2
.7
-

3
8
.8

1
7
-

1
0
.2

4
4
.3

4
.8

5
0
.0
8
3
.6
-

3
8
.6

1
6
9
3
.9
9
6
.1

7
6
.0

7
5
.3

4
9
.1
8
8
.0
2
3
.8
7
1
.7

1
7
9
7
.9
9
7
.4

7
8
.5

7
4
.4

5
2
.6
8
4
.7
1
8
.3
7
2
.0

1
6

2
.1

1
.2

1
.2

0
.0

-
-

-
1
.1

1
7

4
.1

1
.2

1
.2

0
.0
-

-
-

1
.6

1
6
2
6
.4
4
8
.5

3
3
.9

4
7
.9

1
6
.2
6
5
.8
1
7
.5
3
6
.6

1
7
3
3
.1
5
9
.7

3
2
.6

5
3
.9

1
6
.6
6
6
.7
2
3
.4
4
0
.9

1
6

9
.1

4
.6

0
.8

0
.5

1
.8

3
.4

5
.6

3
.7

1
7

8
.3

4
.0

0
.9

0
.5

1
.7

2
.9

5
.6

3
.4

1
6

8
.6

6
.4

1
.8

2
.6

4
.6

7
.9
-

5
.3

1
7
1
8
.2
1
5
.2

1
.8

2
.7

4
.4

6
.8
-

8
.2

1
6
3
7
.8
-
7
6
.1

8
.5

-
0
.2

6
.0
2
6
.0
-
5
.4
-
0
.5

1
7
-
0
.4
-
3
.2

-
1
1
.8

5
6
.4

6
.4

0
.0
-
2
0
.0

3
.9

1
6

0
.5

0
.4

1
.5

1
.7

5
.0

2
.8

5
.1

2
.4

1
7

0
.5

0
.4

1
.4

1
.4

4
.8

2
.6

3
.7

2
.1

1
6
1
4
,1
3
4
3
,6
2
9
4
,6
4
3
3
,3
5
2
2
7
,0
1
9
2
,3
2
2
1
,7
9
8
8
,1
2
8

1
7
1
1
,7
7
8
2
,4
1
1
5
,2
8
2
3
,0
9
8
2
5
,9
9
7
1
,9
7
7
1
,8
6
3
7
,4
8
7

1
6

1
.7
-
1
.6

-
1
.2

-
2
.0

8
.7
1
5
.9

0
.0

3
.1

1
7

2
.8
-
0
.2

1
.2

-
2
.5

5
.8

4
.8

0
.0

1
.7

1
6
2
0
9
,5
3
5
2
1
3
,4
5
9
1
,0
1
6
,1
9
1
1
,2
3
4
,9
6
9
1
,0
0
1
,3
1
6
5
2
,6
3
4
9
9
,7
4
6
5
4
6
,8
3
6

1
7
2
1
4
,1
0
2
1
8
8
,3
6
8
9
2
4
,6
8
6
1
,0
5
6
,8
9
4
1
,0
8
3
,3
8
2
7
4
,6
2
7
1
0
1
,3
2
5
5
2
0
,4
8
3

1
6
8
9
.6
9
8
.6

9
6
.2

9
6
.3

9
3
.0
7
1
.7
9
6
.0
9
1
.6

1
7
8
6
.8
9
9
.2

9
5
.0

9
8
.2

1
0
0
.2
7
5
.3
1
0
3
.5
9
4
.0

※
金
額
は
、
千
円
未
満
を
切
り
捨
て
。
％
及
び
回
に
つ
い
て
は
、
小
数
点
以
下
第
２
位
を
四
捨
五
入
。

％％％％

経
常
収
入
÷
経
常
支
出
×
１
０
０

経
常
収
入
（
総
収
入
）
ー
経
常
支
出
（
総
支
出
）

全
事
業
の
事
業
費
（
決
算
額
）
÷
当
初
予
算
事
業
費
額
×
１
０
０
％ 千
円

％

管
理
費
÷
経
常
支
出
×
１
０
０

全
事
業
の
事
業
費
÷
経
常
支
出
×
１
０
０

当
該
年
度
の
経
常
収
入
÷
前
年
度
の
経
常
収
入
×
１
０
０

当
該
年
度
の
事
業
収
入
÷
前
年
度
の
事
業
収
入
×
１
０
０

総
収
入
÷
資
産

(1
－
当
該
年
度
の
管
理
費
比
率
÷
前
年
度
の
管
理
費
比
率
）
×
１
０
０

常
勤
役
員
人
件
費
÷
総
人
件
費
×
１
０
０

常
勤
役
員
数
÷
総
職
員
数
（
非
常
勤
役
員
を
除
く
）
×
１
０
０

損
益
分
岐
点
÷
総
収
入
×
１
０
０

固
定
費
÷
｛
1
ー
（
変
動
費
÷
総
収
入
）
｝

剰
余
金
（
当
期
正
味
財
産
増
加
額
）
÷
資
産
×
１
０
０

事
業
収
入
÷
総
職
員
数
（
非
常
勤
役
員
を
除
く
）

経
常
収
入
の
伸
長
率

正
味
財
産
構
成
比
率

区
委
託
事
業
依
存
度

収
益
事
業
比
率

損
益
分
岐
点

損
益
分
岐
点
比
率

管
理
費
比
率

事
業
費
比
率

管
理
費
比
率
の
削
減
率

資
産
回
転
率
(回
）

職
員
１
人
あ
た
り
事
業
収

入

資
産
剰
余
率

基
本
財
産
運
用
収
入
率

経
常
支
出
人
件
費
比
率

常
勤
役
員
比
率

常
勤
役
員
人
件
費
比
率

補
助
金
収
入
依
存
度

％

総
人
件
費
÷
経
常
支
出
×
１
０
０

基
本
財
産
運
用
収
入
額
÷
基
本
財
産
額
×
１
０
０

正
味
財
産
÷
（
負
債
+
正
味
財
産
）
×
１
０
０

 
区
委
託
事
業
費
÷
全
事
業
の
事
業
費
×
１
０
０
  
 (
補
助
金
は
含
ま
ず
）

収
益
事
業
の
事
業
費
÷
全
事
業
の
事
業
費
×
１
０
０

補
助
金
収
入
÷
総
収
入
合
計
×
１
０
０

％％ ％％

事
業
収
入
合
計
の
伸
長

率

％千
円

％千
円

回％％％％

1
7

1
6

1
5

1
4

2
1

2
0

1
9

1
8

1
0

1
1

1
2

1
3

健  全  性 効 率 性 経 済 性

1 2 3 4 5 6 7

自  立  性計  画  性分
野

４
　
定
量
指
標

8 9

事
業
費
の
対
計
画
比
率

経
常
収
支

経
常
収
支
比
率

通
常
黒
字
が
望

ま
し
い

通
常
1
0
0
％
以

上
が
望
ま
し
い

通
常
増
加
が
望

ま
し
い

通
常
増
加
が
望

ま
し
い

通
常
増
加
が
望

ま
し
い

通
常
減
少
が
望

ま
し
い

通
常
減
少
が
望

ま
し
い

通
常
増
加
が
望

ま
し
い

通
常
増
加
が
望

ま
し
い

通
常
増
加
が
望

ま
し
い

通
常
９
０
％
未

満
が
望
ま
し
い

通
常
１
回
以
上

が
望
ま
し
い

通
常
増
加
が
望

ま
し
い

通
常
増
加
が
望

ま
し
い

通
常
減
少
が
望

ま
し
い

通
常
減
少
が
望

ま
し
い

通
常
減
少
が
望

ま
し
い

fujisaku-takahi
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１ 
（
財
）
杉
並
区
勤
労
者
福
祉
協
会 
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名称 代表者 所管部課

基本
財産

設立
年月日

電話

レーダーチャート

評価 得点

A A A 100

A A A 88

A A A 100

A A A 100

A A A 100

A A A 488

単位 平成15年度 平成16年度 平成17年度

千円 219,906 233,939 246,749

千円 229,549 239,199 233,976

千円 449,112 460,048 454,275

％ 42.6 37.0 39.3

千円 87,124 107,640 103,516

％ 72.2 77.0 75.9

％ 27.8 17.3 23.4

千円 12,071 14,134 11,778

千円 ▲ 9,642 ▲ 5,260 12,773

％ 30.8 26.4 33.1

千円 201,586 209,535 214,102

人 31 31 32

％ 9.1 9.1 8.3

単位 平成15年度 平成16年度

事業（施設） 953 987

事業（施設） 29 42

枚 2,800 3,000

人 55,908 59,147

人 644 377

１６年度評
価

１７年度

常勤役員比率

特記事項

１　基本財産の運用を積極的
に行った結果、総収入及び
経常収支が1,200万円余の増
となった。
２　常務理事に区からの派遣
職員が就任したことに伴い、
経常支出人件費比率が
16.8％の増加となった。

経常収支

経常支出人件費比率

損益分岐点

総職員数

主要指標

総収入

総支出

②新規加入会員
数

指標名

加入促進パンフレット配布数

協会のサービスを利用した延べ人数

各年度末

提供するサービスの項目数

財務

管理費比率

　　　平成１８年度杉並区財団等経営評価表

組織

経
営
分
析

（
定
量
評
価

）

顧客（サービス対象）
区内の中小企業勤労者、
事業主とその家族

事業内容
○一般事業
・各種講座、セミナー等の開催。
○会員事業
・バスツアーの主催、各種チケットあっ旋。
・祝い金、弔慰金、見舞金の支給。
・人間ドック、健康施設等の利用補助。
・住宅ローン等のあっ旋、退職金共済への
加入促進。

平成4年4月1日 3397-2521

団
体
概
要

経
営
分
析

（
定
性
評
価

）

財団法人　杉並区勤労者福祉協会

３００，０００千円

総合

事業目的
中小企業勤労者の福祉の向上を図るため、総合的
な勤労者福祉事業を行い、もって中小企業の振
興、地域社会の発展に寄与することを目的とする。

計画性

目的適合性

健全性

効率性

経済性

１５年度評
価

職員一人当たり事業収入

資産

補助金収入依存度

受益者負担

事業費比率

区民生活部
産業振興課

理事長　小林義明

団体による自己評価結果

①協会サービス利
用者数

算式

提供するサービスの項目数

59,455

2,061

40

2,500

373

経
営
実
績

１　会員事業　　平成１７年度はホームページを刷新し、インターネットからのチケット申込み制度を導入するなど利便性の向
上に努めた。また、協会サービスの利用件数はハイウェイカード、高速道回数券のあっせん中止により約２０００件減少した
が、チケットあっせんなどの事業を積極的に行ったところ、この減少分を上回る利用があり、全般的に好調であった。
２　一般事業　　一般勤労者を対象とした一般事業は、ジョイフル教養講座を中心として、受講意欲をそそるような多種多様
な講座を企画した。その結果、募集人員の約１．６倍の応募者があり、前年に引き続き、好評であった。
３　会員数　　会員のニーズに的確に応えるため、サービス内容の改善を図ってきたが、区内の中小企業・従業員数の減少
や福利厚生に対する勤労者の意識が多様化したことなどもあって、１６～１７年度の新規加入者が伸び悩み、会員数は減少
傾向にある。

事
業
分
析

①会員向け事業
提供数
②一般事業提供
数

活動
指標

成果
指標

③加入促進パンフ
レット配布数

平成17年度

定性評価レーダーチャート

0

20

40

60

80

100
計画性

目的適合性

健全性効率性

経済性

fujisaku-takahi
15



【財団等団体経営評価】

【所管部課経営評価】

【財団等団体経営評価（一次評価）】

【所管部課経営評価（二次評価）】
経営分析・定性評価 経営分析・定量評価

１　平成１７年度はホームページを刷新し、インターネッ
トからのチケット申込み制度を導入するなど利便性の向
上に努めた。また、協会サービスの利用件数はハイウェ
イカード、高速道回数券のあっせん中止により約２０００
件減少したが、チケットあっせんなどの事業を積極的に
行ったところ、この減少分を上回る利用があり、全般的
に好調であった。

２　一般勤労者を対象とした一般事業は、ジョイフル教
養講座を中心として、受講意欲をそそるような多種多様
な講座を企画した。その結果、募集人員の約１．６倍の
応募者があり、前年に引き続き、好評であった。

１　平成１７年度に理事を構成員とする協会事業の見直し検討委員会を設置し、①会員数の増加②財政の自立化のための改善策が報告さ
れ、平成１９年度からの実施を目指し、平成１８年度にその具体化を図る。
２　協会の根幹をなす会員数は、区内の中小企業・従業員数の減少や福利厚生に対する勤労者の意識が多様化したことなどもあって、新規
会員の入会数が伸び悩み、また、会員の高齢化、不況等による廃業に伴う、会員企業数、会員数の減少が続いている。
３　全会員を対象に行ったアンケートの調査結果を踏まえて、日帰り温泉施設や健康温泉施設の充実など要望の多かった事業をいち早く取
り入れた結果、事業活動は全般的に好調であった。
４　財政面では、単年度収支が黒字となり、引続き健全財政を維持しているといえる。
５　今後も、会員の拡大になお一層努力し、経営の自立化を図り、設立目的である勤労者福祉のさらなる充実に努めていく。

経営分析・定性評価
１　平成１７年度に理事を構成員とする協
会事業の見直し検討委員会を設置し、①
会員数の増加②財政の自立化など、中
長期的な経営目標を策定した。
２　事業内容と団体の設立目的は一致し
ている。事業の参加者や全会員を対象と
したアンケートを行い、ニーズに沿った
サービスの提供に努めている。
３　固定資産の運用、財務会計等健全で
ある。区派遣職員の人件費を除いては、
区からの補助金に依存しない施策を行っ
ている。また、コストの削減、事業収入の
増加に積極的に取り組んでいる。

・基本財産（有価証券）売却による積極的な運用や会員ニーズに沿った事業執行等を行ったことにより、経常収支もプラスに転じ、財政運営
は好転している。しかし、事業収入や事業支出が減少する一方で補助金収入や管理費が増加しており、このまま推移した場合の財政の硬直
化が懸念される。
・会員数が減少するとともにハイウェイカードあっせん等のサービスがなくなる中、インターネット申込や新たなサービスを展開することによっ
て、サービス利用人数を前年度よりも増加させた実績は評価できる。
・中小企業や商店の置かれる厳しい状況が続くことが予想される中、今後、財団の会員数・事業所数ともに減少することが想定される。平成
18年3月に出された「勤労者福祉協会実施事業の見直しについて」の報告に基づき、既存事業の再構築や会員ニーズに即した事業の創設
を図り、平成19年度以降、会員数の増加や財政の自立化につながるような展開が期待される。

　１７年度の特徴として、基本財産として保有する有価証券を積極的に運用し、収支の改善に寄与した点が挙げられる。一方、人件費の増加
による管理費の増加がみられるなど、項目によっては、悪化している指数もみられ、会員数の減少による事業収入の減少が徐々に協会運営
に影響を与えていると考えられる。事業面では、会員へのアンケート結果を反映した事業を行い、多種多様な事業を工夫して行った結果、
サービス利用年間延べ人数が増加するなど運営努力が成果を出しつつある。
　最も重要課題とされる会員数については、中小企業のおかれている状況が引き続き厳しく、会員数の減少傾向が続いている。従来のＰＲの
みでは大幅な会員の増加が見込めず、今後については、１９年度の抜本的な事業の見直しに向けて、十分な検討と準備を行う必要がある。

１　自己評価結果は５分野すべて評価Aであり、特段問題視す
る事項は無いと考えられる。
２　計画性については、１７年度に実施した、理事を構成員とす
る「協会運営のあり方検討会」での検討結果を基に、中長期的
な経営目標を策定するなど、計画的な運営に努力が見られ
る。

１　計画性については、経常収支（総収入）が前年度比で増加しているほか、
経常収支が３年ぶりに黒字化し、改善されている指標が多く見られる。経費
削減を進めてはいるが、人件費の増加による管理比率の増加がみられる。
２　自立性については、補助金収入依存度は３９．３％と高い傾向が見られ
る。
３　健全性については、基本財産運用収入額の増加により、基本財産運用
収入率は上昇している。

　活動指標の３項目のうち、会員事業が
伸び全般的に好調であったが、一般事
業、会員数は減少した。会員事業は、イ
ンターネットからのチケット申込み制度を
導入するなど改善の成果が表れている。
　しかし、会員数の減少が続いていること
から、新規加入会員の確保は引き続き課
題となっている。

　事業に利用者（一般・会員）のニーズを反映さ
せていることは、本年度も結果が数値として現れ
ており、引き続き継続目標として取り組む必要が
ある。さらに、高齢化や後継者不足等の理由で
廃業する商店が増えるなど、商店が厳しい状況
下におかれている中で、協会の自立にとって会
員数の増加は、重要課題とされている目標であ
る。

　総収入は伸びたが、事業収入は減少し、総支
出は前年度より減少している。また、サービス利
用年間延べ人数が増加していることから、事業
が活発に運営されていると考えられるが、利用一
回当り単価が低下したことで受益者負担も減少
している。組織としての職員数は１名増加した
が、区派遣職員の人件費が管理費を押し上げて
おり、常勤、非常勤、派遣、固有等内部の職員
の配分については、引き続いての検討課題であ
る。

【総合経営評価（3次評価）】

事業分析・事業の推移事業分析・目標設定の考え方事業分析・現状の分析・評価

経営分析・定量評価 事業分析
１　総収入は前年比105.5％と増加した
が、総支出は97.8％に減少した。これは、
会員ニーズの把握に努め、要望の多かっ
た事業を積極的に行ってきた成果であ
る。

２　基本財産として保有している有価証券
の運用を積極的に行ったところ、7,903千
円の収入があり、経常収支も12,772千円
の黒字となり、引き続き健全な財政運営
を行っている。
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平
成
1
8
年
度
杉
並
区
財
団
等
運
営
評
価
－
事
業
分
析
Ⅰ
（
事
業
概
要
）

代
表
者

所
管
部
課
係
名

設
立
年
月
日

電
話

事 業 内 容

総
合
的
な
勤
労
者
福
祉
事
業
と
し
て
、
区
内
在
住
在
勤
勤
労
者
全
体
の
た
め
の
［
一
般
事

業
］
と
、
協
会
会
員
の
た
め
の
［
会
員
事
業
］
を
実
施
し
て
い
る
。

○
一
般
事
業

・
各
種
講
座
等
事
業

　
勤
労
者
等
の
要
望
に
応
じ
た
、
セ
ミ
ナ
ー
、
講
座
等
を
開
催
す
る
。

・
福
祉
事
業

　
中
小
企
業
の
勤
労
者
が
臨
時
に
必
要
と
す
る
資
金
の
融
資
を
指
定
す
る
金
融
機
関
に

斡
旋
す
る
。

○
会
員
事
業

・
自
己
啓
発
、
余
暇
活
動
事
業

　
会
員
の
自
己
啓
発
、
余
暇
活
動
を
支
援
す
る
事
業
を
行
う
。
（
バ
ス
ツ
ア
ー
の
主
催
、
各

種
チ
ケ
ッ
ト
の
あ
っ
旋
、
指
定
宿
泊
施
設
利
用
補
助
、
夏
季
保
養
施
設
等
の
借
上
）

・
在
職
中
の
生
活
安
定
事
業

　
会
員
の
生
活
安
定
の
一
助
と
す
る
た
め
の
給
付
事
業
を
行
う
。
（
祝
金
、
弔
慰
金
、
入
院

等
見
舞
金
の
支
給
）

・
健
康
維
持
増
進
事
業

　
会
員
の
健
康
維
持
増
進
の
た
め
必
要
な
事
業
を
行
う
。
（
人
間
ド
ッ
ク
、
指
定
健
康
施
設

等
の
利
用
補
助
）

・
財
産
形
成
事
業

　
会
員
に
対
し
、
財
産
形
成
を
助
長
す
る
た
め
必
要
な
事
業
を
行
う
。
（
住
宅
等
ロ
ー
ン
の

融
資
斡
旋
、
中
小
企
業
退
職
金
共
済
事
業
へ
の
加
入
促
進
）

区 へ の 要 望

　
「
一
般
社
団
法
人
及
び
一
般
財
団
法
人
に
関
す
る
法
律
」
等
の
公
益
法
人
制
度
改
革
関

連
３
法
案
が
平
成
１
８
年
５
月
、
国
会
で
成
立
し
た
。
こ
の
法
律
に
よ
る
と
現
行
の
財
団
法
人

は
施
行
の
日
（
平
成
２
０
年
度
中
を
予
定
）
か
ら
５
年
間
は
特
例
民
法
法
人
と
し
て
存
続
し
、

そ
の
後
、
公
益
認
定
を
受
け
れ
ば
公
益
財
団
法
人
と
し
て
税
制
上
の
優
遇
措
置
を
受
け
る

こ
と
が
で
き
る
。

　
こ
の
法
律
改
正
は
、
協
会
の
基
本
的
な
あ
り
方
を
問
う
も
の
で
あ
り
、
協
会
と
し
て
も
、
今

後
、
時
間
を
か
け
慎
重
に
検
討
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。
一
方
、
区
に
お
い
て
も
協
会
の
あ

り
方
に
つ
い
て
踏
み
込
ん
だ
考
え
方
の
提
示
を
望
む
。

団
体
名
称

基
本
財
産

組 織 構 成

○
組
織

理
事
会
（
理
事
長
1
人
、
副
理
事
長
3
人
、
常
務
理
事
1
人
、
理
事
1
4
人
）

評
議
員
会
（
評
議
員
2
0
人
）

監
事
（
監
事
2
人
）

事
務
局
1
1
人
（
常
勤
5
人
、
非
常
勤
4
人
、
パ
ー
ト
2
人
）

区
内
の
中
小
企
業
勤
労
者
、
事
業
主
と
そ
の
家
族

事 業 規 模

○
会
員
事
業
所
数
：
1
,8
8
4
所
、
会
員
数
：
4
,6
2
6
人
(平
成
1
7
年
度
末
現
在
)

○
一
般
事
業

・
各
種
講
座
等
事
業
　
　
　
：
教
養
講
座
等
3
3
事
業
、
2
,0
0
5
人

・
福
祉
事
業
　
　
　
　
　
　
：
あ
っ
旋
、
講
座
等
7
事
業
、
9
6
人

・
求
職
者
セ
ミ
ナ
ー
　
　
　
：
２
回
開
催
　
延
べ
1
1
8
人

○
会
員
事
業

・
会
員
向
け
講
座
　
　
　
　
：
教
養
講
座
4
事
業
、
5
8
人

・
自
己
啓
発
、
余
暇
活
動
事
業

　
　
主
催
事
業
　
　
　
　
　
：
バ
ス
ツ
ア
ー
等
9
事
業
、
5
7
7
人

　
　
各
種
チ
ケ
ッ
ト
頒
布
　
：
交
通
チ
ケ
ッ
ト
等
3
1
5
事
業
、
3
6
,1
0
5
件

　
　
指
定
宿
泊
等
そ
の
他
　
：
保
養
施
設
等
1
,5
9
8
施
設
、
7
1
2
件

・
在
職
中
の
生
活
安
定
事
業
：
祝
金
等
2
9
区
分
、
4
8
0
件

・
健
康
維
持
増
進
事
業
　
　
：
人
間
ド
ッ
ク
等
9
6
事
業
、
7
,9
0
6
人

・
財
産
形
成
事
業
　
　
　
　
：
火
災
共
済
あ
っ
旋
、
2
0
件

事 業 目 的顧 　 客

中
小
企
業
勤
労
者
の
福
祉
の
向
上
を
図
る
た
め
、
総
合
的
な
勤
労
者
福
祉
事
業
を

行
い
、
も
っ
て
中
小
企
業
の
振
興
、
地
域
社
会
の
発
展
に
寄
与
す
る
こ
と
を
目
的
と
す

る
。

区
民
生
活
部
産
業
振
興
課
商
工
係

３
０
０
，
０
０
０
千
円

３
３
９
７
－
２
５
２
１

小
林
　
義
明

平
成
4
年
4
月
1
日

財
団
法
人
杉
並
区
勤
労
者
福
祉
協
会
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平
成
1
8
年
度
杉
並
区
財
団
等
運
営
評
価
－
事
業
分
析
Ⅱ
（
事
業
評
価
指
標
）

目
標
値
目
標
年
度

事
業
(施
設
)

9
5
3

9
8
7
2
,0
6
1

2
1

事
業
(施
設
)

2
9

4
2

4
0

4
0
2
1

枚
2
,8
0
0
3
,0
0
0
2
,5
0
0
5
,0
0
0
2
1

事
業
(施
設
)

8
7
8

9
0
1
1
,9
2
8

2
1

事
業
(施
設
)

7
5

8
6

1
3
3

1
5
0
2
1

人
5
5
,9
0
8
5
9
,1
4
7
5
9
,4
5
5
8
0
,0
0
0
2
1

人
6
4
4

3
7
7

3
7
3

5
0
0
2
1

人
4
,9
4
4
4
,8
2
4
4
,6
2
6
5
,7
0
0
2
1

⑦
新
規
加
入
会
員
数

活 動 指 標

③
加
入
促
進
パ
ン
フ
レ
ッ
ト

の
配
布

④
会
員
向
け
自
己
啓
発
余

暇
活
動
事
業
提
供
数

⑤
会
員
向
け
情
報
提
供
、
健
康

維
持
増
進
事
業
等
提
供
数

②
一
般
事
業
提
供
数

目
標

1
6
年
度
実
績
1
7
年
度
実
績

式
・
具
体
的
内
容

1
5
年
度
実
績

提
供
す
る
サ
ー
ビ
ス
の
項
目
数

①
会
員
向
け
事
業
提
供
数

指
標
名

単
位

提
供
す
る
サ
ー
ビ
ス
の
項
目
数

提
供
す
る
サ
ー
ビ
ス
の
項
目
数

提
供
す
る
サ
ー
ビ
ス
の
項
目
数

加
入
促
進
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
の
配
布
数

協
会
事
業
の
見
直
し
検
討
結
果
報
告
を
受
け
、
平
成
１
９
年
度
か
ら
新
た
な
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
を
始

め
る
予
定
で
あ
る
。
当
面
は
、
新
た
な
サ
ー
ビ
ス
を
開
始
し
て
か
ら
の
３
年
間
ひ
と
つ
の
区
切
り
と
し
て
、

以
下
の
考
え
方
に
よ
り
、
目
標
を
設
定
す
る
。

１
　
事
業
（
施
設
）
提
供
数

　
　
余
暇
の
す
ご
し
方
、
福
利
厚
生
の
あ
り
方
が
多
様
化
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
会
員
ア
ン
ケ
ー
ト
、
事
業

参
加
者
へ
の
ア
ン
ケ
ー
ト
結
果
を
も
と
に
多
種
、
多
様
な
事
業
・
講
座
の
提
供
に
努
め
る
。

２
　
会
員
数

　
　
社
会
経
済
状
況
が
不
透
明
な
中
で
は
あ
る
が
、
会
員
規
模
を
協
会
発
足
（
平
成
４
年
）
当
時
の
規

模
に
回
復
さ
せ
る
こ
と
。
ま
た
、
加
入
事
業
所
数
を
区
内
中
小
企
業
数
の
１
割
を
目
標
に
置
く
。

現
状
の
分
析
・
評
価

１
　
会
員
事
業
　
　
平
成
１
７
年
度
は
当
協
会
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
刷
新
し
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
か
ら
の
チ

ケ
ッ
ト
申
込
み
制
度
を
導
入
す
る
な
ど
、
会
員
の
利
便
性
の
向
上
に
努
め
た
。
ま
た
、
協
会
サ
ー
ビ
ス

の
利
用
件
数
は
、
ハ
イ
ウ
ェ
イ
カ
ー
ド
、
高
速
道
回
数
券
の
あ
っ
せ
ん
中
止
に
よ
り
、
約
２
０
０
０
件
減
少

し
た
が
、
チ
ケ
ッ
ト
あ
っ
せ
ん
な
ど
の
事
業
展
開
を
積
極
的
に
行
っ
た
と
こ
ろ
、
こ
の
減
少
分
を
上
回
る

利
用
が
あ
り
、
全
般
的
に
好
調
で
あ
っ
た
。

２
　
一
般
事
業
　
　
一
般
勤
労
者
を
対
象
と
し
た
一
般
事
業
は
、
ジ
ョ
イ
フ
ル
教
養
講
座
を
中
心
と
し
て
、

受
講
意
欲
を
そ
そ
る
よ
う
な
多
種
多
様
な
講
座
を
企
画
し
た
。
そ
の
結
果
、
募
集
人
員
の
約
１
．
６
倍
の

応
募
者
が
あ
り
、
前
年
に
引
き
続
き
、
好
評
で
あ
っ
た
。

３
　
会
員
数
　
　
会
員
の
ニ
ー
ズ
に
的
確
に
応
え
る
た
め
、
サ
ー
ビ
ス
内
容
の
改
善
を
図
っ
て
き
た
が
、

区
内
の
中
小
企
業
・
従
業
員
数
の
減
少
や
福
利
厚
生
に
対
す
る
勤
労
者
の
意
識
が
多
様
化
し
た
こ
と

な
ど
も
あ
っ
て
、
会
員
数
の
減
少
傾
向
に
歯
止
め
を
か
け
る
こ
と
が
で
き
な
い
状
況
が
続
い
て
い
る
。

協
会
の
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
し
た
延
べ
人
数

各
年
度
末

各
年
度
末

目
標
設
定
の
考
え
方

⑧
会
員
数

成 果 指 標

⑥
協
会
サ
ー
ビ
ス
利
用
者

数
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平
成
1
8
年
度
杉
並
区
財
団
等
運
営
評
価
－
事
業
分
析
Ⅲ
（
事
業
の
推
移
）

算
式
・
説
明

単
位
１
３
年
度
１
４
年
度
１
５
年
度
１
６
年
度
１
７
年
度

備
考

総
収
入
（
経
常
収
入
）

千
円
2
2
7
,8
7
9
2
4
6
,5
6
0
2
1
9
,9
0
6
2
3
3
,9
3
9
2
4
6
,7
4
9

千
円
1
0
1
,1
9
6
8
9
,4
6
4
9
3
,6
5
7
8
6
,6
5
0
9
7
,0
7
5

事
業
収
入
＋
掛
金
収
入

千
円
1
2
1
,5
2
0
1
4
5
,2
9
7
1
2
0
,7
1
1
1
4
0
,3
7
8
1
3
5
,9
6
5

千
円

0
0
2
,8
4
2
2
,9
5
8
2
,0
3
4

千
円
3
,9
0
1
4
,8
0
0
4
,8
0
0
6
,2
3
5
1
2
,2
9
8

千
円
9
0
,3
9
0
1
1
5
,4
9
5
8
7
,1
2
4
1
0
7
,6
4
0
1
0
3
,5
1
6

受
益
者
負
担
比
率

受
益
者
負
担
÷
総
事
業
費

％
5
1
.7

5
9
.6

5
2
.6

6
0
.0

6
0
.3

総
支
出
（
経
常
支
出
）

千
円
2
1
6
,2
3
1
2
3
7
,8
1
8
2
2
9
,5
4
9
2
3
9
,1
9
9
2
3
3
,9
7
6

事
業
に
係
る
人
件
費
を
含
む

千
円
1
7
4
,7
9
3
1
9
3
,6
3
9
1
6
5
,7
4
4
1
8
4
,2
9
6
1
7
7
,5
8
6

区
か
ら
の
受
託
事
業
に
係
る
人
件
費
を
含
む
千
円

0
0
2
,8
4
2
2
,9
5
8
2
,0
3
4

管
理
に
係
る
人
件
費
を
含
む

千
円
4
1
,4
3
8
3
5
,7
4
6
4
7
,9
1
4
4
1
,3
7
4
5
4
,7
4
8

千
円
7
0
,4
5
8
5
8
,7
2
6
7
0
,6
1
0
6
3
,1
2
9
7
7
,4
2
6

千
円

0
0

2
9
1

4
7
7

4
1
2

千
円
4
2
0
,7
8
0
4
4
0
,0
6
6
4
4
9
,1
1
2
4
6
0
,0
4
8
4
5
4
,2
7
5

千
円
1
3
,6
6
2
2
2
,1
3
2
2
5
,0
3
8
2
8
,0
1
3
9
,6
8
2

千
円
4
0
7
,1
1
7
4
1
7
,9
3
3
4
2
4
,0
7
3
4
3
2
,0
3
4
4
4
4
,5
9
2

千
円
3
0
0
,0
0
0
3
0
0
,0
0
0
3
0
0
,0
0
0
3
0
0
,0
0
0
3
0
0
,0
0
0

役
員
、
派
遣
職
員
、
固
有
職
員
の
総
数
人

3
1

3
0

3
1

3
1

3
2

人
1

1
1

1
1

人
2
0

2
0

2
0

2
0

2
0

区
か
ら
の
派
遣
職
員

人
5

4
5

5
5

人
0

0
0

0
0

パ
ー
ト
タ
イ
ム
、
ア
ル
バ
イ
ト
を
含
む

人
5

5
5

5
6

人
4
3
,0
8
3
4
9
,0
1
0
5
5
,9
0
8
5
9
,1
4
7
5
9
,4
5
5

サ
ー
ビ
ス
利
用
年
間
延
べ
人
数
÷
職
員
数
人

3
,9
1
6
4
,9
0
1
5
,5
9
0
5
,9
1
5
5
,4
0
5

総
支
出
／
会
員
数
(年
度
末
)

円
4
3
,6
5
6
4
9
,5
2
4
4
6
,4
2
9
4
9
,5
8
5
5
0
,5
7
8

総
支
出
／
事
業
所
数
(年
度
末
)

円
1
0
1
,5
6
4
1
1
5
,7
2
6
1
1
4
,6
0
2
1
2
1
,6
6
7
1
2
4
,1
9
1

総
支
出
／
利
用
年
間
延
べ
人
数

円
5
,0
1
8
4
,8
5
2
4
,1
0
5
4
,0
4
4
3
,9
3
5

※
　
千
円
単
位
の
も
の
は
、
千
円
未
満
を
切
り
捨
て
、
円
単
位
の
も
の
は
１
円
未
満
を
切
り
捨
て
。
　
　
％
に
つ
い
て
は
、
小
数
点
以
下
第
２
位
を
四
捨
五
入
。

項
目

財  務  状  況

総 収 入 の う ち

補
助
金
収
入

総 支 出 の う ち

受
益
者
負
担

り コ ス ト

単 位 当 た

全
事
業
の
事
業
費

 内
　
区
か
ら
の
受
託
事
業
の
事
業
費

管
理
費

総
人
件
費

一
事
業
所
当
た
り
単
価

利
用
一
回
当
た
り
単
価

組   織 サ ー ビ ス

内  訳総
職
員
数

サ
ー
ビ
ス
利
用
年
間
延
べ
人
数

職
員
一
人
当
た
り
サ
ー
ビ
ス
利
用
人
数

事
業
収
入

基
本
財
産
運
用
収
入
額

　
内
　
区
か
ら
の
受
託
事
業
費

資
産

正
味
財
産

負
債

基
本
財
産
額

 内
　
区
か
ら
の
受
託
事
業
に
係
る
人
件
費

常
勤
役
員
数

非
常
勤
役
員
数

派
遣
職
員
数

常
勤
固
有
職
員
数

非
常
勤
固
有
職
員
数

一
会
員
当
た
り
単
価

fujisaku-takahi
19



平
成
1
8
年
度
公
社
等
経
営
評
価
　
運
営
評
価
表
（
経
営
分
析
定
量
指
標
）

指
標

算
定
式

単
位
１
５
年
度
１
６
年
度
１
７
年
度

特
記
事
項

参
考

1
事
業
費
の
対
計
画
比
率
全
事
業
の
事
業
費
（
決
算
額
）
÷
当
初
予
算
事
業
費
額
×
１
０
０
％

8
9
.9

9
1
.8

8
9
.0

2
経
常
収
支

経
常
収
入
（
総
収
入
）
ー
経
常
支
出
（
総
支
出
）

千
円
△
 9
,6
4
2
△
 5
,2
6
0
1
2
,7
7
3

通
常
黒
字
が
望
ま
し
い

3
経
常
収
支
比
率

経
常
収
入
÷
経
常
支
出
×
１
０
０

％
9
5
.8

9
7
.8
1
0
5
.5

通
常
１
０
０
％
以
上
が
望
ま
し
い

4
事
業
収
入
合
計
の
伸
長
率
当
該
年
度
の
事
業
収
入
÷
前
年
度
の
事
業
収
入
×
１
０
０

％
8
3
.1
1
1
7
.1

9
6
.9

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

5
経
常
収
入
の
伸
長
率

当
該
年
度
の
経
常
収
入
÷
前
年
度
の
経
常
収
入
×
１
０
０

％
8
9
.2
1
0
6
.4
1
0
5
.5

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

6
事
業
費
比
率

全
事
業
の
事
業
費
÷
経
常
支
出
×
１
０
０

％
7
2
.2

7
7
.0

7
5
.9

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

7
管
理
費
比
率

管
理
費
÷
経
常
支
出
×
１
０
０

％
2
7
.8

1
7
.3

2
3
.4

通
常
減
少
が
望
ま
し
い

8
補
助
金
収
入
依
存
度

補
助
金
収
入
÷
総
収
入
合
計
×
１
０
０

％
4
2
.6

3
7
.0

3
9
.3

通
常
減
少
が
望
ま
し
い

9
収
益
事
業
比
率

収
益
事
業
の
事
業
費
÷
全
事
業
の
事
業
費
×
１
０
０

％
-

-
-

1
0
区
委
託
事
業
依
存
度

区
委
託
事
業
費
÷
全
事
業
の
事
業
費
×
１
０
０

  
(補
助
金
は
含
ま
ず
）

％
-

-
-

1
1
正
味
財
産
構
成
比
率

正
味
財
産
÷
（
負
債
+
正
味
財
産
）
×
１
０
０

％
9
4
.4

9
3
.9

9
7
.9

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

1
2
基
本
財
産
運
用
収
入
率
基
本
財
産
運
用
収
入
額
÷
基
本
財
産
額
×
１
０
０

％
1
.6

2
.1

4
.1

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

1
3
経
常
支
出
人
件
費
比
率
総
人
件
費
÷
経
常
支
出
×
１
０
０

％
3
0
.8

2
6
.4

3
3
.1

通
常
減
少
が
望
ま
し
い

1
4
常
勤
役
員
比
率

常
勤
役
員
数
÷
総
職
員
数
（
非
常
勤
役
員
を
除
く
）
×
１
０
０
％

9
.1

9
.1

8
.3

通
常
減
少
が
望
ま
し
い

1
5
常
勤
役
員
人
件
費
比
率
常
勤
役
員
人
件
費
÷
総
人
件
費
×
１
０
０

％
7
.7

8
.6

1
8
.2

通
常
減
少
が
望
ま
し
い

1
6
管
理
費
比
率
の
削
減
率
(1
－
当
該
年
度
の
管
理
費
比
率
÷
前
年
度
の
管
理
費
比
率
）
×
１
０
０
％
△
 4
9
.5

3
7
.8
△
 0
.4

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

1
7
資
産
回
転
率
(回
）

総
収
入
÷
資
産

回
0
.5

0
.5

0
.5

通
常
１
回
以
上
が
望
ま
し
い

1
8
職
員
１
人
あ
た
り
事
業
収
入
事
業
収
入
÷
総
職
員
数
（
非
常
勤
役
員
を
除
く
）

千
円
1
2
,0
7
1
1
4
,1
3
4
1
1
,7
7
8

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

1
9
資
産
剰
余
率

剰
余
金
（
当
期
正
味
財
産
増
加
額
）
÷
資
産
×
１
０
０

％
1
.4

1
.7

2
.8

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

2
0
損
益
分
岐
点

固
定
費
÷
｛
1
ー
（
変
動
費
÷
総
収
入
）
｝

千
円
2
0
1
,5
8
6
2
0
9
,5
3
5
2
1
4
,1
0
2

2
1
損
益
分
岐
点
比
率

損
益
分
岐
点
÷
総
収
入
×
１
０
０

％
9
1
.7

8
9
.6

8
6
.8

通
常
９
０
％
未
満
が
望
ま
し
い

※
金
額
は
、
千
円
未
満
を
切
り
捨
て
。
％
及
び
回
に
つ
い
て
は
、
小
数
点
以
下
第
２
位
を
四
捨
五
入
。

分
野

経 済 性自  立  性計  画  性 健  全  性 効 率 性
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平
成
1
8
年
度
財
団
等
経
営
評
価
　
運
営
評
価
表
（
経
営
分
析
定
性
指
標
）

指
  
  
  
 標

評
価
分
野
の
点
数
（
1
0
0
点
）

1
経
営
戦
略
及
び
経
営
目
標
達
成
の
進
捗
状
況
管
理
の
手
段
と
し
て
、
中
長
期
経
営
計
画
が
策
定
さ
れ
て
い
る
か

○
計
画
性

2
年
次
事
業
計
画
書
・
収
支
予
算
書
が
､中
長
期
経
営
計
画
に
基
づ
く
短
期
的
行
動
指
針
と
し
て
作
成
さ
れ
て
い
る
か

○

3
中
長
期
経
営
計
画
や
年
次
事
業
計
画
の
策
定
に
当
た
っ
て
区
の
行
政
サ
ー
ビ
ス
に
関
す
る
計
画
と
の
整
合
性
が
確
保
さ
れ
て
い
る
か

○

4
年
次
計
画
と
年
次
実
績
と
の
乖
離
原
因
の
分
析
と
結
果
が
次
年
度
以
降
の
計
画
へ
反
映
さ
れ
て
い
る
か

○
評 価 の 根 拠 5
事
業
内
容
と
団
体
の
設
立
目
的
が
合
致
し
て
い
る
か

○
目
的
適
合
性

6
事
業
目
標
(定
量
的
数
値
)の
設
定
方
法
が
妥
当
か

△

7
団
体
が
提
供
す
る
サ
ー
ビ
ス
等
に
対
す
る
顧
客
の
満
足
度
を
調
査
・
分
析
し
て
い
る
か

○

8
新
規
事
業
の
企
画
段
階
ま
た
は
新
し
い
商
品
や
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
を
開
始
す
る
際
に
顧
客
の
ニ
ー
ズ
を
調
査
・
分
析
し
て
い
る
か

○
評 価 の 根 拠 9
管
理
者
及
び
職
員
の
能
力
育
成
体
制
が
整
備
さ
れ
て
い
る
か

○
健
全
性

1
0
意
思
決
定
及
び
業
務
の
妥
当
性
を
確
保
す
る
た
め
の
管
理
体
制
が
で
き
て
い
る
か

○

1
1
財
産
管
理
や
会
計
処
理
が
適
正
に
行
わ
れ
て
い
る
か
。
ま
た
、
監
査
の
体
制
が
整
備
さ
れ
て
い
る
か

○

1
2
区
か
ら
の
財
政
的
支
援
（
補
助
金
）
に
依
存
し
な
い
経
営
努
力
を
行
っ
て
い
る
か

○

1
3
個
人
情
報
の
管
理
と
情
報
公
開
は
適
正
に
行
わ
れ
て
い
る
か

○
評 価 の 根 拠

○
：
十
分
で
き
て
い
る
、
△
：
お
お
む
ね
で
き
て
い
る
、
×
：
で
き
て
い
な
い
　
　

8
8

 健   全   性

1
0
0

事
業
の
見
直
し
に
当
っ
て
の
組
織
的
な
意
思
決
定
に
は
、
事
務
局
内
部
に
職
員
代
表
の
検
討
組
織
を
設
置
す
る
と
と
も
に
、
他
の
職
員
の
意
見
も
反
映
さ

せ
る
た
め
の
職
場
会
も
機
能
さ
せ
、
結
論
を
導
い
た
。
ま
た
検
討
に
当
た
っ
て
、
区
か
ら
の
財
政
援
助
に
依
存
し
な
い
体
質
を
強
化
す
る
た
め
、
財
政
の
自

立
化
を
目
標
の
柱
と
し
て
位
置
づ
け
、
人
件
費
の
見
直
し
や
事
業
の
効
率
的
な
執
行
に
努
め
る
な
ど
、
協
会
運
営
の
健
全
性
に
つ
い
て
の
向
上
を
図
っ

た
。

分
 野

計  画  性
1
0
0

　 目 的 適 合 性

平
成
1
7
年
度
の
経
営
評
価
の
う
ち
｢△
」
で
あ
っ
た
｢経
営
計
画
｣項
目
の
改
善
を
図
っ
た
。
具
体
的
に
は
、
理
事
を
構
成
と
す
る
「
協
会
事
業
の
見
直
し
検

討
委
員
会
｣を
設
置
し
、
こ
の
中
で
①
会
員
数
の
増
加
②
財
政
の
自
立
化
な
ど
、
中
長
期
的
な
経
営
目
標
を
策
定
す
る
な
ど
、
協
会
の
計
画
的
な
運
営
に

努
力
し
た
。

検
討
委
員
会
見
直
し
検
討
に
当
っ
て
、
設
立
目
的
を
改
め
て
確
認
す
る
一
方
、
全
会
員
へ
の
ア
ン
ケ
ー
ト
を
実
施
し
て
、
新
た
な
サ
ー
ビ
ス
に
当
り
会
員
の

声
を
反
映
さ
せ
た
。
事
業
目
標
の
う
ち
、
会
員
数
に
つ
い
て
は
、
制
度
発
足
時
ま
で
の
人
数
に
回
復
す
る
こ
と
を
目
標
と
し
て
定
め
、
長
期
的
に
は
事
業
の

見
直
し
を
図
っ
た
上
で
の
推
移
を
見
て
定
め
る
こ
と
と
す
る
。
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平
成
1
8
年
度
財
団
等
経
営
評
価
　
運
営
評
価
表
（
経
営
分
析
定
性
指
標
）

指
  
  
  
 標

評
価
分
野
の
点
数
（
1
0
0
点
）

分
 野

1
4
予
算
節
約
度
の
原
因
分
析
結
果
が
業
績
改
善
へ
結
び
つ
け
ら
れ
て
い
る
か

○
効
率
性

1
5
人
件
費
を
削
減
す
る
た
め
の
工
夫
が
凝
ら
さ
れ
て
い
る
か

○

1
6
資
産
運
用
効
率
を
改
善
す
る
た
め
の
工
夫
が
凝
ら
さ
れ
て
い
る
か

○

1
7
事
務
処
理
の
効
率
を
改
善
す
る
た
め
の
工
夫
が
凝
ら
さ
れ
て
い
る
か

○

1
8
業
務
の
効
率
化
、
コ
ス
ト
ダ
ウ
ン
の
た
め
に
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
(外
部
委
託
)を
活
用
し
て
い
る
か

○
評 価 の 根 拠 1
9
同
種
の
事
業
形
態
、
同
規
模
の
他
団
体
を
業
績
向
上
の
比
較
対
象
と
し
て
設
定
し
、
業
績
改
善
の
努
力
を
行
っ
て
い
る
か

○
経
済
性

2
0
サ
ー
ビ
ス
コ
ス
ト
低
減
の
た
め
の
努
力
(施
策
)を
行
っ
て
い
る
か

○

2
1
物
品
の
調
達
コ
ス
ト
低
減
の
た
め
の
努
力
(施
策
)を
行
っ
て
い
る
か

○

2
2
交
渉
や
入
札
等
に
よ
り
外
部
委
託
コ
ス
ト
(業
務
委
託
費
)低
減
の
た
め
の
努
力
(施
策
)を
行
っ
て
い
る
か

○

2
3
事
業
収
入
を
増
加
さ
せ
る
た
め
の
努
力
(施
策
)を
行
っ
て
い
る
か

○
評 価 の 根 拠

1
0
0

効  率  性

1
0
0

経  済  性

昨
年
度
｢△
｣だ
っ
た
「
予
算
節
約
度
｣に
つ
い
て
は
、
サ
ー
ビ
ス
の
受
益
者
負
担
の
見
直
し
や
人
件
費
の
削
減
な
ど
に
取
り
組
み
、
予
算
･財
政
的
な
見
直

し
を
図
る
こ
と
に
し
た
。
特
に
1
9
年
度
か
ら
は
、
1
0
0
万
人
単
位
の
会
員
を
有
し
て
、
ス
ケ
ー
ル
メ
リ
ッ
ト
が
大
き
く
期
待
で
き
る
福
利
代
行
業
者
を
活
用
す
る
な

ど
事
務
･事
業
の
執
行
方
法
も
改
善
し
、
事
業
等
の
大
幅
な
効
率
化
を
推
進
す
る
こ
と
と
し
た
。

加
盟
し
て
い
る
東
京
都
勤
労
者
福
祉
サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ
ー
協
議
会
の
、
先
進
会
員
の
動
向
や
情
報
の
収
集
に
努
め
、
1
9
年
度
か
ら
事
業
の
抜
本
的
な
見

直
し
の
あ
た
っ
て
の
参
考
に
し
た
。
サ
ー
ビ
ス
と
負
担
の
あ
り
方
の
見
直
し
や
債
券
等
の
資
金
運
用
に
も
積
極
的
に
取
組
み
、
実
質
的
収
入
増
に
も
努
め
、

経
済
的
な
視
点
か
ら
も
協
会
財
政
の
健
全
化
を
図
っ
た
。
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平
成
1
8
年
度
杉
並
区
財
団
等
経
営
評
価
に
よ
る
改
善
計
画

代
表
者

電
話
3
3
9
7
-
2
5
2
1
　
内
線
4
9
0
2

理
事
長
　
小
林
　
義
明

１
　
「
事
業
の
見
直
し
に
つ
い
て
」
検
討
結
果
報
告
に
基
づ
き
、
「
会
員
数
の
増
加
」
、
「
財
政
の
自
立
化
」
を
め
ざ

し
、
中
小
企
業
の
事
業
主
が
協
会
に
加
入
す
る
こ
と
に
魅
力
を
感
じ
る
事
業
計
画
を
作
成
す
る
。

２
　
長
期
化
す
る
経
済
不
況
を
踏
ま
え
て
、
限
ら
れ
た
財
源
等
の
中
か
ら
、
勤
労
者
の
福
祉
・
地
域
の
活
性
化
に

資
す
る
事
業
を
計
画
す
る
よ
う
努
め
る
。

団
体
名
称

財
団
法
人
　
杉
並
区
勤
労
者
福
祉
協
会

主 な 取 り 組 み

最 近 五 年 間 の

成 果 ・ 反 省

前 年 度 の 取 り 組 み

組 み ・ 目 標

今 年 度 の 取 り

１
　
「
事
業
の
見
直
し
に
つ
い
て
」
検
討
結
果
報
告
を
具
体
化
し
、
事
業
主
が
魅
力
を
感
じ
る
事
業
の
導
入
、
事
業
の
あ
り
方
等
、
抜
本
的
な
改
革
を
平
成
１
９
年
度
か
ら
実
施
す
る
た
め
の

準
備
を
行
う
。

２
　
広
報
宣
伝
活
動
を
積
極
的
に
行
い
、
協
会
の
認
知
度
を
よ
り
高
め
る
。
新
規
会
員
加
入
拡
大
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
の
実
施
、
各
種
事
業
所
団
体
へ
の
集
会
で
の
Ｐ
Ｒ
、
入
会
案
内
リ
ー
フ

レ
ッ
ト
の
配
布
を
通
じ
、
協
会
の
Ｐ
Ｒ
及
び
入
会
案
内
を
積
極
的
に
行
う
。

３
　
会
員
ニ
ー
ズ
を
的
確
に
把
握
し
、
事
業
計
画
に
反
映
さ
せ
る
。
さ
ら
に
、
各
事
業
実
施
後
に
参
加
者
ア
ン
ケ
ー
ト
を
行
い
、
会
員
が
求
め
る
魅
力
あ
る
事
業
を
提
供
し
て
い
く
。

４
　
一
般
事
業
の
う
ち
、
各
種
講
座
に
つ
い
て
は
、
「
事
業
の
見
直
し
に
つ
い
て
」
検
討
結
果
報
告
に
基
づ
き
、
平
成
１
８
年
度
か
ら
Ｎ
Ｐ
Ｏ
団
体
と
協
働
し
、
実
施
す
る
。

５
　
協
会
の
主
要
な
財
源
の
一
つ
で
あ
る
掛
金
収
入
の
増
収
を
図
る
た
め
に
も
会
員
拡
大
に
努
め
る
。
ま
た
、
協
会
主
催
事
業
（
バ
ス
ツ
ア
ー
、
セ
ミ
ナ
ー
等
）
、
利
用
あ
っ
せ
ん
、
利
用
補

助
に
つ
い
て
、
協
会
負
担
額
の
見
直
し
を
行
う
と
と
も
に
、
一
般
勤
労
者
向
け
の
教
養
講
座
等
の
受
講
者
負
担
割
合
の
見
直
し
を
行
い
、
自
主
財
源
の
確
保
に
努
め
る
。

１
　
事
業
の
見
直
し
に
関
す
る
検
討
（
平
成
１
７
年
度
）

　
　
新
規
加
入
事
業
所
、
会
員
を
獲
得
す
る
た
め
、
理
事
の
代
表
を
委
員
と
す
る
「
実
施
事
業
の
見
直
し
に
関
す
る
検
討
委
員
会
」
を
設
置
し
、
事
業
主
が
魅
力
を
感
じ
る
事
業
の
導
入
、

事
業
の
あ
り
方
等
、
抜
本
的
な
改
革
に
つ
い
て
検
討
を
行
い
、
平
成
１
７
年
３
月
に
報
告
を
ま
と
め
、
理
事
会
及
び
評
議
員
会
で
了
承
さ
れ
た
。
平
成
１
９
年
度
か
ら
こ
の
報
告
に
基
づ
い

て
予
算
編
成
、
事
業
執
行
を
行
う
。
な
お
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
団
体
と
の
協
働
事
業
に
つ
い
て
は
、
平
成
１
８
年
度
か
ら
前
倒
し
て
試
行
中
で
あ
る
。

２
　
会
員
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査

　
　
全
会
員
を
対
象
と
し
た
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
を
平
成
1
4
年
度
か
ら
毎
年
行
っ
て
い
る
。
こ
の
調
査
結
果
の
う
ち
、
実
施
可
能
な
も
の
は
、
直
ち
に
事
業
に
反
映
さ
せ
、
予
算
措
置
が
必
要

な
も
の
は
、
次
年
度
以
降
の
事
業
に
反
映
さ
せ
て
い
る
。

３
　
組
織
・
執
行
体
制
の
改
善
（
平
成
１
４
年
度
）

　
　
管
理
課
、
事
業
課
の
２
課
体
制
を
事
務
局
の
１
課
制
に
変
更
し
た
。
こ
の
こ
と
に
よ
り
、
よ
り
効
率
的
な
組
織
・
執
行
体
制
を
確
立
し
た
。

１
　
理
事
を
構
成
員
と
す
る
協
会
事
業
の
見
直
し
検
討
委
員
会
を
設
置
し
、
①
会
員
数
の
増
加
②
財
政
の
自
立
化
の
た
め
、
福
利
厚
生
代
行
事
業
者
を
活
用
し
て
の
新
た
な
サ
ー
ビ
ス

の
提
供
、
助
成
制
度
の
見
直
し
、
事
務
の
委
託
な
ど
の
改
善
策
が
報
告
さ
れ
た
。

２
　
協
会
の
根
幹
を
な
す
会
員
数
は
、
区
内
の
中
小
企
業
・
従
業
員
数
の
減
少
や
福
利
厚
生
に
対
す
る
勤
労
者
の
意
識
が
多
様
化
し
た
こ
と
な
ど
も
あ
っ
て
、
新
規
会
員
の
入
会
数
が
伸

び
悩
み
、
ま
た
、
会
員
の
高
齢
化
、
不
況
等
に
よ
る
廃
業
に
伴
う
、
会
員
企
業
数
、
会
員
数
の
減
少
が
続
い
て
い
る
。

３
　
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
刷
新
し
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
か
ら
の
チ
ケ
ッ
ト
申
込
み
制
度
を
導
入
す
る
な
ど
利
便
性
の
向
上
に
努
め
た
。
ま
た
、
ハ
イ
ウ
ェ
イ
カ
ー
ド
、
高
速
道
回
数
券
の
あ
っ
せ
ん

中
止
に
よ
り
利
用
件
数
が
約
１
，
７
０
０
件
減
少
し
た
。
し
か
し
、
ア
ン
ケ
ー
ト
の
調
査
結
果
を
踏
ま
え
て
、
日
帰
り
温
泉
施
設
や
健
康
温
泉
施
設
の
充
実
な
ど
要
望
の
多
か
っ
た
事
業
を
い

ち
早
く
取
り
入
れ
た
結
果
、
こ
の
減
少
分
を
上
回
る
利
用
が
あ
り
、
事
業
活
動
は
全
般
的
に
好
調
で
あ
っ
た
。

４
　
一
般
勤
労
者
を
対
象
と
し
た
一
般
事
業
は
、
ジ
ョ
イ
フ
ル
教
養
講
座
を
中
心
と
し
て
、
受
講
意
欲
を
そ
そ
る
よ
う
な
多
種
多
様
な
講
座
を
企
画
し
た
。
そ
の
結
果
、
募
集
人
員
の
約
１
．
６

倍
の
応
募
者
が
あ
り
、
前
年
に
引
き
続
き
、
好
評
で
あ
っ
た
。

５
　
個
人
事
業
主
の
比
率
が
高
く
、
加
入
事
業
所
当
た
り
会
員
数
が
極
端
に
少
な
い
こ
と
か
ら
、
コ
ス
ト
増
の
原
因
と
な
っ
て
い
る
。

総 合 方 針

 リ ス ト

添 付 資 料
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平成1８年度杉並区公社等経営評価　問題点検討表（2次評価）

主管部
課係名

団体名

電話番号

3076
区民生活部産業振興課

特記
事項

経
済
性

　正味財産の増加により、資産剰余率は上昇したが、人件費の増加により損益分岐点は上昇している。一方、総収
入が増加しているため、損益分岐点比率は低下した。

健
全
性

　平成１７年度に理事を構成員とする「協会事業の見直しに関する検討委員会」を設置し、今後の協会事業のあり方
について検討を行っている。本報告書に基づいて、今後の経営戦略や中長期的な経営目標として設定され、計画
的な運営が可能となる。年次計画と年次実績との乖離原因の分析と結果の次年度計画への反映については、全会
員にアンケート調査を行ったり、次年度計画等に反映できるよう検討を行っている。

目
的
適
合
性

　昨年より人件費の比率が１５．８％上昇しており、組織内の職員の構成や人数について検討し、費用対効果を勘
案して職員の適正配置や定数を検討していく必要がある。１７年度は、基本財産運用収入額の増加により、経常収
支は黒字化し、健全な財政運営を行っている。

経
済
性

　物品の調達コストや外部委託コスト、さらに業績改善やサービスコストの低減の努力を行っている。事業収入の増
加及び安定した収入確保のために、会員数の増加に向けてPR活動を含め様々な努力を行っているが、会員数の
加入状態は伸び悩んでいる状況である。１７年度は、債権等の資産運用についても、積極的に取り組んだ成果が表
れ、収入の増加に貢献した。

　事業内容と団体設立の目的は合致している。事業の参加者や会員に対してのアンケート結果等を分析しながら事
業の検証を行って、多様化する顧客のニーズに応え、新規事業や新しい商品を展開した結果、利用者数は伸びて
いる。

財団法人
　杉並区勤労者福祉協会

定
量
評
価

自
立
性

　補助金収入依存度が、依然として高い状況である。人件費による影響が大きく、引き続き依存度が下がるように努
める必要がある。

計
画
性

事業収入が減少したが、基本財産運用収入額が増加したため、１７年度の経常収支は、３年ぶりに黒字化した。経
常収支比率も１００％を超え、改善した。人件費の上昇により管理費は増加し、管理費比率は６．１％上昇した。

効
率
性

　職員１人当たりの事業収入が減少しているのに加え、人件費の増加により前年度に比べ、管理費比率の削減は
０．４％とわずかにとどまった。

計
画
性

効
率
性

経営分析、課題と問題点

定
性
評
価

健
全
性

　会計・情報公開・監査等の体制は健全な状態である。ただし、区からの財政支援については、人件費の補助金へ
の依存は避けられない状況にあるが、財政の自立化を目標の柱として位置づけ、区からの財政支援に依存しない
体質強化にむけて経営努力を行っている。

　サービスの受益者負担の見直しや人件費の削減、事務分担や事業の見直しを常時行っている。事務作業もアウト
ソーシングを積極的に活用し、効率化を図っている。１９年度から福利厚生代行業者の活用を予定しており、事業の
大幅な効率化を推進が期待できる。

fujisaku-takahi
24



会員数＋事業所数により判断していく。事業については、提供数、応募者数、参加者数を合わせて検証し
ていくことが必要である。

事業分析、課題と問題点

１７年度は会員事業のうち、会員向け事業提供数、会員向け自己啓発余暇活動事業提供数が、前年度の２
倍以上に増加し、全般的に好調であった。事業内容の改善により、サービス利用者数の増加を図ることがで
きた。

活
動
指
標

析
・
評
価

現
状
の
分

コ
ス
ト

会員数が減少し、職員数が増加していることから、単価コストは増加している。
効率性等を考慮して、経費削減は行っているが、検討結果報告書に基づく抜本的な見直しを続けていく必
要がある。

事
業
の
推
移
サ
ー

ビ
ス

１７年度は会員事業のうち、会員向け事業提供数、会員向け自己啓発余暇活動事業提供数を前年度の２倍
以上に増加させるなど事業内容に改善がみられ、サービス利用者数を増加させることができた。

財
務
状
況

収入は、事業収入は前年度比３．１％減少したが、基本財産運用収入額が増加により、総収入は２年度続け
て増加した。支出では、区職員が常務理事に派遣されたため人件費が３２．３％増加したが、事業費は３．
６％減少し、総支出は２．２％減少している。負債が３４．５％減少するなど改善項目もみられ、経常収支は３
年度ぶりに黒字化した。ただし、総収入の３９．３％を補助金で賄っており、補助金に依存している点に変わ
りはない。

（
分
析

、
課
題
と
問
題
点

）

所
管
部
課
経
営
評
価
総
合
コ
メ
ン
ト

組
織

の
考
え
方

目
標
設
定

　サービスの利用者は順調に増えており、新規事業を含め、利用者のニーズにあった事業展開がなされて
いる。しかし、会員数は、新規加入者が前年度並みで、退会者数が新規加入者を上回り、会員数の減少が
続いている。区内中小企業数の減少しているが、新規加入者の開拓を積極的に進め、会員数の増加を図る
ことが最も重要な課題である。

成
果
指
標

活
動
指
標

成
果
指
標

事業提供数は、会員の満足向上に直結するため、多種・多様な事業・講座の実施が必要である。
協会の自立のために、安定した収入の確保策として、会員数の増加は最も重要な目標である。

　１７年度は、基本財産運用収入額の増加により、３年ぶりに経常収支が黒字化するなど、財務内容に顕著な変化が
見られたが、常務理事に区からの派遣職員が就任し、人件費が増加する要因となった。
　事業としては、会員や利用者のアンケート調査を事業に活かし、できる限り多様なニーズに対応した事業展開をし
て、事業への参加者も増加している。すでに入会している会員には、一定の理解、評価は得られていると考える。
　しかし、中小企業を取り巻く環境は依然好転せず、会員数は減少傾向にあるが、会員数の維持、増加が協会運営の
基盤であり、会員増加が最も重要な課題である。
　協会の自立に向け、平成１７年度に実施した財団法人杉並区勤労者福祉協会実施事業の見直しに関する検討委員
会の検討結果報告書に基づいて、１９年度から抜本的な協会事業の改革を実施する予定である。
　事業の見直しの１９年度の本格実施に向け、１８年度において十分な準備と実施可能なものは早期実施に取り組む
必要がある。

サービス利用年間延べ人数は平成１３年度から伸び続けており、ハイウエイカード、高速道回数券のあっせ
ん中止等し、約２，０００件減少したが、１７年度にインターネットからのチケットあっせん申込みの導入により
減少をカバーし、前年度を上回った。サービス年間利用人数は伸びているが、職員が増加したことから、職
員一人当たりのサービス利用人数は減少し、利用一回当たり単価は低下傾向が続いている。

fujisaku-takahi
25



２ 
（
財
）
杉
並
区
障
害
者
雇
用
支
援
事
業
団 

fujisaku-takahi
26



名称 代表者 所管部課

基本
財産

設立
年月日

電話

レーダーチャート

評価 得点

A A A 88

Ｂ B A 88

Ｂ B A 80

Ｂ B B 70

Ｂ A A 80

Ｂ A A 406

単位 平成15年度 平成16年度 平成17年度

千円 193,876 216,472 189,872

千円 192,606 214,380 188,693

千円 551,275 547,099 538,990

％ 53.3 55.1 64.7

千円 114 119 0

％ 92.7 87.1 86.7

％ 7.3 12.9 13.3

千円 3,248 3,629 2,411

千円 1,270 2,092 1,179

％ 47.2 48.5 59.7

千円 191,979 213,459 188,368

人 36 39 39

％ 4.6 4.6 4.0

単位 平成15年度 平成16年度

件 27 39

件 502 663

件 102 95

人 10 19

％ 86.1 89.1 90.3

経
営
実
績

　障害者の就労を促進するため、就労を希望する障害者に対し雇用支援センター及びそれ以外の事業団自主事業部門で
喫茶、軽作業等の職業準備訓練と就労機会の提供を行うとともに、ハローワーク等と連携して障害者を雇用する企業を開拓
し、障害者の就職、職場への定着支援を進めた。また、17年度も区と協働して区役所・区立図書館での体験実習を実施、作
業所職員を対象としたジョブコーチ養成講座や雇用支援ネットワーク会議等を開催したほか、作業所職員を対象に企業見
学会を実施した。18年度以降は、17年度に策定した事業改革推進プランに基づき、訓練の場や訓練期間の見直し、新たな
コースの設定、登録制度の導入など、ニーズにあったサービスを提供する。

事
業
分
析

職場開拓企業訪
問数
職場定着等企業
訪問数

活動
指標

成果
指標

相談件数

平成17年度

保健福祉部
障害者施策課

小林義明

団体による自己評価結果

就職者数

算式

職場開拓のため企業訪問した件数

17

42

696

110

職員一人当たり事業収入

資産

補助金収入依存度

受益者負担

事業費比率

５００，０００千円

総合

事業目的
就労が困難な障害者の雇用の促進と職業生活の
自立を図るため、職業準備訓練から就職・職場定
着に至るまで一貫した就労支援・相談援助を障害
者、事業主等に行うことにより、障害者の自立と社
会参加を進め、ノーマライゼーションの理念の実現
に寄与する。

計画性

目的適合性

健全性

効率性

経済性

１５年度評
価

　　　平成１８年度杉並区財団等経営評価表

組織

経
営
分
析

（
定
量
評
価

）

顧客（サービス対象）
就労を希望する障害のあ
る人とその関係者
区内各作業所
区内外の障害のある人を
雇用、または雇用しようと
する事業者

事業内容
①就労機会の開拓、提供②職業準備訓練
の実施③職業リハビリテーションに係る情報
の提供、相談、援助④事業主に対する雇用
管理に関する事項の助言、援助⑤雇用支
援者に係る情報の収集・提供⑥雇用支援
者に対する研修の実施⑦その他事業団の
目的達成に必要な事業

平成10年10月1日 5382－2081

団
体
概
要

経
営
分
析

（
定
性
評
価

）

財団法人　杉並区障害者雇用支援事業団

総収入

総支出

定着率

指標名

就職を希望する者及び就労中の者に
対する相談件数

事業団を利用して就職した人数

{1-1年未満で離職した数(累計)／就職
者数(類型）}*100

定着支援等、指導のため企業訪問した
件数

財務

管理費比率

１６年度評
価

１７年度

常勤役員比率

特記事項

経常収支

経常支出人件費比率

損益分岐点

総職員数

主要指標

定性評価レーダーチャート

0

20

40

60

80

100
計画性

目的適合性

健全性効率性

経済性
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【財団等団体経営評価】

【所管部課経営評価】

事業分析・現状の分析・評価

経営分析・定量評価 事業分析
　訓練作業種目の見直しにより、印刷･自
転車リサイクルを１６年度末で廃止したた
め、事業収入が減少している。このことや
雇用支援業務の強化に伴い、補助金へ
の依存度や人件費比率が上昇しており、
新たな歳入確保や事業運営の効率化が
課題となっている。一方、「障害者雇用支
援」のような公益法人活動を適正に評価
する定量指標の設定が必要である。

・平成17年度は、障害者自立支援法の制定・施行や区の保健福祉計画が改定されるなど、障害者雇用を取り巻く状況が大きく変化する中
で、障害者雇用支援事業団が「事業改革推進プラン」を策定し、時代の変化に対応する事業実施方針を示したことは評価できる。
・障害者が就職した職場での定着率は90％を超える実績をあげている一方で、障害者の就職者数は若干減少している。障害者自立支援法
の制定で、福祉的就労の主体である作業所などの転換期となったこともあり就職者数に影響が出たものと思われるが、平成18年度は事業団
の人的体制が拡充されているので、今後の就職者数などの事業成果に結びつくよう期待する。
・事業団の設立目的や企業就労支援を重点化した事業団の事業実施方針から、財務運営は、補助金収入と人件費支出が主体となってしま
う面は否めないが、さらなる事業執行の効率化が望まれる。

・平成１６年に策定された「障害者雇用支援杉並アクションプラン」に基づき、雇用支援事業が強化されたことにより、着実に就職者が増えて
いる。また、定着支援指導の強化により高い定着率という成果を上げており評価したい。
・平成１７年度には区の保健福祉計画の改定や障害者自立支援法の動向を踏まえ「事業改革推進プラン」を策定し、雇用支援者の拡大等、
障害者の多量な就労ニーズに対応できる事業展開に向けた体制づくりに取り組む方針を示している。杉並区では、障害者自立支援法の施
行に伴い、障害者の就労支援を重点施策と位置付け、障害者の地域での自立した生活が実現すよう「もっと働ける地域社会づくり」に向けて
雇用支援の強化に取り組んでいる。今後は区との協働体制を一層強化するとともに、事業団の独自性を発揮し、杉並区の障害者雇用支援
の中心としての事業展開を期待したい。
・今後は精神障害者や高次脳機能障害や発達障害の方などへの支援を視野に入れたネットワークの強化が必要である。

　平成１６年度に策定した「障害者雇用支援杉並アクションプラ
ン」に基づき、企業就労への強化を図っており、着実に実績を
上げている。
　平成１７年度は、区の保健福祉計画の改定や障害者自立支
援法の動向との整合性を図った「事業改革推進プラン」を策定
するなど、障害者の雇用支援の強化に向けて計画的な取り組
みがなされている。事業実施に関し、顧客のニーズ把握や企
業アンケートの実施など、事業目標の達成に向けた努力が見
みられる。
　経営面では、財産管理、人事管理共に、健全な経営である。

　事業の特性から、人的支援が益々重要となることは必至であるため、高い
人件費率はやむを得ない状況といえる。

　事業団の機能を企業就労を目指す障
害者の雇用支援に1本化したことから、す
べての活動指標が増に転じた。今後も就
職者の増に伴い相談件数の増が見込ま
れる。
　就職者数は若干前年を下回ったもの
の、着実に就職者は増えている。定着率
も高く、定着支援アドバイザーによる支援
の効果が現れている。

　企業就労を目指した指標設定になっており、
事業目標の達成状況がわかる指標となってい
る。

　事業の見直しから、一部事業を縮小したことに
より、事業収入が減となったが、事業目的にあっ
たものとみてよい。
　今後の就職者の増や、精神障害者や高次脳
機能障害の方への支援の方向性から、ジョブ
コーチや定着支援アドバイザーの増員が見込ま
れる。

【総合経営評価（三次評価）】

事業分析・事業の推移事業分析・目標設定の考え方

【財団等団体経営評価（一次評価）】

【所管部課経営評価（二次評価）】
経営分析・定性評価 経営分析・定量評価

　雇用支援機能の強化により就職者数は増加している
が、新たな訓練生の確保が難しくなっている。
　１８年度以降、登録制による雇用支援対象者の拡大
や訓練の場の見直し等により、効果的・効率的な事業
を推進することで雇用支援の一層の強化に取り組んで
いく。

　事業団では、１７年度に従来有していた福祉的あるいは、中間的就労の場としての機能を見直し、企業就労を目指す障害者のための雇用
支援の機能に特化した。このことにより、実施事業は職業準備訓練、職場開拓、就職･定着支援、ジョブコーチ等人材育成等、いずれも｢障
害者の一般就労の促進｣という目的に合致した内容で展開されており、事業団の設立目的に適合した経営を行っている。１８年度以降は、１
７年度に策定した｢事業改革推進プラン｣に基づき、訓練の場である喫茶｢てんとう虫｣経営の他事業者への移譲による「店舗経営と訓練指導
の分離｣を進め、登録制の導入による雇用支援対象者の拡大や養護学校･作業所への支援強化など、新たに必要となる雇用支援業務に職
員が集中できる体制を創出していく。

経営分析・定性評価
　１６年度に策定した経営計画に基づき、
１７年度から各事業の位置づけを企業就
労を目指す障害者の雇用支援のための
事業として明確化した。さらに１７年度に
は、障害者の就労ニーズの変化や自立
支援法制定等の動きを踏まえ、｢事業改
革推進プラン｣を策定して雇用支援の強
化に取り組んでいる。
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平
成
1
8
年
度
杉
並
区
財
団
等
運
営
評
価
－
事
業
分
析
Ⅰ
（
事
業
概
要
）

代
表
者

所
管
部
課
係
名

設
立
年
月
日

電
話

事 業 内 容

１
　
就
労
機
会
の
開
拓
及
び
提
供

２
　
職
業
準
備
訓
練
の
実
施

３
　
職
業
ﾘﾊ
ﾋ
ﾞﾘ
ﾃ
ｰ
ｼ
ｮﾝ
に
係
る
情
報
の
提
供
、
相
談
そ
の
他
の
援
助

４
　
事
業
主
に
対
す
る
雇
用
管
理
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
の
助
言
そ
の
他
の
援
助

５
　
障
害
者
雇
用
支
援
者
に
係
る
情
報
の
収
集
・
提
供

６
　
障
害
者
雇
用
支
援
者
に
対
す
る
研
修
の
実
施

７
　
そ
の
他
事
業
団
の
目
的
達
成
の
た
め
に
必
要
な
事
業

○
就
労
を
希
望
す
る
障
害
者
が
障
害
者
職
業
セ
ン
タ
ー
で
職
業
評
価
を
受
け
た
後
、
事

業
団
の
職
業
準
備
訓
練
で
本
人
の
障
害
特
性
や
適
正
を
把
握
し
、
企
業
へ
の
就
職
を
目

指
す
。
○
障
害
者
の
企
業
就
労
を
促
進
す
る
た
め
、
企
業
訪
問
等
に
よ
る
職
場
開
拓
、
ジ
ョ
ブ

コ
ー
チ
手
法
に
よ
る
職
場
実
習
支
援
、
就
職
支
援
、
職
場
定
着
支
援
を
実
施
し
て
い
る
。

○
他
区
の
雇
用
支
援
機
関
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
、
障
害
者
職
業
セ
ン
タ
ー
と
共
催
で
「
就
職
準

備
フ
ェ
ア
」
を
開
催
し
、
企
業
を
対
象
と
し
た
セ
ミ
ナ
ー
と
知
的
障
害
者
を
対
象
と
し
た
実
習

相
談
会
を
実
施
し
て
い
る
。

○
職
業
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
と
し
て
、
喫
茶
、
軽
作
業
等
を
実
施
し
、
職
業
能
力
の
付
与
・

向
上
を
図
っ
て
い
る
。

○
在
宅
の
障
害
者
を
含
め
、
就
労
に
関
す
る
相
談
助
言
を
行
う
と
と
も
に
、
必
要
に
応
じ
関

係
機
関
に
引
き
継
い
で
い
る
。

○
作
業
所
等
の
指
導
員
を
対
象
に
ジ
ョ
ブ
コ
ー
チ
養
成
講
座
を
実
施
し
て
い
る
。

区 へ の 要 望

１
　
区
内
事
業
所
等
に
対
し
、
障
害
者
雇
用
の
促
進
を
積
極
的
に
働
き
か
け
る
と
と
も
に
、

区
と
し
て
も
就
職
状
況
の
厳
し
い
知
的
障
害
者
等
を
試
行
的
に
雇
用
す
る
こ
と
な
ど
を
検

討
し
て
い
た
だ
き
た
い
。

２
　
区
の
入
札
参
加
資
格
に
、
当
該
事
業
者
の
障
害
者
雇
用
状
況
に
よ
る
格
付
基
準
を
設

け
る
等
の
取
り
組
み
を
進
め
て
い
た
だ
き
た
い
。

３
　
雇
用
支
援
対
象
者
の
拡
大
や
就
職
者
の
累
増
に
よ
る
定
着
支
援
体
制
の
強
化
に
対

応
す
る
た
め
、
引
き
続
き
財
政
面
で
の
支
援
を
お
願
い
し
た
い
。

団
体
名
称

基
本
財
産

組 織 構 成

理
事
1
3
名
　
　
監
事
2
名
　
　
評
議
員
1
5
名

事
務
局
長
1
名
　
次
長
2
名
（
内
1
名
非
常
勤
）
　
事
務
職
員
2
名
（
内
1
名
非
常
勤
）

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
就
労
支
援
担
当
職
員
8
名

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
定
着
支
援
ほ
か
担
当
5
名
（
非
常

勤
）

就
労
を
希
望
す
る
障
害
者
と
そ
の
関
係
者

一
般
企
業
等
に
就
労
し
て
い
る
障
害
者
と
そ
の
関
係
者

区
内
各
作
業
所
と
作
業
所
職
員

障
害
の
あ
る
人
を
雇
用
、
ま
た
は
雇
用
し
よ
う
と
し
て
い
る
事
業
者

養
護
学
校
等

事 業 規 模

1
7
年
度
の
事
業
概
要

　
訓
練
生
数
　
　
　
 3
8
名

　
団
体
会
員
数
　
　
3
1
件

　
雇
用
支
援
セ
ン
タ
ー
利
用
者
数
　
　
　
1
0
名

　
一
般
企
業
就
職
者
数
（
累
計
）
　
　
　
　
7
2
名

経
営
規
模

　
総
収
入
（
経
常
収
入
）
　
1
8
9
,8
7
2
千
円

　
総
支
出
　
　
　
　
　
　
　
　
 1
8
8
,6
9
3
千
円

　
総
資
産
　
　
　
　
　
　
 　
　
5
3
8
,9
9
0
千
円

　
総
負
債
　
　
　
　
　
　
  
　
 　
1
4
,3
0
5
千
円

　
正
味
財
産
　
　
　
　
　
  
　
5
2
4
,6
8
5
千
円

事 業 目 的顧 　 客

就
労
が
困
難
な
障
害
者
の
雇
用
促
進
と
職
業
生
活
の
自
立
を
図
る
た
め
、
職
業
準
備

訓
練
か
ら
就
職
・
職
場
定
着
に
至
る
ま
で
、
一
貫
し
た
就
労
支
援
・
相
談
援
助
を
障
害

者
、
事
業
主
等
に
行
う
と
と
も
に
、
障
害
者
の
自
立
と
社
会
参
加
を
す
す
め
、
ノ
ー
マ
ラ

イ
ゼ
ー
シ
ョ
ン
の
理
念
の
実
現
に
寄
与
す
る
。

保
健
福
祉
部
障
害
者
施
策
課
管
理
係

５
０
０
，
０
０
０
千
円

0
3
-
5
3
8
2
-
2
0
8
1

小
林
義
明

平
成
1
0
年
1
0
月
1
日

財
団
法
人
　
杉
並
区
障
害
者
雇
用
支
援
事
業
団
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平
成
1
8
年
度
杉
並
区
財
団
等
運
営
評
価
－
事
業
分
析
Ⅱ
（
事
業
評
価
指
標
）

目
標
値
目
標
年
度

人
1
3

1
5

3
8

4
0
2
0

件
1
3

2
8

3
6

5
0
2
0

件
2
7

3
9

4
2

7
0
2
0

件
5
0
2

6
6
3

6
9
6

7
5
0
2
0

件
1
0
2

9
5

1
1
0

2
0
0
2
0

人
1
0

1
9

1
7

2
5
2
1

％
8
6
.1

8
9
.1

9
0
.3

9
5
.0
2
1

⑦
　
定
着
率

活 動 指 標
④
　
職
場
定
着
等
企
業
訪

問
数

⑤
　
相
談
件
数

②
　
企
業
等
実
習
件
数

③
　
職
場
開
拓
企
業
訪
問

数

目
標

1
6
年
度
実
績
1
7
年
度
実
績

式
・
具
体
的
内
容

1
5
年
度
実
績

年
度
中
の
在
籍
者
数
（
た
だ
し
、
1
5
・
1
6
年
度
は
雇
用
支
援
セ
ン
タ
ー
の
在
籍
者

の
み
）

①
　
事
業
団
訓
練
生
数

指
標
名

単
位

就
職
を
希
望
す
る
障
害
者
及
び
就
労
中
の
障
害
者
に
対
す
る
相
談
件
数

事
業
団
訓
練
生
等
が
企
業
等
で
実
習
を
し
た
件
数

職
場
定
着
支
援
等
、
指
導
の
た
め
企
業
を
訪
問
し
た
件
数

職
場
開
拓
の
た
め
企
業
を
訪
問
し
た
件
数

▼
平
成
1
7
年
度
か
ら
事
業
団
の
全
て
の
訓
練
場
所
が
企
業
就
労
に
向
け
た
訓
練
部
門
と
な
っ
た
こ
と

に
よ
り
、
目
標
の
設
定
を
企
業
就
労
を
目
指
し
た
も
の
に
し
た
。

▼
相
談
件
数
は
、
精
神
障
害
や
発
達
障
害
、
転
職
希
望
の
障
害
者
等
か
ら
の
相
談
が
増
加
す
る
こ
と

を
予
測
し
、
大
幅
な
件
数
増
を
見
込
ん
で
い
る
。

▼
就
職
者
数
の
年
間
目
標
数
値
は
、
雇
用
支
援
セ
ン
タ
ー
か
ら
５
名
、
そ
れ
以
外
の
事
業
団
訓
練
部

門
等
か
ら
２
０
名
の
計
２
５
名
と
し
て
い
る
。

現
状
の
分
析
・
評
価

▼
平
成
1
7
年
度
か
ら
、
雇
用
支
援
セ
ン
タ
ー
以
外
の
事
業
団
自
主
部
門
も
就
職
に
む
け
た
訓
練
の
場

と
位
置
づ
け
、
訓
練
生
に
対
す
る
就
労
支
援
を
強
化
し
た
。
ま
た
、
昨
年
度
に
引
き
続
き
、
区
内
作
業

所
等
と
も
連
携
を
図
り
作
業
所
在
籍
者
の
就
労
支
援
も
行
っ
た
。
そ
の
結
果
、
作
業
所
か
ら
5
名
就
職

し
た
。
▼
定
着
率
は
、
1
年
以
上
継
続
し
て
勤
務
し
て
い
る
障
害
者
を
対
象
に
し
た
。
他
区
市
の
就
労
支
援
機

関
と
比
較
し
て
も
高
い
率
と
な
っ
て
い
る
。

事
業
団
を
利
用
し
て
就
職
し
た
人
数

｛
1
－
1
年
未
満
で
離
職
し
た
数
(累
計
)／
就
職
者
数
(累
計
）
｝
*
1
0
0

目
標
設
定
の
考
え
方

成 果 指 標

⑥
　
就
職
者
数
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平
成
1
8
年
度
杉
並
区
財
団
等
運
営
評
価
－
事
業
分
析
Ⅲ
（
事
業
の
推
移
）

算
式
・
説
明

単
位
１
３
年
度
１
４
年
度
１
５
年
度
１
６
年
度
１
７
年
度

備
考

総
収
入
（
経
常
収
入
）

千
円
2
0
7
,0
3
1
1
9
4
,7
6
1
1
9
3
,8
7
6
2
1
6
,4
7
2
1
8
9
,8
7
2

千
円
9
9
,9
5
4
1
0
1
,5
4
3
1
0
3
,3
2
0
1
1
9
,2
9
9
1
2
2
,8
1
5

事
業
収
入
＋
掛
金
収
入

千
円
9
0
,2
8
5
7
4
,5
8
3
7
1
,4
6
7
9
0
,7
1
4
6
0
,2
7
6

千
円
1
4
,6
6
3
1
3
,2
0
9
1
3
,3
3
2
1
2
,4
7
5
1
6
,7
5
8

千
円
3
,2
0
0
5
,1
4
7
5
,7
6
3
5
,9
7
4
5
,9
7
4

千
円

5
0

1
0
3

1
1
4

1
1
9

0

受
益
者
負
担
比
率

受
益
者
負
担
÷
総
事
業
費

％
0
.0
2
6
0
.0
5
7
0
.0
6
4
0
.0
6
4
0
.0
0
0

総
支
出
（
経
常
支
出
）

千
円
2
0
8
,1
0
0
1
9
4
,1
1
2
1
9
2
,6
0
6
2
1
4
,3
8
0
1
8
8
,6
9
3

事
業
に
係
る
人
件
費
を
含
む

千
円
1
9
5
,5
6
8
1
8
1
,5
0
9
1
7
8
,5
1
8
1
8
6
,7
6
8
1
6
3
,6
0
8

区
か
ら
の
受
託
事
業
に
係
る
人
件
費
を
含
む
千
円
1
4
,6
6
3
1
3
,2
0
9
1
3
,3
3
2
1
2
,4
7
5
1
2
,2
7
9

管
理
に
係
る
人
件
費
を
含
む

千
円
1
2
,5
3
1
1
2
,6
0
3
1
3
,4
1
0
2
4
,6
7
7
2
4
,6
6
5

千
円
9
0
,5
8
0
9
0
,2
8
4
9
0
,8
6
6
1
0
4
,0
7
5
1
1
2
,7
3
4

千
円
1
4
,4
0
6
1
2
,8
8
6
1
2
,9
1
6
1
2
,1
7
5
1
1
,9
7
8

千
円
5
4
6
,5
0
6
5
4
8
,0
9
8
5
5
1
,2
7
5
5
4
7
,0
9
9
5
3
8
,9
9
0

千
円
1
3
,9
8
3
1
4
,9
2
5
1
6
,8
3
3
2
1
,6
2
5
1
4
,3
0
5

千
円
5
3
2
,5
2
3
5
3
3
,1
7
3
5
3
4
,4
4
3
5
2
5
,4
7
3
5
2
4
,6
8
5

千
円
5
0
0
,0
0
0
5
0
0
,0
0
0
5
0
0
,0
0
0
5
0
0
,0
0
0
5
0
0
,0
0
0

役
員
、
派
遣
職
員
、
固
有
職
員
の
総
数
人

3
5

3
5

3
6

3
9

3
9

人
1

1
1

1
1

人
1
4

1
4

1
4

1
4

1
4

区
か
ら
の
派
遣
職
員

人
1

1
1

2
2

人
8

8
8

8
8

パ
ー
ト
タ
イ
ム
、
ア
ル
バ
イ
ト
を
含
む

人
1
1

1
1

1
2

1
4

1
4

訓
練
生
+
派
遣
訓
練
生
＋
就
職
者
数
（
累
計
）
＋

養
護
学
校
等
実
習
生
+
訪
問
企
業
数

人
2
8
5

2
9
0

3
2
0

3
3
8

1
6
5

サ
ー
ビ
ス
利
用
人
数
÷
職
員
数

人
2
5
.9

2
6
.4

2
6
.7

2
2
.5

1
1

セ
ン
タ
ー
事
業
費
÷
セ
ン
タ
ー
在
籍
者
数
千
円
3
,1
8
8
2
,3
9
5
2
,4
4
7
2
,2
1
3
2
,9
8
3

事
業
部
門
事
業
費
÷
訓
練
生
数

千
円
3
,4
6
5
3
,9
1
8
3
,8
1
0
3
,7
1
3
3
,5
2
0

　
円

※
　
千
円
単
位
の
も
の
は
、
千
円
未
満
を
切
り
捨
て
、
円
単
位
の
も
の
は
１
円
未
満
を
切
り
捨
て
。
　
　
％
に
つ
い
て
は
、
小
数
点
以
下
第
２
位
を
四
捨
五
入
。

項
目

財  務  状  況

※
受
益
者
負
担
に
つ
い
て

　
・
1
7
年
度
か
ら
雇
用
支
援

業
務
に
特
化
し
、
個
人
会

員
制
度
が
な
く
な
っ
た
た

め
。

総 収 入 の う ち

補
助
金
収
入

総 支 出 の う ち

受
益
者
負
担

り コ ス ト

単 位 当 た

全
事
業
の
事
業
費

 内
　
区
か
ら
の
受
託
事
業
の
事
業
費

管
理
費

総
人
件
費

訓
練
生
１
人
当
た
り
事
業
費

　

組   織 サ ー ビ ス

内  訳総
職
員
数

サ
ー
ビ
ス
利
用
人
数
（
実
人
員
）

職
員
一
人
当
た
り
サ
ー
ビ
ス
利
用
人
数

事
業
収
入

基
本
財
産
運
用
収
入
額

　
内
　
区
か
ら
の
受
託
事
業
費

資
産

正
味
財
産

負
債

基
本
財
産
額

1
3
～
1
6
年
度
は
（
就
労
会
員
＋
派
遣

会
員
＋
団
体
会
員
在
籍
者
の
半
数
＋

雇
用
支
援
セ
ン
タ
ー
訓
練
生
＋
定
着

支
援
者
）

 内
　
区
か
ら
の
受
託
事
業
に
係
る
人
件
費

常
勤
役
員
数

非
常
勤
役
員
数

派
遣
職
員
数

常
勤
固
有
職
員
数

非
常
勤
固
有
職
員
数

支
援
セ
ン
タ
ー
在
籍
者
１
人
当
た
り
事
業
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平
成
1
8
年
度
財
団
等
経
営
評
価
　
運
営
評
価
表
（
経
営
分
析
定
量
指
標
）

指
標

算
定
式

単
位
１
５
年
度
１
６
年
度
１
７
年
度

特
記
事
項

参
考

1
事
業
費
の
対
計
画
比
率
全
事
業
の
事
業
費
（
決
算
額
）
÷
当
初
予
算
事
業
費
額
×
１
０
０
％

9
4
.8

9
9
.2

8
9
.0

2
経
常
収
支

経
常
収
入
（
総
収
入
）
ー
経
常
支
出
（
総
支
出
）

千
円
1
,2
7
0
2
,0
9
2
1
,1
7
9

通
常
黒
字
が
望
ま
し
い

3
経
常
収
支
比
率

経
常
収
入
÷
経
常
支
出
×
１
０
０

％
1
0
0
.7
1
0
1
.0
1
0
0
.6

通
常
１
０
０
％
以
上
が
望
ま
し
い

4
事
業
収
入
合
計
の
伸
長
率
当
該
年
度
の
事
業
収
入
÷
前
年
度
の
事
業
収
入
×
１
０
０

％
9
5
.8
1
2
6
.9

6
6
.5

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

5
経
常
収
入
の
伸
長
率

当
該
年
度
の
経
常
収
入
÷
前
年
度
の
経
常
収
入
×
１
０
０

％
9
9
.6
1
1
1
.7

8
7
.7

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

6
事
業
費
比
率

全
事
業
の
事
業
費
÷
経
常
支
出
×
１
０
０

％
9
2
.7

8
7
.1

8
6
.7

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

7
管
理
費
比
率

管
理
費
÷
経
常
支
出
×
１
０
０

％
7
.3

1
2
.9

1
3
.3

通
常
減
少
が
望
ま
し
い

8
補
助
金
収
入
依
存
度

補
助
金
収
入
÷
総
収
入
合
計
×
１
０
０

％
5
3
.3

5
5
.1

6
4
.7

通
常
減
少
が
望
ま
し
い

9
収
益
事
業
比
率

収
益
事
業
の
事
業
費
÷
全
事
業
の
事
業
費
×
１
０
０

％
-

-
-

1
0
区
委
託
事
業
依
存
度

区
委
託
事
業
費
÷
全
事
業
の
事
業
費
×
１
０
０

  
(補
助
金
は
含
ま
ず
）

％
7
.5

6
.7

1
0
.2

1
1
正
味
財
産
構
成
比
率

正
味
財
産
÷
（
負
債
+
正
味
財
産
）
×
１
０
０

％
9
7
.0

9
6
.1

9
7
.4

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

1
2
基
本
財
産
運
用
収
入
率
基
本
財
産
運
用
収
入
額
÷
基
本
財
産
額
×
１
０
０

％
1
.2

1
.2

1
.2

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

1
3
経
常
支
出
人
件
費
比
率
総
人
件
費
÷
経
常
支
出
×
１
０
０

％
4
7
.2

4
8
.5

5
9
.7

通
常
減
少
が
望
ま
し
い

1
4
常
勤
役
員
比
率

常
勤
役
員
数
÷
総
職
員
数
（
非
常
勤
役
員
を
除
く
）
×
１
０
０
％

4
.6

4
.6

4
.0

通
常
減
少
が
望
ま
し
い

1
5
常
勤
役
員
人
件
費
比
率
常
勤
役
員
人
件
費
÷
総
人
件
費
×
１
０
０

％
7
.4

6
.4

1
5
.2

通
常
減
少
が
望
ま
し
い

1
6
管
理
費
比
率
の
削
減
率
(1
－
当
該
年
度
の
管
理
費
比
率
÷
前
年
度
の
管
理
費
比
率
）
×
１
０
０
％
▲
 1
2
.7
▲
 7
6
.1
▲
 3
.2

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

1
7
資
産
回
転
率
(回
）

総
収
入
÷
資
産

回
0
.4

0
.4

0
.4

通
常
１
回
以
上
が
望
ま
し
い

1
8
職
員
１
人
あ
た
り
事
業
収
入
事
業
収
入
÷
総
職
員
数
（
非
常
勤
役
員
を
除
く
）

千
円
3
,2
4
8
3
,6
2
9
2
,4
1
1

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

1
9
資
産
剰
余
率

剰
余
金
（
当
期
正
味
財
産
増
加
額
）
÷
資
産
×
１
０
０

％
0
.2
▲
 1
.6
▲
 0
.2

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

2
0
損
益
分
岐
点

固
定
費
÷
｛
1
ー
（
変
動
費
÷
総
収
入
）
｝

千
円
1
9
1
,9
7
9
2
1
3
,4
5
9
1
8
8
,3
6
8

2
1
損
益
分
岐
点
比
率

損
益
分
岐
点
÷
総
収
入
×
１
０
０

％
9
9
.0

9
8
.6

9
9
.2

通
常
９
０
％
未
満
が
望
ま
し
い

※
金
額
は
、
千
円
未
満
を
切
り
捨
て
。
％
及
び
回
に
つ
い
て
は
、
小
数
点
以
下
第
２
位
を
四
捨
五
入
。

分
野

経 済 性自  立  性計  画  性 健  全  性 効 率 性
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平
成
1
8
年
度
財
団
等
経
営
評
価
　
運
営
評
価
表
（
経
営
分
析
定
性
指
標
）

指
  
  
  
 標

評
価
分
野
の
点
数
（
1
0
0
点
）

1
経
営
戦
略
及
び
経
営
目
標
達
成
の
進
捗
状
況
管
理
の
手
段
と
し
て
、
中
長
期
経
営
計
画
が
策
定
さ
れ
て
い
る
か

○
計
画
性

2
年
次
事
業
計
画
書
・
収
支
予
算
書
が
､中
長
期
経
営
計
画
に
基
づ
く
短
期
的
行
動
指
針
と
し
て
作
成
さ
れ
て
い
る
か

△

3
中
長
期
経
営
計
画
や
年
次
事
業
計
画
の
策
定
に
当
た
っ
て
区
の
行
政
サ
ー
ビ
ス
に
関
す
る
計
画
と
の
整
合
性
が
確
保
さ
れ
て
い
る
か

○

4
年
次
計
画
と
年
次
実
績
と
の
乖
離
原
因
の
分
析
と
結
果
が
次
年
度
以
降
の
計
画
へ
反
映
さ
れ
て
い
る
か

○
評 価 の 根 拠 5
事
業
内
容
と
団
体
の
設
立
目
的
が
合
致
し
て
い
る
か

○
目
的
適
合
性

6
事
業
目
標
(定
量
的
数
値
)の
設
定
方
法
が
妥
当
か

○

7
団
体
が
提
供
す
る
サ
ー
ビ
ス
等
に
対
す
る
顧
客
の
満
足
度
を
調
査
・
分
析
し
て
い
る
か

△

8
新
規
事
業
の
企
画
段
階
ま
た
は
新
し
い
商
品
や
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
を
開
始
す
る
際
に
顧
客
の
ニ
ー
ズ
を
調
査
・
分
析
し
て
い
る
か

○
評 価 の 根 拠 9
管
理
者
及
び
職
員
の
能
力
育
成
体
制
が
整
備
さ
れ
て
い
る
か

○
健
全
性

1
0
意
思
決
定
及
び
業
務
の
妥
当
性
を
確
保
す
る
た
め
の
管
理
体
制
が
で
き
て
い
る
か

○

1
1
財
産
管
理
や
会
計
処
理
が
適
正
に
行
わ
れ
て
い
る
か
。
ま
た
、
監
査
の
体
制
が
整
備
さ
れ
て
い
る
か

○

1
2
区
か
ら
の
財
政
的
支
援
（
補
助
金
）
に
依
存
し
な
い
経
営
努
力
を
行
っ
て
い
る
か

△

1
3
個
人
情
報
の
管
理
と
情
報
公
開
は
適
正
に
行
わ
れ
て
い
る
か

△
評 価 の 根 拠

分
 野

計  画  性
8
8

　 目 的 適 合 性

1
6
年
度
に
策
定
し
た
｢障
害
者
雇
用
支
援
杉
並
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
｣に
基
づ
き
、
企
業
就
労
支
援
の
強
化
を
図
っ
て
い
る
が
、
さ
ら
に
1
7
年
度
は
、
区
の
保

健
福
祉
計
画
改
定
や
障
害
者
自
立
支
援
法
制
定
等
の
動
き
と
整
合
し
た
｢事
業
改
革
推
進
プ
ラ
ン
｣を
策
定
し
、
区
内
障
害
者
の
企
業
就
労
が
一
層
促
進

で
き
る
よ
う
取
り
組
ん
で
い
る
。

就
労
が
困
難
な
障
害
者
の
雇
用
の
促
進
に
向
け
て
各
事
業
と
も
実
績
を
上
げ
て
お
り
、
事
業
内
容
は
設
立
目
的
と
合
致
し
て
い
る
。
本
人
の
カ
ウ
ン
セ
リ
ン

グ
や
企
業
訪
問
に
よ
り
、
本
人
の
適
性
･能
力
･希
望
に
即
し
た
就
労
支
援
･職
場
定
着
支
援
を
行
っ
て
い
る
。
ま
た
、
雇
用
す
る
側
の
企
業
に
対
す
る
ア
ン

ケ
ー
ト
調
査
を
実
施
し
、
ニ
ー
ズ
や
課
題
の
把
握
に
努
め
て
い
る
。

○
：
十
分
で
き
て
い
る
、
△
：
お
お
む
ね
で
き
て
い
る
、
×
：
で
き
て
い
な
い
　
　

8
8

 健   全   性

8
0

管
理
者
･職
員
の
能
力
育
成
に
つ
い
て
は
、
O
JT
な
ど
内
部
研
修
や
専
門
機
関
が
実
施
す
る
外
部
研
修
へ
の
派
遣
に
よ
り
ス
キ
ル
ア
ッ
プ
を
行
っ
て
い
る
。

会
計
処
理
で
は
、
公
認
会
計
士
に
よ
る
検
査
体
制
を
と
っ
て
い
る
。
な
お
、
事
業
団
の
性
格
上
、
収
益
事
業
の
展
開
が
難
し
く
、
区
補
助
金
以
外
の
自
主
財

源
確
保
が
課
題
で
あ
る
。
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平
成
1
8
年
度
財
団
等
経
営
評
価
　
運
営
評
価
表
（
経
営
分
析
定
性
指
標
）

指
  
  
  
 標

評
価
分
野
の
点
数
（
1
0
0
点
）

分
 野

1
4
予
算
節
約
度
の
原
因
分
析
結
果
が
業
績
改
善
へ
結
び
つ
け
ら
れ
て
い
る
か

△
効
率
性

1
5
人
件
費
を
削
減
す
る
た
め
の
工
夫
が
凝
ら
さ
れ
て
い
る
か

△

1
6
資
産
運
用
効
率
を
改
善
す
る
た
め
の
工
夫
が
凝
ら
さ
れ
て
い
る
か

○

1
7
事
務
処
理
の
効
率
を
改
善
す
る
た
め
の
工
夫
が
凝
ら
さ
れ
て
い
る
か

○

1
8
業
務
の
効
率
化
、
コ
ス
ト
ダ
ウ
ン
の
た
め
に
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
(外
部
委
託
)を
活
用
し
て
い
る
か

△
評 価 の 根 拠 1
9
同
種
の
事
業
形
態
、
同
規
模
の
他
団
体
を
業
績
向
上
の
比
較
対
象
と
し
て
設
定
し
、
業
績
改
善
の
努
力
を
行
っ
て
い
る
か

○
経
済
性

2
0
サ
ー
ビ
ス
コ
ス
ト
低
減
の
た
め
の
努
力
(施
策
)を
行
っ
て
い
る
か

○

2
1
物
品
の
調
達
コ
ス
ト
低
減
の
た
め
の
努
力
(施
策
)を
行
っ
て
い
る
か

○

2
2
交
渉
や
入
札
等
に
よ
り
外
部
委
託
コ
ス
ト
(業
務
委
託
費
)低
減
の
た
め
の
努
力
(施
策
)を
行
っ
て
い
る
か

△

2
3
事
業
収
入
を
増
加
さ
せ
る
た
め
の
努
力
(施
策
)を
行
っ
て
い
る
か

△
評 価 の 根 拠

雇
用
支
援
セ
ン
タ
ー
の
指
定
を
受
け
た
団
体
は
都
内
で
は
当
事
業
団
の
み
だ
が
、
他
区
市
の
障
害
者
就
労
支
援
団
体
･機
関
の
企
業
開
拓
や
就
労
支
援

の
取
り
組
み
を
調
査
し
参
考
に
し
て
い
る
。
訓
練
の
場
で
あ
る
喫
茶
の
運
営
に
あ
た
っ
て
は
、
食
材
仕
入
れ
コ
ス
ト
の
削
減
、
メ
ニ
ュ
ー
の
工
夫
等
に
よ
る
集

客
数
の
向
上
、
店
舗
経
営
の
改
善
に
努
め
て
い
る
。

8
0

効  率  性

7
0

経  済  性

事
業
団
の
業
務
は
、
職
業
訓
練
指
導
、
企
業
開
拓
な
ど
い
ず
れ
も
マ
ン
ツ
ー
マ
ン
の
対
応
が
必
要
な
た
め
、
事
業
活
動
の
強
化
に
伴
う
人
的
増
の
要
素
が

あ
り
、
人
件
費
の
削
減
が
困
難
な
特
性
が
あ
る
が
、
非
常
勤
職
員
を
雇
用
す
る
等
工
夫
し
て
い
る
。
基
本
財
産
は
安
全
か
つ
金
利
面
で
有
利
な
条
件
の
債

券
を
購
入
し
運
用
し
て
い
る
。
事
務
処
理
は
パ
ソ
コ
ン
に
よ
る
効
率
化
を
行
っ
て
い
る
ほ
か
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
作
成
な
ど
の
業
務
を
委
託
し
て
い
る
。
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平
成
1
8
年
度
杉
並
区
財
団
等
経
営
評
価
に
よ
る
改
善
計
画

代
表
者

電
話

５
３
８
２
－
２
０
８
１

理
事
長
　
小
林
　
義
明

杉
並
区
に
お
け
る
障
害
者
の
企
業
就
労
を
一
層
促
進
す
る
た
め
、
事
業
活
動
の
見
直
し
・
改
革
に

継
続
し
て
取
り
組
む

団
体
名
称

財
団
法
人
　
杉
並
区
障
害
者
雇
用
支
援
事
業
団

主 な 取 り 組 み

最 近 五 年 間 の

成 果 ・ 反 省

前 年 度 の 取 り 組 み

組 み ・ 目 標

今 年 度 の 取 り

○
１
７
年
度
に
策
定
し
た
「
事
業
改
革
推
進
プ
ラ
ン
」
に
基
づ
き
、
長
期
の
職
業
準
備
訓
練
を
希
望
し
な
い
も
し
く
は
必
要
と
し
な
い
障
害
者
を
対
象
に
登
録
制
度
を
創
設
し
、
求
職
中
の
在

宅
障
害
者
や
転
職
希
望
の
障
害
者
を
含
め
、
雇
用
支
援
対
象
者
を
拡
大
し
て
障
害
者
就
労
を
強
化
す
る
。
ま
た
、
雇
用
支
援
セ
ン
タ
ー
以
外
の
訓
練
部
門
の
通
所
期
間
を
原
則
３
年
か

ら
１
年
に
短
縮
す
る
と
と
も
に
１
～
３
ヶ
月
の
短
期
訓
練
コ
ー
ス
を
創
設
す
る
。
さ
ら
に
訓
練
の
場
で
あ
る
喫
茶
「
て
ん
と
う
虫
」
に
つ
い
て
、
障
害
者
雇
用
と
実
習
場
所
の
提
供
を
条
件
に
民

間
事
業
者
に
経
営
を
移
譲
す
る
こ
と
に
よ
り
、
職
員
が
本
来
の
雇
用
支
援
業
務
に
集
中
で
き
る
体
制
を
作
っ
て
い
く
。

○
雇
用
開
拓
担
当
の
非
常
勤
職
員
を
配
置
し
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
等
と
連
携
し
て
就
職
先
企
業
・
実
習
受
入
れ
先
企
業
の
開
拓
を
推
進
す
る
。

○
定
着
支
援
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
を
増
員
し
、
就
職
後
の
障
害
者
の
職
場
不
適
応
の
防
止
・
職
場
定
着
支
援
を
強
化
す
る
。

○
精
神
障
害
や
高
次
脳
機
能
障
害
・
発
達
障
害
の
あ
る
人
の
一
般
就
労
支
援
を
関
係
機
関
と
連
携
し
て
推
進
し
て
い
く
。

○
区
と
協
働
し
て
特
例
子
会
社
の
区
内
誘
致
に
取
り
組
む
。

○
雇
用
支
援
の
結
果
、
こ
の
５
年
間
で
合
計
 ５
９
名
が
就
職
す
る
こ
と
が
で
き
た
。
（
１
３
～
１
７
年
度
）

○
「
障
害
者
雇
用
支
援
杉
並
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
」
を
策
定
し
、
企
業
等
へ
の
一
般
就
労
を
目
指
す
「
雇
用
支
援
業
務
」
と
福
祉
的
就
労
の
性
格
の
「
中
間
的
就
労
の
場
の
提
供
」
の
二
本

立
て
の
事
業
を
、
「
雇
用
支
援
業
務
」
に
重
点
化
す
る
こ
と
と
し
た
。
（
１
６
年
度
）

○
訓
練
作
業
種
目
に
つ
い
て
、
訓
練
と
し
て
の
効
果
性
、
コ
ス
ト
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
等
の
観
点
か
ら
見
直
し
を
行
い
、
自
転
車
リ
サ
イ
ク
ル
事
業
、
印
刷
事
業
を
廃
止
し
た
。
(１
６
年
度
）

○
定
着
支
援
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
制
度
の
導
入
の
ほ
か
、
職
場
実
習
奨
励
事
業
（
区
役
所
で
の
体
験
実
習
）
、
ジ
ョ
ブ
コ
ー
チ
養
成
講
座
、
雇
用
支
援
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
会
議
の
創
設
等
、
障
害
者

就
労
支
援
施
策
を
充
実
強
化
し
た
。
（
１
５
～
１
６
年
度
）

○
区
の
保
健
福
祉
計
画
改
定
、
障
害
者
自
立
支
援
法
制
定
等
の
動
き
を
踏
ま
え
、
「
事
業
改
革
推
進
プ
ラ
ン
」
を
策
定
し
、
障
害
者
の
多
様
な
就
労
ニ
ー
ズ
に
対
応
で
き
る
事
業
展
開
、

職
員
が
雇
用
支
援
に
集
中
で
き
る
体
制
づ
く
り
を
目
指
す
こ
と
と
し
た
。
（
１
７
年
度
）

○
区
か
ら
の
受
託
に
よ
る
和
田
障
害
者
交
流
館
の
管
理
運
営
を
終
了
し
た
。
（
１
７
年
度
）

○
企
業
へ
の
就
職
者
は
、
雇
用
支
援
セ
ン
タ
ー
か
ら
５
名
、
雇
用
支
援
セ
ン
タ
ー
以
外
の
事
業
部
門
か
ら
７
名
、
作
業
所
通
所
者
の
実
習
者
か
ら
５
名
の
計
１
７
名
と
な
っ
た
。

○
「
事
業
改
革
推
進
プ
ラ
ン
（
１
８
～
２
０
年
度
）
」
を
策
定
し
、
職
業
準
備
訓
練
の
場
と
内
容
の
見
直
し
、
登
録
制
導
入
に
よ
る
雇
用
支
援
対
象
者
の
拡
大
、
企
業
開
拓
の
強
化
等
を
図
る
こ

と
と
し
た
。

○
商
工
会
議
所
会
員
企
業
を
対
象
に
、
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
・
障
害
者
雇
用
企
業
見
学
会
を
実
施
し
、
区
内
事
業
者
の
障
害
者
就
労
に
関
す
る
理
解
の
促
進
、
協
力
を
働
き
か
け
た
。

○
新
た
な
訓
練
生
を
確
保
す
る
た
め
、
作
業
所
・
福
祉
事
務
所
等
へ
協
力
を
要
請
し
た
。

総 合 方 針

 リ ス ト

添 付 資 料
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平成18年度杉並区財団等経営評価　問題点検討表（二次評価）

主管部
課係名

団体名

電話番号

内線1142
保健福祉部障害者施策課

特記
事項

経
済
性

事業収入そのものが軽作業に対する配分金や材料費にあてられるため、法人としての経済性を判断することは難し
い。

健
全
性

平成16年に策定した「障害者雇用支援杉並区アクションプラン」に基づき、企業就労支援の強化を図っており、着
実に実績を上げている。平成１７年度は、区の保健福祉計画の改定や障害者自立支援法の改定等との整合性をは
かり、新たに「事業改革推進プラン」を策定するなど、区内障害者の雇用支援の強化に向けて計画的な取り組みが
なされている。

目
的
適
合
性

事業団の事業特性から、人的支援が益々重要となることから人件費比率が高い状況はやむを得ない。

経
済
性

教務の改善にあたって、企業開拓や就労支援の取り組みについて他区市の状況を調査し、参考としている。
訓練の場としての喫茶の運営にあたっては、仕入れコストの削減、集客数の向上等改善に努めているようだが、実
質的な事業収入の増には必ずしも結びついていないため、引き続きの経営努力が望まれる。

障害者の雇用促進に向けてすべて事業が推進され障害者の地域での自立した生活実績を上げている。サービス
の提供に関して、本人のカウンセリングや企業に対するアンケート調査を実施するなど、ニーズや課題の把握に努
め、事業目的の達成に向けた努力がみられる。

財団法人
　杉並区障害者雇用支援事業団

定
量
評
価

自
立
性

自主事業収益の減に伴い、補助金収入の依存度は増となっている。

計
画
性

訓練としての効果性、コストﾊﾟフォーマンスの観点から自転車リサイクル事業、印刷事業を廃止したことにより、事業
収入は減となったが、事業団の事業目的に合致した方針いえる。

効
率
性

事業収入そのものが軽作業に対する配分金や材料費にあてられるため、職員１名あたりの事業収入は財団経営の
効率性を示すものではない。

計
画
性

効
率
性

経営分析、課題と問題点

定
性
評
価

健
全
性

会計処理、財産管理等公益法人として適切な経営である。管理者も含め、職員の能力育成について内部研修や専
門機関が実施するが外部研修へ参加するなどスキルアップに努めており、健全な事業運営に努力がみられる。
経営面では、事業団の性質上収益事業の拡大は難しいが、区との協働体制を維持いつつも、新たな就労支援事
業の創設など事業事業内容に独自性、自立性を発揮してほしい。

雇用支援事業は、ジョブコーチ、定着支援、企業開拓等、人的活動に依存するところが大きく人件費の削減は難し
い状況にある。業務内容によっては、非常勤職員を雇用する等工夫が見られる。事務処理に関しては、パソコンの
活用やホームぺージの作成委託等業務の効率化を図っており評価できる。
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企業就労を目指す障害者の雇用支援強化に伴い就職者及び、定着率の指標となている。

事業分析、課題と問題点

事業団の機能が、企業就労を目指す障害者の雇用支援に1本化したことから、すべての活動指標が増に転
じた。今後も企業就職者の増に伴い相談件数の増が見込まれる。活

動
指
標

析
・
評
価

現
状
の
分

コ
ス
ト

支援センター在籍者数の減により1人当たりのコストは増になっている。
一人あたりのコストには、訓練生への配分金が含まれており、サービスに対する単位あたりのコストとはなりに
くい。

事
業
の
推
移
サ
ー

ビ
ス

今後の就職者の増や、精神障害者や高次脳機能障害の方への支援の方向性から、ジョブコーチや定着支
援アドバイザーの増員が見込まれる。

財
務
状
況

一部事業を縮小したことから、事業収入の減がみられるが、事業団の事業目的にあったもとみてよい。
人件費の増は雇用支援事業を強化するために不可欠な人的な強化によるものであり、妥当である。

（
分
析

、
課
題
と
問
題
点

）

所
管
部
課
経
営
評
価
総
合
コ
メ
ン
ト

組
織

の
考
え
方

目
標
設
定

就職者数は、若干昨年を下回ったが着実に就職者は増えている。また、定着率が高く、定着支援アドバイ
ザーによる支援の効果が現れている。成

果
指
標

活
動
指
標

成
果
指
標

目標の設定は企業就労を目指したものになっており、事業目標の達成状況がわかる指標となっている。

・平成１６年に策定された、「障害者雇用支援杉並アクションプラン」に基づき、企業への就職を目指した雇用支援事業
の強化により、着実に就職者が増えている。また、就職以降の定着支援指導の強化により、高い定着率という成果を得
ており評価したい。

・平成１７年には、区の保健福祉計画の改定や障害者自立支援法の動向を踏まえ、「事業改革推進プラン」を策定し、
雇用支援対象者の拡大等、障害者の多様な就労ニーズに対応できる事業展開に向けた体制づくりに取り組む方針を
示している。杉並区では、障害者自立支援法の施行に伴い、障害者の就労支援を重点施策と位置づけ、障害者の地
域で自立した生活が実現するよう「もっと働ける地域社会づくり」に向けて雇用支援の強化に取り組んでいる。今後は
区との協働体制を一層強化するとともに、事業団の独自性を発揮し、杉並区の障害者雇用支援の中心としての事業展
開を期待したい。

・杉並区においては、雇用支援ネットワーク会議を中心に障害者の雇用支援に関する機関、団体等の協力体制が広
がりを見せている。今後は精神障害者や高次脳機能障害や発達障害の方などへの支援も視野に入れ、効果的な事業
展開に向けて更なるネットワークの強化が必要である。

１７年度からの事業の見直しを受け、指標の捕らえ方に変化がある。
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３ 
（
財
）
杉
並
区
ス
ポ
ー
ツ
振
興
財
団 
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名称 代表者 所管部課

基本
財産

設立
年月日

電話

レーダーチャート

評価 得点

A A Ａ 88

A A Ａ 88

A A A 90

A A A 90

A A A 90

A A A 446

単位 平成15年度 平成16年度 平成17年度

千円 1,085,540 1,056,145 973,780

千円 1,037,774 1,016,950 964,439

千円 718,925 710,429 699,290

％ 37.1 36.6 36.8

千円 208,085 214,383 206,012

％ 89.5 90.4 90.5

％ 10.5 9.6 9.5

千円 4,653 4,643 5,282

千円 47,766 39,195 9,341

％ 34.4 33.9 32.6

千円 1,036,776 1,016,191 924,686

人 147 144 129

％ 0.8 0.8 0.9

単位 平成15年度 平成16年度

人 1,173,840 1,204,731

人 54,432 54,681

回 990 1093

％ 89.4 88.5

％ 11.8 11.9

１６年度評
価

１７年度

常勤役員比率

特記事項

経常収支

経常支出人件費比率

損益分岐点

総職員数

主要指標

総収入

総支出

②事業に対する
   認知度(関心度)

指標名

財団が主催・共催するスポーツ教室やイベ
ントの延べ実施回(日)数

利用総枠数÷利用可能総枠数
 * 温水プール・屋外プールを除く9～21時

教室・イベント参加延べ人数
　　　　　　　÷16歳以上の住民登録数

財団が主催・共催するスポーツ教室やイベ
ントに参加した延べ人数

財務

管理費比率

　　　平成１８年度杉並区財団等経営評価表

組織

経
営
分
析

（
定
量
評
価

）

顧客（サービス対象）
区内在住、在勤、在学者
及び体育施設利用者

事業内容
１　各種スポーツ教室の実施
２　野外スポーツ活動の普及
３　ニュースポーツの普及
４　スポーツ関係団体の育成・支援及び各種スポーツ指導者
養成
５　区民体育祭やスポーツレクリエーション大会などスポーツ
普及事業の実施
６　健康・体力づくりの実施及び相談
７　スポーツ情報の収集及び提供
８　区の体育施設の管理運営
９　その他事業目的を達成するために必要な事業

平成5年10月1日 5305-6161

団
体
概
要

経
営
分
析

（
定
性
評
価

）

財団法人　杉並区スポーツ振興財団

５００，０００千円

総合

事業目的
スポーツ振興に関する事業を行うことによって区民
のスポーツ活動を活性化させ、健康で潤いのある
豊かな暮らしの実現と活力ある地域社会の形成を
資する。

計画性

目的適合性

健全性

効率性

経済性

１５年度評
価

職員一人当たり事業収入

資産

補助金収入依存度

受益者負担

事業費比率

教育委員会事務局
社会教育スポーツ課小林義明

団体による自己評価結果

①施設利用率

算式

貸切使用、一般使用(個人利用)、教室、大会
などで施設を利用した延べ人数

89.8

1,226,970

56,672

1,173

12.2

経
営
実
績

○ホームページの充実とともに、財団広報紙の紙面を工夫し、事業等の周知に努め、情報提供の充実を図ることができた。
○「利用者満足向上運動行動計画」の推進を徹底するとともに、夏用のユニフォームを一新し、更には、ＡＥＤの習得などの
危機管理対応の研修も実施し、「笑顔の窓口・快適空間」づくりを進めた。
○主に中高年者を対象とした体力づくり・健康づくり事業を拡充し、教室参加者の拡大が図られた。
○施設予約システムがインターネット化（「さざんかねっと」）され、利便性が向上し、登録者数、利用者数が増加した。
○派遣職員数及び施設職員数を見直し、人件費を削減した。

事
業
分
析

①施設利用者数

②教室・イベント
         参加人数

活動
指標

成果
指標

③教室・イベント
         実施回数

平成17年度

定性評価レーダーチャート

0

20

40

60

80

100
計画性

目的適合性

健全性効率性

経済性
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【財団等団体経営評価】

【所管部課経営評価】

【財団等団体経営評価（一次評価）】

【所管部課経営評価（二次評価）】
経営分析・定性評価 経営分析・定量評価

　全体として利用者数が増加した主な要因として、次の
３点が挙げられる。
①予約システムのインターネット化により、利用者の利
便性が向上したことをあげることができる。
②中高年の健康づくり・体力づくり事業を拡充したことに
より、財団の教室事業参加者が増加した。
③財団ＨＰ等広報活動の充実により、事業に対する認
知度が高まった。
　財団の収益力を高めるためには、個人利用比率を高
めていく必要があり、今後は一層の利用者増が見込ま
れる事業の充実を検討していきたい。

　指定管理者として、収益力、集客力がどれ程向上したのか、人件費の削減を含めた事務効率がどこまで進められたかなど厳しい評価を受
けることが予測される。財団が自立していくために次の改正が必要
①利用料金の改定
　ここ数年区は使用料を据え置き、さらには、条例上指定管理者としての裁量を認めていない。自立度を高めるため、使用料の改定は不可
欠である。
②社会体育団体登録制度の見直し
　貸切利用者の多くが社会体育団体登録のため、貸切利用料金が半額等に減額されている。スポーツが日常化される昨今、既に社会体育
団体登録制度の役割は終わったものと考えられ、制度の廃止を含めた見直しをする必要がある。
③行政使用（後援・共催）の見直し
　各種体育団体の活動を援助するため、行政使用という名目で、申請した団体に対し、施設の優先使用、使用料の減額・免除の特典が与え
られる制度で、上記②と重複する考え方だが、この行政使用の役割も十分見直す必要がある。
　上記の改善要望は代表的なものだが、収入に直接影響ある事柄のため、自立的経営を図るためにこれらの改善は避けることができないも
のである。

経営分析・定性評価
　これまで、様々な見直しを行い、効率的
な運営を行ってきた。その効果は、若干
ではあるが数値として確認できるが、まだ
十分ではない。これからは、指定管理者
として、収益力、集客力がどれ程向上し
たのか、人件費の削減を含めた事務効率
がどこまで高められたかなど厳しい評価
を受けることが予測される。財団が自立し
ていくため、現在「マイスポーツすぎなみ
プラン」の改定を進めこれまでの事業や
目標を抜本的に見直し、多くの区民が利
用できる財団運営を目指していきたい。

・温水プールの受付業務を外部委託に変更し人件費比率を下げるなど、事業の執行方法の見直しを行い、経営改善につなげたことは評価
できる。
・財団のホームページ開設による広報の充実、施設予約システムの「さざんかねっと」への統合による利用者の利便性向上及びニーズの高
い中高年者を対象にした健康づくり・体力づくり等の教室を拡充した結果、利用者数の増加を図ることができたことは評価できる。今後は、財
団が自己評価するように、個人利用の比率を高めるための方策を講じ、収益力を高めることによる経営改善が望まれる。
・平成18年度から指定管理者制度が区立体育施設に導入されたことに伴い、財団が管理運営する施設が9施設（うち指定管理施設は7施
設）に縮小された。財団では、今年度「マイスポーツすぎなみプラン」を改定し、利用者増を図るための取組みや事業規模（施設運営）の縮小
等に伴う事業の再構築を図ることとしており、今後、新たな経営計画の下で成果が示されることに期待する。

　平成１７年度まで、財団が全面的に管理運営してきた区の体育施設においては利用者数等が少しずつではあるが確実に増加傾向であり
良い結果がでている。今後、指定管理者として財団を取り巻く厳しい状況に対応していくため、財団を大きく改革し民間との競争に負けない
経営戦略を確立することが不可欠である。

　自己評価結果は５分野すべて評価Aであり、特段の問題点
はないものと思われる。
　しかし、平成１８年４月から導入された指定管理者としての財
団はその真価が今後問われてくることとなる。これまでの杉並
区への依存度を少しでも軽減し財団が区民スポーツ活動の活
性化を促進し、健康で潤いのある豊かな暮らしの実現と活力あ
る地域社会の形成に努めていくことが求められる。

　総収入が年々微減傾向になっているが、それと並行して杉並区からの補助
金収入依存度もわずかではあるが減少してきている。また、財団としての利
用料金制度はこれまでは剰余金が生じた場合は区へ返還する制度であった
が、今後は指定管理者としての利用料金となるためそのまま財団の収入とな
り、補助金の依存度はこれまでにも増して低くなることが予想される。
　なお、人件費比率を減らしていくためには、区からの派遣職員を削減し財
団の固有職員を本部に増やすことにより効果が上がるものと考える。

　施設利用者数は確実に増加傾向に
なってきている。利用者増によるスポーツ
参加機会の拡大や経費の削減による財
政基盤の健全化を重点にした経営改革
によるものと考えられる。

　区の体育施設において上井草スポーツセン
ターが最も大きな存在であったことは否定できな
い。指定管理者として上井草スポーツセンターを
管理運営できないもどかしさはあるが、さらに一
般使用、教室事業、イベント事業を行い収益性
の向上を図りつつ区のスポーツ振興に資するこ
とが財団の目的のひとつである。

　区民ニーズの高い事業を中心に実施し仮に定
員を大きく上回る事業は、複数会場で開催する
など柔軟性を持ち、また、定員を下回る事業は
参加者を増加する方策を検討し更なる経営の効
率化を目指す必要がある。

【総合経営評価（3次評価）】

事業分析・事業の推移事業分析・目標設定の考え方事業分析・現状の分析・評価

経営分析・定量評価 事業分析
○毎年見直しを行い、区補助金等（受託
収入含）は年々減少することができた。し
かし、区補助金等が総収入額に占める割
合は圧倒的で、区への依存度を下げ、自
立性を高めるためには施設利用料収入
の比率を高める必要がある。稼働率や利
用人数の急激な増加は認めにくいことか
ら、減額・免除となる団体利用や行政利
用の比率を下げる、利用料金を改定する
ことなどが必要となる。
○職員数の見直しの結果、人件費率等
一人当たりの事業効率を高めることがで
きた。今後とも、派遣職員を含めた職員
数の見直しを進め、一層の効率化を進め
ていく。
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平
成
1
８
年
度
杉
並
区
財
団
等
運
営
評
価
－
事
業
分
析
Ⅰ
（
事
業
概
要
）

代
表
者

所
管
部
課
係
名

設
立
年
月
日

電
話

教
育
委
員
会
事
務
局

　
社
会
教
育
ス
ポ
ー
ツ
課
社
会
体
育
係

５
０
０
，
０
０
０
千
円

5
3
0
5
-
6
1
6
1

小
林
義
明

平
成
5
年
1
0
月
1
日

財
団
法
人
　
杉
並
区
ス
ポ
ー
ツ
振
興
財
団

団
体
名
称

基
本
財
産

組 織 構 成

○
理
事
会
…
財
団
の
代
表
機
関
で
あ
り
重
要
事
項
決
定
機
関

　
⇒
「
役
員
1
7
名
」
：
理
事
1
5
名
(関
係
団
体
、
区
職
員
、
学
識
経
験
者
)、

　
　
　
監
事
2
名
(公
認
会
計
士
、
区
収
入
役
)

○
評
議
員
会
…
理
事
及
び
監
事
の
選
任
と
理
事
長
の
諮
問
に
応
ず
る
機
関

　
⇒
「
評
議
員
1
9
名
」
：
区
民
、
議
員
、
学
識
経
験
者
で
構
成

○
事
務
局
…
財
団
の
事
務
を
行
う
組
織
(区
派
遣
職
員
1
3
名
、
固
有
職
員
9
8
、
専
門
職
員
1
名
)

　
⇒
「
事
務
局
長
」
：
事
務
統
括
、
職
員
の
指
揮
監
督

　
　
・
管
理
係
：
経
理
、
人
事
労
務
、
総
務
等
　
・
施
設
係
：
施
設
の
補
修
、
維
持
管
理
等

　
　
・
事
業
係
：
ス
ポ
ー
ツ
教
室
等
の
企
画
、
実
施
等

　
　
・
各
体
育
施
設
(1
0
施
設
)：
ス
ポ
ー
ツ
教
室
等
の
企
画
、
実
施
及
び
各
体
育
施
設
の

　
　
　
運
営
、
管
理

　
　
　
*
　
ス
ポ
ー
ツ
教
室
等
の
企
画
、
実
施
に
つ
い
て
は
区
民
参
加
方
式
の
施
設
運
営

　
　
　
　
協
議
会
と
調
整
を
行
う

区
内
在
住
、
在
勤
、
在
学
者
及
び
体
育
施
設
利
用
者

事 業 規 模

【
平
成
1
７
年
度
実
績
】

○
各
種
ス
ポ
ー
ツ
教
室
：
1
９
種
目
・
4
９
教
室
(５
９
１
回
)・
参
加
者
延
べ
1
１
,０
５
７
人

○
野
外
ス
ポ
ー
ツ
活
動
：
１
０
事
業
・
１
２
教
室
(２
３
日
)・
参
加
者
延
べ
１
，
６
４
０
人

○
ニ
ュ
ー
ス
ポ
ー
ツ
の
普
及
：
５
種
目
･５
教
室
(３
２
回
)･
参
加
者
延
べ
５
４
５
人

○
指
導
者
養
成
講
習
会
：
1
教
室
(６
回
)・
参
加
者
延
べ
１
４
７
人

○
区
民
体
育
祭
・
ｲ
ﾍ
ﾞﾝ
ﾄな
ど
：
６
事
業
(７
２
回
)・
参
加
者
延
べ
３
０
，
２
１
８
人

○
健
康
・
体
力
づ
く
り
：
１
６
種
目
・
３
７
教
室
(２
７
２
回
)・
参
加
者
延
べ
５
，
７
６
９
人
(組
)

○
民
間
事
業
者
等
と
の
ﾀ
ｲ
ｱ
ｯ
ﾌ
ﾟ事
業
：
3
教
室
(１
９
回
)・
参
加
者
延
べ
２
７
１
人

○
高
齢
者
ｽ
ﾎ
ﾟｰ
ﾂ
ﾓ
ﾃ
ﾞﾙ
事
業
：
２
事
業
・
８
教
室
(１
７
７
回
)・
参
加
者
延
べ
７
，
０
２
５
人

○
区
か
ら
受
託
す
る
体
育
施
設
の
管
理
運
営

　
ⅰ
体
育
館
6
ヶ
所
　
ⅱ
小
体
育
室
3
ヶ
所
　
ⅲ
武
道
場
1
ヶ
所
　
ⅳ
ﾄﾚ
ｰ
ﾆ
ﾝ
ｸ
ﾞﾙ
ｰ
ﾑ
1
ヶ
所

　
ⅴ
弓
道
場
1
ヶ
所
　
ⅵ
庭
球
場
4
ヶ
所
　
ⅶ
野
球
場
・
運
動
場
5
ヶ
所

　
ⅷ
ｹ
ﾞｰ
ﾄﾎ
ﾞｰ
ﾙ
場
1
ヶ
所
　
ⅸ
温
水
ﾌ
ﾟｰ
ﾙ
3
ヶ
所
　
ⅹ
屋
外
ﾌ
ﾟｰ
ﾙ
3
ヶ
所

○
財
団
広
報
紙
の
発
行
：
年
6
回
・
各
1
万
部
(そ
の
他
各
施
設
ご
と
に
地
域
紙
を
発
行
)

事 業 目 的顧 　 客

ス
ポ
ー
ツ
振
興
に
関
す
る
事
業
を
行
う
こ
と
に
よ
っ
て
区
民
の
ス
ポ
ー
ツ
活
動
を
活
性

化
さ
せ
、
健
康
で
潤
い
の
あ
る
豊
か
な
暮
ら
し
の
実
現
と
活
力
あ
る
地
域
社
会
の
形
成

を
資
す
る
。

事 業 内 容

１
　
各
種
ス
ポ
ー
ツ
教
室
の
実
施

２
　
野
外
ス
ポ
ー
ツ
活
動
の
普
及

３
　
ニ
ュ
ー
ス
ポ
ー
ツ
の
普
及

４
　
ス
ポ
ー
ツ
関
係
団
体
の
育
成
・
支
援
及
び
各
種
ス
ポ
ー
ツ
指
導
者
養
成

５
　
区
民
体
育
祭
や
ス
ポ
ー
ツ
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
大
会
な
ど
ス
ポ
ー
ツ
普
及
事
業
の
実
施

６
　
健
康
・
体
力
づ
く
り
の
実
施
及
び
相
談

７
　
ス
ポ
ー
ツ
情
報
の
収
集
及
び
提
供

８
　
区
の
体
育
施
設
の
管
理
運
営

９
　
そ
の
他
事
業
目
的
を
達
成
す
る
た
め
に
必
要
な
事
業

区 へ の 要 望

「
指
定
管
理
者
制
度
」
が
導
入
さ
れ
る
な
ど
、
こ
こ
数
年
財
団
を
取
り
巻
く
状
況
は
大
き
く
変

わ
り
、
事
業
の
収
益
性
を
高
め
る
こ
と
、
一
層
の
効
率
的
運
営
に
努
め
る
こ
と
、
更
に
は
、
民

間
と
も
競
合
で
き
る
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
を
図
る
こ
と
等
が
強
く
求
め
ら
れ
て
い
る
。
そ
の
た

め
、
現
在
、
財
団
の
経
営
方
針
で
あ
る
「
マ
イ
ス
ポ
ー
ツ
す
ぎ
な
み
プ
ラ
ン
」
の
改
定
を
進
め

て
い
る
。
改
定
に
当
た
り
、
以
下
の
こ
と
に
つ
い
て
区
へ
要
望
す
る
。

（
１
）
一
般
使
用
の
時
間
枠
を
見
直
す
。
：
現
在
の
４
時
間
単
位
を
１
時
間
単
位
と
す
る
こ
と
。

（
２
）
利
用
料
金
を
見
直
す
。
：
承
認
料
金
制
度
を
導
入
す
る
こ
と
。

（
３
）
駐
車
場
使
用
料
及
び
会
議
室
使
用
料
を
駐
車
ス
ペ
ー
ス
や
会
議
室
が
あ
る
体
育
施

設
に
適
用
す
る
こ
と
。

（
４
）
温
水
プ
ー
ル
利
用
の
際
の
プ
リ
ペ
ー
ド
カ
ー
ド
使
用
に
よ
る
割
引
率
の
撤
廃

（
５
）
行
政
使
用
等
の
際
の
使
用
料
の
減
額
・
免
除
の
見
直
し

（
６
）
社
会
体
育
団
体
登
録
制
度
の
廃
止

（
７
）
温
水
プ
ー
ル
の
貸
切
使
用
枠
の
縮
小
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平
成
1
８
年
度
杉
並
区
財
団
等
運
営
評
価
－
事
業
分
析
Ⅱ
（
事
業
評
価
指
標
）

目
標
値
目
標
年
度

人
1
,1
7
3
,8
4
0
1
,2
0
4
,7
3
1
1
,2
2
6
,9
7
0
1
,2
0
0
,0
0
0
1
9

人
5
4
,4
3
2
5
4
,6
8
1
5
6
,6
7
2
6
0
,0
0
0
1
9

回
9
9
0
1
,0
9
3
1
,1
7
3
1
,1
0
0
1
9

回
4
3

8
3

1
9

8
0
1
9

人
1
4
,2
3
0
1
2
,7
4
4
1
3
,0
0
7
1
6
,0
0
0
1
9

％
8
9
.4

8
8
.5

8
9
.8

9
0
1
9

％
1
1
.8

1
1
.9

1
2
.2

1
3
1
9

％
3
.1

2
.8

3
.6

3
.5
1
9

○
施
設
利
用
者
数
に
つ
い
て
は
、
全
般
的
に
増
加
の
傾
向
に
あ
る
。
こ
の
要
因
と
し
て
、

①
事
業
面
で
は
、
楽
ら
く
健
康
タ
イ
ム
の
実
施
回
数
等
を
増
や
し
た
こ
と
、
ま
た
、
昨
年
に
続
き
年
始

営
業
を
行
っ
た
こ
と
な
ど
が
増
加
に
つ
な
が
っ
た
。

②
次
に
、
施
設
予
約
シ
ス
テ
ム
を
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
に
よ
る
予
約
シ
ス
テ
ム
（
さ
ざ
ん
か
ね
っ
と
）
に
変

え
た
こ
と
で
利
便
性
が
向
上
し
、
登
録
者
数
、
施
設
利
用
者
数
が
と
も
に
増
え
た
こ
と
。
が
あ
げ
ら
れ

る
。
○
民
間
と
の
提
携
事
業
等
は
減
少
と
な
っ
た
が
、
早
稲
田
大
学
と
の
共
同
事
業
が
２
ヵ
年
で
終
了
し

た
こ
と
に
よ
る
も
の
で
、
提
携
事
業
の
充
実
は
今
後
の
課
題
と
い
え
る
。

利
用
者
を
大
別
す
る
と
、
財
団
教
室
参
加
者
、
施
設
貸
切
利
用
者
（
行
政
使
用
を
含
む
）
、
一
般
使

用
の
利
用
者
、
の
３
つ
に
分
け
る
こ
と
が
で
き
る
。

①
財
団
教
室
参
加
者
：
教
室
は
現
在
は
競
技
種
目
を
中
心
に
実
施
し
て
い
る
が
、
利
用
者
の
ニ
ー

ズ
は
、
楽
ら
く
健
康
タ
イ
ム
の
よ
う
な
ト
ー
タ
ル
な
健
康
づ
く
り
に
大
き
く
シ
フ
ト
し
つ
つ
あ
る
。
事
前
の

予
約
が
必
要
と
し
な
い
当
日
参
加
型
の
教
室
運
営
を
拡
充
す
る
。

②
一
般
使
用
・
貸
切
使
用
：
貸
切
利
用
者
は
「
さ
ざ
ん
か
ね
っ
と
」
に
な
り
登
録
、
利
用
者
と
も
や
や
増

加
傾
向
に
あ
る
が
、
収
益
面
か
ら
は
一
般
使
用
者
の
拡
充
が
大
き
な
課
題
と
い
え
る
。
施
設
利
用
が

特
定
の
団
体
に
偏
る
こ
と
が
な
い
よ
う
、
個
人
や
家
族
、
小
グ
ル
ー
プ
が
気
軽
に
参
加
で
き
る
運
営
と

し
新
た
な
利
用
者
層
の
拡
大
を
図
る
。

現
状
の
分
析
・
評
価

利
用
総
枠
数
÷
利
用
可
能
総
枠
数

  
*
 温
水
プ
ー
ル
・
屋
外
プ
ー
ル
を
除
く
9
時
～
2
1
時

教
室
・
イ
ベ
ン
ト
参
加
延
べ
人
数
÷
1
6
歳
以
上
の
住
民
登
録
数

区
内
在
住
の
登
録
者
÷
1
6
歳
以
上
の
住
民
登
録
数

目
標
設
定
の
考
え
方

⑧
区
民
利
用
者
登
録
率

成 果 指 標

⑥
施
設
利
用
率

民
間
事
業
者
な
ど
と
提
携
し
た
教
室
の
延
べ
実
施
回
（
日
）
数

さ
ざ
ん
か
ね
っ
と
(体
育
施
設
予
約
管
理
シ
ス
テ
ム
)利
用
者
登
録
数

⑦
事
業
に
対
す
る

  
  
  
  
 認
知
度
(関
心
度
)

活 動 指 標

③
教
室
・
イ
ベ
ン
ト

  
  
  
  
  
  
  
  
  
実
施
回
数

④
民
間
と
の
提
携
事
業

　
　
　
　
　
　
　
　
　
実
施
回
数

⑤
利
用
者
登
録
数

財
団
が
主
催
・
共
催
す
る
ス
ポ
ー
ツ
教
室
や
イ
ベ
ン
ト
の
延
実
施
回
（
日
）
数

②
教
室
・
イ
ベ
ン
ト

  
  
  
  
  
  
  
  
  
参
加
人
数

貸
切
使
用
、
一
般
使
用
(個
人
利
用
)、
教
室
、
大
会
な
ど
で
施
設
を
利
用
し
た

延
べ
人
数

①
施
設
利
用
者
数

指
標
名

財
団
が
主
催
・
共
催
す
る
ス
ポ
ー
ツ
教
室
や
イ
ベ
ン
ト
に
参
加
し
た
延
べ
人
数

目
標

1
６
年
度
実
績

式
・
具
体
的
内
容

1
５
年
度
実
績

単
位

1
７
年
度
実
績
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平
成
1
８
年
度
杉
並
区
財
団
等
運
営
評
価
－
事
業
分
析
Ⅲ
（
事
業
の
推
移
）

算
式
・
説
明

単
位
１
３
年
度
１
４
年
度
１
５
年
度
１
６
年
度
１
７
年
度

備
考

総
収
入
（
経
常
収
入
）

千
円
1
,1
1
6
,7
3
0
1
,0
7
1
,2
8
3
1
,0
8
5
,5
4
0
1
,0
5
6
,1
4
5
9
7
3
,7
8
0

千
円
4
2
4
,4
9
2
4
1
5
,3
6
2
4
0
2
,8
0
5
3
8
6
,8
7
4
3
5
8
,2
4
3

教
室
参
加
料
・
施
設
利
用
料
・
区
受
託
収
入
千
円
6
4
3
,2
6
7
6
0
8
,6
3
1
6
1
8
,9
0
0
6
0
8
,2
4
0
6
0
2
,1
3
2

千
円
4
2
7
,5
4
6
3
8
8
,9
3
1
4
1
0
,8
1
4
3
9
3
,8
5
7
3
9
6
,1
1
9

千
円
4
,9
0
0
5
,5
3
0
5
,7
9
8
5
,8
0
7
6
,0
4
8

千
円
2
1
5
,7
2
0
2
1
9
,6
9
9
2
0
8
,0
8
5
2
1
4
,3
8
3
2
0
6
,0
1
2

受
益
者
負
担
比
率

受
益
者
負
担
÷
総
事
業
費

％
2
2
.0

2
3
.6

2
2
.4

2
3
.3

2
3
.6

総
支
出
（
経
常
支
出
）

千
円
1
,0
8
2
,2
0
1
1
,0
2
1
,2
7
1
1
,0
3
7
,7
7
4
1
,0
1
6
,9
5
0
9
6
4
,4
3
9

事
業
に
係
る
人
件
費
を
含
む

千
円
9
8
0
,0
9
2
9
3
2
,8
7
7
9
2
8
,5
2
0
9
1
9
,5
8
0
8
7
2
,7
0
6

人
件
費
を
含
ま
れ
て
い
な
い

千
円
4
2
6
,3
9
6
3
8
8
,9
3
1
4
1
0
,8
1
4
3
9
3
,8
5
7
3
8
6
,8
3
8

管
理
に
係
る
人
件
費
を
含
む

千
円
1
0
2
,1
0
8
8
8
,3
9
4
1
0
9
,2
5
3
9
7
,3
7
0
9
1
,7
3
2

千
円
3
8
2
,7
7
4
3
3
8
,4
9
6
3
5
7
,2
0
9
3
4
4
,4
5
3
3
1
4
,3
6
3

千
円

0
0

0
0

0

千
円
6
7
6
,3
7
1
6
9
8
,6
8
1
7
1
8
,9
2
5
7
1
0
,4
2
9
6
9
9
,2
9
0

千
円
1
3
8
,9
9
4
1
4
7
,2
8
9
1
7
0
,1
2
2
1
7
0
,1
9
7
1
5
0
,4
0
9

千
円
5
3
7
,3
7
7
5
5
1
,3
9
1
5
4
8
,8
0
3
5
4
0
,3
0
6
5
4
8
,8
8
1

千
円
5
0
0
,0
0
0
5
0
0
,0
0
0
5
0
0
,0
0
0
5
0
0
,0
0
0
5
0
0
,0
0
0

役
員
、
派
遣
職
員
、
固
有
職
員
の
総
数
人

1
5
6

1
4
8

1
4
7

1
4
4

1
2
9

人
1

1
1

1
1

人
1
6

1
6

1
4

1
3

1
5

区
か
ら
の
派
遣
職
員

人
1
5

1
3

1
5

1
4

1
3

人
5
2

5
2

5
1

5
0

4
4

パ
ー
ト
タ
イ
ム
、
ア
ル
バ
イ
ト
を
含
む

人
7
2

6
6

6
6

6
6

5
6

人
1
,1
6
0
,5
0
6
1
,1
8
9
,2
9
7
1
,1
7
3
,8
4
0
1
,2
0
4
,7
3
1
1
,2
2
6
,9
7
0

サ
ー
ビ
ス
利
用
年
間
延
べ
人
数
÷
職
員
数
人

8
,2
8
9
9
,0
0
9
8
,8
2
5
9
,1
9
6
1
0
,7
6
3

総
支
出
÷
活
動
指
標
①
(施
設
利
用
者
延
人
数
)

円
9
3
2

8
5
8

8
8
4

8
4
4

7
8
6

教
室
事
業
費
(ｲ
ﾍ
ﾞﾝ
ﾄ、
大
会
を
除
く
)÷
教
室
参
加
延
人
数
円

9
3
3
1
,0
7
3
1
,1
6
5
1
,2
6
1

5
0
6

事
業
費
委
託
費
÷
活
動
指
標
①
(施
設
利
用
者
延
人
数
)
円

3
3
2

3
2
7

3
5
0

3
2
7

3
1
5

※
　
千
円
単
位
の
も
の
は
、
千
円
未
満
を
切
り
捨
て
、
円
単
位
の
も
の
は
１
円
未
満
を
切
り
捨
て
。
　
　
％
に
つ
い
て
は
、
小
数
点
以
下
第
２
位
を
四
捨
五
入
。

 内
　
区
か
ら
の
受
託
事
業
に
係
る
人
件
費

常
勤
役
員
数

非
常
勤
役
員
数

派
遣
職
員
数

常
勤
固
有
職
員
数

非
常
勤
固
有
職
員
数

施
設
利
用
者
コ
ス
ト

総
職
員
数

サ
ー
ビ
ス
利
用
年
間
延
べ
人
数

職
員
一
人
当
た
り
サ
ー
ビ
ス
利
用
人
数

事
業
収
入

基
本
財
産
運
用
収
入
額

　
内
　
区
か
ら
の
受
託
事
業
費

資
産

正
味
財
産

負
債

基
本
財
産
額

り コ ス ト

単 位 当 た

全
事
業
の
事
業
費

 内
　
区
か
ら
の
受
託
事
業
の
事
業
費

管
理
費

総
人
件
費

教
室
参
加
者
コ
ス
ト

施
設
委
託
コ
ス
ト

組   織 サ ー ビ ス

内  訳

項
目

財  務  状  況

総 収 入 の う ち

補
助
金
収
入

総 支 出 の う ち

受
益
者
負
担
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平
成
1
8
年
度
財
団
等
経
営
評
価
　
運
営
評
価
表
（
経
営
分
析
定
量
指
標
）

指
標

算
定
式

単
位
１
５
年
度
１
６
年
度
1
7
年
度

特
記
事
項

参
考

1
事
業
費
の
対
計
画
比
率
全
事
業
の
事
業
費
（
決
算
額
）
÷
当
初
予
算
事
業
費
額
×
１
０
０
％

9
2
.1

9
1
.2

9
2
.3

2
経
常
収
支

経
常
収
入
（
総
収
入
）
ー
経
常
支
出
（
総
支
出
）

千
円
4
7
,7
6
6
3
9
,1
9
5
9
,3
4
1

通
常
黒
字
が
望
ま
し
い

3
経
常
収
支
比
率

経
常
収
入
÷
経
常
支
出
×
１
０
０

％
1
0
4
.6
1
0
3
.9
1
0
1
.0

通
常
１
０
０
％
以
上
が
望
ま
し
い

4
事
業
収
入
合
計
の
伸
長
率
当
該
年
度
の
事
業
収
入
÷
前
年
度
の
事
業
収
入
×
１
０
０

％
1
0
1
.7
1
0
3
.0

9
6
.1
事
業
収
入
の
う
ち
区
受
託
収

入
は
除
く
。

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

5
経
常
収
入
の
伸
長
率

当
該
年
度
の
経
常
収
入
÷
前
年
度
の
経
常
収
入
×
１
０
０

％
1
0
1
.3

9
7
.3

9
6
.5

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

6
事
業
費
比
率

全
事
業
の
事
業
費
÷
経
常
支
出
×
１
０
０

％
8
9
.5

9
0
.4

9
0
.5

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

7
管
理
費
比
率

管
理
費
÷
経
常
支
出
×
１
０
０

％
1
0
.5

9
.6

9
.5

通
常
減
少
が
望
ま
し
い

8
補
助
金
収
入
依
存
度

補
助
金
収
入
÷
総
収
入
合
計
×
１
０
０

％
3
7
.1

3
6
.6

3
6
.8

通
常
減
少
が
望
ま
し
い

9
収
益
事
業
比
率

収
益
事
業
の
事
業
費
÷
全
事
業
の
事
業
費
×
１
０
０

％
6
6
.8

6
6
.6

6
7
.0
寄
付
行
為
に
掲
げ
る
事
業
の
う
ち
8
号
事

業
を
収
益
事
業
と
す
る
。

1
0
区
委
託
事
業
依
存
度

区
委
託
事
業
費
÷
全
事
業
の
事
業
費
×
１
０
０

  
(補
助
金
は
含
ま
ず
）

％
4
4
.2

4
2
.8

4
4
.3

1
1
正
味
財
産
構
成
比
率

正
味
財
産
÷
（
負
債
+
正
味
財
産
）
×
１
０
０

％
7
6
.3

7
6
.0

7
8
.5

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

1
2
基
本
財
産
運
用
収
入
率
基
本
財
産
運
用
収
入
額
÷
基
本
財
産
額
×
１
０
０

％
1
.2

1
.2

1
.2

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

1
3
経
常
支
出
人
件
費
比
率
総
人
件
費
÷
経
常
支
出
×
１
０
０

％
3
4
.4

3
3
.9

3
2
.6

通
常
減
少
が
望
ま
し
い

1
4
常
勤
役
員
比
率

常
勤
役
員
数
÷
総
職
員
数
（
非
常
勤
役
員
を
除
く
）
×
１
０
０
％

0
.8

0
.8

0
.9

通
常
減
少
が
望
ま
し
い

1
5
常
勤
役
員
人
件
費
比
率
常
勤
役
員
人
件
費
÷
総
人
件
費
×
１
０
０

％
1
.8

1
.8

1
.8

通
常
減
少
が
望
ま
し
い

1
6
管
理
費
比
率
の
削
減
率
(1
－
当
該
年
度
の
管
理
費
比
率
÷
前
年
度
の
管
理
費
比
率
）
×
１
０
０
％
▲
 2
0
.7

8
.5
▲
 1
1
.8

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

1
7
資
産
回
転
率
(回
）

総
収
入
÷
資
産

回
1
.5

1
.5

1
.4

通
常
１
回
以
上
が
望
ま
し
い

1
8
職
員
１
人
あ
た
り
事
業
収
入
事
業
収
入
÷
総
職
員
数
（
非
常
勤
役
員
を
除
く
）

千
円
4
,6
5
3
4
,6
4
3
5
,2
8
2

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

1
9
資
産
剰
余
率

剰
余
金
（
当
期
正
味
財
産
増
加
額
）
÷
資
産
×
１
０
０

％
▲
 0
.4
▲
 1
.2

1
.2

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

2
0
損
益
分
岐
点

固
定
費
÷
｛
1
ー
（
変
動
費
÷
総
収
入
）
｝

千
円
1
,0
3
6
,7
7
6
1
,0
1
6
,1
9
1
9
2
4
,6
8
6

2
1
損
益
分
岐
点
比
率

損
益
分
岐
点
÷
総
収
入
×
１
０
０

％
9
5
.5

9
6
.2

9
5
.0

通
常
９
０
％
未
満
が
望
ま
し
い

※
金
額
は
、
千
円
未
満
を
切
り
捨
て
。
％
及
び
回
に
つ
い
て
は
、
小
数
点
以
下
第
２
位
を
四
捨
五
入
。

分
野

経 済 性自  立  性計  画  性 健  全  性 効 率 性
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平
成
1
8
年
度
財
団
等
経
営
評
価
　
運
営
評
価
表
（
経
営
分
析
定
性
指
標
）

指
  
  
  
 標

評
価
分
野
の
点
数
（
1
0
0
点
）

1
経
営
戦
略
及
び
経
営
目
標
達
成
の
進
捗
状
況
管
理
の
手
段
と
し
て
、
中
長
期
経
営
計
画
が
策
定
さ
れ
て
い
る
か

○
計
画
性

2
年
次
事
業
計
画
書
・
収
支
予
算
書
が
､中
長
期
経
営
計
画
に
基
づ
く
短
期
的
行
動
指
針
と
し
て
作
成
さ
れ
て
い
る
か

○

3
中
長
期
経
営
計
画
や
年
次
事
業
計
画
の
策
定
に
当
た
っ
て
区
の
行
政
サ
ー
ビ
ス
に
関
す
る
計
画
と
の
整
合
性
が
確
保
さ
れ
て
い
る
か

○

4
年
次
計
画
と
年
次
実
績
と
の
乖
離
原
因
の
分
析
と
結
果
が
次
年
度
以
降
の
計
画
へ
反
映
さ
れ
て
い
る
か

△
評 価 の 根 拠 5
事
業
内
容
と
団
体
の
設
立
目
的
が
合
致
し
て
い
る
か

○
目
的
適
合
性

6
事
業
目
標
(定
量
的
数
値
)の
設
定
方
法
が
妥
当
か

△

7
団
体
が
提
供
す
る
サ
ー
ビ
ス
等
に
対
す
る
顧
客
の
満
足
度
を
調
査
・
分
析
し
て
い
る
か

○

8
新
規
事
業
の
企
画
段
階
ま
た
は
新
し
い
商
品
や
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
を
開
始
す
る
際
に
顧
客
の
ニ
ー
ズ
を
調
査
・
分
析
し
て
い
る
か

○
評 価 の 根 拠 9
管
理
者
及
び
職
員
の
能
力
育
成
体
制
が
整
備
さ
れ
て
い
る
か

△
健
全
性

1
0
意
思
決
定
及
び
業
務
の
妥
当
性
を
確
保
す
る
た
め
の
管
理
体
制
が
で
き
て
い
る
か

○

1
1
財
産
管
理
や
会
計
処
理
が
適
正
に
行
わ
れ
て
い
る
か
。
ま
た
、
監
査
の
体
制
が
整
備
さ
れ
て
い
る
か

○

1
2
区
か
ら
の
財
政
的
支
援
（
補
助
金
）
に
依
存
し
な
い
経
営
努
力
を
行
っ
て
い
る
か

○

1
3
個
人
情
報
の
管
理
と
情
報
公
開
は
適
正
に
行
わ
れ
て
い
る
か

○
評 価 の 根 拠

分
 野

計  画  性
8
8

　 目 的 適 合 性

○
「
マ
イ
ス
ポ
ー
ツ
す
ぎ
な
み
プ
ラ
ン
」
を
策
定
し
、
利
用
者
２
０
０
万
人
を
目
標
に
事
業
展
開
し
利
用
者
確
保
に
努
め
て
い
る
。

○
寄
付
行
為
に
基
づ
く
事
業
を
展
開
し
て
い
る
。

○
事
業
終
了
後
に
利
用
者
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
を
実
施
し
満
足
度
・
要
望
を
把
握
し
て
い
る
。

○
利
用
者
満
足
の
実
施
・
顧
客
ニ
ー
ズ
の
把
握
に
努
め
て
い
る
。

○
：
十
分
で
き
て
い
る
、
△
：
お
お
む
ね
で
き
て
い
る
、
×
：
で
き
て
い
な
い
　
　

8
8

 健   全   性

9
0

○
職
員
研
修
を
毎
年
実
施
し
て
い
る
。

○
財
団
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
開
設
し
情
報
を
積
極
的
に
公
開
す
る
体
制
を
整
備
し
た
。

○
利
用
者
満
足
運
動
の
一
環
と
し
て
施
設
内
の
チ
ェ
ッ
ク
を
日
常
的
に
行
っ
て
い
る
。
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平
成
1
8
年
度
財
団
等
経
営
評
価
　
運
営
評
価
表
（
経
営
分
析
定
性
指
標
）

指
  
  
  
 標

評
価
分
野
の
点
数
（
1
0
0
点
）

分
 野

1
4
予
算
節
約
度
の
原
因
分
析
結
果
が
業
績
改
善
へ
結
び
つ
け
ら
れ
て
い
る
か

○
効
率
性

1
5
人
件
費
を
削
減
す
る
た
め
の
工
夫
が
凝
ら
さ
れ
て
い
る
か

○

1
6
資
産
運
用
効
率
を
改
善
す
る
た
め
の
工
夫
が
凝
ら
さ
れ
て
い
る
か

○

1
7
事
務
処
理
の
効
率
を
改
善
す
る
た
め
の
工
夫
が
凝
ら
さ
れ
て
い
る
か

○

1
8
業
務
の
効
率
化
、
コ
ス
ト
ダ
ウ
ン
の
た
め
に
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
(外
部
委
託
)を
活
用
し
て
い
る
か

△
評 価 の 根 拠 1
9
同
種
の
事
業
形
態
、
同
規
模
の
他
団
体
を
業
績
向
上
の
比
較
対
象
と
し
て
設
定
し
、
業
績
改
善
の
努
力
を
行
っ
て
い
る
か

○
経
済
性

2
0
サ
ー
ビ
ス
コ
ス
ト
低
減
の
た
め
の
努
力
(施
策
)を
行
っ
て
い
る
か

○

2
1
物
品
の
調
達
コ
ス
ト
低
減
の
た
め
の
努
力
(施
策
)を
行
っ
て
い
る
か

○

2
2
交
渉
や
入
札
等
に
よ
り
外
部
委
託
コ
ス
ト
(業
務
委
託
費
)低
減
の
た
め
の
努
力
(施
策
)を
行
っ
て
い
る
か

○

2
3
事
業
収
入
を
増
加
さ
せ
る
た
め
の
努
力
(施
策
)を
行
っ
て
い
る
か

△
評 価 の 根 拠

○
入
札
業
者
を
固
定
せ
ず
複
数
の
業
者
で
の
入
札
を
行
い
、
委
託
費
減
の
交
渉
を
行
っ
た
。

9
0

効  率  性

9
0

経  済  性

○
温
水
プ
ー
ル
の
受
付
業
務
を
外
部
委
託
し
、
人
件
費
の
削
減
を
行
っ
た
。

○
工
事
等
に
よ
り
施
設
が
休
み
の
際
は
、
他
施
設
へ
の
職
員
応
援
を
実
施
し
て
い
る
。

○
職
員
の
振
替
勤
務
を
実
施
し
て
い
る
。

○
業
務
の
見
直
し
を
図
り
職
員
数
減
を
行
っ
た
。
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平
成
1
8
年
度
杉
並
区
財
団
等
経
営
評
価
に
よ
る
改
善
計
画

代
表
者

電
話

○
財
団
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
開
設
し
た
こ
と
に
よ
り
、
財
団
の
教
室
情
報
等
の
周
知
度
が
ア
ッ
プ
し
た
。

○
施
設
予
約
シ
ス
テ
ム
を
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
化
し
「
さ
ざ
ん
か
ね
っ
と
」
に
統
合
し
た
結
果
、
利
用
者
の
利
便
性
が
向
上
し
、
登
録
者
数
、
利
用
者
数
を
拡
大
す
る
こ
と
が
で
き
た
。

○
利
用
者
満
足
向
上
運
動
は
３
年
目
を
向
か
え
、
昨
年
度
は
Ａ
Ｅ
Ｄ
の
配
置
に
と
も
な
い
、
危
機
管
理
対
応
の
研
修
も
取
り
入
れ
、
こ
れ
ま
で
実
施
し
て
い
る
接
遇
研
修
（
現
任
、
新
人
）
と

あ
わ
せ
、
よ
り
質
の
高
い
サ
ー
ビ
ス
が
提
供
で
き
る
よ
う
な
体
制
を
作
る
こ
と
が
で
き
た
。

○
温
水
プ
ー
ル
の
受
付
業
務
を
外
部
委
託
と
し
人
件
費
の
削
減
に
努
め
た
。

○
中
高
年
の
健
康
づ
く
り
体
力
づ
く
り
事
業
を
拡
充
し
た
。
○
区
民
参
加
組
織
で
あ
る
「
施
設
運
営
協
議
会
」
を
運
営
協
働
協
議
会
と
し
、
区
民
と
の
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
の
強
化
を
図
る
。

総 合 方 針

添 付 資 料 リ ス ト

５
３
０
５
－
６
１
６
１

小
林
義
明

○
指
定
管
理
者
と
し
て
、
効
率
性
・
採
算
性
を
向
上
さ
せ
た
経
営
を
目
指
す
。

○
「
お
客
様
満
足
向
上
運
運
動
行
動
計
画
」
に
基
づ
き
、
お
客
様
に
何
度
も
来
館
（
所
）
し
て
も
ら
え
る
施
設
作
り
を
進

め
る
。
○
民
間
事
業
者
と
の
連
携
を
強
化
し
、
お
客
様
の
ニ
ー
ズ
に
応
え
ら
れ
る
事
業
を
実
施
す
る
。

○
委
託
を
視
野
に
入
れ
た
、
区
内
体
育
団
体
と
の
連
携
を
進
め
、
効
率
的
な
事
業
運
営
に
努
め
る
。

団
体
名
称

財
団
法
人
杉
並
区
ス
ポ
ー
ツ
振
興
財
団

主 な 取 り 組 み

最 近 五 年 間 の

成 果 ・ 反 省

前 年 度 の 取 り 組 み

組 み ・ 目 標

今 年 度 の 取 り

「
指
定
管
理
者
制
度
」
が
実
施
さ
れ
、
上
井
草
ス
ポ
ー
ツ
セ
ン
タ
ー
が
民
間
管
理
施
設
に
、
３
屋
外
プ
ー
ル
と
松
ノ
木
運
動
、
杉
十
小
温
水
プ
ー
ル
の
５
施
設
が
区
直
営
施
設
と
な
り
、
財

団
管
理
施
設
は
７
施
設
に
減
少
し
、
業
務
規
模
が
こ
れ
ま
で
と
大
き
く
変
わ
っ
た
。
こ
の
こ
と
を
踏
ま
え
、
以
下
の
取
り
組
み
を
行
う
。

○
「
マ
イ
ス
ポ
ー
ツ
す
ぎ
な
み
プ
ラ
ン
」
を
改
定
し
新
た
な
財
団
の
経
営
方
針
を
策
定
す
る
。

○
「
利
用
者
満
足
向
上
運
動
」
を
「
お
客
様
者
満
足
向
上
運
動
」
と
名
称
を
変
更
し
、
顧
客
志
向
を
よ
り
明
確
に
し
た
財
団
運
営
と
す
る
。

○
お
客
様
の
ニ
ー
ズ
を
把
握
し
、
民
間
事
業
者
等
と
提
携
の
強
化
を
視
野
に
入
れ
る
等
、
新
た
な
事
業
展
開
を
積
極
的
に
進
め
て
い
く
。

○
競
技
ス
ポ
ー
ツ
等
を
軸
と
し
た
事
業
か
ら
、
健
康
づ
く
り
・
体
力
づ
く
り
支
援
す
る
事
業
に
シ
フ
ト
し
、
ス
ポ
ー
ツ
経
験
の
少
な
い
新
た
な
顧
客
層
の
開
拓
を
進
め
る
。

○
職
員
配
置
を
見
直
し
、
人
件
費
の
削
減
に
努
め
る
。

○
施
設
の
開
場
日
、
開
場
時
間
を
拡
大
し
、
よ
り
利
用
し
や
す
い
施
設
作
り
を
進
め
る
。

○
事
業
の
委
託
化
等
を
視
野
に
体
育
協
会
等
の
区
内
体
育
団
体
と
の
連
携
を
強
化
す
る
と
と
も
に
、
事
業
の
効
率
化
を
進
め
て
い
く
。
、

○
利
用
料
金
制
度
及
び
定
額
補
助
制
度
を
導
入
し
た
。

○
区
教
育
委
員
会
か
ら
の
事
務
移
管
に
よ
り
、
杉
並
区
体
育
協
会
及
び
杉
並
区
ス
ポ
ー
ツ
少
年
団
の
業
務
を
財
団
寄
付
行
為
に
追
記
し
た
。

○
事
務
局
本
部
組
織
を
簡
素
化
し
、
職
員
定
数
の
見
直
し
を
実
施
し
た
。

○
財
団
広
報
誌
の
発
行
を
年
４
回
か
ら
隔
月
に
充
実
し
た
。

○
「
マ
イ
ス
ポ
ー
ツ
す
ぎ
な
み
プ
ラ
ン
（
杉
並
区
ス
ポ
ー
ツ
振
興
財
団
長
期
・
実
施
計
画
）
」
を
策
定
し
た
。

○
利
用
者
へ
の
ア
ン
ケ
ー
ト
を
も
と
に
、
「
利
用
者
満
足
向
上
運
動
行
動
計
画
（
チ
ャ
レ
ン
ジ
プ
ラ
ン
）
」
を
策
定
し
た
。

○
財
団
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
開
設
に
よ
り
、
財
団
の
情
報
を
広
く
周
知
で
き
る
よ
う
体
制
を
整
え
た
。

○
施
設
予
約
シ
ス
テ
ム
を
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
化
し
、
「
さ
ざ
ん
か
ね
っ
と
」
に
統
合
し
た
。

○
温
水
プ
ー
ル
の
受
付
業
務
を
外
部
委
託
と
し
人
件
費
の
削
減
に
努
め
た
。

○
主
に
中
高
年
者
を
対
象
と
し
た
健
康
づ
く
り
関
連
の
事
業
の
新
設
・
拡
充
を
図
っ
た
。
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平成18年度杉並区財団等経営評価　問題点検討表（二次評価）

主管部
課係名

団体名

電話番号

1674

教育委員会事務局
　社会教育スポーツ課社会体育係

特記
事項

経
済
性

損益分岐点比率は通常、数字的には９０％未満が望ましいがここ３年の間、９５％以上を示しているため努力する必
要がある。

健
全
性

マイスポーツすぎなみプランに基づきスポーツ事業における経営戦略及び経営目標達成に関しては大いに評価で
きる。
ただ、今後は、指定管理者としての財団をよりアピールすることが肝要である。

目
的
適
合
性

基本財産運用の横ばい状態が続いているが、これは利息収入が低金利のため伸び悩んでいることが原因である
が、今後とも適正な資金運用を図ることが必要である。

経
済
性

業務委託経費等の削減を行い経費の削減を図ることができた。
今後とも、事業収入増加のための工夫をすることが大事である。

財団法人杉並区スポーツ振興財団寄附行為に基づき、スポーツ振興に関する事業を行い実施後のアンケート調査
により利用者ニーズを把握していることは区民満足度向上運動から評価できる。
今後は物品販売等区民の利便性を向上させていくことが必要となってくる。

財団法人
　杉並区スポーツ振興財団

定
量
評
価

自
立
性

補助金に対する依存度が年々減少してきてはいるが、今後は利用料の増を見込んで補助金の減少を図ることが必
要である。

計
画
性

経常収支の伸びが昨年度と比較し約２４％の増加となっていることから、健全性を保つために引き続き努力すること
が必要である。

効
率
性

低廉な利用料でサービスを提供している立場ではあるが参加者数の増大に努め、事業収入を伸ばし職員一人あた
りの事業収入の増加になっている。今後ともサービス向上に努め体育施設等の利用増に努める。

計
画
性

効
率
性

経営分析、課題と問題点

定
性
評
価

健
全
性

財団職員としての能力向上のための研修等の実施を行い、利用者の快適性の向上を図っていることは評価できる。
今後は特に個人情報の取り扱いに関する研修等に取り組むことが必要である。

体育施設において工事等の関係から長期間休みの間は、この間、他施設への職員派遣等を行い人件費の効率化
を図っていることは評価できる。
今後は事業収入の増を目指し一般使用や教室事業、イベント事業を拡大することが財団としての効率性が上がるも
のと考える。
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施設利用に関しては、特定の団体に偏らないよう、一般利用者の拡充をすることによって利用率の向上を図
る。

事業分析、課題と問題点

施設利用者数、教室・イベント等参加者数がともに増加してきている。また、利用者登録数も増加し区民のス
ポーツ振興に寄与している。活

動
指
標

析
・
評
価

現
状
の
分

コ
ス
ト

施設の老朽化が顕著であり修繕費が増加傾向にあるが、コスト意識を持ちより効果的な経営に努めていく。

事
業
の
推
移
サ
ー

ビ
ス

総職員数が大幅に見直され、より適正な職員の配置がなされているが、派遣職員はもちろんのこと財団固有
の職員の技量アップを図る必要がある。

財
務
状
況

補助金収入はやや減少傾向にあり補助金への依存度が減りつつある。今後は指定管理者制度からイベント
や教室事業を展開できる体制を構築していく。

（
分
析

、
課
題
と
問
題
点

）

所
管
部
課
経
営
評
価
総
合
コ
メ
ン
ト

組
織

の
考
え
方

目
標
設
定

施設利用率、イベント参加率及び区民利用者登録率も増加傾向が窺える。
成
果
指
標

活
動
指
標

成
果
指
標

財団として、新たに指定管理者としての立場から区民ニーズの高い事業を中心に実施し利用者を増加やす
ための創意工夫を今後検討し、より高い目標値を設定していくことが肝要と考える。

平成１８年度から指定管理者としてより合理的経営が問われることとなる。財団としてスポーツ振興やスポーツ活動の活
性化を促進し計画的取り組みを行う必要がある。
さらに、マイスポーツすぎなみプランの改定を行い財団を取り巻く厳しい状況を打破し財団を大きく改革し他の指定管
理者にも勝る経営戦略を確立することが期待される。

サービス利用年間延べ人数及び職員一人当たりサービス利用人数ともに前年を上回っており一定の成果
は出ているが、利用者のアンケート調査の分析を行い、よりきめ細かなサービスを提供していく。

fujisaku-takahi
49



４ 
（
社
福
）
杉
並
区
社
会
福
祉
協
議
会 
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名称 代表者 所管部課

基本
財産

設立
年月日

電話

レーダーチャート

評価 得点

A A D 38

B A C 50

A A B 60

B A B 60

A A C 50

A A C 258

単位 平成15年度 平成16年度 平成17年度

千円 1,320,928 1,282,647 1,076,721

千円 1,176,690 1,262,752 1,073,140

千円 859,050 762,482 746,266

％ 20.6 20.1 23.7

千円 109,325 98,659 102,546

％ 59.3 59.2 82.2

％ 40.7 40.8 17.8

千円 3,289 3,352 3,098

千円 144,238 19,895 3,581

％ 46.8 47.9 53.9

千円 1,015,253 1,234,969 1,056,894

人 234 236 222

％ 0 0.5 0.5

単位 平成15年度 平成16年度

時間 57,673 45,730

時間 33,143 26,440

件 2,769 2,063

世帯 264 267

件 17 38

１６年度評
価

１７年度

常勤役員比率

特記事項

経常収支

経常支出人件費比率

損益分岐点

総職員数

主要指標

総収入

総支出

福祉サービス利用援
助事業契約件数

指標名

当該年度相談件数の総数

年度最終月（3月）の派遣世帯数

当該年度の新規契約件数

当該年度サービス提供総時間数

財務

管理費比率

　　　平成１８年度杉並区財団等経営評価表

組織

経
営
分
析

（
定
量
評
価

）

顧客（サービス対象）
区民・団体

事業内容
○法人運営事業
○地域福祉事業
○NPO・ボランティア活動推進事業
○杉並福祉サービス利用援助事業
○受託事業
○介護保険事業
○助成事業
○貸付事業
○歳末たすけあい運動事業

昭和27年4月18日 5347-1010

団
体
概
要

経
営
分
析

（
定
性
評
価

）

社会福祉法人　杉並区社会福祉協議会

３，０００千円

総合

事業目的
杉並区における社会福祉事業とその他社会福祉を
目的とする事業の健全な発達及び社会福祉に関
する活動の活性化により、地域福祉の推進を図る。

計画性

目的適合性

健全性

効率性

経済性

１５年度評
価

職員一人当たり事業収入

資産

補助金収入依存度

受益者負担

事業費比率

保健福祉部
管理課

高橋　新一郎

団体による自己評価結果

さんあいサービス
派遣世帯数

算式

当該年度サービス提供総時間数

244

37,551

14,888

1,469

16

経
営
実
績

　平成１６年度「社協あり方検討会」の方向性を踏まえ、さんあいサービスは平成１７年度より、事業再編成をし事業名をささえあいサービスと
し、ホームヘルプサービス・ファミリーサポート事業を一体的運営を図った。介護保険事業でのサービスの対応が多くなり年々利用時間実積
が減少傾向にあるが介護保険制度改正に伴い①ホームヘルプサービスは介護保険適正化に伴い需要増が見込まれ②ファミリーサポート
事業についても子供の安全への要望や女性の就業率の高まりにより需要は増大される。介護保険事業の訪問介護事業はさんあい公社か
らの移管事業であるが民間も含め事業の受け皿が整備されており、平成１７年度事業を閉鎖した。又、通所介護事業（ふれあいの家）につ
いても４ヵ所他法人に移管した。今後も介護保険事業については、社協の中立性・公平性や公益性等組織の特性を生かすことができる事
業に転換していく予定である。福祉サービス利用援助事業は相談件数は事業の契約者からの相談件数にカウントしていたが契約者以外の
区民からの相談を計上するように見直したため実積減。潜在的なニーズの掘り起こしに積極的に取り組む予定である。

事
業
分
析

さんあいサービス
延派遣時間

訪問介護サービス
延派遣時間

活動
指標

成果
指標

福祉サービス利用援
助事業相談件数

平成17年度

定性評価レーダーチャート

0

20

40

60

80

100
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【所管部課経営評価】

【財団等団体経営評価（一次評価）】

【所管部課経営評価（二次評価）】
経営分析・定性評価 経営分析・定量評価

○ホームヘルプサービス・ファミリーサポートセンター事
業は介護保険制度の見直しにより介護保険対象から外
れたホームヘルプ需要の増大や子供の安全に対する
要請の増加によるファミリーサポート需要の増大が見込
まれ事業の更なる充実が必要。
○介護保険事業の訪問介護事業は平成１７年度事業
廃止。
○平成１７年度福祉サービス利用支援事業の相談内容
のカウントの見直しを行なった。今までは既に契約をし
ている利用者からの相談も件数として計上していたが相
談件数ではなく日常業務の利用者サービスという位置
付けとした。従って平成１７年度からは区民からの相談
のみを計上した為、件数は減少した。しかし、相談機関
の役割として認識されつつあり、今後も更に潜在的な
ニーズの掘り起こしに積極的に取り組む。
○ＮＰＯ・ボランティア活動センターのボランティア分野
が社協事務所内に移転を契機に他事業との連携強化
を図る。

　社協の経営について、以前は人件費を全て補助金で賄うという方式であったが平成１６年度から介護保険事業について、独立採算制に移
行したことによりさらに経営的視点が必要となった。平成１８年度からは、新たに委託事業についても委託経費で人件費・事業費を賄う必要
性が生じ、より厳しい経営感覚が求められ、人件費等の縮減を視野に入れ検討する。抜本的な改革として、社協事業の効果測定をし社協事
業として適切かどうかの視点で検証・見直しをする。

経営分析・定性評価
○計画性：経営改革のため理事会等の
活性化を図る。職員の目標管理システム
を導入している。職員を勤務評定の上平
成１７年度から勤勉手当に成績率を反映
する取り組みを実施。
○目的適合性：法人の使命・役割を明確
にした事業推進を図っている。
○健全性：職員能力開発は研修体系の
整備や人事任用制度の見直しを検討し
ている。又各事業に対し苦情・要望を受
けるための受付担当者・責任者及び苦情
解決のための委員会を設置し、体制整備
を図っている。
○効率性　アウトソーシング等により効率
化を図っている。
○経済性　契約制度に基づいた入札等
を実施し効果を上げている。更なるコスト
削減に取り組む。

・経営分析（定性評価）は、社会福祉協議会が自ら厳しくかつ適正に評価したことにより、昨年度の評価に比べ大きく後退する結果となってい
るが、今後、改善計画の「今年度の取組み・目標」に掲げた具体的な改革案が実行されることで、経営改善につながることを期待する。
・事業分析（評価指標）に介護保険サービスの指標を設定しているが、社会福祉協議会は平成18年度以降、ほとんどの事業から撤退するた
め、新たな指標の設定が必要である。また、設定している成果指標については、活動指標と思われる指標があるため、来年度の評価に向け
て見直しが必要である。
・収益事業の根幹を成していた介護保険事業からの撤退を方針化したことに伴い、社会福祉協議会の今後の財務経営は、厳しくなることが
予想される。自主財源の減少による経営の安定性や健全性を維持するため、経営改革検討委員会において人件費の抑制を中心とした抜本
的な事業改革が検討され、その検討を踏まえた中長期計画の下でさらなる効率化などの取組みを実行されることが望まれる。

○社協は、地域の福祉活動を支援するとともに自ら福祉事業を担うことにより、地域福祉を推進していくことを使命としている。こうしたなか、
福祉サービスの基盤が脆弱な時代に区の要請を受けて取り組んできた通所介護事業やさんあい公社との統合により引き継いだ訪問介護事
業等については、すでに民間事業者による運営が広く普及し、社協自ら実施する意義が乏しくなったことから順次撤退を行うこととした。
○これにより、本来の使命に近い事業に専念することが可能となるが、一方では貴重な自主財源を手放すこととなり、経営の健全性や安定性
の面からはさらに厳しい環境に直面している。
○社協本来の使命を全うしながら、経営の自立性や経済性を高めていくことは極めて難しい課題であるが、今年度設置した新たな「経営改
革検討委員会」において、組織・人員の見直しも含めて、長期的な視点をもって、改革の基本方針を策定していくことが必要である。

　組織・事業の抜本的改革を実行するため、現在検討が行わ
れている「経営改革検討委員会」の報告を踏まえ、中長期的な
経営計画を策定することが急務である。さらに、経営感覚を
もった法人運営を目指し、地域におけるニーズの調査・分析を
十分に実施し、社協の役割を踏まえた事業展開を図るととも
に、事業に対する顧客満足度を調査することで、より一層の事
業充実を図ることが求められる。

　社協は、採算面で民間が参入しにくい事業を担う使命を持っており、その
点においては財務上の厳しさはあるが、計画性や効率性を重視した事業展
開を図ることが求められる。

　ささえあいサービスは、介護保険制度の
定着により実績が低下したと考えられる
が、事業自体は「地域住民の支えあい」と
いう社協の活動理念に則った事業であ
る。介護保険制度の改正により、需要が
見込まれる事業分野でもあるので、今後
は顧客志向に基づいた事業の充実が求
められる。また、福祉サービス利用援助に
ついても、昨今の権利擁護意識の高まり
から注目される事業である。PRを積極的
に行い、利用の促進を図ることが重要で
ある。

　ボランティア活動推進事業を除き、17年度実績
と同程度の目標設定となっているが、ささえあい
サービス、ファミリーサポートについては、区民
ニーズや事業の重要性からみて、より積極的な
目標設定と事業展開が必要である。

　介護保険事業においては、民間の受け皿が
整ってきたことから順次撤退する方針となった。
今後においても、既存事業を根本から精査し、
社協が担うべき事業を経営的視点を持って推進
していくことが期待される。また、総収入が約16%
減少したにもかかわらず、補助金はほぼ横ばい
であることから、その依存度は上昇しており、経
営の自立性や経済性を高めるための長期的な
視点をもった改革が必要である。

【総合経営評価（三次評価）】

事業分析・事業の推移事業分析・目標設定の考え方事業分析・現状の分析・評価

経営分析・定量評価 事業分析
○決算数値を分析の上、計画的な財務
運営に取り組む。 管理費の積算・計上方
法を見直し比率の適正化を図る。
○自主財源比率を高めるため区民・区の
期待に応える事業展開を通し会員獲得
や寄付金確保を行なう。
○民間が参入し事業の受け皿が整備さ
れた介護保険事業（通所介護事業・ディ
サービス事業）については事業転換を図
り、順次撤退する。

【財団等団体経営評価】
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平
成
1
8
年
度
杉
並
区
財
団
等
運
営
評
価
－
事
業
分
析
Ⅰ
（
事
業
概
要
）

代
表
者

所
管
部
課
係
名

設
立
年
月
日

電
話保
健
福
祉
部
管
理
課
庶
務
係

３
，
０
０
０
千
円

５
３
４
７
－
１
０
１
０

髙
橋
　
新
一
郎

昭
和
2
7
年
4
月
1
8
日

社
会
福
祉
法
人
　
杉
並
区
社
会
福
祉
協
議
会

団
体
名
称

基
本
財
産

組 織 構 成

○
総
務
課
　
　
人
事
、
給
与
・
財
務
・
広
報
事
業
・
理
事
会
、
評
議
員
会
等
の
会
議
運
営
、
会
員

加
入
・
台
帳
管
理

○
地
域
福
祉
課
　
　
地
域
福
祉
活
動
、
住
民
参
加
型
有
償
家
事
援
助
サ
ー
ビ
ス
（
ホ
ー
ム
ヘ
ル

プ
サ
ー
ビ
ス
・
フ
ァ
ミ
リ
ー
サ
ポ
ー
ト
セ
ン
タ
ー
事
業
（
さ
さ
え
あ
い
サ
ー
ビ
ス
事
業
）
の
運
営
、
助
成

事
業
、
資
金
貸
付
、
共
同
募
金
・
歳
末
た
す
け
あ
い
募
金
の
実
施
、
貸
付
資
金
、
福
祉
サ
ー
ビ
ス

利
用
援
助
事
業
、
成
年
後
見
支
援
事
業

○
杉
並
Ｎ
Ｐ
Ｏ
・
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
推
進
セ
ン
タ
ー
　
　
Ｎ
Ｐ
Ｏ
活
動
支
援
、
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
研
修
・

養
成
、
情
報
発
信
・
収
集

○
介
護
事
業
課
　
　
通
所
介
護
事
業
（
ふ
れ
あ
い
の
家
の
運
営
）
　
高
円
寺
北
敬
老
会
館
の
運

営
　
居
宅
介
護
支
援
事
業
　
訪
問
介
護
事
業

区
民
・
団
体

事 業 規 模

○
会
員

個
人
会
員
　
2
，
1
8
9
名
、
施
設
会
員
　
1
9
2
施
設
、
団
体
会
員
　
4
8
団
体
、
地
域
団
体

会
員
　
１
1
4
団
体
、
企
業
会
員
　
2
8
企
業

○
財
政

一
般
会
計
　
　
　
　
　
　
　
　
１
，
0
4
0
，
2
5
4
，
1
4
6
円

公
益
事
業
特
別
会
計
　
　
　
　
　
1
9
，
5
8
3
，
0
1
5
円

そ
の
他
の
特
別
会
計
　
　
　
　
　
１
3
，
3
0
3
，
5
2
7
円

合
計
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
１
，
0
7
3
，
1
4
0
，
6
8
8
円

事 業 目 的顧 　 客

杉
並
区
に
お
け
る
社
会
福
祉
事
業
と
そ
の
他
社
会
福
祉
を
目
的
と
す
る
事
業
の
健
全

な
発
達
及
び
社
会
福
祉
に
関
す
る
活
動
の
活
性
化
に
よ
り
、
地
域
福
祉
の
推
進
を
図

る
。

事 業 内 容

（
主
要
事
業
）

○
法
人
運
営
事
業

・
連
絡
調
整
　
民
生
委
員
協
議
会
へ
の
出
席

・
広
報
事
業
　
広
報
誌
の
発
行
（
全
戸
配
布
年
４
回
）

・
普
及
事
業
　
「
う
ぇ
る
フ
ェ
ス
タ
」
の
開
催

・
組
織
強
化
　
会
員
募
集

○
地
域
福
祉
事
業

・
和
田
堀
地
区
地
域
福
祉
活
動
、
天
沼
地
区
地
域
福
祉
活
動
　
・
き
ず
な
サ
ロ
ン

・
要
援
護
老
人
事
業
　
・
車
椅
子
貸
出
事
業
　
・
交
通
遺
児
援
護
事
業

・
さ
さ
え
あ
い
サ
ー
ビ
ス
事
業
（
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
サ
ー
ビ
ス
・
フ
ァ
ミ
リ
ー
サ
ポ
ー
ト
セ
ン
タ
ー

事
業
）
○
N
P
O
・
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
推
進
事
業

○
福
祉
サ
ー
ビ
ス
利
用
援
助
事
業

・
成
年
後
見
支
援
事
業
　
・
地
域
福
祉
権
利
擁
護
事
業

○
受
託
事
業

・
手
話
通
訳
者
派
遣
事
業
　
・
フ
ァ
ミ
リ
ー
サ
ポ
ー
ト
セ
ン
タ
ー
事
業

高
円
寺
北
敬
老
会
館
事
業

○
介
護
保
険
事
業

・
通
所
介
護
事
業
（
ふ
れ
あ
い
の
家
：
６
ヵ
所
）
・
居
宅
介
護
支
援
事
業
　
・
訪
問
介
護
事
業

○
助
成
事
業

○
貸
付
事
業

○
共
同
募
金
・
歳
末
た
す
け
あ
い
運
動
事
業

区 へ の 要 望

○
社
協
の
公
益
性
・
公
共
性
の
観
点
か
ら
、
人
件
費
、
拠
点
（
施
設
）
運
営
管
理
経
費
に

つ
い
て
は
今
後
と
も
財
政
支
援
を
願
い
た
い
。

○
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
運
営
に
つ
い
て
適
正
な
財
源
措
置
を
検
討
願
い
た
い
。

○
フ
ァ
ミ
リ
ー
サ
ポ
ー
ト
セ
ン
タ
ー
事
業
の
「
援
助
を
提
供
す
る
協
力
会
員
」
の
人
材
確
保

対
し
て
の
協
力
及
び
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
人
員
強
化
に
に
つ
い
て
検
討
願
い
た
い
。

○
福
祉
サ
ー
ビ
ス
利
用
援
助
事
業
の
支
援
・
普
及
を
進
め
る
と
も
に
杉
並
区
成
年
後
見
セ

ン
タ
ー
事
業
の
連
携
・
協
働
に
つ
い
て
の
取
り
組
み
の
支
援
を
願
い
た
い
。
○
介
護
保
険

新
規
認
定
の
単
価
ア
ッ
プ
と
人
件
費
補
助
の
支
援
を
願
い
た
い
。
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平
成
1
8
年
度
杉
並
区
財
団
等
運
営
評
価
－
事
業
分
析
Ⅱ
（
事
業
評
価
指
標
）

目
標
値
目
標
年
度

時
間

5
7
,6
7
3
4
5
,7
3
0
3
7
,5
5
1
3
8
,0
0
0
1
8

時
間

3
3
,1
4
3
2
6
,4
4
0
1
4
,8
8
8
閉
鎖
1
7

件
2
,7
6
7
2
,0
6
3
1
,4
6
9
1
,7
0
0
1
8

時
間

1
1
,7
7
6
1
2
,2
8
2
1
2
,2
3
6
1
2
,5
0
0
1
8

人
8
9
8

8
9
3

8
0
1

5
0
0
1
8

世
帯

2
6
4

2
6
7

2
4
4

2
5
0
1
8

世
帯

1
1
8

9
2

9
5
閉
鎖
1
7

件
1
7

3
8

1
6

2
5
1
8

○
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
サ
ー
ビ
ス
｢さ
さ
え
あ
い
サ
ー
ビ
ス
｣は
平
成
1
7
年
度
以
降
は
介
護
保
険
制
度
の
見

直
し
、
サ
ー
ビ
ス
拡
大
等
に
よ
り
利
用
者
の
増
加
が
見
込
ま
れ
る
が
、
現
状
の
目
標
値
は
様
々
な
制

度
の
狭
間
を
埋
め
る
サ
ー
ビ
ス
と
捉
え
る
と
ほ
ぼ
横
ば
い
で
推
移
。

○
介
護
保
険
事
業
の
訪
問
介
護
サ
ー
ビ
ス
は
事
業
の
他
機
関
・
団
体
・
企
業
等
、
受
け
皿
が
整
備
さ

れ
た
た
め
事
業
廃
止
。

○
フ
ァ
ミ
リ
ー
サ
ポ
ー
ト
セ
ン
タ
ー
は
子
育
て
支
援
・
就
労
支
援
と
い
う
需
要
増
の
背
景
を
受
け
、
着
実

に
成
果
を
あ
げ
て
お
り
、
こ
れ
ら
を
踏
ま
え
目
標
値
設
定
。

○
福
祉
サ
ー
ビ
ス
利
用
援
助
事
業
は
平
成
１
８
年
度
設
立
さ
れ
た
杉
並
区
成
年
後
見
セ
ン
タ
ー
と
連

携
・
協
働
し
て
ニ
ー
ズ
の
掘
り
起
こ
し
に
取
り
組
み
た
い
。

現
状
の
分
析
・
評
価

○
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
サ
ー
ビ
ス
｢さ
さ
え
あ
い
サ
ー
ビ
ス
｣は
住
民
に
よ
る
助
け
合
い
を
基
本
と
し
た
社
協

の
本
来
活
動
の
住
民
参
加
型
在
宅
福
祉
サ
ー
ビ
ス
で
あ
り
社
協
の
地
域
福
祉
推
進
に
重
要
な
役
割

を
果
た
し
て
い
る
。
利
用
会
員
が
徐
々
に
介
護
保
険
制
度
の
定
着
化
に
よ
り
介
護
サ
ー
ビ
ス
に
移
行

し
た
た
め
、
延
べ
派
遣
時
間
数
・
派
遣
世
帯
数
は
減
少
し
て
い
る
。
介
護
保
険
制
度
改
正
後
介
護
保

険
対
象
外
の
高
齢
者
の
増
加
が
見
込
ま
れ
る
。

○
フ
ァ
ミ
リ
ー
サ
ポ
ー
ト
セ
ン
タ
ー
は
子
育
て
支
援
・
就
労
支
援
と
い
う
需
要
増
の
背
景
に
よ
り
、
着
実

に
成
果
を
あ
げ
て
い
る
。

○
福
祉
サ
ー
ビ
ス
利
用
援
助
事
業
は
相
談
件
数
の
カ
ウ
ン
ト
の
見
直
し
を
行
な
っ
た
た
め
実
積
は
減

と
な
っ
て
い
る
。
近
年
新
た
に
創
設
さ
れ
た
各
種
福
祉
制
度
の
定
着
化
や
認
知
症
の
増
加
に
よ
り
潜

在
的
な
ニ
ー
ズ
は
あ
る
と
思
わ
れ
区
民
か
ら
の
相
談
件
数
及
び
福
祉
サ
ー
ビ
ス
利
用
援
助
の
契
約
件

数
の
増
加
は
見
込
ま
れ
る
。

年
度
最
終
月
（
3
月
）
の
派
遣
世
帯
数
(1
7
年
度
の
み
2
月
）

年
度
最
終
月
（
3
月
）
の
派
遣
世
帯
数
(1
7
年
度
の
み
1
月
）

当
該
年
度
の
新
規
契
約
件
数

目
標
設
定
の
考
え
方

⑧
福
祉
サ
ー
ビ
ス
利
用
援

助
事
業
契
約
件
数

成 果 指 標

⑥
さ
ん
あ
い
サ
ー
ビ
ス
派
遣

世
帯
数

子
育
て
の
援
助
を
必
要
と
す
る
方
に
、
協
力
員
が
保
育
園
の
送
迎
や
保
育
終
了

後
の
預
か
り
な
ど
の
援
助
を
行
う

Ｎ
Ｐ
Ｏ
活
動
支
援
、
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
推
進
の
一
環
と
し
て
、
専
門
相
談
、
セ
ミ

ナ
ー
、
講
座
、
講
習
会
、
交
流
会
等
を
開
催

要
介
護
認
定
を
受
け
た
高
齢
者
に
対
し
、
ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー
に
よ
る
訪
問
介
護

サ
ー
ビ
ス
を
提
供
（
1
4
年
度
ま
で
は
さ
ん
あ
い
公
社
実
績
）

高
齢
者
や
障
害
者
の
あ
る
方
を
対
象
に
、
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
援
助
、
日
常

的
な
金
銭
管
理
サ
ー
ビ
ス
、
書
類
預
か
り
サ
ー
ビ
ス
を
行
う
。

高
齢
者
や
障
害
者
の
あ
る
方
を
対
象
に
、
協
力
員
に
よ
る
家
事
援
助
サ
ー
ビ
ス

や
介
護
援
助
サ
ー
ビ
ス
を
提
供

①
さ
ん
あ
い
サ
ー
ビ
ス
延
派
遣

時
間
（
さ
さ
え
あ
い
サ
ー
ビ
ス
）

指
標
名

単
位

目
標

1
6
年
度
実
績
1
7
年
度
実
績

式
・
具
体
的
内
容

1
5
年
度
実
績

⑦
（
介
護
保
険
事
業
）
訪
問
介

護
サ
ー
ビ
ス
派
遣
世
帯
数

活 動 指 標

③
福
祉
サ
ー
ビ
ス
利
用
援

助
事
業
相
談
件
数

④
フ
ァ
ミ
リ
ー
サ
ポ
ー
ト
セ
ン

タ
ー
協
力
員
総
活
動
時
間

⑤
Ｎ
Ｐ
Ｏ
・
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動

推
進
事
業
講
座
等
延
参
加
者

数②
（
介
護
保
険
事
業
）
訪
問
介

護
サ
ー
ビ
ス
延
派
遣
時
間
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平
成
1
8
年
度
杉
並
区
財
団
等
運
営
評
価
－
事
業
分
析
Ⅲ
（
事
業
の
推
移
）

算
式
・
説
明

単
位
１
３
年
度
１
４
年
度
１
５
年
度
１
６
年
度
１
７
年
度

備
考

総
収
入
（
経
常
収
入
）

千
円
8
0
1
,9
0
6
8
1
0
,9
2
5
1
,3
2
0
,9
2
8
1
,2
8
2
,6
4
7
1
,0
7
6
,7
2
1

千
円
1
3
2
,5
3
9
1
0
8
,9
8
9
2
7
2
,4
6
4
2
5
7
,2
3
4
2
5
4
,7
6
6

事
業
収
入
＋
掛
金
収
入

千
円
5
7
8
,0
4
0
5
5
7
,6
2
2
7
1
3
,9
1
2
7
3
7
,4
7
7
6
4
1
,3
1
9

千
円
5
0
8
,2
2
0
4
8
1
,5
0
3
1
7
0
,9
4
4
8
6
,1
4
2
4
2
,1
6
7

千
円

3
1

1
0

0

千
円
4
7
,5
3
3
5
7
,3
6
4
1
0
9
,3
2
5
9
8
,6
5
9
1
0
2
,5
4
6

受
益
者
負
担
比
率

受
益
者
負
担
÷
総
事
業
費

％
9
.1

1
1
.3

1
5
.7

1
3
.2

1
1
.6

総
支
出
（
経
常
支
出
）

千
円
7
9
7
,8
9
8
8
0
9
,3
8
0
1
,1
7
6
,6
9
0
1
,2
6
2
,7
5
2
1
,0
7
3
,1
4
0

事
業
に
係
る
人
件
費
を
含
む

千
円
5
2
0
,4
1
2
5
0
8
,4
7
3
6
9
7
,6
2
6
7
4
7
,4
2
2
8
8
2
,2
8
6

区
か
ら
の
受
託
事
業
に
係
る
人
件
費
を
含
む
千
円
3
7
3
,0
3
5
3
9
5
,8
1
8
3
5
9
,0
1
1
8
6
,1
4
2
4
2
,1
6
7

管
理
に
係
る
人
件
費
を
含
む

千
円
2
7
7
,4
8
5
3
0
0
,9
0
7
4
7
9
,0
6
4
5
1
5
,3
3
0
1
9
0
,8
5
4

千
円
4
4
1
,1
5
6
4
0
5
,2
8
0
5
5
0
,7
4
3
6
0
4
,2
7
2
5
7
7
,9
1
4

千
円
3
1
0
,1
0
9
2
9
5
,8
4
1
2
6
3
,9
3
9
1
4
,9
0
3
6
0
,0
8
6

千
円
5
9
5
,8
0
8
5
5
7
,2
7
9
8
5
9
,0
5
0
7
6
2
,4
8
2
7
4
6
,2
6
6

千
円
1
4
3
,6
6
8
1
5
0
,4
7
1
2
6
9
,4
7
2
1
8
8
,4
1
7
1
9
0
,7
7
8

千
円
4
5
2
,1
4
0
4
0
6
,8
0
7
5
8
9
,5
7
7
5
7
4
,0
6
5
5
5
5
,4
8
8

千
円
3
,0
0
0
3
,0
0
0
3
,0
0
0
3
,0
0
0
3
,0
0
0

役
員
、
派
遣
職
員
、
固
有
職
員
の
総
数

人
1
4
9

1
6
5

2
3
4

2
3
6

2
2
2

人
0

0
0

1
1

人
1
7

1
7

1
7

1
6

1
5

区
か
ら
の
派
遣
職
員

人
4

4
1
0

9
9

人
5
0

4
9

5
4

5
6

5
4

パ
ー
ト
タ
イ
ム
、
ア
ル
バ
イ
ト
を
含
む

人
7
8

9
5

1
5
3

1
5
4

1
4
3

人
1
5
4
,8
1
9
1
7
4
,1
9
6
2
0
6
,7
4
2
2
3
9
,3
0
6
2
2
6
,9
5
5

サ
ー
ビ
ス
利
用
年
間
延
べ
人
数
÷
職
員
数
人

1
,1
7
3
1
,1
7
7

9
5
3
1
,0
8
8
1
,0
9
6

人
件
費
（
活
動
謝
礼
含
む
）
/
活
動
指
標
①
円

3
,0
7
5
3
,5
9
5
2
,0
1
4
2
,2
7
7
2
,4
2
5

人
件
費
（
活
動
謝
礼
含
む
）
/
活
動
指
標
②
円

3
,1
5
9
2
,8
7
9
2
,2
5
2
2
,4
3
4
3
,3
3
3

当
該
事
業
歳
出
決
算
額
/
活
動
指
標
③
円
―

―
1
5
,8
2
2
1
9
,1
3
0
2
3
,5
4
0

※
　
千
円
単
位
の
も
の
は
、
千
円
未
満
を
切
り
捨
て
、
円
単
位
の
も
の
は
１
円
未
満
を
切
り
捨
て
。
　
　
％
に
つ
い
て
は
、
小
数
点
以
下
第
２
位
を
四
捨
五
入
。

 内
　
区
か
ら
の
受
託
事
業
に
係
る
人
件
費

常
勤
役
員
数

非
常
勤
役
員
数

派
遣
職
員
数

常
勤
固
有
職
員
数

非
常
勤
固
有
職
員
数

正
味
財
産

負
債

基
本
財
産
額

事
業
収
入

基
本
財
産
運
用
収
入
額

　
内
　
区
か
ら
の
受
託
事
業
費

資
産

 内
　
区
か
ら
の
受
託
事
業
の
事
業
費

管
理
費

総
人
件
費

福
祉
サ
ー
ビ
ス
利
用
援
助
事
業

組   織 サ ー ビ ス

内  訳総
職
員
数

サ
ー
ビ
ス
利
用
年
間
延
べ
人
数

職
員
一
人
当
た
り
サ
ー
ビ
ス
利
用
人
数

さ
ん
あ
い
サ
ー
ビ
ス

訪
問
介
護
サ
ー
ビ
ス

※
サ
ー
ビ
ス
利
用
年
間
延
べ
人

数 1
6
年
度
延
べ
人
数
に
つ
い
て
、

昨
年
度
報
告
し
た
人
数
に
計
上

も
れ
が
あ
っ
た
た
め
、
今
年
度
に

お
い
て
修
正
し
た
。

項
目

財  務  状  況

※
事
業
費
と
管
理
費
に
つ
い

て 1
6
年
度
ま
で
は
各
事
業
に

関
わ
る
人
件
費
の
一
部
も
管

理
費
に
計
上
し
て
い
た
が
、

管
理
費
の
算
出
方
法
を
精

査
し
た
結
果
、
1
7
年
度
か
ら

事
業
実
施
に
直
接
関
わ
る

職
員
の
人
件
費
は
全
て
事

業
費
に
計
上
す
る
こ
と
と
し

た
。

総 収 入 の う ち

補
助
金
収
入

総 支 出 の う ち

受
益
者
負
担

り コ ス ト

単 位 当 た

全
事
業
の
事
業
費

fujisaku-takahi
55



平
成
1
8
年
度
財
団
等
経
営
評
価
　
運
営
評
価
表
（
経
営
分
析
定
量
指
標
）

指
標

算
定
式

単
位
１
５
年
度
１
６
年
度
１
７
年
度

特
記
事
項

参
考

1
事
業
費
の
対
計
画
比
率
全
事
業
の
事
業
費
（
決
算
額
）
÷
当
初
予
算
事
業
費
額
×
１
０
０
％

9
2
.1

9
7
.8

8
8
.7

2
経
常
収
支

経
常
収
入
（
総
収
入
）
ー
経
常
支
出
（
総
支
出
）

千
円
1
4
4
,2
3
8
1
9
,8
9
5
3
,5
8
0

通
常
黒
字
が
望
ま
し
い

3
経
常
収
支
比
率

経
常
収
入
÷
経
常
支
出
×
１
０
０

％
1
1
2
.3
1
0
1
.6
1
0
0
.3

通
常
１
０
０
％
以
上
が
望
ま
し
い

4
事
業
収
入
合
計
の
伸
長
率
当
該
年
度
の
事
業
収
入
÷
前
年
度
の
事
業
収
入
×
１
０
０

％
1
2
8
.0
1
0
3
.3

8
7
.0

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

5
経
常
収
入
の
伸
長
率

当
該
年
度
の
経
常
収
入
÷
前
年
度
の
経
常
収
入
×
１
０
０

％
1
6
2
.9

9
7
.1

8
4
.0

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

6
事
業
費
比
率

全
事
業
の
事
業
費
÷
経
常
支
出
×
１
０
０

％
5
9
.3

5
9
.2

8
2
.2
※
算
出
方
法
に
つ
い
て
、
帳

票
「
事
業
分
析
Ⅲ
」
に
記
載
。
通
常
増
加
が
望
ま
し
い

7
管
理
費
比
率

管
理
費
÷
経
常
支
出
×
１
０
０

％
4
0
.7

4
0
.8

1
7
.8
※
算
出
方
法
に
つ
い
て
、
帳

票
「
事
業
分
析
Ⅲ
」
に
記
載
。
通
常
減
少
が
望
ま
し
い

8
補
助
金
収
入
依
存
度

補
助
金
収
入
÷
総
収
入
合
計
×
１
０
０

％
2
0
.6

2
0
.1

2
3
.7

通
常
減
少
が
望
ま
し
い

9
収
益
事
業
比
率

収
益
事
業
の
事
業
費
÷
全
事
業
の
事
業
費
×
１
０
０

％
―

―
―

1
0
区
委
託
事
業
依
存
度

区
委
託
事
業
費
÷
全
事
業
の
事
業
費
×
１
０
０

  
(補
助
金
は
含
ま
ず
）

％
5
1
.5

1
1
.5

4
.8

1
1
正
味
財
産
構
成
比
率

正
味
財
産
÷
（
負
債
+
正
味
財
産
）
×
１
０
０

％
6
8
.6

7
5
.3

7
4
.4

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

1
2
基
本
財
産
運
用
収
入
率
基
本
財
産
運
用
収
入
額
÷
基
本
財
産
額
×
１
０
０

％
0
.0

0
.0

0
.0

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

1
3
経
常
支
出
人
件
費
比
率
総
人
件
費
÷
経
常
支
出
×
１
０
０

％
4
6
.8

4
7
.9

5
3
.9

通
常
減
少
が
望
ま
し
い

1
4
常
勤
役
員
比
率

常
勤
役
員
数
÷
総
職
員
数
（
非
常
勤
役
員
を
除
く
）
×
１
０
０
％

0
0
.5

0
.5

通
常
減
少
が
望
ま
し
い

1
5
常
勤
役
員
人
件
費
比
率
常
勤
役
員
人
件
費
÷
総
人
件
費
×
１
０
０

％
0

2
.6

2
.7

通
常
減
少
が
望
ま
し
い

1
6
管
理
費
比
率
の
削
減
率
(1
－
当
該
年
度
の
管
理
費
比
率
÷
前
年
度
の
管
理
費
比
率
）
×
１
０
０
％
△
 9
.5
△
 0
.2

5
6
.4

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

1
7
資
産
回
転
率
(回
）

総
収
入
÷
資
産

回
1
.5

1
.7

1
.4

通
常
１
回
以
上
が
望
ま
し
い

1
8
職
員
１
人
あ
た
り
事
業
収
入
事
業
収
入
÷
総
職
員
数
（
非
常
勤
役
員
を
除
く
）

千
円
3
,2
8
9
3
,3
5
2
3
,0
9
8

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

1
9
資
産
剰
余
率

剰
余
金
（
当
期
正
味
財
産
増
加
額
）
÷
資
産
×
１
０
０

％
2
1
.3
△
 2
.0
△
 2
.5

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

2
0
損
益
分
岐
点

固
定
費
÷
｛
1
ー
（
変
動
費
÷
総
収
入
）
｝

千
円
1
,0
1
5
,2
5
3
1
,2
3
4
,9
6
9
1
,0
5
6
,8
9
4

2
1
損
益
分
岐
点
比
率

損
益
分
岐
点
÷
総
収
入
×
１
０
０

％
7
6
.9

9
6
.3

9
8
.2

通
常
９
０
％
未
満
が
望
ま
し
い

※
金
額
は
、
千
円
未
満
を
切
り
捨
て
。
％
及
び
回
に
つ
い
て
は
、
小
数
点
以
下
第
２
位
を
四
捨
五
入
。

分
野

経 済 性自  立  性計  画  性 健  全  性 効 率 性
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平
成
1
8
年
度
財
団
等
経
営
評
価
　
運
営
評
価
表
（
経
営
分
析
定
性
指
標
）

指
  
  
  
 標

評
価
分
野
の
点
数
（
1
0
0
点
）

1
経
営
戦
略
及
び
経
営
目
標
達
成
の
進
捗
状
況
管
理
の
手
段
と
し
て
、
中
長
期
経
営
計
画
が
策
定
さ
れ
て
い
る
か

×
計
画
性

2
年
次
事
業
計
画
書
・
収
支
予
算
書
が
､中
長
期
経
営
計
画
に
基
づ
く
短
期
的
行
動
指
針
と
し
て
作
成
さ
れ
て
い
る
か

△

3
中
長
期
経
営
計
画
や
年
次
事
業
計
画
の
策
定
に
当
た
っ
て
区
の
行
政
サ
ー
ビ
ス
に
関
す
る
計
画
と
の
整
合
性
が
確
保
さ
れ
て
い
る
か

△

4
年
次
計
画
と
年
次
実
績
と
の
乖
離
原
因
の
分
析
と
結
果
が
次
年
度
以
降
の
計
画
へ
反
映
さ
れ
て
い
る
か

△
評 価 の 根 拠 5
事
業
内
容
と
団
体
の
設
立
目
的
が
合
致
し
て
い
る
か

○
目
的
適
合
性

6
事
業
目
標
(定
量
的
数
値
)の
設
定
方
法
が
妥
当
か

△

7
団
体
が
提
供
す
る
サ
ー
ビ
ス
等
に
対
す
る
顧
客
の
満
足
度
を
調
査
・
分
析
し
て
い
る
か

×

8
新
規
事
業
の
企
画
段
階
ま
た
は
新
し
い
商
品
や
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
を
開
始
す
る
際
に
顧
客
の
ニ
ー
ズ
を
調
査
・
分
析
し
て
い
る
か

△
評 価 の 根 拠 9
管
理
者
及
び
職
員
の
能
力
育
成
体
制
が
整
備
さ
れ
て
い
る
か

△
健
全
性

1
0
意
思
決
定
及
び
業
務
の
妥
当
性
を
確
保
す
る
た
め
の
管
理
体
制
が
で
き
て
い
る
か

△

1
1
財
産
管
理
や
会
計
処
理
が
適
正
に
行
わ
れ
て
い
る
か
。
ま
た
、
監
査
の
体
制
が
整
備
さ
れ
て
い
る
か

○

1
2
区
か
ら
の
財
政
的
支
援
（
補
助
金
）
に
依
存
し
な
い
経
営
努
力
を
行
っ
て
い
る
か

△

1
3
個
人
情
報
の
管
理
と
情
報
公
開
は
適
正
に
行
わ
れ
て
い
る
か

△
評 価 の 根 拠

○
：
十
分
で
き
て
い
る
、
△
：
お
お
む
ね
で
き
て
い
る
、
×
：
で
き
て
い
な
い
　
　

5
0

 健   全   性

6
0

目
標
管
理
制
度
を
導
入
し
人
事
考
課
・
人
材
育
成
に
取
り
組
ん
で
い
る
。
定
期
的
な
係
長
会
・
課
長
会
を
行
い
意
思
決
定
の
妥
当
性
を
図
っ
て
い
る
。
個

人
情
報
保
護
法
施
行
に
伴
い
規
定
を
整
備
し
対
応
の
徹
底
を
図
っ
て
い
る
。

分
 野

計  画  性
3
8

　 目 的 適 合 性

指
標
に
対
す
る
評
価
の
考
え
方
を
見
直
し
、
厳
し
い
評
価
を
行
っ
た
。
現
在
、
議
論
が
行
わ
れ
て
い
る
、
社
協
の
経
営
改
革
検
討
委
員
会
で
の
報
告
を
受

け
、
早
期
に
計
画
を
策
定
す
る
こ
と
と
し
た
い
。

ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
サ
ー
ビ
ス
や
フ
ァ
ミ
リ
ー
サ
ポ
ー
ト
事
業
に
つ
い
て
は
、
利
用
者
の
ニ
ー
ズ
を
受
け
止
め
制
度
拡
大
に
繋
げ
て
い
る
が
、
顧
客
志
向
の
考
え

方
に
基
づ
き
、
各
指
標
を
よ
り
厳
し
く
評
価
し
た
。
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平
成
1
8
年
度
財
団
等
経
営
評
価
　
運
営
評
価
表
（
経
営
分
析
定
性
指
標
）

指
  
  
  
 標

評
価
分
野
の
点
数
（
1
0
0
点
）

分
 野

1
4
予
算
節
約
度
の
原
因
分
析
結
果
が
業
績
改
善
へ
結
び
つ
け
ら
れ
て
い
る
か

△
効
率
性

1
5
人
件
費
を
削
減
す
る
た
め
の
工
夫
が
凝
ら
さ
れ
て
い
る
か

△

1
6
資
産
運
用
効
率
を
改
善
す
る
た
め
の
工
夫
が
凝
ら
さ
れ
て
い
る
か

△

1
7
事
務
処
理
の
効
率
を
改
善
す
る
た
め
の
工
夫
が
凝
ら
さ
れ
て
い
る
か

△

1
8
業
務
の
効
率
化
、
コ
ス
ト
ダ
ウ
ン
の
た
め
に
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
(外
部
委
託
)を
活
用
し
て
い
る
か

○
評 価 の 根 拠 1
9
同
種
の
事
業
形
態
、
同
規
模
の
他
団
体
を
業
績
向
上
の
比
較
対
象
と
し
て
設
定
し
、
業
績
改
善
の
努
力
を
行
っ
て
い
る
か

△
経
済
性

2
0
サ
ー
ビ
ス
コ
ス
ト
低
減
の
た
め
の
努
力
(施
策
)を
行
っ
て
い
る
か

△

2
1
物
品
の
調
達
コ
ス
ト
低
減
の
た
め
の
努
力
(施
策
)を
行
っ
て
い
る
か

△

2
2
交
渉
や
入
札
等
に
よ
り
外
部
委
託
コ
ス
ト
(業
務
委
託
費
)低
減
の
た
め
の
努
力
(施
策
)を
行
っ
て
い
る
か

△

2
3
事
業
収
入
を
増
加
さ
せ
る
た
め
の
努
力
(施
策
)を
行
っ
て
い
る
か

△
評 価 の 根 拠

5
0

効  率  性

6
0

経  済  性

各
指
標
を
厳
格
に
捉
え
て
評
価
を
行
っ
た
。
な
お
、
介
護
保
険
事
業
通
所
介
護
事
業
（
ふ
れ
あ
い
の
家
）
の
食
事
サ
ー
ビ
ス
は
平
成
１
2
年
度
よ
り
調
理
業

者
に
委
託
し
て
い
る
。

効
率
的
な
事
務
事
業
執
行
に
取
り
組
み
、
日
々
業
務
改
善
を
図
っ
て
い
る
。
ま
た
、
平
成
１
６
年
度
よ
り
各
係
が
同
一
フ
ロ
ア
ー
と
な
り
、
物
品
調
達
等
へ
の

更
な
る
コ
ス
ト
削
減
に
取
り
組
む
な
ど
、
経
済
性
を
重
視
し
た
法
人
運
営
に
注
力
し
て
い
る
が
、
各
指
標
の
評
価
に
あ
た
り
、
厳
格
な
評
価
を
行
っ
た
。
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平
成
1
8
年
度
杉
並
区
財
団
等
経
営
評
価
に
よ
る
改
善
計
画

代
表
者

電
話

組
織
人
事
管
理

１
．
評
議
員
構
成
を
見
直
し
公
募
枠
新
設

２
．
さ
ん
あ
い
サ
ー
ビ
ス
事
業
・
フ
ァ
ミ
リ
ー
サ
ポ
ー
ト
事
業
を
再
編
成
し
一
体
的
運
営
の
た
め
、
さ
さ
え
あ
い
係
新
設

３
．
職
員
研
修
は
職
員
の
意
識
改
革
、
経
営
感
覚
の
醸
成
の
た
め
引
き
続
き
、
区
の
階
層
別
研
修
へ
の
参
加
や
職
員
派
遣
研
修
を
実
施
。

４
．
組
織
強
化
方
策
と
し
て
昨
年
に
引
き
続
き
企
業
会
員
の
増
強
策
と
し
て
法
人
会
に
加
入
促
進
活
動
を
行
っ
た
。

事
業
１
．
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
サ
ー
ビ
ス
・
フ
ァ
ミ
リ
ー
サ
ポ
ー
ト
事
業
再
構
築
し
一
体
的
運
営
を
図
る
。

２
．
介
護
保
険
事
業
の
通
所
介
護
事
業
４
ヵ
所
を
他
の
社
会
福
祉
法
人
へ
事
業
移
管
。
訪
問
介
護
事
業
の
閉
鎖
。

３
．
成
年
後
見
セ
ン
タ
ー
設
立
準
備
。

４
．
N
P
O
支
援
部
門
の
法
人
化
に
向
け
て
杉
並
N
P
O
・
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
推
進
セ
ン
タ
ー
事
業
再
構
築
を
図
る
。

５
．
災
害
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
協
定
を
杉
並
区
と
締
結

６
・
水
害
支
援
活
動
　
N
P
O
・
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
推
進
セ
ン
タ
ー
を
中
心
に
、
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
と
社
協
職
員
が
高
齢
者
世
帯
等
へ
の
畳
や
家
具
の
運
び
出
し
、
片
付
け
等
の
支
援
活
動
を
行
っ
た
。

経
費
構
造

１
．
介
護
保
険
事
業
の
あ
り
方
を
見
直
し
通
所
介
護
事
業
か
ら
の
撤
退
や
訪
問
介
護
事
業
の
閉
鎖
に
伴
い
前
年
比
大
幅
減
収
と
な
る
。

総 合 方
針

 リ ス ト

添 付 資 料

５
３
４
７
－
１
０
１
０

髙
橋
　
新
一
郎

今
年
度
か
ら
新
た
に
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
の
事
業
運
営
に
参
入
す
る
こ
と
で
、
既
存
の
事
業
を
含
め
区
民
の
様
々
な
相

談
を
受
け
る
こ
と
で
地
域
の
課
題
を
把
握
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
区
民
の
生
活
を
支
え
る
い
く
た
め
社
協
の
も
っ
て
い
る
資
源
を

充
分
活
用
し
、
総
力
を
あ
げ
て
積
極
的
に
取
り
組
む
。
法
人
運
営
に
あ
た
っ
て
は
よ
り
経
営
的
な
視
点
を
取
り
入
れ
、
経
営
改

革
の
を
不
断
な
も
の
と
し
て
取
り
組
む
。

団
体
名
称

社
会
福
祉
法
人
　
杉
並
区
社
会
福
祉
協
議
会

主 な 取 り 組 み

最 近 五 年 間 の

成 果 ・ 反 省

前 年 度 の 取 り 組 み

組 み ・ 目 標

今 年 度 の 取 り

１
．
経
営
改
革

　
よ
り
厳
し
い
経
営
感
覚
が
求
め
ら
れ
る
た
め
、
抜
本
的
改
革
と
し
て
社
協
事
業
全
体
に
つ
い
て
事
業
の
効
果
測
定
を
行
い
、
再
度
事
業
の
見
直
し
を
図
る
た
め
、
経
営
改
革
検
討
委
員
会
を
設
置
し
、
改
革
を
よ

り
具
体
的
な
も
の
に
し
て
い
く
。

２
．
各
事
業
の
改
革

①
平
成
１
８
年
度
か
ら
運
営
受
託
し
た
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
（
ケ
ア
２
４
）
は
、
介
護
保
険
法
改
正
の
「
地
域
包
括
ケ
ア
」
の
中
核
的
事
業
と
し
て
位
置
付
け
ら
れ
て
お
り
、
社
協
の
新
た
な
事
業
と
し
て
最
も
ふ

さ
わ
し
い
事
業
で
あ
る
た
め
、
事
業
運
営
を
通
し
、
地
域
福
祉
の
担
い
手
と
し
て
の
使
命
・
役
割
を
果
た
す
。
②
介
護
保
険
事
業
等
の
２
ヵ
所
の
通
所
介
護
事
業
の
運
営
か
ら
の
撤
退
時
期
・
方
向
性
を
検
討
す

る
。
ま
た
、
社
協
の
中
立
性
・
公
平
性
及
び
公
共
的
立
場
か
ら
、
平
成
１
８
年
度
よ
り
介
護
保
険
の
新
規
要
介
護
認
定
調
査
を
区
か
ら
受
託
し
た
が
、
そ
の
採
算
性
を
確
保
す
る
。
③
さ
さ
え
あ
い
サ
ー
ビ
ス
は
、
介

護
保
険
制
度
の
見
直
し
に
よ
り
保
険
対
象
か
ら
外
れ
た
方
の
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
サ
ー
ビ
ス
の
需
要
増
に
対
応
す
る
ほ
か
、
フ
ァ
ミ
り
ー
サ
ポ
ー
ト
需
要
の
増
加
に
も
対
応
す
る
。
④
こ
れ
ま
で
の
地
域
福
祉
事
業
へ
の

取
り
組
み
を
見
直
す
。
ま
た
、
地
域
福
祉
事
業
の
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
運
営
や
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
推
進
事
業
と
の
連
携
に
つ
い
て
新
た
に
取
り
組
む
。
⑤
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
分
野
の
社
協
事
務
所
内
移
転
を

契
機
に
、
地
域
福
祉
推
進
事
業
・
さ
さ
え
あ
い
サ
ー
ビ
ス
・
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
な
ど
の
社
協
事
業
と
、
一
体
的
運
営
を
図
る
。
⑥
福
祉
サ
ー
ビ
ス
利
用
支
援
事
業
に
つ
い
て
は
、
高
齢
社
会
を
反
映
し
て
需

要
が
見
込
ま
れ
る
事
業
で
あ
り
、
社
協
ら
し
い
事
業
と
し
て
取
り
組
み
を
強
化
す
る
。
さ
ら
に
杉
並
区
成
年
後
見
セ
ン
タ
ー
と
連
携
・
協
働
し
、
事
業
の
充
実
を
図
り
、
需
要
に
対
応
す
る
。
⑦
人
事
・
給
与
改
革
に
つ

い
て
は
、
昇
任
・
昇
格
制
度
、
能
力
開
発
の
研
修
制
度
、
人
事
考
課
制
度
な
ど
、
更
に
総
合
的
に
検
討
す
る
。

組
織
人
事
管
理

宮
前
ふ
れ
あ
い
の
家
受
託
運
営
（
平
成
１
２
年
度
）
、
杉
並
福
祉
サ
ー
ビ
ス
支
援
セ
ン
タ
ー
開
設
(平
成
１
３
年
度
）
、
杉
並
Ｎ
Ｐ
Ｏ
・
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
推
進
セ
ン
タ
ー
開
設
。
職
員
昇
格
基
準
見
直
し
(平
成
１
２
年

度
）
、
ふ
れ
あ
い
の
家
人
員
削
減
（
平
成
１
２
年
度
か
ら
平
成
１
４
年
度
毎
年
１
名
削
減
し
、
７
名
体
制
か
ら
４
名
体
制
で
あ
る
）
。
さ
ん
あ
い
公
社
解
散
に
伴
い
、
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
事
業
並
び
に
介
護
保
険
事
業
の
社

協
へ
の
事
業
移
管
（
平
成
１
５
年
度
）
。
常
務
理
事
の
常
勤
専
任
化
を
図
る
。
（
平
成
１
６
年
度
）
評
議
員
の
公
募
枠
新
設
(平
成
１
７
年
度
）

事
　
業
高
円
寺
北
き
ず
な
サ
ロ
ン
開
設
（
平
成
１
２
年
度
）
。
高
円
寺
北
地
区
き
ず
な
プ
ラ
ン
開
始
（
平
成
１
５
年
度
）
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
サ
ー
ビ
ス
・
フ
ァ
ミ
リ
ー
サ
ポ
ー
ト
事
業
再
構
築
し
一
体
的
運
営
を
図
る
。
介
護
保
険
事

業
の
通
所
介
護
事
業
４
ヵ
所
を
他
の
社
会
福
祉
法
人
へ
事
業
移
管
及
び
訪
問
介
護
事
業
の
閉
鎖
。
成
年
後
見
セ
ン
タ
ー
設
立
準
備
。
N
P
O
支
援
部
門
の
法
人
化
に
向
け
て
杉
並
N
P
O
・
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
推

進
セ
ン
タ
ー
事
業
再
構
築
を
図
る
。
（
平
成
１
７
年
度
）

経
費
構
造

ふ
れ
あ
い
の
家
調
理
業
務
民
間
業
者
委
託
開
始
（
平
成
１
２
年
度
か
ら
平
成
１
４
年
度
ま
で
に
６
ヶ
所
全
面
委
託
）
、
社
会
福
祉
法
人
新
会
計
基
準
導
入
に
伴
い
財
政
構
造
の
透
明
性
が
求
め
ら
れ
る
。
（
平
成
１

４
年
度
）

そ
の
他
経
営
改
革
推
進
委
員
会
設
置
（
平
成
１
５
年
度
）
社
協
あ
り
方
検
討
会
（
平
成
１
６
年
度
）
個
人
情
報
保
護
法
施
行
に
伴
い
社
協
規
定
整
備
及
び
対
応
策
検
討
（
平
成
１
７
年
度
）
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平成18年度杉並区財団等経営評価　問題点検討表（二次評価）

主管部
課係名

団体名

電話番号

内線
１３４２

保健福祉部管理課庶務係

特記
事項

経
済
性

損益分岐点比率が昨年度よりさらに上昇し、１００%近くとなった。この要因を精査し、事業の再構築を含めた対策を講
じることが必要である。

健
全
性

「杉並きずなプラン2003（平成15年度～19年度）」は、「地域福祉活動のあり方論に計画の重点が置かれており、経営
的視点をやや欠いていた」との自己分析がされており、現在行われている「経営改革検討委員会」の報告を踏まえ
た、経営感覚を重視した中長期計画を早期に策定する必要がある。

目
的
適
合
性

平成16年度の外部評価で指摘された経常支出人件費比率については、さらに上昇した。「経営改革検討委員会」の
報告を踏まえ、早急に組織体制の見直しと事業の再構築に取り組み、低減するよう努める必要がある。

経
済
性

社協という組織の性格上、採算性・収益性の面において民間で扱うことが困難な事業を担う必要があるが、外部評価
で指摘されているとおり、特別会計などの区分により内部補助などが明確化するような評価が求められる。さらに、事
務所移転によりワンフロアー化を実現したことに加え、ボランティア部門も一体化したことにより、物品調達においては
更なる経費削減を図るとともに、成果を上げている契約制度に基づく入札等をより一層推進していく必要がある。

「ささえあいサービス事業」は、地域住民の支えあいという社協の活動理念と合致する事業である。今後、介護保険制
度が改正されたことで保険対象外となることによるホームヘルプサービスの需要、また、女性の社会進出による子育
て支援要請拡大に伴うファミリーサポート需要の増大が見込まれ、更なる事業の充実が求められる。その一方、サー
ビスに対する顧客満足度を分析できる仕組みの構築を行うことが早急に必要である。

社会福祉法人
　杉並区社会福祉協議会

定
量
評
価

自
立
性

補助金額がほぼ横ばいにもかかわらず、総収入が減少したことにより、補助金収入依存度が上昇した。補助金適正
化審査会の提言にもあるとおり、当面は運営費の補助の必要性が認められるとしても、今後の補助金のあり方につい
ては検討が必要である。

計
画
性

管理費については、これまで、ささえあいサービス等の事業運営に係る人件費も含めていたが、団体の運営管理経
費という視点で算出方法を見直したことにより、管理費比率が大幅に低下した。一方、それ以外の指標については、
数値の悪化が見られる。介護保険事業から大きく撤退したことにより、事業収入が低下したことは仕方がないが、経常
収支比率の低下は問題である。事業全体の効果測定を詳細に行うことで原因を究明し、早急な対策を図ることが必
要である。

効
率
性

管理費比率の削減率は好転したが、資産回転率、職員１人あたりの事業収入については減少しており、事業運営の
効率的な体制を整えることが求められる。

計
画
性

効
率
性

経営分析、課題と問題点

定
性
評
価

健
全
性

平成17年度、評議員に公募枠を設けた点については、団体の透明性の確保、情報公開の点から評価ができる。一
方、財政的には補助金収入比率は依然として高いことから、平成16年度から取り組んでいる、企業会員を増強するた
めの法人会への加入促進活動をより強化するなど、自主財源確保に努めるとともに、自主事業への取り組みをより一
層強化する必要がある。

「社協のあり方検討会」の報告を踏まえ、平成17年度、ホームヘルプサービスとファミリーサポートセンターを統合して
事業を展開している「ささえあいサービス事業」は、今後の統合効果が期待できる。また、平成18年4月、ボランティア
部門が事務所内に移転したことにより、他の事業と連携することにより、社協事業全体の相乗効果を発揮することが
求められる。
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ささえあいサービス派遣世帯数の目標値については、上記の現状の分析・評価に同じ。
福祉サービス利用援助事業については、権利擁護意識の高まりを受けて潜在需要は高いと考えられ、杉並
区成年後見センターとの連携も視野に入れた事業展開が必要である。

事業分析、課題と問題点

ささえあいサービスの減は、介護保険制度の定着により、ささえあいサービスから介護保険サービスに移行
したことが要因と考えられる。しかし、介護保険制度の改正により、今後、保険対象外となった方々の需要が
見込まれる事業であり、事業の充実への取り組みが求められる。訪問介護事業は、介護保険事業から順次
撤退する方針のもと、17年度で事業を終了した。福祉サービス利用援助は、相談件数のカウント方法の見直
しを行ったため実績減となったが、潜在的需要はあると思われる。

活
動
指
標

析
・
評
価

現
状
の
分

コ
ス
ト

各活動指標の実績減に伴い、単位当たりコストが上昇している。契約時に入札制度を導入するなど、コスト
低減への取り組みが行われているが、より一層のコスト意識が求められる。各事業に係るコストを徹底的に分
析し、見直しを行うことが必要である。

事
業
の
推
移
サ
ー

ビ
ス

「経営改革検討委員会」の報告に基づいた、経営感覚を重視した組織体制の構築が急務である。そのうえ
で、現在取り組んでいる人材育成をより一層進め、職員個々のスキルアップを図る必要がある。

財
務
状
況

介護保険事業からの順次撤退で、事業規模が縮小しているのはやむを得ないとしても、補助金収入額はほ
ぼ変わらず、補助金依存度は上昇している。また経常支出人件費比率の上昇など財務状況は良好とは言
えない。現在行われている「経営改革検討委員会」の報告に基づき、早期に財務体質改善に取り組む必要
がある。

（
分
析

、
課
題
と
問
題
点

）

所
管
部
課
経
営
評
価
総
合
コ
メ
ン
ト

組
織

の
考
え
方

目
標
設
定

ささえあいサービスの派遣世帯数を成果指標とすることについて、指標が活動指標的であることから、再度、
指標の捉え方を考慮する必要がある。
福祉サービス利用援助事業の新規契約件数は半減したが、この原因の究明を行う必要がある。また、今後
において需要が見込まれる事業であり、PRを積極的に行うとともに、利用者本位の利用しやすいシステムへ
の改善が求められる。

成
果
指
標

活
動
指
標

成
果
指
標

ささえあいサービス、ファミリーサポートについては、それぞれ需要増加の要因があげられている事業であ
り、17年度実績並みの目標でなく、より高い目標値を設定すべきではないか。NPO・ボランティア活動推進事
業講座等は、18年度から、NPO部門と分離しボランティア部門のみの事業展開となったことから目標値が減
少している。この目標値の妥当性の検討と事業の充実への取り組みが必要である。

○ 社会福祉協議会は、地域の福祉活動を支援するとともに自ら福祉事業を担うことにより、地域福祉を推進していくこ
とを使命としているが、他の社会福祉法人や民間団体でも実施可能な事業であれば、社会福祉協議会が自ら実施す
る意義は乏しい。
○ このため、福祉サービスの基盤が乏しい時代に区の要請を受けて取り組んできた通所介護事業やさんあい公社と
の統合により引き継いだ訪問介護事業等については、すでに民間事業者による運営が広く普及してきていることから、
18年度以降に順次撤退を行うこととした。
○ これにより、社会福祉協議会は、本来の使命に近い事業に専念することが可能となるが、一方では貴重な自主財源
を手放すこととなり、経営の健全性や安定性の面からはさらに厳しい環境に直面している。
○ 社会福祉協議会本来の使命を全うしながら、経営の自立性や経済性を高めていくことは極めて難しい課題である
が、今年度設置した新たな「経営改革検討委員会」において、組織・人員の見直しも含めて、長期的な視点をもって、
改革の基本方針を策定していくことが必要である。

サービス提供における取り組みとしては、民間ではなく社協が担わなくてはならない事業においても、顧客
志向が求められる。社協本来の役割は踏まえつつも、利用者アンケートなどにより事業の分析を行い、サー
ビスの質を高めていく必要がある。
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名称 代表者 所管部課

基本
財産

設立
年月日

電話

レーダーチャート

評価 得点

Ａ Ａ A 88

Ａ Ａ A 88

Ａ Ａ A 80

Ａ Ａ A 80

Ａ Ａ A 80

Ａ Ａ A 416

単位 平成15年度 平成16年度 平成17年度

千円 1,020,347 1,076,979 1,081,281

千円 997,539 1,060,192 1,069,348

千円 193,512 213,410 224,225

％ 18.0 16.7 16.9

千円 830,980 890,724 883,765

％ 88.3 89.0 88.5

％ 11.7 11.0 10.3

千円 25,199 27,019 25,997

千円 22,808 16,787 11,933

％ 17.1 16.2 16.6

千円 933,601 1,001,316 1,083,382

人 78 77 79

％ 1.8 1.8 1.7

単位 平成15年度 平成16年度

人 2,516 2,617

件 13,070 14,293

コース 7 9

％ 54.5 54.7

％ 90.4 90.5 88.8

経
営
実
績

①年２２回開催した入会説明会参加者４１８名の内３６３名（入会率86.8％）が入会した。
②新聞折込み（約１７万部）による事業全体のＰＲを実施。その他、チラシによる個別事業のＰＲ（約６万枚をポスティングや請求書へ
同封）の結果、関連１９職種の内１４職種で前年度実績を上回り、１９職種全体で契約金額が前年度比で１１２．０％上がった。
③スキル講習を修了した会員が就業する職種の実績は順調に推移しており、特にパソコン教室やパソコン出張サービスでは１４年度
の事業立ち上げ時と比べ約２.８倍の伸びとなっている。
④就業期間設定等による分ち合い就業を実施し就業率の向上に努めたが、継続受注への新規就業者の減少から達成度合いが鈍
化している。
⑤１７年度は発注件数及び受託件数は増加しているが、受託消化率が低下している。

事
業
分
析

月平均会員数

延受託件数
活動
指標

成果
指標

スキル講習

平成17年度

保健福祉部
高齢者施策課

会長　喜多村　匡男

団体による自己評価結果

月平均就業率

算式

①各月末会員数の合計÷１２

54.4

2,672

15,098

7

職員一人当たり事業収入

資産

補助金収入依存度

受益者負担

事業費比率

―

総合

事業目的
一般雇用にはなじまないが働く意欲を持っている
健康な高齢者のために、地域社会と連携を保ちな
がら、その知識、経験及び希望に沿った就業機会
を確保し、生活感の充実及び福祉の増進を図ると
ともに、高齢者の能力を活かした活力のある地域社
会づくりに寄与することを目的としている。

計画性

目的適合性

健全性

効率性

経済性

１５年度評
価

　　　平成１８年度杉並区財団等経営評価表

組織

経
営
分
析

（
定
量
評
価

）

顧客（サービス対象）
　区内高齢者及び発注者

事業内容
　① 就業機会の開拓･提供
　② 研修･講習
　③ 調査研究
　④ 情報の収集･提供
　⑤ 相談
　⑥ 地域高齢者社会参加促進事業

昭和54年3月10日 3317-2217

団
体
概
要

経
営
分
析

（
定
性
評
価

）

社団法人　杉並区シルバー人材センター

総収入

総支出

受託消化率

指標名

③開催コース数

④各月の就業実人員計÷各月末会員数計

⑤年間受託件数÷年間発注件数

②月単位で実績のあった受託件数の累計

財務

管理費比率

１６年度評
価

１７年度

常勤役員比率

特記事項

「職員一人当たり事業収入」の計
算における職員数は正規・嘱託・
臨時職員の一時間当りの平均賃
金に基づく換算率を乗じた数値
による。

経常収支

経常支出人件費比率

損益分岐点

総職員数

主要指標

定性評価レーダーチャート

0

20

40

60

80

100
計画性

目的適合性

健全性効率性

経済性
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【財団等団体経営評価】

【所管部課経営評価】

事業分析・現状の分析・評価

経営分析・定量評価 事業分析
　事業収入は個人・独自事業部門が伸びたが
公共・企業部門の落ち込みを吸収できず、事
業経費の増加も重なり減収・減益となった。個
人部門は延受託件数が伸びても単位契約金
額が低いため金額ベースでの寄与度が低いこ
とが要因としてある。
　費用は事業費に重点を置き、管理費を抑制
するよう取り組んだが、当期は効果が部分的に
限定された結果となった。
　以上の状況から損益分岐点の上昇をもたら
したが、　損益の悪化とは逆に正味財産構成
比率は上昇し財務の安定度、自立性は増し
た。今後一層、費用対効果を見極めながら、
人、物、資金の効率的な配分が必要である。

・財務面では、受託事業の受注件数が伸び悩んだことで事業に係る収支が前年度に比べ若干減少しているものの、不急事業の見直しや管
理費の支出抑制などに取り組んだ結果、一定の健全性は維持できていることは評価できる。
・顧客満足度調査結果を活かした会員の研修内容の見直しや「一般労働者派遣事業」「指定管理者制度」の導入準備を行うなど、今後も増
加するであろう会員の受け皿（シルバー人材センター業務の拡大）に向け、中長期の経営戦略をもった取組みは評価できる。
・ 区からの受託事業が減少する一方で、企業・個人発注からの件数が伸びており、区に依存しない望ましい方向に進んできているが、市場
ベースでの競争力が確保されるよう、各種作業単価の設定に留意する必要がある。

　平成１３年度から自主財源の確保、事業収入の確保、固定経費の削減努力などにより経常収支は安定している。また、現在区からの委託
事業の受注が減少してしているという状況の変化に即座に対応し、着実に民間との契約数を伸ばした。その結果区からの委託事業への依
存率は減少傾向にあり、望ましい運営が行われている。ただ、民間からの仕事の発注数は増えているにもかかわらず、受注できないという状
況を解消するため、発注者のニーズを事前に、確実に把握するとともに、様々な経験と技能を持つ会員の獲得と育成に努め、適切な会員配
置を早急に進め、受託消化率の向上を図る必要がある。同時に、「中長期計画」に基づき、絶えず経営目標達成の進捗状況を意識し、引き
続き公益法人として収益性と公益性のバランスの取れた運営を実現していただきたい。

　高齢者への就業機会の確保・提供及び知識・技能の付与に
より、高齢者の社会参加や生きがいづくりに貢献するとともに
地域との連携により高齢者の能力を生かした活力ある地域社
会づくりに貢献している。また、数々の課題を解消するための
策も講じられており、中長期計画に基づく運営、情報公開、個
人情報制度の確立、新システム導入など次々と新たな取り組
みがおこなわれている。

　平成１５、１６、１７年度とも、自主財源の確保、事業収入の確保、固定経費
の削減努力などにより経常収支は安定している。また、現在区からの委託事
業の受注が減少してしているが、そのような状況の変化に応じ、CS運動や新
たなPR方法の実施等により着実に民間からの受注が増え、区からの委託事
業への依存率は減少傾向にあり、望ましい運営が行われている。一方で安
定していた効率性の指標が今年度は低下した。しかし、１７年度は新OAシス
テムや公認会計士による外部監査制度の導入、中長期計画の実施開始とい
う事業運営全体の転換期であったという事情を考慮し、中長期計画に基づい
た組織の運営と体制の徹底的な見直しを含めた今後の動向を見守りたい。

　増えつつある会員の就業機会を確保す
るために、民間受注増に向けたＰＲの強
化、分かち合い就業、スキル講習、お客
様満足度調査等によって、受託件数の増
加に結びついた。今後は、発注者からの
様々なニーズに応えられるよう、さまざま
な経験や資格を持つ会員の獲得・育成に
努め、受託消化率の向上を図る必要があ
る。

　組織運営の根幹をなす指標が活動指標の目
標としてきちんと設定されており、目標算出方
法、目標設定の考え方についても、的確にとら
えられている。また、「中長期計画」にも連動させ
ており、適正な目標設定が行われている。今後
はさらに就業機会の確保を図るとともに、公益法
人として広く地域貢献ができるシルバー人材セ
ンターを目指し、活動していくこととなるであろ
う。

　ここ数年高い伸長率を維持していた事業収入
であったが、１７年度は減少に転じた。しかし経
常収支は黒字で安定しており、資産増と負債減
など望ましい状況にあることから、現在のところ財
務状況に特段の問題はない。さらなる事業収入
の増を目指すとともに、管理費抑制等による固
定経費の削減に努め、今後も社会情勢やニー
ズに対応した事業展開を継続してほしい。

【総合経営評価（三次評価）】

事業分析・事業の推移事業分析・目標設定の考え方

【財団等団体経営評価（一次評価）】

【所管部課経営評価（二次評価）】
経営分析・定性評価 経営分析・定量評価

・財政基盤確保のため、公益性と収益性とのバランスを考慮し
事業を展開、その結果１４年度から４期連続して、決算で好結
果を納めた。
・お客様満足度調査等により、顧客ニーズの多様化に対する
就業環境の整備や受注拡大に努め、利用者サービスの向上と
してコンビニ収納に加え口座自動振替の導入に向け検討を
行った。これにより、一般的な利用代金の支払方法の全てに
対応が可能となった。
・地域貢献事業として区民に対し無料の技能講習会や育児玩
具の提供を行い、地域との交流事業を展開した。
・全面移行の旧授産場を会員活動の場とし活用し、パソコン関
連事業等の充実を図るとともに、自主事業の拠点づくりを行っ
た。
・上部団体からは東京都域のシルバー事業の充実のため、財
務及び事業運営の発信元として高い評価を得ている。また、１
６年度に引き続き今年度も、都の補助事業である活性化推進
事業（チャレンジ提案事業及びコミュニティ就業モデル事業）
に積極的に取り組んだ。

・会員、役職員一体となった組織全体での経営に対する意識改革に合わせ、シルバー事業の根幹であり、上部団体である（財）東京しごと財
団（東京都シルバー人材センター連合）も最重要課題の一つとして掲げている「安全・適正就業の推進」に向け、最大限の努力が必要であ
る。
・高齢者の間に広がるインターネット環境を活用した事業展開の整備が、今後の事業運営拡大の鍵となる。
・公共部門から民間部門への分ち合い就業職種の拡大や長時間就業の是正を図りワークシェアリング体制を確立するとともに、「団塊の世
代」対策としての就業稼働規模が大きい職種の開拓や会員の誰でもが就業できる「仕事の場」づくりが必要である。
また、これと並行し小規模であっても特徴ある、会員自らが仕事を創出して行く「会員事業提案」の土壌づくりと、その支援体制整備が必要で
ある。

経営分析・定性評価
・発注者及び区から管理業務を受託している
施設の利用者へお客様満足度調査を実施し、
総合評価の７５点以上がそれぞれ８９．７％と９
５．４％の評価を受けた。その他、受講対象を
民間就業会員に広げた接客研修を１０回開催
（３２１名受講）し、サービス向上を図った。
・今後も会員の増強や受注消化率の向上に努
め、増加する発注に応える努力が必要である。
・公認会計士による外部監査制度を導入し、
適正な会計処理を図るとともに、監事による現
金監査を強化した。
・会員に対する事業理念の周知徹底の外、会
員自らが事業を提案し運営する風土を、更に
整備する必要がある。また、就業や地域活動
時の事務の効率化・迅速化の重要性の浸透を
今後も図る必要がある。
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平
成
1
8
年
度
杉
並
区
財
団
等
運
営
評
価
－
事
業
分
析
Ⅰ
（
事
業
概
要
）

代
表
者

所
管
部
課
係
名

設
立
年
月
日

電
話

発
注
件
数
受
託
件
数
就
業
延
人
員
受
託
金
額
（
千
円
）

1
．
技
術
群

3
9
2
3
8
3
3
,7
4
9
2
3
,2
6
9

2
．
技
能
群

3
,2
3
8
2
,8
6
9
1
2
,6
9
2
9
2
,6
4
7

3
．
事
務
整
理
群

2
1
1
2
0
0
8
,1
2
4
4
4
,5
4
0

4
．
管
理
群

6
2

4
8
6
9
,6
9
0
3
3
9
,8
8
2

5
．
折
衝
外
交
群

4
3

3
9
3
,2
8
1
1
4
,5
1
7

6
．
軽
作
業
群

3
,5
4
9
3
,1
6
4
7
8
,6
2
5
2
0
4
,9
6
7

7
．
サ
ー
ビ
ス
群

7
1
8
5
8
7
4
5
,4
1
7
1
6
3
,9
4
3

8
．
そ
の
他

1
0

0
0

合
　
計

8
,2
1
4
7
,2
9
0
2
2
1
,5
7
8
8
8
3
,7
6
5

2
,6
8
9

1
,8
6
0
人

保
健
福
祉
部
高
齢
者
施
策
課
い
き
が
い
活
動
支
援
係

－
3
3
1
7
-
2
2
1
7

会
長
　
喜
多
村
　
匡
男

昭
和
5
4
年
3
月
1
0
日

社
団
法
人
　
杉
並
区
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー

団
体
名
称

基
本
財
産

組 織 構 成

・
総
会
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
・
地
域
班
（
８
２
班
）

・
理
事
会
（
２
０
）
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
・
事
務
局

　
　
理
事
会
の
下
に
８
つ
の
専
門
部
会
　
　
　
　
　
　
本
部
事
務
局
（
常
勤
1
1
　
嘱
託
１
　
臨
時
1
0
）

・
監
事
（
2
）
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
 　
　
　
　
　
 荻
窪
分
室
（
嘱
託
3
　
臨
時
6
）

・
理
事
・
監
事
選
考
員
会
（
1
1
）
　
　
　
　
　
　
　
　
　
  
 方
南
分
室
〈
常
勤
2
　
嘱
託
１
　
臨
時
1
0
）

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
清
水
分
室
（
常
勤
２
　
嘱
託
１
　
臨
時
１
1
）

※
カ
ッ
コ
内
は
平
成
１
7
年
４
月
１
日
現
在
構
成
員

区
民
高
齢
者
及
び
発
注
者

事 業 規 模事 業 目 的顧 　 客

　
「
高
年
齢
者
等
の
雇
用
の
安
定
等
に
関
す
る
法
律
」
に
よ
り
、
区
市
町
村
に
１
つ
の
設
置
が
認

め
ら
れ
て
い
る
会
員
制
の
団
体
と
し
て
、
次
の
目
的
で
事
業
を
実
施
し
て
い
る
。

①
　
区
民
高
齢
者

一
般
雇
用
に
は
な
じ
ま
な
い
が
働
く
意
欲
を
持
っ
て
い
る
健
康
な
高
齢
者
の
た
め
に
、
地
域
社

会
と
連
携
を
保
ち
な
が
ら
、
そ
の
知
識
、
経
験
及
び
希
望
に
添
っ
た
就
業
機
会
を
確
保
し
、
右
欄

の
事
業
（
但
し
、
就
業
保
障
及
び
収
入
保
障
は
除
く
）
を
行
な
い
、
高
齢
者
の
生
活
感
の
充
実
及

び
福
祉
の
増
進
を
図
る
。

②
　
発
注
者

発
注
者
（
地
域
）
ニ
ー
ズ
に
応
え
る
た
め
会
員
の
技
能
等
の
向
上
を
図
る
と
と
も
に
、
潜
在
ニ
ー
ズ

の
受
注
拡
大
に
取
り
組
み
、
併
せ
て
活
力
の
あ
る
地
域
社
会
づ
く
り
に
寄
与
す
る
。

《
平
成
１
7
年
度
実
績
》

①
　
就
業
機
会
の
開
拓
・
提
供
〈
事
業
目
的
の
①
②
関
連
）

・
本
部
事
務
局
及
び
３
分
室
に
お
い
て
受
託
事
業
に
関
す
る
受
注
、
就
業
者
検
索
、
引
き
合
わ
せ
、
契
約
、
請

求
、
配
分
金
（
就
業
に
対
す
る
報
酬
）
支
払
等
の
事
務
処
理
及
び
就
業
に
必
要
な
機
材
運
搬
を
行
っ
て
い
る
。

・
区
広
報
を
活
用
し
た
Ｐ
Ｒ
を
は
じ
め
､ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
、
新
聞
折
込
み
（
１
７
万
部
）
・
チ
ラ
シ
の
ポ
ス
テ
ィ
ン
グ
(６

万
枚
)･
ﾎ
ﾟｽ
ﾀ
ｰ
掲
示
(２
３
０
枚
)･
各
種
イ
ベ
ン
ト
参
加
時
の
Ｐ
Ｒ
に
よ
り
仕
事
の
開
拓
に
努
め
て
い
る
。

②
研
修
・
講
習
（
事
業
目
的
の
①
関
連
）

・
高
齢
者
に
対
し
事
業
理
念
の
浸
透
を
図
る
た
め
説
明
会
を
年
２
２
回
開
催
し
、
併
せ
て
希
望
者
に
は
入
会
手

続
き
を
行
っ
て
い
る
。

・
接
客
研
修
、
植
木
剪
定
等
の
技
能
講
習
、
公
共
施
設
就
業
者
へ
の
会
員
実
務
研
修
、
役
職
員
研
修
を
実

施
、
ま
た
関
連
機
関
が
実
施
す
る
研
修
・
講
習
に
積
極
的
に
参
加
し
て
い
る
。

③
調
査
研
究
〈
事
業
目
的
の
①
②
関
連
）

・
総
務
、
組
織
、
事
業
の
各
専
門
部
会
（
各
５
回
）

・
女
性
部
運
営
委
員
会
の
外
、
４
つ
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
（
随
時
）

・
就
業
会
員
打
合
せ
会
（
２
３
職
種
）

④
情
報
の
収
集
・
提
供
（
事
業
目
的
の
①
関
連
）

・
関
係
機
関
や
後
述
⑥
で
の
地
域
と
の
情
報
交
換
及
び
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
の
事
業
紹
介
の
外
、
月
刊
紙
へ
受

注
状
況
を
掲
載
し
て
い
る
。

⑤
相
談
（
事
業
目
的
の
①
関
連
）

・
本
部
事
務
局
及
び
３
分
室
で
の
常
設
相
談
に
加
え
、
区
内
１
箇
所
で
就
労
相
談
（
月
４
回
）

⑥
地
域
高
齢
者
社
会
参
加
促
進
事
業
（
事
業
目
的
の
①
②
関
連
）

・
就
業
を
通
じ
て
の
社
会
参
加
の
み
な
ら
ず
、
広
く
高
齢
者
の
社
会
参
加
を
促
進
す
る
た
め
、
地
域
と
の
「
ひ
ざ

こ
ぞ
う
ト
ー
ク
」
や
環
境
を
テ
ー
マ
に
し
た
保
全
型
事
業
を
各
７
回
開
催
。
ま
た
、
お
ぎ
く
ぼ
７
月
祭
及
び
環
境
博

覧
会
へ
「
リ
フ
ォ
ー
ム
フ
ァ
ッ
シ
ョ
ン
シ
ョ
ー
」
で
参
加
し
好
評
を
得
て
い
る
。
そ
の
他
、
本
事
業
と
関
連
性
が
あ
る

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー
就
業
モ
デ
ル
事
業
に
お
い
て
も
、
地
域
団
体
と
の
交
流
や
パ
ソ
コ
ン
講
習
会
等
の
講
師
と
し
て

会
員
が
積
極
的
に
活
動
し
て
い
る
。

①
　
財
政
支
援

国
、
東
京
都
に
お
け
る
補
助
金
制
度
に
対
応
し
た
、
現
行
補
助
の
継
続
交
付
を
お
願
い
し
た
い
。

②
事
業
支
援

ア
.区
発
注
の
業
務
受
託
に
関
し
、
就
業
会
員
の
減
員
や
就
業
時
間
削
減
に
精
一
杯
対
応
し
て
い
る
現
状
を

理
解
頂
き
、
今
後
の
発
注
に
考
慮
願
い
た
い
。

イ
.区
か
ら
の
業
務
発
注
は
、
多
く
の
高
齢
者
の
就
業
の
場
と
な
っ
て
い
る
た
め
、
今
後
も
継
続
並
び
に
新
規
業

務
の
発
注
を
願
い
た
い
。
特
に
知
的
分
野
へ
の
就
業
を
希
望
す
る
会
員
が
増
え
て
い
る
こ
と
か
ら
活
用
さ
れ
た

い
。
ウ
.会
員
の
地
域
活
動
に
加
え
、
地
域
高
齢
者
や
地
域
住
民
と
も
広
く
地
域
高
齢
者
支
援
活
動
の
推
進
を
図
る

た
め
、
行
政
行
事
や
地
域
活
動
団
体
等
と
の
連
携
が
図
れ
る
速
や
か
な
情
報
提
供
を
願
い
た
い
。

③
　
分
析
指
標
の
見
直
し

公
益
法
人
会
計
基
準
の
改
正
に
よ
り
、
１
８
年
度
か
ら
は
従
来
の
収
支
計
算
か
ら
企
業
会
計
と
同
様
の
損
益
計

算
の
財
務
諸
表
に
よ
る
会
計
処
理
と
な
る
た
め
、
経
営
評
価
表
（
経
営
分
析
定
量
指
標
）
の
見
直
し
を
願
い
た

い
。

　
年
度
末
会
員
数
　
〔
会
員
数
÷
6
0
歳
以
上
人
口
〕

〔
粗
入
会
率
　
 2
.2
%
〕

　
年
間
就
業
実
人
員
　
〔
就
業
会
員
÷
登
録
会
員
〕

〔
就
業
率
　
　
 6
9
.2
%
〕

事 業 内 容 区 へ の 要 望
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平
成
1
8
年
度
杉
並
区
財
団
等
運
営
評
価
－
事
業
分
析
Ⅱ
（
事
業
評
価
指
標
）

目
標
値
目
標
年
度

人
2
,5
1
6
2
,6
1
7
2
,6
7
2
2
,7
8
4
1
7

件
1
3
,0
7
0
1
4
,2
9
3
1
5
,0
9
8
1
5
,3
7
8
1
7

コ
ー
ス

7
（
累
計
　
2
0
）

9
（
累
計
　
2
9
）

7
（
累
計
　
3
6
）
（
5
ヵ
年
累
計
）

2
8
1
7

人
2
0
7
,2
9
5
2
2
3
,1
3
8
2
2
1
,5
7
8
2
2
0
,3
4
7
1
7

事
業

0
（
累
計
　
1
0
）

9
（
累
計
　
1
9
）

1
（
累
計
　
2
0
）
（
5
ヵ
年
累
計
）

2
0
1
7

％
5
4
.5

5
4
.7

5
4
.4

5
5
.4
1
7

％
9
0
.4

9
0
.5

8
8
.8

9
5
.0
1
7

千
円

7
1
,4
0
9
7
6
,7
8
8
7
5
,8
4
0
7
5
,8
5
6
1
7

①
当
団
体
に
は
、
区
内
高
齢
者
と
発
注
者
の
顧
客
が
存
在
す
る
た
め
、
双
方
に
関
連
の
あ
る
目
標
設
定
を
行
い
、

中
長
期
計
画
に
連
動
す
る
指
標
の
目
標
値
は
こ
れ
に
改
め
た
。

②
現
状
の
分
析
・
評
価
か
ら
目
標
を
設
定
し
、
そ
の
目
標
値
は
分
析
を
表
わ
し
た
結
果
と
な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
ほ
と

ん
ど
の
目
標
年
度
を
１
７
年
度
と
し
た
が
、
ス
キ
ル
講
習
及
び
自
主
運
営
事
業
の
拡
大
は
、
当
初
、
平
成
１
５
年
度

ま
で
の
３
ヵ
年
を
目
標
年
度
と
し
、
そ
の
後
の
平
成
１
６
･１
７
年
度
は
、
東
京
都
の
支
援
方
針
に
よ
る
内
容
を
盛
込

み
目
標
値
を
設
定
し
た
。

③
会
員
数
と
就
業
率
に
つ
い
て
は
年
度
末
の
ポ
イ
ン
ト
値
で
は
な
く
、
各
月
末
の
平
均
値
を
採
用
し
た
。

④
ス
キ
ル
講
習
に
つ
い
て
は
、
東
京
都
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
連
合
と
の
連
携
に
よ
る
講
習
を
実
施
し
、
講
習

コ
ス
ト
も
視
野
に
入
れ
た
コ
ー
ス
目
標
値
の
設
定
を
行
っ
た
。

⑤
事
務
費
収
入
は
、
公
益
法
人
と
し
て
の
適
正
な
内
部
留
保
率
（
１
０
０
％
～
１
２
０
％
）
に
基
準
を
お
き
、
当
面
、
現

行
事
務
費
率
の
ま
ま
維
持
し
た
。

⑥
中
長
期
計
画
（
１
７
～
２
６
年
度
）
を
策
定
し
、
４
つ
の
基
本
指
針
を
設
定
し
た
。
計
画
実
行
の
流
れ
は
、
長
期
的

（
１
０
年
）
な
見
地
で
重
点
事
項
を
定
め
実
績
目
標
を
設
定
し
、
中
期
計
画
で
そ
れ
ら
を
具
体
化
し
計
画
的
に
取
り

組
む
こ
と
と
し
た
。

現
状
の
分
析
・
評
価

①
事
業
収
入
に
関
し
て
は
公
共
･企
業
は
減
少
傾
向
に
あ
り
、
個
人
・
独
自
事
業
は
微
増
と
な
っ
て
い
る
が
、
４
年

目
を
迎
え
た
Ｃ
Ｓ
運
動
の
成
果
も
あ
り
、
地
域
住
民
か
ら
の
仕
事
の
申
込
み
が
増
え
、
延
受
注
件
数
で
は
都
内
５
８

シ
ル
バ
ー
で
ト
ッ
プ
と
な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
パ
ソ
コ
ン
教
室
や
作
品
販
売
を
初
め
と
し
た
独
自
事
業
が
着
実
に
地
域

に
浸
透
し
た
事
業
と
な
っ
て
い
る
。

②
収
支
状
況
の
改
善
に
努
め
た
結
果
、
内
部
留
保
率
が
１
９
５
.４
％
と
な
り
前
年
度
に
比
べ
２
０
.８
.ポ
イ
ン
ト
上
昇

し
、
毎
年
度
上
方
向
に
推
移
し
て
い
る
。

③
８
つ
の
指
標
の
う
ち
６
つ
に
つ
い
て
は
、
目
標
を
上
回
る
か
ほ
ぼ
目
標
に
近
い
結
果
と
な
っ
て
い
る
が
、
月
平
均

会
員
数
と
受
注
消
化
率
は
達
成
率
が
低
く
な
っ
て
い
る
。
前
者
は
、
入
会
説
明
会
後
の
入
会
率
は
変
わ
ら
な
い
も

の
の
説
明
会
へ
の
出
席
者
が
減
少
（
２
年
度
前
に
比
べ
約
１
０
０
名
減
）
、
後
者
は
、
前
年
度
比
で
受
託
件
数
の
１
０

５
.０
％
増
に
対
し
発
注
件
数
が
１
０
７
.１
％
増
と
上
回
り
、
仕
事
の
申
込
み
が
増
加
し
て
い
る
こ
と
に
起
因
し
て
い
る
。

今
後
は
、
入
会
説
明
会
の
開
催
方
法
を
工
夫
す
る
な
ど
し
、
会
員
増
強
や
発
注
が
多
い
職
種
へ
の
適
切
な
会
員

配
置
が
必
要
で
あ
る
。

④
「
自
主
運
営
事
業
の
拡
大
」
で
の
本
年
度
実
績
は
１
事
業
で
、
他
の
指
標
に
比
べ
実
績
値
が
少
な
い
が
、
昨
年

度
に
公
衆
浴
場
組
合
の
協
力
を
得
て
実
施
し
た
９
種
の
事
業
が
定
着
し
て
お
り
、
全
体
的
に
は
充
実
し
た
成
果
と

な
っ
て
い
る
。

各
月
の
就
業
実
人
員
計
÷
各
月
末
会
員
数
計

年
間
就
業
率
（
年
間
の
就
業
実
人
員
／
年
度
末
会
員
数
）
で
は
な
く
、
よ
り
実
態

を
表
わ
す
月
平
均
就
業
率
を
採
用

年
間
受
託
件
数
÷
年
間
発
注
件
数

事
務
費
収
入
＝
配
分
金
収
入
×
事
務
費
率
(１
０
％
）

　
※
 受
託
金
額
＝
配
分
金
（
就
業
会
員
の
報
酬
）
＋
材
料
費
（
実
費
）
＋
事
務
費

目
標
設
定
の
考
え
方

⑧
事
務
費
収
入

成 果 指 標

⑥
月
平
均
就
業
率

就
業
会
員
の
年
間
総
稼
働
日
数
で
、
日
に
１
時
間
の
就
業
で
あ
っ
て
も
１
人
、
７

時
間
の
就
業
で
あ
っ
て
も
１
人
と
カ
ウ
ン
ト

平
成
１
３
～
平
成
１
５
の
３
ヵ
年
目
標
で
自
主
運
営
事
業
を
１
６
事
業
に
拡
大
し
、

最
終
目
標
の
平
成
１
７
に
累
計
事
業
数
を
２
０
事
業
と
す
る
。

月
単
位
で
実
績
の
あ
っ
た
受
託
件
数
の
累
計

受
託
期
間
が
１
ヵ
年
で
あ
っ
て
、
毎
月
実
績
の
あ
っ
た
も
の
は
１
２
と
カ
ウ
ン
ト

平
成
1
3
～
平
成
1
5
の
3
ヵ
年
で
、
介
助
･育
児
・
特
殊
技
術
等
で
家
庭
か
ら
の
需

要
が
見
込
ま
れ
る
1
8
ｺ
ｰ
ｽ
を
実
施
、
最
終
目
標
の
平
成
1
7
に
累
計
ｺ
ｰ
ｽ
数
を
2
0

ｺ
ｰ
ｽ
と
す
る
。

各
月
末
会
員
数
の
和
を
１
２
で
除
す

年
度
内
に
会
員
の
移
動
（
入
退
会
）
が
あ
る
た
め
月
平
均
会
員
数
を
採
用

①
月
平
均
会
員
数

指
標
名

単
位

目
標

1
6
年
度
実
績
1
7
年
度
実
績

式
・
具
体
的
内
容

1
5
年
度
実
績

⑦
受
託
消
化
率

活 動 指 標

③
ス
キ
ル
講
習

④
就
業
延
日
人
員

⑤
自
主
運
営
事
業
の
拡
大

②
延
受
託
件
数
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平
成
1
8
年
度
杉
並
区
財
団
等
運
営
評
価
－
事
業
分
析
Ⅲ
（
事
業
の
推
移
）

算
式
・
説
明

単
位
１
３
年
度
１
４
年
度
１
５
年
度
１
６
年
度
１
７
年
度

備
考

総
収
入
（
経
常
収
入
）

千
円
9
2
0
,7
8
3
9
4
6
,0
4
9
1
,0
2
0
,3
4
7
1
,0
7
6
,9
7
9
1
,0
8
1
,2
8
1

国
、
東
京
都
、
杉
並
区
の
合
計

千
円
1
8
6
,6
9
2
1
8
2
,7
2
0
1
8
3
,6
2
3
1
7
9
,7
4
5
1
8
3
,2
7
6

事
業
収
入
＋
掛
金
収
入

千
円
7
2
9
,7
4
8
7
5
8
,1
7
4
8
3
1
,5
9
3
8
9
1
,6
5
9
8
8
3
,9
2
3

千
円
4
2
6
,8
8
2
4
1
7
,2
2
5
4
4
6
,0
6
1
4
8
3
,6
1
7
4
7
9
,9
7
0

千
円

0
0

0
0

0

千
円
7
2
6
,7
3
9
7
5
7
,6
7
9
8
3
0
,9
8
0
8
9
0
,7
2
4
8
8
3
,7
6
5

受
益
者
負
担
比
率

受
益
者
負
担
÷
総
事
業
費

％
9
2
.3

9
3
.7

9
4
.3

9
4
.4

9
3
.4

総
支
出
（
経
常
支
出
）

千
円
9
1
7
,0
1
7
9
2
3
,4
2
5
9
9
7
,5
3
9
1
,0
6
0
,1
9
2
1
,0
6
9
,3
4
8

事
業
に
係
る
人
件
費
を
含
む

千
円
7
8
7
,6
5
1
8
0
8
,1
9
9
8
8
1
,2
2
6
9
4
3
,7
0
7
9
4
6
,3
6
9

区
か
ら
の
受
託
事
業
に
係
る
人
件
費
を
含
む
千
円
4
1
7
,6
3
0
4
0
9
,7
5
5
4
3
9
,2
5
9
4
7
4
,4
5
9
4
7
3
,1
1
0

管
理
に
係
る
人
件
費
を
含
む

千
円
1
2
9
,3
6
5
1
1
5
,2
2
6
1
1
6
,3
1
2
1
1
6
,4
8
4
1
1
0
,5
6
7

千
円
1
7
6
,2
6
5
1
6
9
,6
0
8
1
7
0
,5
4
7
1
7
1
,8
1
2
1
7
6
,9
9
7

千
円
2
2
,5
0
1
2
4
,6
6
3
2
8
,0
6
2
2
8
,3
4
0
3
0
,1
3
1

千
円
1
2
5
,5
2
5
1
5
4
,9
0
9
1
9
3
,5
1
2
2
1
3
,4
1
0
2
2
4
,2
2
5

千
円
8
3
,7
8
1
9
0
,9
1
6
1
0
7
,1
7
9
1
0
8
,5
4
2
1
0
6
,3
3
4

千
円
4
1
,7
4
3
6
3
,9
9
3
8
6
,3
3
3
1
0
4
,8
6
8
1
1
7
,8
9
0

千
円

0
0

0
0

0

役
員
、
派
遣
職
員
、
固
有
職
員
の
総
数
人

8
2

7
9

7
8

7
7

7
9

事
務
局
長
（
常
勤
固
有
職
員
）
兼
務

人
1

1
1

1
1

理
事
、
監
事

人
2
0

2
1

2
2

2
2

2
1

区
か
ら
の
派
遣
職
員

人
0

0
0

0
0

事
務
局
長
を
除
く

人
1
4

1
4

1
4

1
4

1
4

嘱
託
、
パ
ー
ト
タ
イ
ム
、
ア
ル
バ
イ
ト
を
含
む
人

4
7

4
3

4
1

4
0

4
3

就
業
延
日
人
員

人
1
8
7
,0
2
7
1
8
5
,9
8
3
2
0
7
,2
9
5
2
2
3
,1
3
8
2
2
1
,5
7
8

サ
ー
ビ
ス
利
用
年
間
延
べ
人
数
÷
職
員
数
人

5
,3
4
3
5
,4
7
0
6
,2
8
1
6
,7
6
1
6
,5
1
7

事
業
収
入
直
接
費
÷
就
業
延
日
人
員

円
4
,1
4
7
4
,2
4
0
4
,1
3
5
4
,1
1
7
4
,1
3
9

事
業
収
入
直
接
費
÷
延
受
託
件
数

円
8
0
,7
4
1
7
1
,5
8
5
6
5
,5
8
6
6
4
,2
8
6
6
0
,7
5
4

管
理
・
事
業
拡
充
費
÷
月
平
均
会
員
数
円
6
2
,2
3
5
5
6
,5
7
3
5
5
,7
7
3
5
4
,0
1
1
5
6
,9
1
5

※
　
千
円
単
位
の
も
の
は
、
千
円
未
満
を
切
り
捨
て
、
円
単
位
の
も
の
は
１
円
未
満
を
切
り
捨
て
。
　
　
％
に
つ
い
て
は
、
小
数
点
以
下
第
２
位
を
四
捨
五
入
。

職
員
数
は
換
算
値
に
よ
る

 内
　
区
か
ら
の
受
託
事
業
に
係
る
人
件
費

常
勤
役
員
数

非
常
勤
役
員
数

派
遣
職
員
数

常
勤
固
有
職
員
数

非
常
勤
固
有
職
員
数

会
員
就
業
１
人
１
日
当
り
直
接
費

総
職
員
数

サ
ー
ビ
ス
利
用
年
間
延
べ
人
数

職
員
一
人
当
た
り
サ
ー
ビ
ス
利
用
人
数

事
業
収
入

基
本
財
産
運
用
収
入
額

　
内
　
区
か
ら
の
受
託
事
業
費

資
産

正
味
財
産

負
債

基
本
財
産
額

り コ ス ト

単 位 当 た

全
事
業
の
事
業
費

 内
　
区
か
ら
の
受
託
事
業
の
事
業
費

管
理
費

総
人
件
費

受
託
１
件
当
り
直
接
費

会
員
１
人
当
り
管
理
・
事
業
拡
充
費

組   織 サ ー ビ ス

内  訳

項
目

財  務  状  況

総 収 入 の う ち

補
助
金
収
入

総 支 出 の う ち

受
益
者
負
担
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平
成
1
8
年
度
財
団
等
経
営
評
価
　
運
営
評
価
表
（
経
営
分
析
定
量
指
標
）

指
標

算
定
式

単
位
１
５
年
度
１
６
年
度
１
７
年
度

特
記
事
項

参
考

1
事
業
費
の
対
計
画
比
率
全
事
業
の
事
業
費
（
決
算
額
）
÷
当
初
予
算
事
業
費
額
×
１
０
０
％

1
0
5
.2
1
0
5
.1

9
8
.1

2
経
常
収
支

経
常
収
入
（
総
収
入
）
ー
経
常
支
出
（
総
支
出
）

千
円
2
2
,8
0
8
1
6
,7
8
7
1
1
,9
3
3

通
常
黒
字
が
望
ま
し
い

3
経
常
収
支
比
率

経
常
収
入
÷
経
常
支
出
×
１
０
０

％
1
0
2
.3
1
0
1
.6
1
0
1
.1

通
常
１
０
０
％
以
上
が
望
ま
し
い

4
事
業
収
入
合
計
の
伸
長
率
当
該
年
度
の
事
業
収
入
÷
前
年
度
の
事
業
収
入
×
１
０
０

％
1
0
9
.7
1
0
7
.2

9
9
.1

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

5
経
常
収
入
の
伸
長
率

当
該
年
度
の
経
常
収
入
÷
前
年
度
の
経
常
収
入
×
１
０
０

％
1
0
7
.9
1
0
5
.6
1
0
0
.4

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

6
事
業
費
比
率

全
事
業
の
事
業
費
÷
経
常
支
出
×
１
０
０

％
8
8
.3

8
9
.0

8
8
.5

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

7
管
理
費
比
率

管
理
費
÷
経
常
支
出
×
１
０
０

％
1
1
.7

1
1
.0

1
0
.3

通
常
減
少
が
望
ま
し
い

8
補
助
金
収
入
依
存
度

補
助
金
収
入
÷
総
収
入
合
計
×
１
０
０

％
1
8
.0

1
6
.7

1
6
.9

通
常
減
少
が
望
ま
し
い

9
収
益
事
業
比
率

収
益
事
業
の
事
業
費
÷
全
事
業
の
事
業
費
×
１
０
０

％
－

－
－

公
益
事
業
経
費
の
補
完
を
目

的
と
す
る
収
益
事
業
は
な
し

1
0
区
委
託
事
業
依
存
度

区
委
託
事
業
費
÷
全
事
業
の
事
業
費
×
１
０
０

  
(補
助
金
は
含
ま
ず
）

％
4
9
.8

5
0
.3

5
0
.0

1
1
正
味
財
産
構
成
比
率

正
味
財
産
÷
（
負
債
+
正
味
財
産
）
×
１
０
０

％
4
4
.6

4
9
.1

5
2
.6

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

1
2
基
本
財
産
運
用
収
入
率
基
本
財
産
運
用
収
入
額
÷
基
本
財
産
額
×
１
０
０

％
－

－
－

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

1
3
経
常
支
出
人
件
費
比
率
総
人
件
費
÷
経
常
支
出
×
１
０
０

％
1
7
.1

1
6
.2

1
6
.6

通
常
減
少
が
望
ま
し
い

1
4
常
勤
役
員
比
率

常
勤
役
員
数
÷
総
職
員
数
（
非
常
勤
役
員
を
除
く
）
×
１
０
０
％

1
.8

1
.8

1
.7

通
常
減
少
が
望
ま
し
い

1
5
常
勤
役
員
人
件
費
比
率
常
勤
役
員
人
件
費
÷
総
人
件
費
×
１
０
０

％
4
.6

4
.6

4
.4

通
常
減
少
が
望
ま
し
い

1
6
管
理
費
比
率
の
削
減
率
(1
－
当
該
年
度
の
管
理
費
比
率
÷
前
年
度
の
管
理
費
比
率
）
×
１
０
０
％

6
.4

6
.0

6
.4

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

1
7
資
産
回
転
率
(回
）

総
収
入
÷
資
産

回
5
.3

5
.0

4
.8

通
常
１
回
以
上
が
望
ま
し
い

1
8
職
員
１
人
あ
た
り
事
業
収
入
事
業
収
入
÷
総
職
員
数
（
非
常
勤
役
員
を
除
く
）

千
円
2
5
,1
9
9
2
7
,0
1
9
2
5
,9
9
7
職
員
数
は
換
算
値
に
よ
る
通
常
増
加
が
望
ま
し
い

1
9
資
産
剰
余
率

剰
余
金
（
当
期
正
味
財
産
増
加
額
）
÷
資
産
×
１
０
０

％
1
1
.5

8
.7

5
.8

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

2
0
損
益
分
岐
点

固
定
費
÷
｛
1
ー
（
変
動
費
÷
総
収
入
）
｝

千
円
9
3
3
,6
0
1
1
,0
0
1
,3
1
6
1
,0
8
3
,3
8
2

2
1
損
益
分
岐
点
比
率

損
益
分
岐
点
÷
総
収
入
×
１
０
０

％
9
1
.5

9
3
.0
1
0
0
.2

通
常
９
０
％
未
満
が
望
ま
し
い

※
金
額
は
、
千
円
未
満
を
切
り
捨
て
。
％
及
び
回
に
つ
い
て
は
、
小
数
点
以
下
第
２
位
を
四
捨
五
入
。

分
野

経 済 性自  立  性計  画  性 健  全  性 効 率 性

fujisaku-takahi
68



平
成
1
8
年
度
財
団
等
経
営
評
価
　
運
営
評
価
表
（
経
営
分
析
定
性
指
標
）

指
  
  
  
 標

評
価
分
野
の
点
数
（
1
0
0
点
）

1
経
営
戦
略
及
び
経
営
目
標
達
成
の
進
捗
状
況
管
理
の
手
段
と
し
て
、
中
長
期
経
営
計
画
が
策
定
さ
れ
て
い
る
か

○
計
画
性

2
年
次
事
業
計
画
書
・
収
支
予
算
書
が
､中
長
期
経
営
計
画
に
基
づ
く
短
期
的
行
動
指
針
と
し
て
作
成
さ
れ
て
い
る
か

○

3
中
長
期
経
営
計
画
や
年
次
事
業
計
画
の
策
定
に
当
た
っ
て
区
の
行
政
サ
ー
ビ
ス
に
関
す
る
計
画
と
の
整
合
性
が
確
保
さ
れ
て
い
る
か

○

4
年
次
計
画
と
年
次
実
績
と
の
乖
離
原
因
の
分
析
と
結
果
が
次
年
度
以
降
の
計
画
へ
反
映
さ
れ
て
い
る
か

△

評 価 の 根 拠 5
事
業
内
容
と
団
体
の
設
立
目
的
が
合
致
し
て
い
る
か

○
目
的
適
合
性

6
事
業
目
標
(定
量
的
数
値
)の
設
定
方
法
が
妥
当
か

○

7
団
体
が
提
供
す
る
サ
ー
ビ
ス
等
に
対
す
る
顧
客
の
満
足
度
を
調
査
・
分
析
し
て
い
る
か

○

8
新
規
事
業
の
企
画
段
階
ま
た
は
新
し
い
商
品
や
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
を
開
始
す
る
際
に
顧
客
の
ニ
ー
ズ
を
調
査
・
分
析
し
て
い
る
か

△

評 価 の 根 拠 9
管
理
者
及
び
職
員
の
能
力
育
成
体
制
が
整
備
さ
れ
て
い
る
か

△
健
全
性

1
0
意
思
決
定
及
び
業
務
の
妥
当
性
を
確
保
す
る
た
め
の
管
理
体
制
が
で
き
て
い
る
か

○

1
1
財
産
管
理
や
会
計
処
理
が
適
正
に
行
わ
れ
て
い
る
か
。
ま
た
、
監
査
の
体
制
が
整
備
さ
れ
て
い
る
か

○

1
2
区
か
ら
の
財
政
的
支
援
（
補
助
金
）
に
依
存
し
な
い
経
営
努
力
を
行
っ
て
い
る
か

○

1
3
個
人
情
報
の
管
理
と
情
報
公
開
は
適
正
に
行
わ
れ
て
い
る
か

△

評 価 の 根 拠

○
：
十
分
で
き
て
い
る
、
△
：
お
お
む
ね
で
き
て
い
る
、
×
：
で
き
て
い
な
い
　
　

8
8

8
8

8
0

　
9
　
各
種
研
修
（
独
自
、
上
部
団
体
、
ブ
ロ
ッ
ク
）
へ
積
極
参
加
す
る
外
、
職
員
の
研
修
派
遣
制
度
に
よ
り
昇
格
時
に
他
シ
ル
バ
ー
へ
研
修
派
遣
を
実
施

1
0
　
理
事
会
（
毎
月
開
催
）
、
専
門
部
会
、
そ
の
他
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
、
上
部
団
体
の
業
務
指
導
に
よ
り
確
保

1
1
　
年
次
・
月
次
・
日
次
の
チ
ェ
ッ
ク
体
制
を
強
化
し
、
公
益
法
人
会
計
基
準
に
よ
り
処
理
。
内
部
監
査
（
現
金
取
扱
の
出
先
就
業
拠
点
で
の
現
金
監
査
を

含
む
）
、
上
部
団
体
の
公
認
会
計
士
に
よ
る
指
導
を
受
け
指
摘
事
項
を
改
善

1
2
　
自
主
財
源
と
な
る
事
務
費
率
と
正
会
員
会
費
額
の
改
定
後
、
そ
の
水
準
を
維
持
し
、
消
耗
品
購
入
等
経
常
コ
ス
ト
を
削
減

1
3
 個
人
情
報
保
護
要
綱
、
情
報
公
開
要
綱
を
制
定
。
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
構
成
を
改
善
し
事
業
紹
介
や
情
報
の
発
信
を
充
実
。
今
後
は
経
営
状
況
の
公
開
を

予
定

1
　
１
７
 年
度
に
中
長
期
計
画
を
策
定

2
　
中
長
期
計
画
に
基
づ
き
単
年
度
の
事
業
と
予
算
を
編
成

3
　
Ｃ
Ｓ
運
動
を
は
じ
め
と
し
た
区
の
方
針
に
沿
っ
て
サ
ー
ビ
ス
提
供
を
実
施
す
る
外
、
国
（
厚
生
労
働
省
）
・
都
の
政
策
と
も
一
致
し
て
い
る
。

4
　
毎
年
１
月
の
事
業
と
予
算
編
成
時
に
実
施
し
、
専
門
部
会
や
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
で
の
調
査
・
検
討
を
総
合
的
に
調
整
し
事
業
に
反
映

 健   全   性分
 野

計  画  性 目  的  適  合  性

5
　
定
款
に
定
め
る
事
業
を
実
施
の
外
、
国
が
指
定
す
る
「
地
域
高
齢
者
社
会
参
加
促
進
事
業
」
に
も
積
極
的
に
参
画

6
　
算
定
式
を
十
分
理
解
し
数
値
を
定
め
て
い
る
。

7
　
発
注
者
へ
は
調
査
対
象
職
種
を
広
げ
２
種
類
の
サ
ン
プ
ル
調
査
を
実
施
し
、
会
員
へ
は
未
就
業
会
員
調
査
と
職
種
別
就
業
会
員
打
合
せ
会
を
開
催

8
　
今
後
は
更
に
広
く
区
民
高
齢
者
の
就
業
や
社
会
参
加
に
関
す
る
ニ
ー
ズ
の
把
握
が
鍵
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平
成
1
8
年
度
財
団
等
経
営
評
価
　
運
営
評
価
表
（
経
営
分
析
定
性
指
標
）

指
  
  
  
 標

評
価
分
野
の
点
数
（
1
0
0
点
）

分
 野

1
4
予
算
節
約
度
の
原
因
分
析
結
果
が
業
績
改
善
へ
結
び
つ
け
ら
れ
て
い
る
か

○
効
率
性

1
5
人
件
費
を
削
減
す
る
た
め
の
工
夫
が
凝
ら
さ
れ
て
い
る
か

△

1
6
資
産
運
用
効
率
を
改
善
す
る
た
め
の
工
夫
が
凝
ら
さ
れ
て
い
る
か

○

1
7
事
務
処
理
の
効
率
を
改
善
す
る
た
め
の
工
夫
が
凝
ら
さ
れ
て
い
る
か

△

1
8
業
務
の
効
率
化
、
コ
ス
ト
ダ
ウ
ン
の
た
め
に
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
(外
部
委
託
)を
活
用
し
て
い
る
か

○

評 価 の 根 拠 1
9
同
種
の
事
業
形
態
、
同
規
模
の
他
団
体
を
業
績
向
上
の
比
較
対
象
と
し
て
設
定
し
、
業
績
改
善
の
努
力
を
行
っ
て
い
る
か

○
経
済
性

2
0
サ
ー
ビ
ス
コ
ス
ト
低
減
の
た
め
の
努
力
(施
策
)を
行
っ
て
い
る
か

△

2
1
物
品
の
調
達
コ
ス
ト
低
減
の
た
め
の
努
力
(施
策
)を
行
っ
て
い
る
か

○

2
2
交
渉
や
入
札
等
に
よ
り
外
部
委
託
コ
ス
ト
(業
務
委
託
費
)低
減
の
た
め
の
努
力
(施
策
)を
行
っ
て
い
る
か

△

2
3
事
業
収
入
を
増
加
さ
せ
る
た
め
の
努
力
(施
策
)を
行
っ
て
い
る
か

○

評 価 の 根 拠

8
0

効  率  性

8
0

1
9
　
第
３
ブ
ロ
ッ
ク
（
豊
島
・
練
馬
・
中
野
・
板
橋
・
新
宿
・
杉
並
の
各
区
シ
ル
バ
ー
）
内
で
の
情
報
交
換
を
行
い
、
都
内
シ
ル
バ
ー
で
先
行
し
て
い
る
事
業
 を

採
用
2
0
　
一
部
職
種
に
お
い
て
発
注
量
に
よ
る
割
引
制
を
設
け
る
外
、
受
注
単
価
に
つ
い
て
は
第
３
ブ
ロ
ッ
ク
に
お
い
て
毎
年
調
整

2
1
　
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
で
の
安
価
物
件
や
カ
タ
ロ
グ
販
売
を
利
用

2
2
　
封
筒
類
の
簡
易
印
刷
物
を
専
門
印
刷
業
者
に
移
行
す
る
外
、
簡
易
な
チ
ラ
シ
や
ポ
ス
タ
ー
に
つ
い
て
は
内
部
で
制
作
・
印
刷

2
3
　
お
客
様
満
足
度
調
査
の
結
果
か
ら
効
率
化
と
迅
速
化
を
検
討
。
家
事
援
助
サ
ー
ビ
ス
等
の
就
業
グ
ル
ー
プ
に
お
い
て
就
業
会
員
自
ら
が
仕
事
の
手

配
を
実
施
し
、
単
発
職
種
で
採
用
の
「
承
り
書
」
に
よ
る
受
注
事
務
の
迅
速
化
を
ほ
ぼ
完
了
し
た
。
そ
の
他
、
Ｗ
ｅ
ｂ
受
注
に
よ
る
事
務
処
理
の
効
率
化
を
検

討

経  済  性

1
4
  
次
期
繰
越
収
支
差
額
は
３
８
，
９
３
４
 千
円
（
前
年
度
比
１
４
４
.２
％
）
、
当
期
正
味
財
産
増
加
額
は
１
３
,０
２
２
千
円
（
前
年
度
比
７
０
.３
％
）
と
な
り
、
期
末

正
味
財
産
合
計
額
を
１
１
７
,８
９
１
千
円
（
前
年
度
比
１
１
２
.４
％
）
計
上

1
5
　
業
務
Ｏ
Ａ
処
理
シ
ス
テ
ム
導
入
に
よ
る
事
務
効
率
化
を
図
り
、
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
業
務
の
一
部
と
器
材
運
搬
を
会
員
活
用
に
よ
り
処
理

1
6
　
公
益
法
人
と
し
て
許
さ
れ
る
範
囲
内
で
運
用

1
7
　
全
職
員
に
パ
ソ
コ
ン
を
配
置
し
、
オ
ン
ラ
イ
ン
に
よ
り
本
部
・
分
室
間
で
業
務
デ
ー
タ
を
始
め
と
す
る
あ
ら
ゆ
る
デ
ー
タ
を
共
有
。
独
自
Ｏ
Ａ
シ
ス
テ
ム
に
よ

る
事
業
及
び
予
算
の
管
理
。
利
用
代
金
の
支
払
方
法
で
あ
る
コ
ン
ビ
ニ
エ
ン
ス
収
納
に
加
え
口
座
自
動
振
替
シ
ス
テ
ム
を
検
討
し
、
１
８
年
度
実
施
に
向
け

対
象
者
へ
利
用
案
内
を
送
付
し
た
。

1
8
　
当
団
体
に
は
様
々
な
経
験
や
能
力
を
持
つ
会
員
が
い
る
。
こ
の
人
材
を
積
極
的
に
活
用
す
る
た
め
調
査
・
集
計
等
を
会
員
へ
委
託
し
、
事
業
運
営
面

で
も
会
員
の
自
主
運
営
形
態
を
前
進
さ
せ
て
い
る
。
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平
成
1
8
年
度
杉
並
区
財
団
等
経
営
評
価
に
よ
る
改
善
計
画

代
表
者

電
話

3
3
1
7
-
2
2
1
7

会
長
　
喜
多
村
　
匡
男

・
事
業
理
念
と
安
全
就
業
へ
の
振
り
返
り

・
公
益
性
と
収
益
性
の
バ
ラ
ン
ス
を
保
ち
事
業
運
営
を
行
う
。

・
中
長
期
計
画
に
基
づ
き
「
地
域
と
虹
の
つ
な
が
り
」
を
目
指
す
。

・
１
８
年
度
か
ら
「
新
公
益
法
人
会
計
基
準
」
に
よ
る
会
計
処
理
を
実
施
す
る
。

団
体
名
称

社
団
法
人
　
杉
並
区
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー

主 な 取 り 組 み

最 近 五 年 間 の

成 果 ・ 反 省

前 年 度 の 取 り 組 み

組 み ・ 目 標

今 年 度 の 取 り

《
組
織
・
人
事
》

・
社
会
動
向
等
を
テ
ー
マ
と
し
た
役
職
員
研
修
を
継
続
開
催
し
、
課
題
解
消
に
あ
た
る
。

・
配
置
異
動
と
業
務
分
担
の
見
直
し
に
よ
る
組
織
の
活
性
化
を
図
る
。

《
事
業
》

・
指
定
管
理
者
制
度
へ
の
参
入
を
図
る
た
め
専
門
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
を
編
成
し
、
指
定
者
獲
得
に
取
り
組
む
。

・
Ｗ
eb
受
注
の
導
入
に
よ
り
３
６
５
日
２
４
時
間
い
つ
で
も
仕
事
の
申
込
み
が
可
能
な
環
境
を
整
備
す
る
。

・
増
加
傾
向
に
あ
る
就
業
事
故
防
止
対
策
の
強
化
を
図
る
。

・
接
客
研
修
受
講
の
対
象
職
種
を
広
げ
Ｃ
Ｓ
運
動
を
推
進
す
る
外
、
会
員
向
け
パ
ソ
コ
ン
講
習
を
開
催
し
ＩＴ
化
が
進
む
就
業
実
態
に
対
応
す
る
。

《
経
費
構
造
》

・
公
益
性
と
収
益
性
を
念
頭
に
お
き
、
公
益
法
人
と
し
て
の
活
動
を
活
発
化
さ
せ
る
た
め
研
修
・
講
習
や
地
域
貢
献
事
業
に
効
果
的
な
資
金
投
入
を
行
う
。

・
会
員
交
流
と
地
域
交
流
の
促
進
の
た
め
、
地
区
地
域
班
の
事
業
や
行
事
の
支
援
を
行
う
。

・
１
２
年
度
当
期
収
支
の
赤
字
を
受
け
、
事
務
費
率
の
見
直
し
、
経
費
執
行
の
凍
結
や
圧
縮
を
実
施
し
た
。
（
1
3
年
度
）

・
ﾊ
ﾟｿ
ｺ
ﾝ
指
導
、
ｴ
ｱ
ｺ
ﾝ
清
掃
等
の
就
業
会
員
育
成
を
図
り
、
新
分
野
へ
の
事
業
を
展
開
。
中
で
も
ﾊ
ﾟｿ
ｺ
ﾝ
指
導
者
育
成
は
「
団
塊
の
世
代
」
の
入
会
に
備
え
て
の
基
盤
を
築
い
た
。
（
1
3
年
度
）

・
１
３
年
度
か
ら
移
行
の
方
南
及
び
清
水
分
室
（
旧
 授
産
場
）
に
お
い
て
、
技
能
系
の
作
業
所
や
自
主
事
業
を
展
開
し
活
動
拠
点
と
し
て
の
在
り
方
を
見
直
し
た
。
（
1
4
年
度
）

・
お
客
様
満
足
度
調
査
を
実
施
し
事
業
へ
の
評
価
を
受
け
る
と
と
も
に
、
サ
ー
ビ
ス
向
上
の
改
善
に
役
立
て
た
。
（
1
4
年
度
）

・
収
支
状
況
を
改
善
し
た
結
果
、
公
益
法
人
と
し
て
適
正
な
内
部
留
保
率
を
達
成
し
た
。
（
1
4
年
度
）

・
育
児
支
援
サ
ー
ビ
ス
に
お
い
て
専
属
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
１
名
を
増
員
し
、
営
業
時
間
外
の
引
き
合
わ
せ
に
対
応
し
た
。
（
１
５
年
度
）

・
需
要
の
多
い
パ
ソ
コ
ン
指
導
事
業
を
充
実
し
、
特
に
、
パ
ソ
コ
ン
教
室
で
は
稼
動
パ
ソ
コ
ン
の
台
数
を
２
倍
と
し
需
要
対
応
の
整
備
を
実
施
し
た
。
（
１
５
年
度
）

・
杉
並
浴
場
組
合
と
連
携
し
「
ふ
れ
あ
い
入
浴
日
」
に
、
就
業
に
つ
な
が
り
に
く
い
会
員
の
趣
味
を
活
か
し
た
趣
味
講
座
や
実
績
の
あ
る
パ
ソ
コ
ン
講
習
を
開
催
し
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
就
業
モ
デ
ル
事
業
を
実
施
し
た
。

（
１
６
年
度
）

・
チ
ャ
レ
ン
ジ
提
案
事
業
と
し
て
夜
間
中
心
の
パ
ソ
コ
ン
教
室
を
阿
佐
谷
に
開
設
し
、
チ
ャ
レ
ン
ジ
目
標
を
達
成
す
る
こ
と
が
で
き
た
。
(１
６
年
度
)

・
公
認
会
計
士
に
よ
る
外
部
監
査
制
度
を
導
入
し
た
。
（
１
７
年
度
）

・
利
用
代
金
の
コ
ン
ビ
ニ
支
払
い
に
加
え
、
次
年
度
か
ら
の
口
座
自
動
振
替
の
導
入
を
検
討
し
、
お
客
様
へ
の
サ
ー
ビ
ス
向
上
を
図
っ
た
。
（
１
７
年
度
）

《
組
織
・
人
事
》

・
社
会
動
向
等
を
テ
ー
マ
と
し
た
役
職
員
研
修
を
４
回
開
催
し
、
事
業
運
営
の
課
題
対
応
と
し
た
。

・
研
修
派
遣
制
度
に
よ
る
人
事
交
流
を
実
施
し
、
今
後
、
実
施
を
予
定
す
る
「
一
般
労
働
者
派
遣
事
業
」
「
指
定
管
理
者
制
度
」
へ
の
準
備
を
行
っ
た
。

《
事
業
》

・
制
定
さ
れ
た
中
長
期
計
画
の
初
年
度
と
し
て
計
画
を
開
始
し
た
。

・
お
客
様
満
足
度
調
査
の
結
果
と
し
て
、
概
ね
総
合
評
価
は
前
年
度
を
上
回
っ
て
い
る
が
、
「
意
見
書
込
み
」
に
記
載
さ
れ
た
少
数
意
見
に
対
す
る
改
善
が
Ｃ
Ｓ
運
動
の
更
な
る
推
進
に
繋
が
る
こ
と
を
強
く
認
識

し
、
次
年
度
の
接
客
研
修
等
に
反
映
さ
せ
る
。

・
活
性
化
推
進
事
業
（
チ
ャ
レ
ン
ジ
提
案
事
業
と
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
就
業
モ
デ
ル
事
業
）
を
活
用
し
た
事
業
を
実
施
し
た
結
果
、
会
員
就
業
の
場
の
拡
大
と
地
域
と
の
交
流
事
業
が
推
進
し
た
。

・
Ｏ
Ａ
イ
ン
フ
ラ
整
備
を
行
い
事
務
効
率
の
改
善
を
図
り
コ
ン
ビ
ニ
エ
ン
ス
ス
ト
ア
か
ら
の
入
金
制
度
の
外
、
体
制
の
整
っ
た
口
座
自
動
振
替
を
次
年
度
か
ら
導
入
し
、
お
客
様
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
と
併
せ
未
収
金
防

止
策
と
し
て
も
活
用
し
て
い
く
。

《
経
費
構
造
》

・
他
の
仕
事
に
比
べ
経
費
の
掛
か
る
技
能
系
職
種
に
対
し
実
施
し
て
い
た
諸
経
費
負
担
制
度
の
休
止
を
継
続
し
、
お
客
様
の
経
費
負
担
の
削
減
を
図
っ
た
。

・
会
員
へ
の
福
利
助
成
を
引
き
続
き
行
い
、
地
区
別
バ
ス
旅
行
で
実
施
し
て
い
る
他
県
シ
ル
バ
ー
視
察
の
成
果
が
事
業
参
画
へ
の
視
野
を
広
げ
て
い
る
。

・
公
益
性
と
収
益
性
を
念
頭
に
お
い
た
経
営
に
努
め
、
公
益
法
人
と
し
て
の
地
域
貢
献
事
業
を
展
開
す
る
た
め
無
料
の
講
習
会
等
を
開
催
し
た
結
果
、
シ
ル
バ
ー
事
業
の
周
知
が
図
れ
、
前
述
の
活
性
化
推
進

事
業
と
併
せ
地
域
と
の
交
流
が
深
ま
っ
た
。

総 合 方 針

 リ ス ト

添 付 資 料
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平成18年度杉並区財団等経営評価　問題点検討表（2次評価）

主管部
課係名

団体名

電話番号

2247
保健福祉部
　高齢者施策課いきがい活動支援係

特記
事項

経
済
性

　公益法人であるがゆえに、毎年損益分岐点及び同比率は高い数値となっている。資産剰余率を含めた３指標とも、
その値が僅かずつではあるが悪化している。今後は、経済情勢に左右される面もあるが、さらに一層の事業収入の
増、固定費の減に取り組むなど、経済性を高めるための具体的な方策を講じる必要がある。

健
全
性

　経営目標達成の進捗状況の管理手段として、今後の社会情勢の変化を踏まえた経営戦略となる「中長期計画（計
画期間10年）」が策定され、その基本指針や前半５年の中期計画に基づき、計画性のある事業展開に着手した。今
後は、この計画の実現に向け、単年度の事業と予算を編成を継続し、着実に計画事業を実施していく必要がある。

目
的
適
合
性

事業の拡大による総職員数の増加や新OAシステム導入時の準備事務など新たなシステムづくりの年だったため、経
常支出人件費比率の急激な上昇が心配されたが、経常支出の抑制などにより、若干の上昇に落ち着いた。

経
済
性

　受託消化率の向上、自主運営事業の拡大を図り、事業収入の増加、コスト削減に努めている。今後も、区の委託事
業に頼らずに経営できるよう、区民ニーズに基づく新規事業を展開するなど、経済性の向上に努めていく必要があ
る。また、小規模受注だけでなく、大規模な受注もできるように、しごと財団の広域的受注事業などの実施、検討をし
ていく必要がある。

　高齢者への就業機会の確保・提供及び知識・技能の付与により、高齢者の社会参加や生きがいづくりに貢献する
とともに地域との連携により高齢者の能力を生かした活力ある地域社会づくりに貢献している。
　「お客様満足度調査」を継続実施し、発注者・利用者共におおむね満足しているとの評価を得ている。

社団法人
　杉並区シルバー人材センター

定
量
評
価

自
立
性

　１５年度以降、区委託事業依存度は、減少傾向にある。新たな方法でPRの実施をするなど、企業や個人からの受
注を増やす努力を行い、民間の契約金額が上がった結果である。今後も、民間発注者からの様々なニーズに応えら
れるよう、さまざまな経験や資格を持つ会員の獲得・育成に努め、民間からの仕事の比率を高める必要がある。

計
画
性

　１５、１６、１７年度とも自主財源の確保、事業収入の確保、固定経費の削減努力などにより経常収支は安定してい
る。現在公共事業受注の減少など厳しい社会経済情勢の影響から、事業収入や経常収入の伸び率など低下してい
る指標もあるが、全体としては望ましい状況を維持している。

効
率
性

１６年度大きく伸びを見せた職員一人あたりの事業収入であるが、１７年度は減少に転じた。１７年度は新OAシステム
や公認会計士による外部監査制度の導入など中長期計画の実施開始という転換期であったという事情は考慮する
が、中長期計画に基づいた組織の運営と体制の見直しを含めた改善をおこない、引き続き管理費の削減と事業収入
の増に努める必要がある。

計
画
性

効
率
性

経営分析、課題と問題点

定
性
評
価

健
全
性

　組織や管理体制、職員の研修体制は整備されている。状況の変化に伴う役職員の意識改革及び会員への事業理
念の浸透など組織の活性化に向け努力している。課題であった情報公開だが、事業内容、財務諸表など事業の経
営状況を明らかにするためにホームページ上での公開も計画するなど積極的な情報開示の準備を進めている。ま
た、個人情報保護要綱を制定するなど個人情報保護の管理体制も確立された。今後は各職員、会員レベルへの確
実な浸透・定着に努める必要がある。
　利用代金のコンビニエンスからの入金に加え、口座自動振替での入金システムを導入した。同時に、全職員にパソ
コンを配置し、あらゆる業務の情報を共有するなど、前年度よりもさらに効率的な運営を行っている。また会員への業
務委託や会員による自主運営形態での自主事業の実施・開発なども継続実施し、事業運営の効率化を図っている。
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（
分
析

、
課
題
と
問
題
点

）

所
管
部
課
経
営
評
価
総
合
コ
メ
ン
ト

組
織

の
考
え
方

目
標
設
定

事務費収入は増加しているものの、一方で受託消化率が減少に転じているので、今後、発注者のニーズを
事前に把握し、会員増強と適切な会員配置を早急に進める必要がある。成

果
指
標

活
動
指
標

成
果
指
標

　組織運営の根幹をなす指標が活動指標の目標としてきちんと設定されており、目標算出方法、目標設定
の考え方についても、的確にとらえられている。また、今後の経営環境の変化を踏まえた経営戦略となる「中
長期計画(H17～26年度)」にも連動させており、適正な目標設定が行われている。今後はさらに就業機会の
確保を図るとともに、公益法人として広く地域貢献ができるシルバー人材センターを目指し、活動していくこ
ととなるであろう。

　平成１３年度から自主財源の確保、事業収入の確保、固定経費の削減努力などにより経常収支は安定している。ま
た、現在区からの委託事業の受注が減少してしているが、そのような状況の変化に応じ、CS運動や新たなPR方法の実
施等により着実に民間からの受注が増え、区からの委託事業への依存率は減少傾向にあり、望ましい運営が行われて
いる。ただ、仕事の申し込みは増えているにもかかわらず、受注できないという状況を早期に解消するため、発注者の
ニーズを事前に把握するとともに、様々な経験と技能を持つ会員の獲得と育成に努め、適切な会員配置を早急に進
め、受託消化率の向上を図る必要がある。同時に、「中長期計画」に基づき、絶えず経営目標達成の進捗状況を意識
し、引き続き公益法人として収益性と公益性のバランスの取れた運営を実現していただきたい。
　これから、さらなる高齢社会の進展に伴い、会員数の増加やニーズの多様化がますます進むであろう。また、「団塊の
世代」が定年を迎え、優れた知識・技能、そして多様な考え方をもった人達が地域に戻ってくる。多様な就業に対する
会員自身の要望に応えられるよう、ホワイトカラー向けの就業機会の確保、時代の変化に応じた新たな事業開拓がより
一層求められている。このようなさまざまな地域のニーズに細やかに対応するためには、区や地域のNPO法人や団体
と連携・協働し、類似事業団体を競合相手としてではなく共存団体として、お互いの得意分野を認めあい、共に事業の
成功をめざすような事業の計画・実施が今後の課題となるであろう。今後も厳しい社会経済情勢は続くと思われるが、
高齢者の社会参加と交流の拡大を通して、広く地域貢献を行うシルバー人材センターとしての活躍・発展を期待する。

分かち合い就業の推進や各方面からの仕事の受注を積極的に引き受けるなどの努力の結果、サービス利
用年間延べ人数（就業延日人員）・職員一人当たりのサービス利用人数ともに着実に増加していたが、１７
年度は減少に転じた。発注者からの様々なニーズに応えられるよう、さまざまな経験や資格を持つ会員の獲
得・育成に努め、受託消化率の向上を図る必要がある。

コ
ス
ト

受託件数・会員数の逓増と、技能系職種に対する諸経費負担制度の廃止などによる経費の見直しの結果、
総じて単位あたりのコストは年々着実に減少しいる。

事
業
の
推
移
サ
ー

ビ
ス

13年度に授産場がシルバー人材センターに移管され、60歳未満の授産場利用者をシルバーの非常勤固有
職員としたため、職員数は急増したが、14年度以降は、減少傾向にあった。１７年度は、事業の拡大による
総職員数の増加があったものの、経常支出の抑制などにより、人件費率は若干の上昇に落ち着いた。引き
続き人員目標を設定するなど、組織の活性化に向けての取り組みが必要である。

財
務
状
況

ここ数年高い伸長率を維持していた事業収入であったが、１７年度は減少に転じた。しかし経常収支は黒字
で安定しており、資産増と負債減など望ましい状況にあることから、現在のところ財務状況に特段の問題は
ない。今後も社会情勢やニーズに対応した事業展開を継続し、一層の事業収入の増に努めていく必要があ
る。

事務費収入は、内部留保率の適正化を含めてとらえらており、自主財源となる事務費率も分析しており、中
長期計画どおり、公益法人として公益性と収益性のバランスのとれた運営を念頭においた目標設定をおこ
なっている。高齢社会の進展にあわせて、シルバー人材センターに就業機会を求める高齢者や仕事を依頼
する地域住民は、ますます増えるであろう。こうした状況の中で、就業率・受託消化率等を上げていくために
は、今まで以上に分かち合い就業の推進や知識・技能の向上を図り、事業収入を増やすとともに、地域の中
に確固とした信頼を築いていく必要がある。

事業分析、課題と問題点

　会員の増加にともない会員の就業機会を確保するために、平成１３年より、スキル講習を発注者のニーズと
会員ニーズの両方に沿ったものにして区民ニーズへの対応とサービスの向上に努めてきたが、目標の２０
コースを達成した。また、自主運営事業の拡大も順調に行われており、延受託件数は着実に増加している。

活
動
指
標

析
・
評
価

現
状
の
分
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名称 代表者 所管部課

基本
財産

設立
年月日

電話

レーダーチャート

評価 得点

        B        B B 75

        A        B A 100

        B        A A 90

        A        A A 100

        B        A A 100

　　　　Ｂ 　　　 Ａ A 465

単位 平成15年度 平成16年度 平成17年度

千円 92,971 73,420 75,883

千円 74,024 69,237 74,730

千円 21,098 26,356 29,002

％ 58.0 7.5 7.0

千円 0 0 0

％ 63.5 73.0 73.0

％ 36.5 27.0 27.0

千円 1,914 2,322 1,977

千円 18,946 4,183 1,153

％ 24.9 65.8 66.7

千円 64,329 52,634 74,627

人 23 43 48

％ 12.5 3.4 2.9

単位 平成15年度 平成16年度

件 1,922 2,196

団体 217 221

人 14,420 15,336

件 2,865 3,140

トン 4,436 4637 5,109

経
営
実
績

・　収益事業の柱である家具等販売事業は、販売実績も伸びており期待できる。
・　集団回収は、区民にも広く浸透してきており、新規加入を働きかけてきた結果、１７年度は回収量が１0％増加した。
・  環境情報館、あんさんぶる荻窪の貸室の管理運営等を行った。

事
業
分
析

家具引取件数

集団回収団体数
活動
指標

成果
指標

衣料品販売所来
店者数

平成17年度

環境清掃部
清掃管理課

熊倉　健介

団体による自己評価結果

家具販売件数

算式

不用となった家具を引き取った件数

2,984

1,923

248

15,853

職員一人当たり事業収入

資産

補助金収入依存度

受益者負担

事業費比率

―

総合

事業目的
市民の主体的な活動を中心に、行政や事業者と協
働して、環境保全を目的にリサイクルの推進をはじ
めとする諸事業を行うことにより、市民の生活環境
の向上を図るとともに、もって地球環境の保全に寄
与する

計画性

目的適合性

健全性

効率性

経済性

１５年度評
価

　　　平成１８年度杉並区財団等経営評価表

組織

経
営
分
析

（
定
量
評
価

）

顧客（サービス対象）
一般区民

事業内容
１、家具、衣料品のリサイクルショップ運営
２、フリーマーケットの実施
３、集団回収事業の実施
４、不用品情報コーナーの運営
５、講座・講習会等による普及啓発
６、ディシュ・リユースシステムの運営
７、リサイクルひろばの普及啓発
８、あんさんぶる荻窪施設の貸出管理等

平成15年2月19日 5347-2255

団
体
概
要

経
営
分
析

（
定
性
評
価

）

特定非営利活動法人
　すぎなみ環境ネットワーク

総収入

総支出

集団回収回収量

指標名

来館者数

家具販売件数

自治会、集合住宅等の団体が回収した
量

集団回収を行っている団体数

財務

管理費比率

１６年度評
価

１７年度

常勤役員比率

特記事項

経常収支

経常支出人件費比率

損益分岐点

総職員数

主要指標

定性評価レーダーチャート

0

20

40

60

80

100
計画性

目的適合性

健全性効率性

経済性
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【財団等団体経営評価】

【所管部課経営評価】

事業分析・現状の分析・評価

経営分析・定量評価 事業分析
　事業収入は前年度に比較して約６％ほ
ど減となっているが、同事業は変動要素
があり、相対的に財政状況をみても今後
の法人経営に影響を及ぼす状況とは
なっていないが、本年度も事業収益の増
に努めるとともに経費節減に努めていく。

・昨年度の外部評価の指摘を受け、平成18年3月に「すぎなみ環境ネットワーク中期計画」を策定し、平成18年度から5カ年の事業実施方針
等を計画化したことは評価できる。
・事業収入が増加する中で補助金収入が減少するなど、経営状況は改善してきている。一方、二次評価にもあるように、事業費に占める区
からの受託事業費の割合が高いので、今後、自立性を高めるために、中期計画に定める取り組みのほか新規事業の開拓を検討するなど、
具体的な取り組みに期待する。

　ほとんどの事業で実績が上がっており、努力の結果が反映されている。中期計画に基づき、団体の使命を達成するためにも、今後も事業
の周知や拡大に努めるとともに、多くの区民が環境問題に関心をもち、取り組んでもらえるよう新規顧客を開拓しながら会員数の増にも努め
てほしい。また、将来的には自立できるよう自主財源の確保にも努めてほしい。

　これまでの課題であった中期計画が策定され、基本方針が
定まった。区の環境行政との整合性をとりながら、特定非営利
活動法人としての使命を達成してほしい。区民ニーズの把握
に努め、事業実績も上げているが、環境分野を取り巻く状況は
日々変化しているので、その変化に対応しながら事業を進め
ていくとともに、将来的には財政的支援に依存しないために
も、事業収入や会費収入を増やし、自主財源の確保に努めて
ほしい。

　区からの受託事業の依存度が高いので、自立性を高めるために収益事業
の比率を高めていく必要がある。16年度よりあんさんぶる荻窪の貸室業務を
受託したため、人件費比率が高くなっているので、全体的な運営の効率化を
図り、人件費比率を減らす努力をしてほしい。

　集団回収や講座・講習会参加者数など
事業実績は上がっている。事業内容の検
討や区民サービスの向上に努めた結果
が出ている。新規顧客も開拓しながら、今
後も更なる実績の増加に期待する。

　自主財源の根幹となる家具販売件数が若干減
少したので、安定的な運営を行っていくために
も、ＰＲを強化するなど工夫をしながら、販売件
数を伸ばしていってほしい。

　区民ニーズに応える努力をしており、その結果
が事業実績に反映されている。また、コスト削減
に向けた工夫や努力も日々行っている。
　区委託事業依存率が高いので、事業収入や
会費収入を増やし、自主財源確保に努めてほし
い。

【総合経営評価（三次評価）】

事業分析・事業の推移事業分析・目標設定の考え方

【財団等団体経営評価（一次評価）】

【所管部課経営評価（二次評価）】
経営分析・定性評価 経営分析・定量評価

　集団回収における資源ごみの回収量、不用品の斡旋
仲介事業は、区民の資源リサイクル意識が高揚したこと
にともなって実績は伸びている。講座・講習会について
は環境情報館、ひろば高井戸で実施しているもので参
加者数はいづれも伸びている。講座・講習会の実施方
法、ＰＲ方法等をさらに工夫し、利用者が参加しやすく
生活に身近な事業を展開していくことに努める。

　家具販売については販売件数は減少しているものの、衣料品販売の金額は伸びており、全体としての売上は増加している。また、この事業
はすぎなみ環境ネットワークの唯一の収益事業であり、法人経営の根幹を成すものであることから収益を上げることはもとより、区民のごみ減
量、資源の再利用に対する意識の高揚に寄与できるよう取り組んで行く。

経営分析・定性評価
　これまで指摘を受けていたすぎなみ環
境ネットワークの基本方針が定まってな
かった。そのため事業を展開していくうえ
で、そのときの環境情勢の変化に左右さ
れ、区としての環境問題に対して取り組
み目的から若干それてしまうきらいが見ら
れた。そこで、中長期的に環境問題を捉
え、１７年度を初年度として１８年～２２年
までの５ヵ年の計画を作成した。今後は同
計画に沿って区民・事業者・行政が協働
して事業を進めていくことで環境問題に
取り組んでいく。
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平
成
1
8
年
度
杉
並
区
財
団
等
運
営
評
価
－
事
業
分
析
Ⅰ
（
事
業
概
要
）

代
表
者

所
管
部
課
係
名

設
立
年
月
日

電
話

事 業 内 容

○
　
家
具
販
売
（
手
数
料
含
み
）
　
　
不
用
に
な
っ
た
家
具
を
引
き
取
り
、
販
売
す
る
こ
と
に

よ
り
リ
ユ
ー
ス
を
推
進
す
る
。

○
　
衣
類
雑
貨
販
売
　
　
　
　
　
　
不
用
に
な
っ
た
衣
類
等
を
引
き
取
り
、
販
売
す
る
こ
と
に
よ

り
、
リ
ユ
ー
ス
を
推
進
す
る
。

○
　
フ
リ
ー
マ
ー
ケ
ッ
ト
運
営
　
　
出
展
者
を
公
募
し
、
不
用
品
の
リ
ユ
ー
ス
を
促
進
す
る
。

○
　
集
団
回
収
の
推
進
　
　
　
　
古
紙
、
び
ん
、
缶
等
の
回
収
団
体
に
報
奨
金
を
支
給
し
、

回
収
を
促
進
す
る
。

○
　
不
用
品
情
報
コ
ー
ナ
ー
　
　
不
用
品
を
処
分
し
た
い
人
と
必
要
と
す
る
人
と
を
イ
ン

タ
ー
ネ
ッ
ト
で
仲
介
斡
旋
し
、
リ
ユ
ー
ス
を
促
進
す
る
。

○
　
講
座
・
講
習
会
　
　
　
　
　
　
洋
服
の
リ
ホ
ー
ム
、
廃
油
か
ら
の
石
鹸
作
り
、
堆
肥
つ
く
り

等
の
講
座
・
講
習
会
を
行
う
。
ま
た
、
環
境
情
報
館
事
業
と
し
て
、
自
然
・
環
境
保
護
の
講

座
に
も
力
を
入
れ
環
境
に
対
す
る
区
民
の
意
識
の
高
揚
を
図
る
。

○
　
エ
コ
ス
ク
ー
ル
　
　
　
　
　
区
立
小
中
学
校
の
総
合
的
な
学
習
の
時
間
を
活
用
し
、
石

鹸
つ
く
り
、
紙
漉
き
、
堆
肥
つ
く
り
等
環
境
・
リ
サ
イ
ク
ル
問
題
に
対
す
る
認
識
の
醸
成
を
図

る
。
○
　
デ
ィ
ッ
シ
ュ
・
リ
ユ
ー
ス
の
実
施
　
　
イ
ベ
ン
ト
に
お
け
る
模
擬
店
で
ご
み
を
出
さ
な
い
よ

う
、
食
器
を
洗
い
ま
わ
し
、
ご
み
の
減
量
の
み
な
ら
ず
、
使
い
捨
て
の
生
活
様
式
を
改
め
る

き
っ
か
け
作
り
を
す
る
も
の
で
、
食
器
等
用
具
の
貸
し
出
し
と
指
導
を
行
う
。

○
　
環
境
情
報
館
・
あ
ん
さ
ん
ぶ
る
荻
窪
の
管
理
運
営
　
　
　
館
内
で
各
事
業
を
行
い
、
環

境
団
体
と
の
連
携
を
図
り
、
併
せ
て
「
あ
ん
さ
ん
ぶ
る
荻
窪
」
全
体
の
貸
室
管
理
を
行
う

区 へ の 要 望

○
　
衣
料
品
リ
ユ
ー
ス
事
業
は
、
ニ
ー
ズ
の
高
い
事
業
で
あ
り
、
リ
ユ
ー
ス
を
促
進
す
る
過

程
で
、
自
主
財
源
の
獲
得
も
で
き
る
優
れ
た
事
業
で
あ
る
。
現
在
店
舗
の
所
在
が
高
井
戸

の
み
な
の
で
、
荻
窪
地
区
と
方
南
地
区
に
も
販
売
店
が
欲
し
い
と
い
う
要
望
が
あ
る
。

区
の
空
き
施
設
の
借
用
に
よ
り
、
新
店
舗
の
設
置
に
つ
き
ご
指
導
い
た
だ
き
た
い
。

○
　
環
境
情
報
館
の
管
理
運
営
に
つ
い
て
は
、
施
設
内
で
の
事
業
展
開
の
メ
リ
ッ
ト
が
あ
る

が
、
貸
室
業
務
に
つ
い
て
は
当
初
想
定
し
て
い
た
以
上
の
事
務
量
が
あ
り
、
こ
れ
に
よ
り

ロ
ー
テ
ー
シ
ョ
ン
要
員
の
増
と
そ
れ
に
と
も
な
う
人
件
費
の
捻
出
に
苦
慮
し
て
い
る
と
こ
ろ
で

あ
る
。
今
後
現
状
を
ご
理
解
の
上
、
配
慮
願
い
た
い
。

ま
た
、
あ
ん
さ
ん
ぶ
る
荻
窪
の
活
性
化
対
策
に
つ
い
て
も
、
各
種
イ
ベ
ン
ト
の
実
施
等
に

伴
っ
て
経
費
を
必
要
と
す
る
の
で
委
託
経
費
へ
の
配
慮
を
い
た
だ
き
た
い
。

団
体
名
称

基
本
財
産

組 織 構 成

理
事
１
５
人
、
監
事
２
人
、
運
営
委
員
８
人
、
事
業
委
員
２
１
人
、
会
員
１
０
１
人

事
務
局
　
　
本
部
５
人
、
リ
サ
イ
ク
ル
ひ
ろ
ば
高
井
戸
３
人
　
　
計
　
８
人

（
１
７
年
４
月
１
日
現
在
）

区
民
一
般

事 業 規 模

平
成
１
７
年
度
実
績

１
、
家
具
販
売
（
手
数
料
含
む
）
　
　
　
  
  
  
　
２
，
９
８
４
件
　
　
１
２
，
9
９
２
千
円

２
、
衣
料
品
販
売
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
  
  
  
　
　
　
　
　
　
　
 ８
，
２
２
８
千
円

３
、
フ
リ
ー
マ
ー
ケ
ッ
ト
の
運
営
　
　
　
　
　
  
  
  
３
７
９
区
画
　
　
　
　
　
３
８
２
千
円

４
、
集
団
回
収
の
推
進
　
　
　
　
　
 ２
４
８
団
体
　
  
５
，
１
０
８
ｔ 
報
奨
金
　
３
０
，
６
５
３
千
円

５
、
不
用
品
情
報
コ
ー
ナ
ー
　
　
　
　
　
　
　
契
約
成
立
件
数
　
　
　
　
　
２
３
２
件

６
、
講
座
・
講
習
会
（
ひ
ろ
ば
高
井
戸
）
　
　
  
  
 １
３
３
講
座
　
　
参
加
者
数
１
，
４
０
３
人

７
、
講
座
・
講
習
会
（
環
境
情
報
館
）
　
　
　
  
  
 　
６
１
講
座
　
　
参
加
者
数
１
，
１
９
２
人

８
、
エ
コ
ス
ク
ー
ル
　
　
　
　
　
　
　
区
立
小
中
学
校
　
　
２
３
校
　
　
５
６
回
　
　
３
，
５
５
０
人

９
、
バ
ス
見
学
会
、
出
張
講
座
等
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
 ６
６
回
　
  
１
，
４
３
３
人

１
０
、
デ
ィ
シ
ュ
・
リ
ユ
ー
ス
の
実
施
　
　
　
　
　
　
　
　
　
８
行
事
　
　
指
導
者
派
遣
ほ
か

１
１
、
環
境
情
報
館
・
あ
ん
さ
ん
ぶ
る
荻
窪
の
施
設
貸
出
管
理

延
べ
５
，
０
６
９
部
屋
貸
出

事 業 目 的顧 　 客

市
民
の
主
体
的
な
活
動
を
中
心
に
、
行
政
や
事
業
者
と
協
働
し
て
、
環
境
保
全
分
野

に
お
い
て
リ
サ
イ
ク
ル
の
推
進
を
は
じ
め
と
す
る
諸
事
業
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
市
民
の

生
活
環
境
の
向
上
を
図
り
、
も
っ
て
地
球
環
境
の
保
全
に
寄
与
す
る
。

環
境
清
掃
部
清
掃
管
理
課
リ
サ
イ
ク
ル
推
進
係

＿
５
３
４
７
－
２
２
５
５

熊
　
倉
　
健
　
介

平
成
1
5
年
2
月
1
9
日

特
定
非
営
利
活
動
法
人
　
す
ぎ
な
み
環
境
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
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平
成
1
8
年
度
杉
並
区
財
団
等
運
営
評
価
－
事
業
分
析
Ⅱ
（
事
業
評
価
指
標
）

目
標
値
目
標
年
度

件
1
,9
2
2
2
,1
9
6
1
,9
2
3
2
,2
0
0
1
9

団
体
数

2
1
7

2
2
1

2
4
8

3
0
0
1
9

人
1
4
,4
2
0
1
5
,3
3
6
1
5
,8
5
3
1
7
,5
0
0
1
9

人
1
,4
5
9
2
,9
8
5
3
,6
8
0
4
,0
6
0
1
9

延
べ
部
屋
数

＿
5
,4
2
6
5
,4
4
3
6
,0
0
0
1
9

件
2
,8
6
5
3
,1
4
0
2
,9
8
4
3
,3
0
0
1
9

ト
ン

4
,4
3
6
4
,6
3
7
5
,1
0
9
6
,1
0
0
1
9

％
＿

6
1

7
1

7
5
1
9

　
　
　
　
　⑦
集
団
回
収
回
収
量

活 動 指 標

③
衣
料
品
販
売
所
来
店
者

数 ④
講
座
・
講
習
会
参
加
者

数 ⑤
貸
室
実
績

②
集
団
回
収
団
体
数

目
標

1
6
年
度
実
績
1
7
年
度
実
績

式
・
具
体
的
内
容

1
5
年
度
実
績

区
民
の
不
用
と
な
っ
た
家
具
を
引
き
取
っ
た
数

※
目
標
値
５
％
増

①
家
具
引
取
件
数

指
標
名

単
位

講
座
・
講
習
会
の
参
加
者

※
目
標
値
５
％
増

環
境
情
報
館
・
あ
ん
さ
ん
ぶ
る
荻
窪
の
貸
室
管
理

※
目
標
値
５
％
増

集
団
回
収
を
行
っ
て
い
る
団
体
数

※
目
標
値
：
区
実
施
計
画
数

来
館
者
数

※
目
標
値
５
％
増

①
　
家
具
の
引
き
取
り
及
び
販
売
件
数
は
若
干
減
少
し
た
が
、
収
益
事
業
の
根
幹
に
関
わ
る
も
の
な

の
で
、
極
力
前
年
実
績
を
確
保
す
る
た
め
、
1
7
年
度
実
績
を
ベ
ー
ス
に
５
％
ず
つ
の
増
を
見
込
ん
だ

②
　
集
団
回
収
は
、
環
境
基
本
計
画
に
よ
る

③
　
衣
料
品
販
売
来
店
者
数
は
、
伸
び
て
き
て
い
る
の
で
１
７
年
度
実
績
を
ベ
ー
ス
に
５
％
ず
つ
増
と

し
た
④
　
講
座
・
講
習
会
は
、
内
容
に
よ
り
定
員
が
異
な
り
、
参
加
者
数
は
年
毎
に
変
動
す
る
の
で
目
標
値

を
設
定
し
に
く
い
が
、
１
７
年
度
実
績
を
ベ
ー
ス
に
５
％
ず
つ
増
と
し
た

⑤
　
集
団
回
収
回
収
量
に
つ
い
て
は
、
「
環
境
基
本
計
画
事
業
」
と
し
て
位
置
づ
け
ら
れ
て
お
り
、
環

境
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
中
期
計
画
で
毎
年
５
０
０
ト
ン
増
を
見
込
ん
で
い
る

現
状
の
分
析
・
評
価

①
　
家
具
の
販
売
件
数
は
若
干
減
少
し
て
い
る
が
売
上
額
は
伸
び
て
い
る
の
で
今
後
と
も
力
を
入
れ

る ②
　
集
団
回
収
は
、
低
コ
ス
ト
で
良
質
な
資
源
を
回
収
す
る
こ
と
が
で
き
る
の
で
、
一
層
事
業
の
拡
大
に

努
め
る
③
　
衣
料
品
販
売
は
、
売
上
が
年
々
伸
び
、
来
客
か
ら
の
要
望
も
あ
り
、
多
店
舗
化
を
図
り
た
い
。

④
　
講
座
・
講
習
会
は
、
内
容
に
よ
り
定
員
が
異
な
り
、
参
加
者
数
は
年
毎
に
変
動
す
る
が
、
従
来
の

講
座
に
加
え
、
学
校
支
援
事
業
を
通
じ
て
子
供
に
対
す
る
啓
発
に
も
取
り
組
む
。

⑤
　
家
具
の
引
き
取
り
及
び
販
売
件
数
は
若
干
減
少
し
た
が
、
唯
一
の
収
益
事
業
で
あ
る
の
で
、
今

後
も
来
店
者
を
増
や
す
よ
う
に
チ
ラ
シ
や
区
報
で
の
Ｐ
Ｒ
に
力
を
入
れ
て
い
く
。

⑥
　
集
団
回
収
回
収
量
増
加
に
つ
い
て
、
リ
ユ
ー
ス
事
業
委
員
会
を
中
心
に
今
後
も
検
討
を
進
め
て

い
く
。
⑦
　
環
境
情
報
館
・
あ
ん
さ
ん
ぶ
る
荻
窪
の
管
理
運
営
に
つ
い
て
は
適
正
な
貸
室
管
理
を
実
施
し
、

区
民
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
に
努
め
た
。

家
具
販
売
件
数

※
目
標
値
５
％
増

自
治
会
・
集
合
住
宅
等
の
団
体
が
回
収
し
た
量

※
目
標
値
５
％
増

環
境
情
報
館
・
あ
ん
さ
ん
ぶ
る
荻
窪
の
貸
室
の
利
用
率

※
目
標
値
５
％
増

目
標
設
定
の
考
え
方

⑧
貸
室
利
用
率

成 果 指 標

⑥
家
具
販
売
件
数
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平
成
1
8
年
度
杉
並
区
財
団
等
運
営
評
価
－
事
業
分
析
Ⅲ
（
事
業
の
推
移
）

算
式
・
説
明

単
位
１
３
年
度
１
４
年
度
１
５
年
度
１
６
年
度
１
７
年
度

備
考

総
収
入
（
経
常
収
入
）

千
円
6
4
,9
4
9
7
6
,9
4
0
9
2
,9
7
1
7
3
,4
2
0
7
5
,8
8
3

千
円
4
6
,7
7
9
5
5
,0
5
2
5
3
,9
0
7
5
,5
2
3
5
,2
7
9

事
業
収
入
＋
掛
金
収
入

千
円
1
2
,0
5
3
1
3
,8
5
4
1
5
,3
1
2
6
7
,3
4
5
6
7
,2
2
3

千
円

0
0
2
,0
9
9
4
1
,8
0
9
4
5
,6
2
0

千
円

0
0

0
0

0
千
円

0
0

0
0

0
受
益
者
負
担
比
率

受
益
者
負
担
÷
総
事
業
費

％
0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

総
支
出
（
経
常
支
出
）

千
円
6
2
,3
7
5
6
8
,1
3
1
7
4
,0
2
4
6
9
,2
3
7
7
4
,7
3
0

事
業
に
係
る
人
件
費
を
含
む

千
円
4
0
,7
2
5
4
0
,7
5
6
4
6
,9
7
4
5
0
,5
7
4
5
4
,5
8
6

区
か
ら
の
受
託
事
業
に
係
る
人
件
費
を
含
む
千
円

0
0
2
,0
9
9
4
1
,8
0
9
4
5
,6
2
0

管
理
に
係
る
人
件
費
を
含
む

千
円
2
1
,6
5
0
2
7
,3
7
5
2
7
,0
5
0
1
8
,6
6
3
2
0
,1
4
4

千
円
1
8
,7
7
1
1
8
,6
9
6
1
8
,4
6
8
4
5
,5
9
1
4
9
,8
2
6

千
円

0
0

0
3
3
,7
8
1
3
6
,9
1
8

千
円
1
5
,8
1
0
2
2
,2
7
1
2
1
,0
9
8
2
6
,3
5
6
2
9
,0
0
2

千
円
7
,3
4
4
4
,8
5
8
2
,0
9
3
3
,1
6
9
4
,4
2
4

千
円
8
,4
6
6
1
7
,4
1
3
1
9
,0
0
4
2
3
,1
8
7
2
4
,5
7
7

千
円

0
0

0
0

0
役
員
、
派
遣
職
員
、
固
有
職
員
の
総
数
人

2
2

2
3

2
3

4
3

4
8

人
1

1
1

1
1

人
1
4

1
5

1
5

1
4

1
4

区
か
ら
の
派
遣
職
員

人
0

0
0

0
0

人
5

5
5

6
7

パ
ー
ト
タ
イ
ム
、
ア
ル
バ
イ
ト
を
含
む

人
2

2
2

2
2

2
6

人
1
1
3
,1
9
4
1
2
7
,7
5
0
1
3
5
,1
3
7
1
3
9
,3
1
8
1
3
7
,9
4
8

サ
ー
ビ
ス
利
用
年
間
延
べ
人
数
÷
職
員
数
人

5
,1
4
5
5
,5
4
5
5
,8
7
7
3
,2
4
0
2
,8
7
4

集
団
回
収
の
事
業
費
／
利
用
世
帯
数

円
4
4
9

4
4
9

4
9
8
1
,3
5
6

6
9
4

不
用
品
情
報
コ
ー
ナ
ー
の
事
業
費
／
紹
介
者
数
円

1
1

6
7

6
5
5
4
,8
7
9

講
座
講
習
会
の
事
業
費
／
参
加
者
数

円
7
2
1

2
0
0

3
5
8

4
6
3

7
4
6

※
　
千
円
単
位
の
も
の
は
、
千
円
未
満
を
切
り
捨
て
、
円
単
位
の
も
の
は
１
円
未
満
を
切
り
捨
て
。
　
　
％
に
つ
い
て
は
、
小
数
点
以
下
第
２
位
を
四
捨
五
入
。

項
目

財  務  状  況

総 収 入 の う ち

補
助
金
収
入

総 支 出 の う ち

受
益
者
負
担

り コ ス ト

単 位 当 た

全
事
業
の
事
業
費

 内
　
区
か
ら
の
受
託
事
業
の
事
業
費

管
理
費

総
人
件
費

不
用
品
情
報
コ
ー
ナ
ー
の
事
業
費

講
座
・
講
習
会
の
事
業
費

組   織 サ ー ビ ス

内  訳総
職
員
数

サ
ー
ビ
ス
利
用
年
間
延
べ
人
数

職
員
一
人
当
た
り
サ
ー
ビ
ス
利
用
人
数

事
業
収
入

基
本
財
産
運
用
収
入
額

　
内
　
区
か
ら
の
受
託
事
業
費

資
産

正
味
財
産

負
債

基
本
財
産
額

常
勤
役
員
及
び
常
勤
職
員

は
、
一
部
を
除
き
全
員
１
６
日

勤
務
で
あ
り
、
勤
務
条
件
は

区
の
嘱
託
員
を
参
考
に
し
て

い
る

あ
ん
さ
ん
ぶ
る
荻
窪
の
貸
室

利
用
者
は
算
入
し
て
い
な
い

１
６
年
か
ら
集
団
回
収
報
奨

金
の
支
払
い
は
、
区
が
直
接

行
っ
て
い
る

 内
　
区
か
ら
の
受
託
事
業
に
係
る
人
件
費

常
勤
役
員
数

非
常
勤
役
員
数

派
遣
職
員
数

常
勤
固
有
職
員
数

非
常
勤
固
有
職
員
数

集
団
回
収
の
事
業
費
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平
成
1
8
年
度
財
団
等
経
営
評
価
　
運
営
評
価
表
（
経
営
分
析
定
量
指
標
）

指
標

算
定
式

単
位
１
５
年
度
１
６
年
度
１
７
年
度

特
記
事
項

参
考

1
事
業
費
の
対
計
画
比
率
全
事
業
の
事
業
費
（
決
算
額
）
÷
当
初
予
算
事
業
費
額
×
１
０
０
％

9
2
.7

8
7
.4

9
4
.9

2
経
常
収
支

経
常
収
入
（
総
収
入
）
ー
経
常
支
出
（
総
支
出
）

千
円
1
8
,9
4
6
4
,1
8
3
1
,1
5
3

通
常
黒
字
が
望
ま
し
い

3
経
常
収
支
比
率

経
常
収
入
÷
経
常
支
出
×
１
０
０

％
1
2
5
.6
1
0
6
.0
1
0
1
.5

通
常
１
０
０
％
以
上
が
望
ま
し
い

4
事
業
収
入
合
計
の
伸
長
率
当
該
年
度
の
事
業
収
入
÷
前
年
度
の
事
業
収
入
×
１
０
０

％
1
1
0
.5
4
3
9
.8

9
9
.8

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

5
経
常
収
入
の
伸
長
率

当
該
年
度
の
経
常
収
入
÷
前
年
度
の
経
常
収
入
×
１
０
０

％
1
2
0
.8

7
8
.9
1
0
3
.4

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

6
事
業
費
比
率

全
事
業
の
事
業
費
÷
経
常
支
出
×
１
０
０

％
6
3
.5

7
3
.0

7
3
.0

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

7
管
理
費
比
率

管
理
費
÷
経
常
支
出
×
１
０
０

％
3
6
.5

2
7
.0

2
7
.0

通
常
減
少
が
望
ま
し
い

8
補
助
金
収
入
依
存
度

補
助
金
収
入
÷
総
収
入
合
計
×
１
０
０

％
5
8
.0

7
.5

7
.0

通
常
減
少
が
望
ま
し
い

9
収
益
事
業
比
率

収
益
事
業
の
事
業
費
÷
全
事
業
の
事
業
費
×
１
０
０

％
5
8
.0

3
5
.4

3
1
.6

1
0
区
委
託
事
業
依
存
度

区
委
託
事
業
費
÷
全
事
業
の
事
業
費
×
１
０
０

  
(補
助
金
は
含
ま
ず
）

％
9
.1

8
2
.7

8
3
.6

1
1
正
味
財
産
構
成
比
率

正
味
財
産
÷
（
負
債
+
正
味
財
産
）
×
１
０
０

％
9
0
.1

8
8
.0

8
4
.7

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

1
2
基
本
財
産
運
用
収
入
率
基
本
財
産
運
用
収
入
額
÷
基
本
財
産
額
×
１
０
０

％
通
常
増
加
が
望
ま
し
い

1
3
経
常
支
出
人
件
費
比
率
総
人
件
費
÷
経
常
支
出
×
１
０
０

％
2
4
.9

6
5
.8

6
6
.7

通
常
減
少
が
望
ま
し
い

1
4
常
勤
役
員
比
率

常
勤
役
員
数
÷
総
職
員
数
（
非
常
勤
役
員
を
除
く
）
×
１
０
０
％

1
2
.5

3
.4

2
.9
常
勤
役
員
は
月
１
６
日
勤

務
通
常
減
少
が
望
ま
し
い

1
5
常
勤
役
員
人
件
費
比
率
常
勤
役
員
人
件
費
÷
総
人
件
費
×
１
０
０

％
1
7
.8

7
.9

6
.8

通
常
減
少
が
望
ま
し
い

1
6
管
理
費
比
率
の
削
減
率
(1
－
当
該
年
度
の
管
理
費
比
率
÷
前
年
度
の
管
理
費
比
率
）
×
１
０
０
％

9
.2

2
6
.0

0
.0

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

1
7
資
産
回
転
率
(回
）

総
収
入
÷
資
産

回
4
.4

2
.8

2
.6

通
常
１
回
以
上
が
望
ま
し
い

1
8
職
員
１
人
あ
た
り
事
業
収
入
事
業
収
入
÷
総
職
員
数
（
非
常
勤
役
員
を
除
く
）

千
円
1
,9
1
4
2
,3
2
2
1
,9
7
7
職
員
の
う
ち
、
事
務
補
助
職
員

を
除
く

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

1
9
資
産
剰
余
率

剰
余
金
（
当
期
正
味
財
産
増
加
額
）
÷
資
産
×
１
０
０

％
8
9
.8

1
5
.9

4
.8

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

2
0
損
益
分
岐
点

固
定
費
÷
｛
1
ー
（
変
動
費
÷
総
収
入
）
｝

千
円
6
4
,3
2
9
5
2
,6
3
4
7
4
,6
2
7

2
1
損
益
分
岐
点
比
率

損
益
分
岐
点
÷
総
収
入
×
１
０
０

％
6
9
.2

7
1
.7

7
5
.3

通
常
９
０
％
未
満
が
望
ま
し
い

※
金
額
は
、
千
円
未
満
を
切
り
捨
て
。
％
及
び
回
に
つ
い
て
は
、
小
数
点
以
下
第
２
位
を
四
捨
五
入
。

分
野

経 済 性自  立  性計  画  性 健  全  性 効 率 性
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平
成
1
8
年
度
財
団
等
経
営
評
価
　
運
営
評
価
表
（
経
営
分
析
定
性
指
標
）

指
  
  
  
 標

評
価
分
野
の
点
数
（
1
0
0
点
）

1
経
営
戦
略
及
び
経
営
目
標
達
成
の
進
捗
状
況
管
理
の
手
段
と
し
て
、
中
長
期
経
営
計
画
が
策
定
さ
れ
て
い
る
か

○
計
画
性

2
年
次
事
業
計
画
書
・
収
支
予
算
書
が
､中
長
期
経
営
計
画
に
基
づ
く
短
期
的
行
動
指
針
と
し
て
作
成
さ
れ
て
い
る
か

△

3
中
長
期
経
営
計
画
や
年
次
事
業
計
画
の
策
定
に
当
た
っ
て
区
の
行
政
サ
ー
ビ
ス
に
関
す
る
計
画
と
の
整
合
性
が
確
保
さ
れ
て
い
る
か

○

4
年
次
計
画
と
年
次
実
績
と
の
乖
離
原
因
の
分
析
と
結
果
が
次
年
度
以
降
の
計
画
へ
反
映
さ
れ
て
い
る
か

△
評 価 の 根 拠 5
事
業
内
容
と
団
体
の
設
立
目
的
が
合
致
し
て
い
る
か

○
目
的
適
合
性

6
事
業
目
標
(定
量
的
数
値
)の
設
定
方
法
が
妥
当
か

○

7
団
体
が
提
供
す
る
サ
ー
ビ
ス
等
に
対
す
る
顧
客
の
満
足
度
を
調
査
・
分
析
し
て
い
る
か

○

8
新
規
事
業
の
企
画
段
階
ま
た
は
新
し
い
商
品
や
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
を
開
始
す
る
際
に
顧
客
の
ニ
ー
ズ
を
調
査
・
分
析
し
て
い
る
か

○
評 価 の 根 拠 9
管
理
者
及
び
職
員
の
能
力
育
成
体
制
が
整
備
さ
れ
て
い
る
か

○
健
全
性

1
0
意
思
決
定
及
び
業
務
の
妥
当
性
を
確
保
す
る
た
め
の
管
理
体
制
が
で
き
て
い
る
か

○

1
1
財
産
管
理
や
会
計
処
理
が
適
正
に
行
わ
れ
て
い
る
か
。
ま
た
、
監
査
の
体
制
が
整
備
さ
れ
て
い
る
か

○

1
2
区
か
ら
の
財
政
的
支
援
（
補
助
金
）
に
依
存
し
な
い
経
営
努
力
を
行
っ
て
い
る
か

△

1
3
個
人
情
報
の
管
理
と
情
報
公
開
は
適
正
に
行
わ
れ
て
い
る
か

○
評 価 の 根 拠

○
：
十
分
で
き
て
い
る
、
△
：
お
お
む
ね
で
き
て
い
る
、
×
：
で
き
て
い
な
い
　
　

1
0
0

 健   全   性

9
0

能
力
育
成
に
あ
た
っ
て
は
、
Ｏ
ＪＴ
を
初
め
と
し
て
外
部
講
師
や
ベ
テ
ラ
ン
職
員
に
よ
る
指
導
育
成
を
行
っ
て
い
る
。
管
理
体
制
に
つ
い
て
は
、
ロ
ー
テ
ー
シ
ョ

ン
職
場
で
あ
る
こ
と
か
ら
意
思
疎
通
を
図
る
こ
と
に
十
分
配
慮
し
て
い
る
。
財
産
管
理
等
は
、
税
理
士
・
監
事
に
よ
る
管
理
体
制
が
整
備
さ
れ
て
い
る
。
区
か

ら
の
財
政
支
援
に
つ
い
て
は
、
収
益
事
業
に
力
点
を
お
き
自
主
財
源
の
確
保
に
努
力
し
て
い
る
。
個
人
情
報
管
理
等
は
規
定
に
従
い
適
正
に
行
わ
れ
て

い
る
。

分
 野

計  画  性
7
5

　 目 的 適 合 性

平
成
1
8
年
3
月
に
「
す
ぎ
な
み
環
境
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
中
期
計
画
」
（
1
8
～
2
2
年
度
）
を
策
定
し
、
1
8
年
度
以
降
の
事
業
を
推
進
し
て
い
る
。

同
計
画
の
策
定
に
あ
た
っ
て
は
、
「
杉
並
区
地
域
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
ビ
ジ
ョ
ン
」
「
杉
並
区
一
般
廃
棄
物
処
理
基
本
計
画
」
と
の
整
合
性
に
留
意
し
、
す
ぎ
な
み

環
境
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
役
割
を
担
っ
た
も
の
と
し
て
い
る
。

　
事
業
内
容
は
、
団
体
の
設
立
目
的
に
合
致
し
て
い
る
が
、
事
業
目
標
の
設
定
に
つ
い
て
は
、
住
民
ニ
ー
ズ
の
変
化
や
住
民
を
取
り
巻
く
環
境
問
題
の
拡

大
な
ど
、
変
動
要
素
が
あ
る
が
概
ね
妥
当
で
あ
る
。
顧
客
満
足
度
の
調
査
・
分
析
は
、
事
業
参
加
者
に
意
見
・
ア
ン
ケ
ー
ト
を
求
め
分
析
し
次
に
活
か
す
よ
う

に
心
が
け
る
。
新
規
事
業
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
委
員
会
で
意
見
を
集
約
し
、
必
要
に
応
じ
て
関
係
団
体
と
調
整
し
な
が
ら
実
施
し
て
い
る
。
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平
成
1
8
年
度
財
団
等
経
営
評
価
　
運
営
評
価
表
（
経
営
分
析
定
性
指
標
）

指
  
  
  
 標

評
価
分
野
の
点
数
（
1
0
0
点
）

分
 野

1
4
財
産
管
理
や
会
計
処
理
が
適
正
に
行
わ
れ
て
い
る
か
。
ま
た
、
監
査
の
体
制
が
整
備
さ
れ
て
い
る
か

○
効
率
性

1
5
人
件
費
を
削
減
す
る
た
め
の
工
夫
が
凝
ら
さ
れ
て
い
る
か

○

1
6
資
産
運
用
効
率
を
改
善
す
る
た
め
の
工
夫
が
凝
ら
さ
れ
て
い
る
か

○

1
7
事
務
処
理
の
効
率
を
改
善
す
る
た
め
の
工
夫
が
凝
ら
さ
れ
て
い
る
か

○

1
8
業
務
の
効
率
化
、
コ
ス
ト
ダ
ウ
ン
の
た
め
に
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
(外
部
委
託
)を
活
用
し
て
い
る
か

○
評 価 の 根 拠 1
9
同
種
の
事
業
形
態
、
同
規
模
の
他
団
体
を
業
績
向
上
の
比
較
対
象
と
し
て
設
定
し
、
業
績
改
善
の
努
力
を
行
っ
て
い
る
か

○
経
済
性

2
0
サ
ー
ビ
ス
コ
ス
ト
低
減
の
た
め
の
努
力
(施
策
)を
行
っ
て
い
る
か

○

2
1
物
品
の
調
達
コ
ス
ト
低
減
の
た
め
の
努
力
(施
策
)を
行
っ
て
い
る
か

○

2
2
交
渉
や
入
札
等
に
よ
り
外
部
委
託
コ
ス
ト
(業
務
委
託
費
)低
減
の
た
め
の
努
力
(施
策
)を
行
っ
て
い
る
か

○

2
3
事
業
収
入
を
増
加
さ
せ
る
た
め
の
努
力
(施
策
)を
行
っ
て
い
る
か

○
評 価 の 根 拠

1
0
0

効  率  性

1
0
0

経  済  性

財
産
管
理
等
は
、
税
理
士
・
監
事
に
よ
る
監
査
体
制
が
整
備
さ
れ
て
い
る
。
人
件
費
に
つ
い
て
は
フ
ル
タ
イ
ム
職
員
は
雇
わ
ず
、
１
６
日
勤
務
の
職
員
を
原

則
と
し
て
お
り
、
他
は
補
助
職
員
（
パ
ー
ト
）
を
採
用
し
て
い
る
。
ま
た
、
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
の
協
力
を
得
て
運
営
し
て
い
る
の
で
削
減
効
果
は
得
ら
れ
て
い
る
。
資

産
は
ほ
と
ん
ど
無
い
に
等
し
い
。
事
務
処
理
に
つ
い
て
は
Ｏ
Ａ
化
を
図
っ
て
い
る
。
外
部
委
託
は
、
清
掃
警
備
の
み
で
な
く
、
家
具
等
の
整
備
・
配
送
、
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
の
維
持
管
理
、
広
報
・
普
及
啓
発
等
の
企
画
や
作
成
等
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
的
な
事
業
委
員
に
お
願
い
し
て
い
る
。

比
較
で
き
る
類
似
団
体
が
無
い
た
め
単
純
比
較
で
き
な
い
が
、
全
職
員
の
非
常
勤
化
等
の
努
力
を
し
て
い
る
。
サ
ー
ビ
ス
コ
ス
ト
・
物
品
の
調
達
コ
ス
ト
低
減

に
つ
い
て
は
、
見
積
も
り
や
比
較
情
報
な
ど
他
の
実
施
状
況
を
参
考
に
す
る
な
ど
コ
ス
ト
低
減
に
取
り
組
ん
で
い
る
。
外
部
委
託
に
つ
い
て
は
清
掃
・
警
備

な
ど
は
入
札
交
渉
に
よ
り
経
費
削
減
に
努
力
し
て
い
る
。
事
業
収
入
の
増
加
に
つ
い
て
は
ひ
ろ
ば
高
井
戸
に
お
け
る
各
種
販
売
に
当
た
っ
て
日
常
的
に
努

力
し
、
実
績
の
向
上
に
努
め
た
。
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平
成
1
8
年
度
杉
並
区
財
団
等
経
営
評
価
に
よ
る
改
善
計
画

代
表
者

電
話

・
環
境
情
報
館
の
管
理
運
営
等
に
つ
い
て
は
、
環
境
問
題
の
普
及
啓
発
事
業
の
展
開
拠
点
と
し
て
種
々
の
事
業
を
実
施
し
一
定
の
成
果
を
挙
げ
る
こ
と
が
で
き
た
。

・
家
具
・
衣
料
品
の
販
売
、
不
用
品
情
報
コ
ー
ナ
ー
の
運
営
に
つ
い
て
は
、
区
民
の
リ
サ
イ
ク
ル
意
識
の
定
着
化
に
と
も
な
い
件
数
的
に
も
成
果
が
出
て
い
る
。

・
環
境
情
報
館
を
会
場
と
し
て
実
施
さ
れ
た
各
種
講
座
・
講
演
会
に
つ
い
て
も
講
座
内
容
等
の
厳
選
、
充
実
し
た
こ
と
に
と
も
な
い
受
講
者
が
増
加
し
た
。

・
あ
ん
さ
ん
ぶ
る
荻
窪
の
活
性
化
を
図
る
上
で
、
講
座
・
講
習
会
に
つ
い
て
は
、
日
常
生
活
に
密
着
し
た
内
容
の
選
択
充
実
に
取
り
組
み
、
好
評
が
得
ら
れ
た
。

・
集
団
回
収
に
あ
っ
て
は
、
区
民
に
資
源
再
利
用
意
識
の
高
揚
が
見
ら
れ
、
回
収
量
も
前
年
度
比
で
約
1
0
％
の
増
加
と
な
っ
た
。

・
環
境
問
題
は
、
多
く
の
区
民
が
共
通
の
社
会
問
題
と
し
て
の
認
識
に
立
ち
、
協
働
し
て
い
く
こ
と
で
取
り
組
み
の
成
果
に
差
が
出
て
く
る
こ
と
か
ら
、
区
民
の
意
識
高
揚
へ
の
取
り
組
み
の

充
実
を
図
っ
て
い
く
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。

総 合 方 針

 リ ス ト

添 付 資 料

５
３
４
７
－
２
２
５
５

熊
　
倉
　
　
健
　
介

既
存
事
業
内
容
の
一
層
の
拡
充
を
図
る
こ
と
に
よ
り
、
法
人
と
し
て
の
自
主
性
を
さ
ら
に
活
か
し
、
自
主
財
源
の

獲
得
に
力
を
入
れ
て
い
く
と
と
も
に
、
杉
並
の
環
境
情
報
の
総
合
的
発
信
基
地
と
し
て
充
実
さ
せ
る
よ
う
、
区
民
、

行
政
、
事
業
者
と
の
協
働
を
推
し
進
め
て
い
き
た
い
。

団
体
名
称
特
定
非
営
利
活
動
法
人
　
　
す
ぎ
な
み
環
境
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

主 な 取 り 組 み

最 近 五 年 間 の

成 果 ・ 反 省

前 年 度 の 取 り 組 み

組 み ・ 目 標

今 年 度 の 取 り

 家
具
・
衣
料
の
販
売
は
、
当
法
人
に
と
っ
て
唯
一
の
収
益
事
業
で
あ
る
こ
と
か
ら
さ
ら
に
力
を
注
ぎ
、
本
来
目
的
で
あ
る
リ
サ
イ
ク
ル
の
推
進
と
ご
み
の
減
量
に
つ
な
が
る
よ
う
一
層
取
り
組

み
を
強
化
さ
せ
て
い
き
た
い
。
ま
た
、
あ
ん
さ
ん
ぶ
る
荻
窪
の
会
議
室
等
貸
し
出
し
業
務
に
つ
い
て
は
、
利
用
者
に
と
っ
て
施
設
の
立
地
条
件
が
良
い
事
か
ら
、
満
度
に
活
用
さ
れ
る
よ
う
Ｐ

Ｒ
に
力
点
を
置
く
と
と
も
に
、
区
民
が
気
持
ち
良
く
利
用
で
き
る
施
設
と
な
る
よ
う
、
区
民
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
に
努
め
て
行
き
た
い
。

当
団
体
は
、
平
成
１
５
年
２
月
に
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
と
し
て
設
立
し
以
下
の
問
題
に
取
り
組
ん
で
き
た
。

①
家
具
及
び
衣
料
品
の
リ
ユ
ー
ス
事
業
　
②
不
用
品
情
報
コ
ー
ナ
ー
の
運
営
　
③
フ
リ
ー
マ
ー
ケ
ッ
ト
の
運
営
　
④
集
団
回
収
事
業
の
推
進
　
⑤
デ
ィ
ッ
シ
ュ
・
リ
ユ
ー
ス
・
シ
ス
テ
ム
の
運

営
　
⑥
普
及
啓
発
事
業
　
⑦
環
境
情
報
館
活
性
化
へ
の
取
り
組
み
　
等
広
く
環
境
問
題
へ
の
取
り
組
み
を
行
っ
て
き
た
。

加
え
て
、
１
６
年
度
よ
り
「
あ
ん
さ
ん
ぶ
る
荻
窪
」
の
施
設
利
用
の
受
付
及
び
環
境
情
報
館
に
於
い
て
、
新
し
い
普
及
啓
発
等
の
事
業
や
館
の
活
性
化
事
業
な
ど
、
各
種
事
業
を
受
託
し
て

き
た
。
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平成18年度杉並区財団等経営評価　問題点検討表（二次評価）

主管部
課係名

団体名

電話番号

内３７３３

環境清掃部
　清掃管理課リサイクル推進係

特記
事項

経
済
性

損益分岐点比率が90％未満なので望ましい状態である。

健
全
性

これまでの課題であった中期計画が策定された。この計画に沿いながら、また、区の環境行政計画との整合性もとり
ながら、特定非営利活動法人としての使命を達成していってほしい。

目
的
適
合
性

16年度よりあんさんぶる荻窪の貸室業務を受託したため経常支出における人件費比率が高くなっている。全体的な
運営の効率化を図りながら人件費比率を減少させていくことが課題である。

経
済
性

同種同規模の団体がないので比較はできないが、業績向上のため努力や工夫を全職員で取り組んでいる。

自主事業も委託事業も団体の設立目的とほぼ合致している。区民ニーズの把握に努め、事業実績を上げている
が、環境分野を取り巻く情勢は日々変化しているので、その変化に対応しながら事業を進めていく必要がある。

特定非営利活動法人
　すぎなみ環境ネットワーク

定
量
評
価

自
立
性

区委託事業の依存度が高い。自立性を高めるために収益事業の比率を高めていく必要がある。

計
画
性

事業費の対計画比率が増加しているので、計画的に事業が実施されていることが伺える。また、事業費比率、管理
費比率について、16年度、17年度と変化はないが、継続して見ると事業費が増加し、管理費が減少しているので望
ましい状況である。

効
率
性

継続的に効率的な運営を行えるよう改善しているので、今後も管理費が減少するよう努力をしてほしいが、削減率
の大幅な伸びは難しいと思う。

計
画
性

効
率
性

経営分析、課題と問題点

定
性
評
価

健
全
性

健全な運営を行える体制が整備されている。ローテーション職場であるため、意思疎通を図るよう工夫している。
区からの財政的支援についてはまだ必要な状況であるが、将来的に財政的支援に依存しない経営力をもつために
も、収益事業の他に会費収入を増やしていく必要がある。

ボランティア的事業委員の協力を得ながら運営するなどして、人件費削減の工夫をしている。
事務処理については、職員のOA機器活用能力をより一層高めながら、引き続き効率的に行ってほしい。
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自主財源の根幹となる家具販売件数が若干減少したので、安定的な団体運営を行っていくためにも目標を
達成できるようＰＲを強化するなど工夫して販売件数を伸ばしてほしい。

事業分析、課題と問題点

家具引取件数は若干減少したものの、集団回収団体数、衣料品販売所来店者数、講座・講習会参加者
数、貸室実績は増加している。区民ニーズのある事業を実施していることを示している。新規顧客も開拓しな
がら、今後も更なる増加に努めてほしい。

活
動
指
標

析
・
評
価

現
状
の
分

コ
ス
ト

職員一人一人がコスト削減に向けた工夫や努力をしている。このまま継続するとともに、新たなコスト削減の
方法を考えるなども試みてほしい。

事
業
の
推
移
サ
ー

ビ
ス

区との関連が強い団体のため、区と協働で多くの事業を行っている。区との協働事業において、区退職者で
ある事務局職員が区との橋渡し役となり、組織的に効率的な運営ができることを期待する。

財
務
状
況

全事業の事業費における区委託事業の事業費の割合が高いので、使途の自由度が高い事業収入や会費
収入を増やし、自主財源確保に努めてほしい。

（
分
析

、
課
題
と
問
題
点

）

所
管
部
課
経
営
評
価
総
合
コ
メ
ン
ト

組
織

の
考
え
方

目
標
設
定

家具の販売件数は若干減少しているが、集団回収回収量、貸室利用率は増加している。事業内容の検討
や区民サービスの向上に努めた結果である。成

果
指
標

活
動
指
標

成
果
指
標

集団回収事業、普及啓発事業、貸室業務は、区からの業務委託である。目標を達成できるようすぎなみ環
境ネットワークと話し合いながら、事業を進めていくとともに、今後も一層の努力を期待したい。

特定非営利活動法人としての中期計画を策定したことで、すぎなみ環境ネットワークの視点が明確になり、環境行政の
一翼を担っていく団体として期待したい。今後は、この計画に沿って、使命を達成してほしい。

区民ニーズに応えようと努力しており、その結果がサービス利用人数に反映されている。今後も区民のニー
ズにあった事業運営を行ってほしい。
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７ 
杉
並
区
文
化
・
交
流
協
会 

 

fujisaku-takahi
86



名称 代表者 所管部課

基本
財産

設立
年月日

電話

レーダーチャート

評価 得点

A B B 63

A B B 75

A A A 80

B B B 70

A A A 80

A A B 368

単位 平成15年度 平成16年度 平成17年度

千円 97,602 103,813 97,921

千円 97,602 103,813 97,921

千円 17,497 20,539 26,704

％ 65.5 67.3 64.7

千円 27,922 27,785 28,067

％ 76.0 74.7 69.0

％ 24.0 25.3 31.0

千円 1,814 1,798 1,863

千円 0 0 0

％ 17.5 17.5 23.4

千円 97,565 99,746 101,325

人 34 34 34

％ 5.6 5.6 5.6

単位 平成15年度 平成16年度

回 59 65

回 21 23

人 1,367 1,298

人 20,879 19,864

人 1,726 1,654 1,281

経
営
実
績

○文化芸術鑑賞・育成振興事業の開催　　　50回　　51,898,860円
○文化芸術の共催・後援承認件数　　　　　　55件
○国内・国際交流事業の開催　　　　　　　　  18回
○文化・交流協会登録会員数　　　　　　　1,204人
○協会広報紙コミュかるの発行　　　　　 46,000部×4回
○協会リーフレットSeedの発行　　　　　  10,000部×6回
○ニュースレターの発行　　　　　　　　　　 1,800部×12回

事
業
分
析

文化・芸術鑑賞、
育成事業の実施
国内・国際交流事
業の実施回数

活動
指標

成果
指標

文化・交流協会登
録会員数

平成17年度

区民生活部
文化・交流課

大束　百合子

団体による自己評価結果

文化・芸術鑑賞、
育成事業入場者

算式

音楽・美術・演劇・伝統芸能・映画鑑
賞・育成振興事業の実施回数

20,979

50

18

1,204

職員一人当たり事業収入

資産

補助金収入依存度

受益者負担

事業費比率

－

総合

事業目的
杉並区における文化・芸術活動及び国内・国際交
流の振興を図ることにより、活力のある開かれた地
域社会の発展と心豊かな区民生活の形成に寄与
することを目的とする。

計画性

目的適合性

健全性

効率性

経済性

１５年度評
価

　　　平成１８年度杉並区財団等経営評価表

組織

経
営
分
析

（
定
量
評
価

）

顧客（サービス対象）
全区民（在勤・在学を含
む）、協会事業に賛同し参
加する区外在住者。

事業内容
○文化・芸術に関する鑑賞事業
○文化・芸術活動の育成・振興事業
○友好都市等との交流事業
○外国・市民との芸術・文化等交流事業
○地域における国内・国際交流の推進、相談に
関する事業
○交流団体との連携及び育成振興事業
○協会の広報、情報の提供に関する事業
○その他事業（会員事業等）

平成12年4月1日 内4103（文化）

団
体
概
要

経
営
分
析

（
定
性
評
価

）

杉並区文化・交流協会

総収入

総支出

国内・国際交流事
業参加者数

指標名

個人会員数

音楽・美術・演劇・伝統芸能・映画鑑
賞・育成振興事業の入場者数

国内・国際交流事業の参加者数

国内・国際交流事業の開催回数

財務

管理費比率

１６年度評
価

１７年度

常勤役員比率

特記事項

経常収支

経常支出人件費比率

損益分岐点

総職員数

主要指標

定性評価レーダーチャート

0

20

40

60

80

100
計画性

目的適合性

健全性効率性

経済性
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【財団等団体経営評価】

【所管部課経営評価】

事業分析・現状の分析・評価

経営分析・定量評価 事業分析
　経営努力の積み重ねにより事業収入が
大きく増加した。一方、区職員の引き上
げ非常勤化に伴い、管理費比率及び人
件費比率が大幅に増加している。区職員
の人件費が評価の対象に組み込まれて
いないことから変動が大きく現れる。経営
分析の改善を図る必要がある。

・事業収入が増加する中で補助金収入が減少しており、区に依存しない財務経営ができたことは評価できる。
・平成18年度から、スマートすぎなみ計画に基づく「文化・交流協会のあり方」の見直し及び平成18年1月の「文化芸術振興に向けた新たな支
援策について」の報告に基づき、文化交流協会は、文化事業と交流事業の専門性を高め、効果的に事業を進めていくため、杉並区文化協
会と杉並区交流協会に分離された。2つの協会には、分離後もそれぞれの専門性を活かした会員（区民）サービスの提供と健全な財政運営
が実行されるよう期待する。

　事業は設立目的に従って実施されており、区民の好評を得ている。今後も区民要望や時流に沿った事業に取り組むことが必要である。ま
た、平成１８年度から文化と交流部門を分離し、それぞれの専門性を高め、効果的に事業を進めていく必要がある。

　計画性、目的適合性は、事業目的に沿った事業運営を推進
している。
　効率性については、協会非常勤職員の適正配置により運営
の効率化が図られた。

　事業収入は昨年に引き続き事業努力により増加している。また、平成１７年
度は人件費比率が高くなっているが、区職員の人件費が計算に入ってなく
取り扱いに再考が必要と考える。

　協会の登録会員数は年々減少傾向に
あるが、協会の分離によって交流部門の
一層の会員減少が予想されるため、PR等
の方法に研究の必要がある。

　目標設定は困難な面もあるが、回数の増だけ
でなく、魅力ある内容の事業を行い、参加者を
増やすことが必要である。

　事業収入の拡大につとめ、補助金収入の依存
度をおさえる努力が必要である。

【総合経営評価（三次評価）】

事業分析・事業の推移事業分析・目標設定の考え方

【財団等団体経営評価（一次評価）】

【所管部課経営評価（二次評価）】
経営分析・定性評価 経営分析・定量評価

　平成18年の協会分離に向けて、事業の見直しを行い
主催事業を縮小した。一方で共催、後援事業について
は年々増加してきている。新たな協会の発足に向けて、
実施する事業の検討を行う必要がある。

　平成17年10月「協会の今後のあり方について」及び平成18年1月「文化芸術振興に向けた新たな支援策について」により、新たな協会の方
向性が決定された。この方針に沿って一部の事務事業見直しを図ってきたが、今後、方針の具体化に向けて更に検討を進め、事業の再構
築を行う必要がある。協会の登録会員数は年々減少傾向にあるが、協会の分離によって交流部門の一層の会員減少が予想される。協会
PR、区民ニーズに合った魅力のある事業の企画に努め、会員拡大を図る必要がある。

経営分析・定性評価
　計画性や目的適合性は、平成14年度
に策定した基本計画に基づき事業展開し
ている。平成17年度は、協会非常勤職員
の配置の適正化を図るなど、運営の効率
化を図った。
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平
成
1
8
年
度
杉
並
区
財
団
等
運
営
評
価
－
事
業
分
析
Ⅰ
（
事
業
概
要
）

代
表
者

所
管
部
課
係
名

設
立
年
月
日

電
話

区
民
生
活
部
文
化
・
交
流
課

－
内
４
１
０
３
　
文
化
協
会

大
束
　
百
合
子

平
成
1
2
年
4
月
1
日

杉
並
区
文
化
・
交
流
協
会

団
体
名
称

基
本
財
産

組 織 構 成

事
務
局
　
1
8
人
：
常
務
理
事
、
事
務
局
長
、
管
理
係
（
常
勤
1
人
）
、
文
化
係
（
常
勤
4

人
、
非
常
勤
2
人
）
、
交
流
係
（
常
勤
2
人
、
非
常
勤
3
人
）
、
コ
ミ
ュ
か
る
シ
ョ
ッ
プ
（
パ
ー

ト
4
人
）

理
事
会
　
1
7
人
：
理
事
長
、
副
理
事
長
2
人
、
常
務
理
事
、
理
事
1
1
人
、
監
事
2
人

全
区
民
（
在
勤
・
在
学
含
む
）
及
び
協
会
事
業
に
賛
同
し
参
加
す
る
区
外
在
住
者

事 業 規 模

1
7
年
度

予
算
規
模
：
　
1
0
9
,8
7
8
千
円

会
員
数
：
　
個
人
会
員
1
,2
0
4
人
、
団
体
会
員
6
団
体
、
法
人
会
員
2
法
人

事
業
概
要
/
回
数

○
文
化
・
芸
術
鑑
賞
及
び
育
成
・
振
興
事
業
/
　
　
回

　
日
本
フ
ィ
ル
ハ
ー
モ
ニ
ー
交
響
楽
団
シ
ー
ズ
ン
コ
ン
サ
ー
ト
・
美
術
展
・
若
手
あ
と
お

し
落
語
会
・
在
住
音
楽
家
サ
ロ
ン
コ
ン
サ
ー
ト
・
シ
ア
タ
ー
ト
ー
ク
・
杉
並
演
劇
祭
な
ど

○
国
内
・
国
際
交
流
事
業
/
　
　
事
業

　
海
外
文
化
セ
ミ
ナ
ー
・
国
際
交
流
料
理
講
座
・
国
際
交
流
バ
ス
ハ
イ
キ
ン
グ
・
ウ
ェ
ル

カ
ム
パ
ー
テ
ィ
ー
・
外
国
人
相
談
・
ジ
ャ
パ
ン
デ
イ
・
ス
ピ
ー
チ
大
会
・
日
本
語
交
流
会

な
ど
○
P
R
活
動

　
協
会
報
の
発
行
：
年
4
回
×
4
6
,0
0
0
部
・
ニ
ュ
ー
ス
レ
タ
ー
の
発
行
：
毎
月
1
,8
0
0
通
、

リ
ー
フ
レ
ッ
ト
の
発
行
：
年
6
回
×
1
0
,0
0
0
部
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
へ
の
ア
ク
セ
ス
件
数
：

5
7
,1
9
9
件

事 業 目 的顧 　 客

杉
並
区
に
お
け
る
文
化
・
芸
術
活
動
及
び
国
内
・
国
際
交
流
の
振
興
を
図
る
こ
と
に
よ

り
、
活
力
あ
る
開
か
れ
た
地
域
社
会
の
発
展
と
心
豊
か
な
区
民
生
活
の
形
成
に
寄
与

す
る
。

事 業 内 容

○
文
化
芸
術
に
関
す
る
鑑
賞
事
業

　
区
民
が
優
れ
た
文
化
・
芸
術
を
比
較
的
安
価
で
触
れ
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
音
楽
・
美

術
・
演
劇
・
伝
統
芸
能
・
映
画
な
ど
の
鑑
賞
機
会
を
提
供
す
る
。

○
文
化
・
芸
術
活
動
の
育
成
・
振
興
事
業

　
文
化
活
動
の
育
成
な
ど
、
区
民
の
創
造
的
な
文
化
・
芸
術
活
動
を
支
援
し
、
文
化
を
通
し

た
区
民
の
ふ
れ
あ
い
と
地
域
の
文
化
を
サ
ポ
ー
ト
す
る
。

○
友
好
都
市
と
の
友
好
親
善
の
推
進
に
関
す
る
事
業

　
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
の
ウ
ィ
ロ
ビ
ー
市
及
び
大
韓
民
国
ソ
ウ
ル
特
別
市
端
草
区
の
芸
術
・
文

化
・
ス
ポ
ー
ツ
等
の
交
流
推
進
の
た
め
、
友
好
親
善
訪
問
団
の
派
遣
や
受
入
れ
な
ど
を
行

う
。
ま
た
、
国
内
友
好
都
市
の
北
海
道
風
連
町
・
群
馬
県
吾
妻
村
と
の
相
互
交
流
を
進
め

る
。
○
地
域
に
お
け
る
国
内
・
国
際
交
流
の
推
進
及
び
調
査
並
び
に
相
談
に
関
す
る
事
業

　
日
本
語
交
流
会
、
ウ
ェ
ル
カ
ム
パ
ー
テ
ィ
ー
、
バ
ス
ハ
イ
ク
、
外
国
人
相
談
等
を
実
施
す

る
。
ま
た
、
関
係
機
関
・
団
体
と
連
携
し
、
協
働
事
業
や
事
業
援
助
や
交
流
に
関
す
る
調

査
、
資
料
の
収
集
・
提
供
を
行
う
。

○
外
国
都
市
及
び
そ
の
市
民
と
の
芸
術
・
文
化
・
ス
ポ
ー
ツ
・
産
業
等
の
交
流
の
推
進
に

関
す
る
事
業

　
海
外
文
化
セ
ミ
ナ
ー
、
国
際
交
流
料
理
講
座
を
実
施
す
る
。

○
交
流
団
体
の
育
成
振
興
事
業

　
自
主
グ
ル
ー
プ
の
育
成
の
た
め
、
活
動
助
成
や
国
際
交
流
サ
ロ
ン
を
開
設
・
運
営
す
る
。

区 へ の 要 望

○
文
化
係
の
事
務
所
は
、
現
在
杉
並
会
館
内
に
あ
る
が
、
交
通
の
便
が
悪
い
上
に
、
看
板

す
ら
掲
げ
ら
れ
て
い
な
い
状
況
で
あ
る
。
今
後
杉
並
区
の
文
化
芸
術
活
動
の
核
と
し
て
情

報
を
広
く
発
信
、
提
供
し
て
い
く
た
め
に
も
事
務
所
の
移
転
を
望
む
。
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平
成
1
8
年
度
杉
並
区
財
団
等
運
営
評
価
－
事
業
分
析
Ⅱ
（
事
業
評
価
指
標
）

目
標
値
目
標
年
度

回
5
9

6
5

5
0

5
5
毎
年

回
3
5

4
1

5
5

回
2
1

2
3

1
8

人
1
,3
6
7
1
,2
9
8
1
,2
0
4
1
,5
5
0
1
9

部
1
8
4
,0
0
0
1
8
4
,0
0
0
1
8
4
,0
0
0
3
0
0
,0
0
0
1
9

人
2
0
,8
7
9
1
9
,8
6
4
2
0
,9
7
9
2
1
,0
0
0
毎
年

人
1
,7
2
6
1
,6
5
4
1
,2
8
1

％
1
0
6
.1

9
5
.5

9
2
.8

○
優
れ
た
鑑
賞
事
業
や
育
成
・
振
興
事
業
を
低
廉
な
価
格
で
提
供
す
る
と
い
う
考
え
の
も
と
、
費
用
対

効
果
、
運
営
組
織
規
模
等
を
勘
案
し
て
設
定
し
た
。

○
各
種
催
し
へ
の
参
加
を
促
す
た
め
、
充
実
し
た
情
報
の
提
供
に
努
め
る
。

○
協
会
を
支
え
る
会
員
を
増
や
し
、
知
名
度
を
高
め
る
た
め
、
会
員
制
度
の
P
R
に
努
め
る
。

現
状
の
分
析
・
評
価

○
平
成
1
7
年
度
の
文
化
事
業
の
実
施
回
数
は
、
平
成
1
6
年
度
に
「
日
フ
ィ
ル
友
好
提
携
1
0
周
年
記

念
事
業
」
を
実
施
し
た
こ
と
や
、
協
会
事
業
の
あ
り
方
（
平
成
1
7
年
1
0
月
）
に
基
づ
き
主
催
事
業
の
見
直

し
を
行
っ
た
た
め
、
大
き
く
減
少
し
た
。
今
後
、
新
協
会
の
鑑
賞
事
業
に
つ
い
て
、
全
て
の
事
業
を
対

象
に
見
直
す
必
要
が
あ
る
。

○
会
員
募
集
の
呼
び
か
け
は
、
日
頃
か
ら
機
会
を
と
ら
え
て
努
力
し
て
い
る
が
、
登
録
会
員
数
が
毎
年

減
少
し
て
き
て
い
る
。
区
民
等
に
協
会
の
存
在
そ
の
も
の
が
十
分
に
認
知
さ
れ
て
い
る
と
は
言
い
が
た

い
現
状
で
あ
り
、
協
会
予
算
に
お
け
る
広
報
費
の
比
率
を
上
げ
P
R
に
努
め
る
必
要
が
あ
る
。
ま
た
、
協

会
分
離
後
は
交
流
部
門
の
会
員
の
減
少
が
予
想
さ
れ
、
会
員
制
度
に
つ
い
て
検
討
す
る
必
要
が
あ

る
。
○
区
内
に
は
約
1
万
1
千
人
の
外
国
人
が
地
域
の
一
員
と
し
て
暮
ら
し
て
い
る
。
協
会
で
は
、
価
値
観

や
異
文
化
を
互
い
に
認
識
し
つ
つ
、
理
解
・
協
力
し
あ
う
社
会
の
実
現
に
向
け
て
様
々
な
事
業
を
企

画
し
て
き
た
が
、
各
事
業
の
外
国
人
参
加
者
が
、
な
か
な
か
集
ま
ら
な
い
現
実
が
あ
る
。
外
国
人
に
対

す
る
P
R
の
方
法
を
更
に
研
究
す
る
必
要
が
あ
る
。

音
楽
・
美
術
・
伝
統
芸
能
・
映
画
鑑
賞
・
育
成
振
興
事
業
の
参
加
者
数

国
内
・
国
際
友
好
都
市
と
の
交
流
推
進
事
業
、
地
域
に
お
け
る
国
内
・
国
際
交
流

の
推
進
事
業
等
へ
の
参
加
者
数

当
該
年
度
会
員
数
÷
前
年
度
会
員
数
×
１
０
０

目
標
設
定
の
考
え
方

⑧
文
化
・
交
流
協
会
登
録

会
員
数
の
伸
び
率

成 果 指 標

⑥
文
化
芸
術
鑑
賞
・
育
成

振
興
事
業
入
場
者
数

協
会
運
営
を
支
え
る
区
民
・
団
体
・
企
業
の
会
員
制
度

1
回
4
6
,0
0
0
部
×
年
4
回
発
行

地
域
の
文
化
芸
術
活
動
を
支
援
し
た
共
催
・
後
援
の
回
数

国
内
・
国
際
交
流
事
業
の
実
施
回
数

音
楽
・
美
術
・
伝
統
芸
能
・
映
画
鑑
賞
・
育
成
振
興
事
業
の
実
施
回
数

①
文
化
芸
術
鑑
賞
・
育
成

振
興
事
業
の
開
催
回
数

指
標
名

単
位

目
標

1
6
年
度
実
績
1
7
年
度
実
績

式
・
具
体
的
内
容

1
5
年
度
実
績

⑦
国
内
・
国
際
交
流
事
業

参
加
者
数

活 動 指 標

③
国
内
・
国
際
交
流
事
業
の

開
催
回
数

④
文
化
・
交
流
協
会
登
録

会
員
数

⑤
協
会
広
報
紙
の
発
行
部

数②
文
化
・
芸
術
の
共
催
・
後

援
回
数
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平
成
1
8
年
度
杉
並
区
財
団
等
運
営
評
価
－
事
業
分
析
Ⅲ
（
事
業
の
推
移
）

算
式
・
説
明

単
位
１
３
年
度
１
４
年
度
１
５
年
度
１
６
年
度
１
７
年
度

備
考

総
収
入
（
経
常
収
入
）

千
円
8
3
,7
4
0
9
6
,0
8
2
9
7
,6
0
2
1
0
3
,8
1
3
9
7
,9
2
1

千
円
5
6
,6
1
5
5
0
,8
7
3
6
3
,9
5
2
6
9
,8
2
2
6
3
,3
6
5

事
業
収
入
＋
掛
金
収
入

千
円
2
4
,1
6
3
4
0
,3
8
2
3
2
,6
5
6
3
2
,3
6
8
3
3
,5
3
6

千
円

千
円

千
円
2
1
,8
5
1
3
6
,4
1
2
2
7
,9
2
2
2
7
,7
8
5
2
8
,0
6
7

受
益
者
負
担
比
率

受
益
者
負
担
÷
総
事
業
費

％
3
5
.6

4
7
.9

3
7
.6

3
5
.8

4
1
.6

総
支
出
（
経
常
支
出
）

千
円
8
0
,0
2
0
9
6
,0
8
2
9
7
,6
0
2
1
0
3
,8
1
3
9
7
,9
2
1

事
業
に
係
る
人
件
費
を
含
む

千
円
6
1
,3
9
4
7
5
,9
8
4
7
4
,1
8
7
7
7
,5
4
7
6
7
,5
2
4

区
か
ら
の
受
託
事
業
に
係
る
人
件
費
を
含
む
千
円

管
理
に
係
る
人
件
費
を
含
む

千
円
1
8
,6
2
5
2
0
,0
9
8
2
3
,4
1
5
2
6
,2
6
5
3
0
,3
9
7

千
円
1
1
,2
9
9
1
4
,0
6
7
1
7
,0
7
6
1
8
,2
2
0
2
2
,9
2
5

千
円

千
円
1
7
,4
7
4
1
1
,1
5
9
1
7
,4
9
7
2
0
,5
3
9
2
6
,7
0
4

千
円
9
,1
2
8
6
,5
3
3
1
2
,6
0
0
1
5
,6
4
2
2
1
,8
0
7

千
円
8
,3
4
6
4
,6
2
6
4
,8
9
6
4
,8
9
6
4
,8
9
6

千
円

役
員
、
派
遣
職
員
、
固
有
職
員
の
総
数
人

2
9

2
9

3
4

3
4

3
4

人
1

1
1

1
1

人
1
6

1
6

1
6

1
6

1
6

区
か
ら
の
派
遣
職
員

人
8

8
8

8
7

人

パ
ー
ト
タ
イ
ム
、
ア
ル
バ
イ
ト
を
含
む

人
4

4
9

9
1
0

人
1
9
,3
0
7
2
0
,9
0
0
2
2
,3
7
4
2
1
,5
1
8
2
2
,2
6
0

サ
ー
ビ
ス
利
用
年
間
延
べ
人
数
÷
職
員
数
人

1
,4
8
5
1
,6
0
8
1
,7
2
1
1
,6
5
5
1
,7
1
2

鑑
賞
事
業
費
÷
参
加
人
数

円
2
,7
7
8
2
,9
0
4
2
,9
9
8
3
,1
8
3
2
,7
6
2

育
成
振
興
事
業
費
÷
参
加
人
数

円
2
,1
9
9
4
,5
0
3
2
,1
9
4
2
,8
5
7
1
,4
4
1

交
流
事
業
費
÷
参
加
人
数

円
5
,6
8
8
4
,7
7
5
4
,1
7
0
4
,7
3
7
4
,4
0
5

※
　
千
円
単
位
の
も
の
は
、
千
円
未
満
を
切
り
捨
て
、
円
単
位
の
も
の
は
１
円
未
満
を
切
り
捨
て
。
　
　
％
に
つ
い
て
は
、
小
数
点
以
下
第
２
位
を
四
捨
五
入
。

平
成
1
6
年
6
月
か
ら
相
談
役

を
迎
え
た
が
、
特
殊
な
扱
い

の
た
め
、
非
常
勤
職
員
数
に

は
参
入
し
な
い
。

 内
　
区
か
ら
の
受
託
事
業
に
係
る
人
件
費

常
勤
役
員
数

非
常
勤
役
員
数

派
遣
職
員
数

常
勤
固
有
職
員
数

非
常
勤
固
有
職
員
数

文
化
・
芸
術
に
関
す
る
鑑
賞
事
業

総
職
員
数

サ
ー
ビ
ス
利
用
年
間
延
べ
人
数

職
員
一
人
当
た
り
サ
ー
ビ
ス
利
用
人
数

事
業
収
入

基
本
財
産
運
用
収
入
額

　
内
　
区
か
ら
の
受
託
事
業
費

資
産

正
味
財
産

負
債

基
本
財
産
額

り コ ス ト

単 位 当 た

全
事
業
の
事
業
費

 内
　
区
か
ら
の
受
託
事
業
の
事
業
費

管
理
費

総
人
件
費

文
化
・
芸
術
の
育
成
・
振
興
事
業

国
内
・
国
際
交
流
事
業

組   織 サ ー ビ ス

内  訳

項
目

財  務  状  況

総 収 入 の う ち

補
助
金
収
入

総 支 出 の う ち

受
益
者
負
担
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平
成
1
8
年
度
財
団
等
経
営
評
価
　
運
営
評
価
表
（
経
営
分
析
定
量
指
標
）

指
標

算
定
式

単
位
１
５
年
度
１
６
年
度
１
７
年
度

特
記
事
項

参
考

1
事
業
費
の
対
計
画
比
率
全
事
業
の
事
業
費
（
決
算
額
）
÷
当
初
予
算
事
業
費
額
×
１
０
０
％

9
9
.0

9
4
.2

9
2
.1

2
経
常
収
支

経
常
収
入
（
総
収
入
）
ー
経
常
支
出
（
総
支
出
）

千
円

0
0

0
通
常
黒
字
が
望
ま
し
い

3
経
常
収
支
比
率

経
常
収
入
÷
経
常
支
出
×
１
０
０

％
1
0
0
.0
1
0
0
.0
1
0
0
.0

通
常
１
０
０
％
以
上
が
望
ま
し
い

4
事
業
収
入
合
計
の
伸
長
率
当
該
年
度
の
事
業
収
入
÷
前
年
度
の
事
業
収
入
×
１
０
０

％
8
0
.9

9
9
.1
1
0
3
.6

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

5
経
常
収
入
の
伸
長
率

当
該
年
度
の
経
常
収
入
÷
前
年
度
の
経
常
収
入
×
１
０
０

％
1
0
1
.6
1
0
6
.4

9
4
.3

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

6
事
業
費
比
率

全
事
業
の
事
業
費
÷
経
常
支
出
×
１
０
０

％
7
6
.0

7
4
.7

6
9
.0

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

7
管
理
費
比
率

管
理
費
÷
経
常
支
出
×
１
０
０

％
2
4
.0

2
5
.3

3
1
.0

通
常
減
少
が
望
ま
し
い

8
補
助
金
収
入
依
存
度

補
助
金
収
入
÷
総
収
入
合
計
×
１
０
０

％
6
5
.5

6
7
.3

6
4
.7

通
常
減
少
が
望
ま
し
い

9
収
益
事
業
比
率

収
益
事
業
の
事
業
費
÷
全
事
業
の
事
業
費
×
１
０
０

％
8
3
.0

8
3
.8

7
6
.9

1
0
区
委
託
事
業
依
存
度

区
委
託
事
業
費
÷
全
事
業
の
事
業
費
×
１
０
０

  
(補
助
金
は
含
ま
ず
）

％

1
1
正
味
財
産
構
成
比
率

正
味
財
産
÷
（
負
債
+
正
味
財
産
）
×
１
０
０

％
2
8
.0

2
3
.8

1
8
.3

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

1
2
基
本
財
産
運
用
収
入
率
基
本
財
産
運
用
収
入
額
÷
基
本
財
産
額
×
１
０
０

％
通
常
増
加
が
望
ま
し
い

1
3
経
常
支
出
人
件
費
比
率
総
人
件
費
÷
経
常
支
出
×
１
０
０

％
1
7
.5

1
7
.5

2
3
.4

通
常
減
少
が
望
ま
し
い

1
4
常
勤
役
員
比
率

常
勤
役
員
数
÷
総
職
員
数
（
非
常
勤
役
員
を
除
く
）
×
１
０
０
％

5
.6

5
.6

5
.6

通
常
減
少
が
望
ま
し
い

1
5
常
勤
役
員
人
件
費
比
率
常
勤
役
員
人
件
費
÷
総
人
件
費
×
１
０
０

％
通
常
減
少
が
望
ま
し
い

1
6
管
理
費
比
率
の
削
減
率
(1
－
当
該
年
度
の
管
理
費
比
率
÷
前
年
度
の
管
理
費
比
率
）
×
１
０
０
％
▲
 1
4
.8
▲
 5
.4
▲
 2
0
.0

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

1
7
資
産
回
転
率
(回
）

総
収
入
÷
資
産

回
5
.6

5
.1

3
.7

通
常
１
回
以
上
が
望
ま
し
い

1
8
職
員
１
人
あ
た
り
事
業
収
入
事
業
収
入
÷
総
職
員
数
（
非
常
勤
役
員
を
除
く
）

千
円
1
,8
1
4
1
,7
9
8
1
,8
6
3

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

1
9
資
産
剰
余
率

剰
余
金
（
当
期
正
味
財
産
増
加
額
）
÷
資
産
×
１
０
０

％
1
.5

0
.0

0
.0

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

2
0
損
益
分
岐
点

固
定
費
÷
｛
1
ー
（
変
動
費
÷
総
収
入
）
｝

千
円
9
7
,5
6
5
9
9
,7
4
6
1
0
1
,3
2
5

2
1
損
益
分
岐
点
比
率

損
益
分
岐
点
÷
総
収
入
×
１
０
０

％
1
0
0
.0

9
6
.0
1
0
3
.5

通
常
９
０
％
未
満
が
望
ま
し
い

※
金
額
は
、
千
円
未
満
を
切
り
捨
て
。
％
及
び
回
に
つ
い
て
は
、
小
数
点
以
下
第
２
位
を
四
捨
五
入
。

分
野

経 済 性自  立  性計  画  性 健  全  性 効 率 性
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平
成
1
8
年
度
財
団
等
経
営
評
価
　
運
営
評
価
表
（
経
営
分
析
定
性
指
標
）

指
  
  
  
 標

評
価
分
野
の
点
数
（
1
0
0
点
）

1
経
営
戦
略
及
び
経
営
目
標
達
成
の
進
捗
状
況
管
理
の
手
段
と
し
て
、
中
長
期
経
営
計
画
が
策
定
さ
れ
て
い
る
か

△
計
画
性

2
年
次
事
業
計
画
書
・
収
支
予
算
書
が
､中
長
期
経
営
計
画
に
基
づ
く
短
期
的
行
動
指
針
と
し
て
作
成
さ
れ
て
い
る
か

△

3
中
長
期
経
営
計
画
や
年
次
事
業
計
画
の
策
定
に
当
た
っ
て
区
の
行
政
サ
ー
ビ
ス
に
関
す
る
計
画
と
の
整
合
性
が
確
保
さ
れ
て
い
る
か

△

4
年
次
計
画
と
年
次
実
績
と
の
乖
離
原
因
の
分
析
と
結
果
が
次
年
度
以
降
の
計
画
へ
反
映
さ
れ
て
い
る
か

○

評 価 の 根 拠 5
事
業
内
容
と
団
体
の
設
立
目
的
が
合
致
し
て
い
る
か

○
目
的
適
合
性

6
事
業
目
標
(定
量
的
数
値
)の
設
定
方
法
が
妥
当
か

△

7
団
体
が
提
供
す
る
サ
ー
ビ
ス
等
に
対
す
る
顧
客
の
満
足
度
を
調
査
・
分
析
し
て
い
る
か

○

8
新
規
事
業
の
企
画
段
階
ま
た
は
新
し
い
商
品
や
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
を
開
始
す
る
際
に
顧
客
の
ニ
ー
ズ
を
調
査
・
分
析
し
て
い
る
か

△
評 価 の 根 拠 9
管
理
者
及
び
職
員
の
能
力
育
成
体
制
が
整
備
さ
れ
て
い
る
か

△
健
全
性

1
0
意
思
決
定
及
び
業
務
の
妥
当
性
を
確
保
す
る
た
め
の
管
理
体
制
が
で
き
て
い
る
か

○

1
1
財
産
管
理
や
会
計
処
理
が
適
正
に
行
わ
れ
て
い
る
か
。
ま
た
、
監
査
の
体
制
が
整
備
さ
れ
て
い
る
か

○

1
2
区
か
ら
の
財
政
的
支
援
（
補
助
金
）
に
依
存
し
な
い
経
営
努
力
を
行
っ
て
い
る
か

△

1
3
個
人
情
報
の
管
理
と
情
報
公
開
は
適
正
に
行
わ
れ
て
い
る
か

○

評 価 の 根 拠

分
 野

計  画  性
6
3

　 目 的 適 合 性

１
　
平
成
1
7
年
度
は
1
5
年
度
か
ら
1
9
年
度
の
協
会
基
本
計
画
に
基
づ
き
事
業
展
開
し
て
き
た
。
平
成
1
7
年
度
に
協
会
分
離
の
方
針
が
決
定
し
、
今
後
そ
れ
ぞ
れ
の
協
会

の
中
長
期
の
経
営
計
画
を
策
定
す
る
必
要
が
あ
る
。

２
　
平
成
1
7
年
度
は
、
経
営
計
画
に
基
づ
い
て
度
事
業
計
画
と
予
算
を
編
成
し
て
き
た
が
、
協
会
分
離
後
は
新
た
な
経
営
計
画
に
基
づ
い
て
作
成
す
る
必
要
が
あ
る
。

３
　
杉
並
区
2
1
世
紀
ビ
ジ
ョ
ン
に
描
く
文
化
・
交
流
の
将
来
像
を
踏
ま
え
て
策
定
し
た
。

４
　
組
織
内
は
も
ち
ろ
ん
理
事
会
に
も
報
告
し
、
意
見
を
求
め
次
年
度
の
計
画
に
活
か
す
よ
う
努
め
て
い
る
。

５
　
協
会
規
約
の
設
立
目
的
、
事
業
内
容
に
沿
っ
て
事
業
を
展
開
し
て
い
る
。

６
　
協
会
の
設
立
趣
旨
、
基
本
計
画
に
基
づ
き
事
業
目
標
を
設
定
し
て
い
る
。

７
　
各
事
業
実
施
時
に
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
を
実
施
し
て
参
加
者
の
ニ
ー
ズ
の
把
握
に
努
め
て
い
る
。

８
　
前
項
の
分
析
結
果
も
含
め
、
有
識
者
や
各
界
の
代
表
で
構
成
す
る
理
事
会
の
意
見
も
求
め
て
い
る
。○
：
十
分
で
き
て
い
る
、
△
：
お
お
む
ね
で
き
て
い
る
、
×
：
で
き
て
い
な
い
　
　

7
5

 健   全   性

8
0

９
　
 外
部
の
研
修
や
関
係
団
体
連
携
の
研
修
会
な
ど
に
は
可
能
な
限
り
参
加
し
て
い
る
が
、
組
織
的
な
育
成
体
制
は
十
分
に
は
と
れ
て
い
な
い
。

1
0
  
管
理
・
文
化
・
交
流
の
各
係
が
別
の
場
所
に
あ
る
た
め
意
思
決
定
・
統
一
に
時
間
が
か
か
る
。

1
1
  
財
務
会
計
ｼ
ｽ
ﾃ
ﾑ
に
よ
り
帳
簿
も
含
め
た
正
確
、
適
正
な
執
行
に
努
め
て
お
り
、
毎
年
監
事
に
よ
る
監
査
を
受
け
て
い
る
。

1
2
　
経
営
努
力
に
よ
り
増
収
を
図
る
こ
と
は
も
ち
ろ
ん
で
あ
る
が
、
文
化
・
交
流
行
政
の
一
翼
を
担
う
設
立
目
的
か
ら
し
て
財
政
面
の
支
援
は
必
要
で
あ
る
。

1
3
  
協
会
規
則
に
よ
り
個
人
情
報
の
管
理
を
適
正
に
取
扱
っ
て
い
る
。
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平
成
1
8
年
度
財
団
等
経
営
評
価
　
運
営
評
価
表
（
経
営
分
析
定
性
指
標
）

指
  
  
  
 標

評
価
分
野
の
点
数
（
1
0
0
点
）

分
 野

1
4
予
算
節
約
度
の
原
因
分
析
結
果
が
業
績
改
善
へ
結
び
つ
け
ら
れ
て
い
る
か

△
効
率
性

1
5
人
件
費
を
削
減
す
る
た
め
の
工
夫
が
凝
ら
さ
れ
て
い
る
か

○

1
6
資
産
運
用
効
率
を
改
善
す
る
た
め
の
工
夫
が
凝
ら
さ
れ
て
い
る
か

○

1
7
事
務
処
理
の
効
率
を
改
善
す
る
た
め
の
工
夫
が
凝
ら
さ
れ
て
い
る
か

△

1
8
業
務
の
効
率
化
、
コ
ス
ト
ダ
ウ
ン
の
た
め
に
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
(外
部
委
託
)を
活
用
し
て
い
る
か

△

評 価 の 根 拠 1
9
同
種
の
事
業
形
態
、
同
規
模
の
他
団
体
を
業
績
向
上
の
比
較
対
象
と
し
て
設
定
し
、
業
績
改
善
の
努
力
を
行
っ
て
い
る
か

△
経
済
性

2
0
サ
ー
ビ
ス
コ
ス
ト
低
減
の
た
め
の
努
力
(施
策
)を
行
っ
て
い
る
か

○

2
1
物
品
の
調
達
コ
ス
ト
低
減
の
た
め
の
努
力
(施
策
)を
行
っ
て
い
る
か

○

2
2
交
渉
や
入
札
等
に
よ
り
外
部
委
託
コ
ス
ト
(業
務
委
託
費
)低
減
の
た
め
の
努
力
(施
策
)を
行
っ
て
い
る
か

○

2
3
事
業
収
入
を
増
加
さ
せ
る
た
め
の
努
力
(施
策
)を
行
っ
て
い
る
か

△

評 価 の 根 拠

1
9
　
公
立
文
化
施
設
協
議
会
や
国
際
交
流
団
体
連
絡
協
議
会
等
に
参
加
し
、
情
報
交
換
、
協
議
、
研
究
を
行
っ
て
い
る
。

2
0
　
情
報
紙
の
広
告
料
や
協
賛
金
の
確
保
に
努
め
る
と
と
も
に
、
P
R
方
法
を
工
夫
し
て
参
加
者
の
増
を
図
っ
て
い
る
。

2
1
　
計
画
立
案
時
に
コ
ス
ト
低
減
の
方
策
が
な
い
か
検
討
す
る
と
と
も
に
、
競
争
入
札
や
複
数
の
業
者
か
ら
見
積
も
り
を
と
り
発
注
業
者
を
選
定
し
て
い
る
。

2
2
　
他
の
団
体
が
実
施
し
て
い
る
事
業
コ
ス
ト
を
調
査
し
た
り
、
市
場
価
格
を
把
握
し
、
委
託
価
格
等
の
適
正
化
に
努
め
て
い
る
。

2
3
　
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
な
ど
に
よ
り
、
ニ
ー
ズ
に
あ
っ
た
魅
力
あ
る
事
業
の
提
供
に
努
め
、
参
加
者
（
参
加
費
）
の
増
を
図
っ
て
い
る
。

8
0

効  率  性

7
0

経  済  性

1
4
　
天
候
な
ど
の
外
部
要
因
に
よ
る
影
響
も
あ
り
、
着
実
な
業
績
改
善
に
結
び
つ
け
に
く
い
。

1
5
　
コ
ミ
ュ
か
る
シ
ョ
ッ
プ
の
非
常
勤
職
員
体
制
を
見
直
し
、
人
員
配
置
の
適
正
化
を
図
っ
た
。

1
6
　
基
本
財
産
は
な
く
、
資
産
の
運
用
は
し
て
い
な
い
。
流
動
資
産
い
つ
い
て
は
、
安
全
確
実
な
金
融
機
関
を
利
用
し
て
い
る
。

1
7
　
チ
ケ
ッ
ト
販
売
シ
ス
テ
ム
の
早
期
の
導
入
に
よ
り
、
一
層
の
効
率
化
を
図
る
必
要
が
あ
る
。

1
8
　
協
力
員
の
活
用
や
関
係
団
体
と
の
連
携
を
行
っ
て
い
る
が
、
送
付
物
の
封
入
封
緘
委
託
や
ホ
ー
ル
運
営
ス
タ
ッ
フ
の
委
託
な
ど
を
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
。
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平
成
1
8
年
度
杉
並
区
財
団
等
経
営
評
価
に
よ
る
改
善
計
画

代
表
者

電
話

○
文
化
事
業
に
つ
い
て
は
、
音
楽
、
美
術
、
演
劇
、
伝
統
芸
能
な
ど
の
質
の
高
い
芸
術
を
低
廉
で
提
供
す
る
こ
と
に
努
め
、
区
民
が
求
め
る
文
化
芸
術
鑑
賞
に
応
え
た
。

○
3
年
目
と
な
る
杉
並
演
劇
祭
を
開
催
す
る
と
と
も
に
、
演
劇
講
座
を
シ
ア
タ
ー
ト
ー
ク
と
あ
わ
せ
て
開
催
し
、
演
劇
環
境
の
整
備
に
取
り
組
ん
だ
。
今
後
、
演
劇
祭
実
行
委
員
会
の
あ
り
方

に
つ
い
て
検
討
を
要
す
る
。

○
平
成
1
8
年
度
に
オ
ー
プ
ン
す
る
杉
並
公
会
堂
の
オ
ー
プ
ニ
ン
グ
事
業
の
開
催
に
向
け
て
準
備
を
す
す
め
た
。

○
基
本
計
画
で
は
隔
年
の
開
催
と
な
っ
て
い
る
「
ジ
ャ
パ
ン
デ
イ
」
を
毎
年
開
催
と
し
て
実
施
し
、
生
活
文
化
の
違
い
を
こ
え
た
交
流
と
多
文
化
共
生
社
会
へ
の
理
解
を
深
め
る
機
会
を
提

供
す
る
こ
と
が
で
き
た
。

○
事
業
の
企
画
段
階
か
ら
外
国
人
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
等
に
参
加
し
て
も
ら
い
、
外
国
人
の
ニ
ー
ズ
を
事
業
に
反
映
さ
せ
、
外
国
人
に
と
っ
て
魅
力
あ
る
事
業
を
提
供
し
好
評
を
得
た
。

○
協
会
分
離
の
方
針
が
理
事
会
で
決
定
さ
れ
た
こ
と
に
伴
い
、
規
程
の
整
備
や
新
協
会
発
足
に
向
け
た
諸
準
備
を
す
す
め
、
平
成
1
8
年
4
月
に
新
協
会
と
し
て
発
足
す
る
こ
と
が
で
き

た
。

総 合 方 針

 リ ス ト

添 付 資 料

内
４
１
０
３

大
束
　
百
合
子

○
協
会
経
営
計
画
の
策
定
な
ど
、
協
会
基
盤
を
整
備
す
る
。

○
区
民
・
団
体
の
文
化
芸
術
活
動
支
援
に
重
点
を
置
き
、
事
業
の
見
直
し
と
体
制
の
整
備
を
行
う
。

○
多
文
化
共
生
の
ま
ち
づ
く
り
を
目
指
し
、
事
業
の
抜
本
的
改
善
、
見
直
し
を
行
い
、
事
業
の
再
構
築
を
行
う
。

団
体
名
称

杉
並
区
文
化
・
交
流
協
会

主 な 取 り 組 み

最 近 五 年 間 の

成 果 ・ 反 省

前 年 度 の 取 り 組 み

組 み ・ 目 標

今 年 度 の 取 り

○
旧
協
会
の
清
算
事
務
を
確
実
に
行
い
、
新
協
会
へ
事
務
事
業
を
ス
ム
ー
ズ
に
移
行
さ
せ
る
。

○
公
会
堂
の
オ
ー
プ
ニ
ン
グ
事
業
の
実
施
に
向
け
て
準
備
を
整
え
て
い
く
。

○
「
協
会
の
今
後
の
あ
り
方
」
及
び
「
文
化
芸
術
振
興
に
向
け
た
新
た
な
支
援
策
に
つ
い
て
」
に
基
づ
き
、
両
協
会
の
中
長
期
の
経
営
計
画
を
策
定
す
る
と
と
も
に
、
事
業
内
容
の
見
直
し

と
再
構
築
を
行
う
。

○
「
文
化
芸
術
活
動
助
成
金
制
度
創
設
」
、
「
チ
ケ
ッ
ト
販
売
シ
ス
テ
ム
の
導
入
」
、
「
情
報
紙
の
全
戸
配
布
」
な
ど
新
規
事
業
の
円
滑
な
実
施
に
努
め
る
。

○
年
度
末
に
作
成
す
る
次
年
度
の
年
間
事
業
計
画
を
基
に
、
効
率
的
な
事
業
実
施
を
目
指
し
た
。

○
平
成
1
4
年
度
に
協
会
の
基
本
計
画
を
策
定
し
、
1
5
年
度
か
ら
1
9
年
度
の
5
ヵ
年
を
展
望
し
た
計
画
的
な
事
業
展
開
を
開
始
す
る
こ
と
と
し
た
。

○
1
5
年
度
か
ら
は
、
上
記
基
本
計
画
に
基
づ
く
計
画
事
業
を
実
施
し
、
地
域
の
文
化
・
交
流
の
普
及
及
び
拡
大
に
取
り
組
ん
で
き
た
。

○
平
成
1
7
年
4
月
か
ら
区
職
員
（
1
名
）
を
非
常
勤
職
員
（
2
名
）
と
し
た
。

○
平
成
1
7
年
度
に
区
の
提
案
を
う
け
、
「
協
会
の
今
後
の
あ
り
方
に
つ
い
て
」
を
策
定
し
、
平
成
1
8
年
度
か
ら
文
化
協
会
と
交
流
協
会
に
分
離
す
る
こ
と
を
理
事
会
で
決
定
し
た
。
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平成18年度杉並区財団等経営評価　問題点検討表（二次評価）

主管部
課係名

団体名

電話番号

内線３７８３
区民生活部文化・交流課

特記
事項

経
済
性

損益分岐点比率が103.5％である。今後は100％以内で推移するよう努力を要する。

健
全
性

年次事業計画や収支予算書に基づいて事業は執行されている。年次計画と実績の分析を行い、分析
結果が年次計画に反映される事業展開が必要である。

目
的
適
合
性

人件費比率が増大する傾向があるため、人件費率の抑制に努める必要がある。
人件費の中に、区職員分が入ってなく取り扱いに再考が必要である。

経
済
性

業績改善の一方策として、同種・同規模の他団体との比較検証が必要である。

事業内容は団体の設立目的に合致しており、適正と判断される。顧客満足度については、アンケートを
分析し、利用者ニーズを把握して満足度を高める努力をする必要がある。

杉並区文化・交流協会

定
量
評
価

自
立
性

収益事業費比率が減少したため、率を向上させ、補助金収入依存度の減少を図ることが必要である。

計
画
性

事業比率については若干減少、管理比率は若干増大傾向となっており、健全性を保つためには事業
比率は増、管理比率を減とする努力が必要である。

効
率
性

低廉な価格でサービスを提供する立場であるが、事業によっては受益者負担という考えをとり適正な増
額し、事業収入を伸ばすことにより職員一人当たりの事業収入アップを目指す必要がある。

計
画
性

効
率
性

経営分析、課題と問題点

定
性
評
価

健
全
性

財産管理や会計処理は適正に行われている。 職員及び管理者の能力育成体制の更なる整備が求め
られる。

非常勤職員体制を見直し、人事配置の適正化が図られている。チケットシステムの早期の導入により、
一層の効率化を図る必要がある。
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成果判断の方策として参加者実績数以外に、予定（想定）参加者数と実績数の比較も考慮する
必要がある。

事業分析、課題と問題点

文化事業については、前年に記念事業があったため、開催回数が減少した。交流事業について
も、実施回数は減少している。共催･後援回数は、増加しており着実な成果をあげている。協会登
録会員は減少していため、会員拡大の対応が必要である。

活
動
指
標

析
・
評
価

現
状
の
分

コ
ス
ト

協会の基本計画にもコスト意識の導入がうたわれており、今後具体的な事業別、単位別コスト目
標の設定が求められる。

事
業
の
推
移
サ
ー

ビ
ス

協会は文化･交流事業をそれぞれ文化係・交流係で所管し事業展開を行っている。事業量のア
ンバランスや連携等で不都合が生じており、組織形態を抜本的に見直す必要がある。

財
務
状
況

収入については、事業収入の拡大に今後も努め、補助金収入の依存度を抑える努力が必要であ
る。支出については管理費が増加しているのでその抑制に努める必要がある。

（
分
析

、
課
題
と
問
題
点

）

所
管
部
課
経
営
評
価
総
合
コ
メ
ン
ト

組
織

の
考
え
方

目
標
設
定

文化事業については、今後は参加者の着実な増加を目指してから事業を行う必要がある。交流
事業は、参加者が減少しており、ＰＲ等の方法に研究の必要がある。

成
果
指
標

活
動
指
標

成
果
指
標

共催・後援回数、広報紙の発行など確実な成果をあげているが、会員数が減少しているので、可
能な範囲で数値目標の確立をし、目標達成の方策を検討する必要がある。

定性指標については、健全性・経済性は概ねその効果が発揮されているが、効率性においては、チケット
システムの早期導入によって一層の効率化図る必要がある。
定量指標については、自立するためにも、事業収入の増を図り補助金収入依存度を引き下げることが求め
られる。
事業分析については、魅力ある事業を行うとともに、参加者の増加、会員の拡大を進める必要がある。

協会の事業収益向上の意味からも、サービス利用者の増大や受益者負担を図る必要がある。
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